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社会福祉法人常陽社会福祉事業団定款

第１章　総則
[bookmark: j9_k1][bookmark: 定款細則]（目的）
第１条　この社会福祉法人（以下「法人」という。）は、多様な福祉サービスがその利用者の意向を尊重して総合的に提供されるよう創意工夫することにより、利用者が、個人の尊厳を保持しつつ、心身ともに健やかにその有する能力に応じ自立した日常生活を地域社会において営むことができるよう支援し、豊かな社会づくりに貢献することを目的として、次の社会福祉事業を行う。　　
（１）第一種社会福祉事業　　
（イ）養護老人ホーム清風園の経営
（ロ）養護老人ホーム望峰園の経営
（ハ）特別養護老人ホーム白寿園の経営
（２）第二種社会福祉事業
（イ）西岳デイサービスセンターの経営
（ロ）庄内デイサービスセンターの経営
（ハ）横市デイサービスセンターの経営
（ニ）老人短期入所施設（白寿園、庄内の里）の経営
（ホ）訪問介護事業（清風、望峰）の経営
（ヘ）生計困難者に対する相談支援事業（みやざき安心セーフティネット事業）
（名称）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
第２条　この法人は、社会福祉法人常陽社会福祉事業団という。
（経営の原則等）
第３条　この法人は、社会福祉事業の主たる担い手としてふさわしい事業を確実、効果的かつ適正に行うため、自主的にその経営基盤の強化を図るとともにその提供する福祉サービスの質の向上並びに事業経営の透明性の確保を図り、もって地域福祉の推進に努めるものとする。
２　この法人は、地域社会に貢献する取組として、高齢者、経済的に困窮する者等を支援するため、無料又は低額な料金で福祉サービスを積極的に提供するものとする。
（事務所の所在地）
第４条　この法人の事務所を宮崎県都城市南横市町4000番地に置く。

第２章　評議員
（評議員の定数）
第５条　この法人に評議員７名以上１０名以内を置く。　　
（評議員の選任及び解任）　　　　　　　　　　　　　　
第６条　この法人に評議員選任・解任委員会を置き、評議員の選任及び解任は、評議員選任・解任委員会において行う。
２　評議員選任・解任委員会は、監事１名、事務局員１名、外部委員１名の合計３名で構成する。
３　選任候補者の推薦及び解任の提案は、理事会が行う。評議員選任・解任委員会の運営については、理事会において別に定める。
４　選任候補者の推薦及び解任の提案を行う場合には、当該者が評議員として適任及び不適任と判断した理由を委員に説明しなければならない。
５　評議員選任・解任委員会の決議は、委員の過半数が出席し、その過半数をもって行う。ただし、外部委員が出席し、かつ、外部委員が賛成することを要する。
　（評議員の資格）
第７条　社会福祉法第４０条第４項及び第５項を遵守するとともに、この法人の評議員のうちには、評議員のいずれか１人及びその親族その他特殊の関係のある者（租税特別措置法施行令第２５条の１７第６項第１号に規定するものをいう。以下同じ。）の合計数が、評議員総数（現在数）の３分の１を超えて含まれることになってはならない。
（評議員の任期）
第８条　評議員の任期は、選任後４年以内に終了する会計年度のうち最終のものに関する定時評議員会の終結の時までとし、再任を妨げない。
２　任期の満了前に退任した評議員の補欠として選任された評議員の任期は、退任した評議員の任期の満了する時までとする。
３　評議員は、第５条に定める定数に足りなくなるときは、任期の満了又は辞任により退任した後も、新たに選任された者が就任するまで、なお評議員としての権利義務を有する。
（評議員の報酬等）　
第９条　評議員に対して、各年度の総額が700,000円を超えない範囲で、評議員会において別に定める報酬等の支給の基準に従って算定した額を、報酬として支給する。　　　　　　　　　　

第３章　評議員会
（構成）
第１０条　評議員会は、全ての評議員をもって構成する。
２　評議員会に議長を置き、議長はその都度評議員の互選で定める。
（権限）
第１１条　評議員会は、次の事項について決議する。
（１）理事及び監事の選任又は解任
（２）理事及び監事の報酬等の額
（３）理事及び監事並びに評議員に対する報酬等の支給の基準
（４）計算書類（貸借対照表及び収支計算書）及び財産目録の承認
（５）定款の変更
（６）残余財産の処分
（７）基本財産の処分
（８）事業計画及び収支予算
（９）社会福祉充実計画の承認
（10）臨機の措置（予算外の新たな義務の負担及び権利の放置）
（11）公益事業に関する重要な事項
（12）解散
（13）その他評議員会で決議するものとして法令又はこの定款で定められた事項
（開催）
第１２条　評議員会は、定時評議員会として毎年度６月に１回開催するほか、３月及び必要がある場合に開催する。　　
（招集）
第１３条　評議員会は、法令に別段の定めがある場合を除き、理事会の決議に基づき理事長が招集する。
２　評議員は、理事長に対し、評議員会の目的である事項及び招集の理由を示して、評議員会の招集を請求することができる。
（決議）
第１４条　評議員会の決議は、決議について特別の利害関係を有する評議員を除く評議員の過半数が出席し、その過半数をもって行う。
２　前項の規定にかかわらず、次の決議は、決議について特別の利害関係を有する評議員を除く評議員の３分の２以上に当たる多数をもって行わなければならない。
（１）監事の解任
（２）定款の変更
（３）その他法令で定められた事項
３　理事又は監事を選任する議案を決議するに際しては、各候補者ごとに第１項の決議を行わなければならない。理事又は監事の候補者の合計数が第１６条に定める定数を上回る場合には、過半数の賛成を得た候補者の中から得票数の多い順に定数の枠に達するまでの者を選任することとする。
４　第１項及び第２項の規定にかかわらず、評議員（当該事項について議決に加わることができるものに限る。）の全員が書面又は電磁的記録により同意の意思表示をしたときは、評議員会の決議があったものとみなす。
（議事録）
第１５条　評議員会の議事については、法令で定めるところにより、議事録を作成する。
２　議長及び会議に出席した評議員のうちから選出された議事録署名人２名がこれに署名し、又は記名押印する。

第４章　役員及び職員
（役員の定数）
第１６条　この法人には、次の役員を置く。
（１）理事　６名
（２）監事　２名
２　理事のうち１名を理事長とする。　
（役員の選任）
第１７条　理事及び監事は、評議員会の決議によって選任する。
２　理事長は、理事会の決議によって理事の中から選定する。
　（役員の資格）
第１８条　社会福祉法第４４条第６項を遵守するとともに、この法人の理事のうちには、理事のいずれか１人及びその親族その他特殊の関係がある者の合計数が、理事総数（現在数）の３分の１を超えて含まれることになってはならない。
２　社会福祉法第４４条第７項を遵守するとともに、この法人の監事には、この法人の理事（その親族その他特殊の関係がある者を含む。）及び評議員（その親族その他特殊の関係がある者を含む。）並びに、この法人の職員が含まれてはならない。また、各監事は、相互に親族及びその他特殊の関係がある者であってはならない。
（理事の職務及び権限）
第１９条　理事は、理事会を構成し、法令及びこの定款で定めるところにより、職務を執行する。
２　理事長は、法令及びこの定款で定めるところにより、この法人を代表し、その業務を執行する。
３　理事長は、毎会計年度に４ヶ月を超える間隔で２回以上、自己の職務の執行の状況を理事会に報告しなければならない。
（監事の職務及び権限）
第２０条　監事は、理事の職務の執行を監査し、法令で定めるところにより、監査報告を作成する。
２　監事は、いつでも、理事及び職員に対して事業の報告を求め、この法人の業務及び財産の状況の調査をすることができる。
（役員の任期）
第２１条　理事又は監事の任期は、選任後２年以内に終了する会計年度のうち最終のものに関する定時評議員会の終結の時までとし、再任を妨げない。
２　補欠として選任された理事又は監事の任期は、前任者の任期の満了する時までとすることができる。
３　理事又は監事は、第１６条に定める定数に足りなくなるときは、任期の満了又は辞任により退任した後も、新たに選任された者が就任するまで、なお理事又は監事としての権利義務を有する。
（役員の解任）
第２２条　理事又は監事が、次のいずれかに該当するときは、評議員会の決議によって解任することができる。
（１）職務上の義務に違反し、又は職務を怠ったとき。
（２）心身の故障のため、職務の執行に支障があり、又はこれに堪えないとき。
（役員の報酬等）
第２３条　理事及び監事に対して、評議員会において別に定める総額の範囲内で、評議員会において別に定める報酬等の支給の基準に従って算定した額を報酬等として支給することができる。　　　　　　
（職員）
第２４条　この法人の業務を処理するため、事務局及び在宅福祉部を置く。
２　事務局には、本部事務局及び第１条に規定する経営施設（以下「施設」という。）の管理運営を行う事務所を置く。
３　本部事務局には、事務局長１名、その他必要な職員を置く。
４　施設には、施設ごとに施設長各１名を、在宅福祉部には部長、その他必要な職員を置く。
５　事務局長、事務局次長、施設長及び部長は、理事長が任免する。
６　前項の任免に当たっては、理事会の議決を経て、理事長が任免する。ただし、第１条第２号に規定する施設の施設長は、この限りでない。
７　その他必要な職員は、理事長が任免する。　　　　

第５章　理事会
（構成）
第２５条　理事会は、全ての理事をもって構成する。
（権限）
第２６条　理事会は、次の職務を行う。ただし、日常の業務として理事会が定めるものについては理事長が専決し、これを理事会に報告する。
（１）この法人の業務執行の決定
（２）理事の職務の執行の監督
（３）理事長の選定及び解職
（招集）
第２７条　理事会は、理事長が招集する。
２　理事長が欠けたとき又は理事長に事故があるときは、各理事が理事会を招集する。
（決議）
第２８条　理事会の決議は、決議について特別の利害関係を有する理事を除く理事の過半数が出席し、その過半数をもって行う。
２　前項の規定にかかわらず、理事（当該事項について議決に加わることができるものに限る。）の全員が書面又は電磁的記録により同意の意思表示をしたとき（監事が当該提案について異議を述べた時を除く。）は、理事会の決議があったものとみなす。
（議事録）
第２９条　理事会の議事については、法令で定めるところにより、議事録を作成する。
２　出席した理事長及び監事は、前項の議事録に署名し、又は記名押印する。


第６章　資産及び会計
（資産の区分）
第３０条　この法人の資産は、これを分けて基本財産、その他財産及び公益事業用財産の３種とする。
２　基本財産は、次の各号に掲げる財産をもって構成する。
（１）現金　　10,000,000円
（２）土地　　
	
	地　番
	地　目
	面　積

	１
	宮崎県都城市南横市町４０００番
	宅地
	12,031.55平方メートル

	２
	宮崎県都城市安久町５２０９番１
	宅地
	7,321.39平方メートル

	３
	宮崎県都城市安久町５２０５番２
	雑種地
	186.00平方メートル

	４
	宮崎県都城市庄内町８６７３番
	宅地
	7,734.55平方メートル

	５
	宮崎県都城市庄内町８６７３番３
	宅地
	674.72平方メートル

	６
	宮崎県都城市高野町２９９１番
	宅地
	1,055.46平方メートル


（３）建物
	
	所在地
	家屋番号
・符号
	種類
	構造
	床面積

	１
	宮崎県都城市
南横市町
4000番地
	4000番地
	老人ホーム・デイサービスセンター
	鉄筋コンクリート造スレートぶき陸屋根２階建
	3,970.86平方メートル

	２
	
	4000番・1
	車庫・物置
	鉄骨造スレートぶき平家建
	73.55平方メートル

	３
	
	4000番・2
	倉庫
	鉄骨造スレートぶき平家建
	70.09平方メートル

	４
	
	4000番・3
	機械室
	鉄骨造コンクリート造陸屋根平家建
	16.00平方メートル

	５
	
	4000番・4
	機械室
	鉄骨造コンクリート造スレートぶき平家建
	60.20平方メートル

	６
	宮崎県都城市安久町5209番地1
	5209番1
	老人ホーム
	鉄骨造コンクリート造陸屋根平家建
	1,991.57平方メートル

	７
	
	5209番1・3
	倉庫
	軽量鉄骨造亜鉛メッキ鋼板ぶき平家建
	32.40平方メートル

	８
	宮崎県都城市
庄内町
8673番地
	8673番の1
	老人ホーム
	鉄骨造コンクリート造一部鉄骨造２階建
	3,666.59平方メートル

	９
	
	8673番の1・1
	倉庫
	鉄骨造スレートぶき平家建
	46,90平方メートル

	10
	
	8673番の2
	デイサービス
センター
	鉄骨造コンクリート造陸屋根平家建
	392.00平方メートル

	11
	
	8673番の2・1
	機械室
	鉄骨造亜鉛メッキ鋼板ぶき平家建
	12.00平方メートル

	12
	宮崎県都城市
高野町2991番地
	2991番
	デイサービス
センター
	鉄骨造コンクリート造スレートぶき平家建
	345.16平方メートル


３　その他財産は、基本財産及び公益事業用財産以外の財産とする。
４　公益事業用財産は、第３８条に掲げる公益を目的とする事業の用に供する財産とする。
５　基本財産に指定されて寄附された金品は、速やかに第２項に掲げるため、必要な手続をとらなければならない。
（基本財産の処分）
第３１条　基本財産を処分し、又は担保に供しようとするときは、理事総数の３分の２以上の同意及び評議員会の承認を得て、都城市長の承認を得なければならない。ただし、次の各号に掲げる場合には、都城市長の承認は必要としない。
一　独立行政法人福祉医療機構に対して基本財産を担保に供する場合
二　独立行政法人福祉医療機構と協調融資（独立行政法人福祉医療機構の福祉貸付が行う施設整備のための資金に対する融資と併せて行う同一の財産を担保とする当該施設整備のための資金に対する融資をいう。以下同じ。）に関する契約を結んだ民間金融機関に対して基本財産を担保に供する場合（協調融資に係る担保に限る。）
（資産の管理）
第３２条　この法人の資産は、理事会の定める方法により、理事長が管理する。
２　資産のうち現金は、確実な金融機関に預け入れ、確実な信託会社に信託し、又は確実な有価証券に換えて、保管する。
（事業計画及び収支予算）
第３３条　この法人の事業計画書及び収支予算書については、毎会計年度開始の日の前日までに、理事長が作成し、理事総数の３分の２以上の同意及び評議員会の承認を受けなければならない。これを変更する場合も、同様とする。　
２　前項の書類については、主たる事務所に、当該会計年度が終了するまでの間備え置き、一般の閲覧に供するものとする。
（事業報告及び決算）
第３４条　この法人の事業報告及び決算については、毎会計年度終了後、理事長が次の書類を作成し、監事の監査を受けた上で、理事会の承認を受けなければならない。
（１）事業報告
（２）事業報告の附属明細書
（３）貸借対照表
（４）収支計算書（資金収支計算書及び事業活動計算書）
（５）貸借対照表及び収支計算書（資金収支計算書及び事業活動計算書）の附属明細書
（６）財産目録　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
２　前項の承認を受けた書類のうち、第１号、第３号、第４号及び第６号の書類については、定時評議員会に提出し、第１号の書類についてはその内容を報告し、その他の書類については、承認を受けなければならない。
３　第１項の書類のほか、次の書類を主たる事務所に５年間備え置き、一般の閲覧に供するとともに、定款を主たる事務所に備え置き、一般の閲覧に供するものとする。
（１）監査報告
（２）理事及び監事並びに評議員の名簿
（３）理事及び監事並びに評議員の報酬等の支給の基準を記載した書類
（４）事業の概要等を記載した書類
（会計年度）
第３５条　この法人の会計年度は、毎年４月１日に始まり、翌年３月３１日をもって終わる。
（会計処理の基準）
第３６条　この法人の会計に関しては、法令等及びこの定款に定めのあるもののほか、理事会において定める経理規程により処理する。
（臨機の措置）
第３７条　予算をもって定めるもののほか、新たに義務の負担をし、又は権利の放棄をしようとするときは、理事総数の３分の２以上の同意及び評議員会の承認がなければならない。
第７章　公益を目的とする事業
（種別）
第３８条　この法人は、社会福祉法第２６条の規定により、利用者が、個人の尊厳を保持しつつ、自立した生活を地域社会において営むことができるよう支援することなどを目的として、次の事業を行う。
（１）居宅サービスに関する事業
　（イ）居宅介護支援事業所（ケアプランサービスゆう）
　（ロ）特定施設入居者生活介護（清風園）
（２）地域包括支援センターに関する事業
　（イ）都城市志和池・庄内・西岳地区地域包括支援センター
２　前項の事業の運営に関する事項については、理事総数の３分の２以上の同意及び評議員会の承認を得なければならない。


第８章　解散
（解散）
第３９条　この法人は、社会福祉法第４６条第１項第１号及び第３号から第６号までの解散事由により解散する。
（残余財産の帰属）
第４０条　解散（合併又は破産による解散を除く。）した場合における残余財産は、評議員会の決議を得て、社会福祉法人のうちから選出されたものに帰属する。
　（保有する株式に係る議決権の行使）
第４１条　この法人が保有する株式（出資）について、その株式（出資）に係る議決権を行使する場合には、あらかじめ理事会において理事総数の３分の２以上の承認を要する。　
　　　　　　


第９章　定款の変更
（定款の変更）
第４２条　この定款を変更しようとするときは、評議員会の決議を得て、都城市長の認可（社会福祉法第４５条の３６第２項に規定する厚生労働省令で定める事項に係るものを除く。）を受けなければならない。
２　前項の厚生労働省令で定める事項に係る定款の変更をしたときは、遅滞なくその旨を都城市長に届け出なければならない。

第１０章　公告の方法その他
（公告の方法）
第４３条　この法人の公告は、社会福祉法人常陽社会福祉事業団の掲示場に掲示するとともに、官報、新聞又は電子公告に掲載して行う。
（施行細則）
第４４条　この定款の施行についての細則は、理事会において定める。
　　　　　　　　　　　　　　
附　則
この法人の設立当初の役員は、次のとおりとする。ただし、この法人の成立後遅滞なく、この定款に基づき、役員の選任を行うものとする。
　　理事長　　堀之内　久　男
　　理　事　　島　津　久　厚
　　　〃　　　新　川　益　治
　　　〃　　　瀧　内　　正
　　　〃　　　園　田　寅　男
　　　〃　　　中　原　蓮　正
　　　〃　　　牛　山　　茂
　　監　事　　宮　里　泰　夫　
　　　〃　　　松　原　治　盛
附　則　
　この定款は、昭和45年11月28日から施行する。
　この定款は、昭和47年 4 月18日から施行する。（一部変更）
　この定款は、昭和53年11月22日から施行する。（一部変更）
　この定款は、昭和60年 7 月 2 日から施行する。（一部変更）
附　則
　この定款は、昭和６３年３月１５日から施行する。
附　則
　この変更後の定款は、昭和６１年１０月１日から施行する。（一部変更）
附　則
この変更後の定款は、宮崎県知事の認可の日から施行する。
附　則
この定款は、平成２年７月１日から施行する。
附　則
この定款は、平成５年５月２６日から施行する。
附　則
この変更後の定款は、宮崎県知事の認可の日から施行する。
附　則
　この変更後の定款は、宮崎県知事の認可の日から施行する。
附　則
　この変更後の定款は、宮崎県知事の認可の日から施行する。

附　則
　この変更後の定款は、宮崎県知事の認可の日から施行する。
附　則
この変更後の定款は、宮崎県知事の認可の日から施行する。
附　則
この変更後の定款は、宮崎県知事の認可の日から施行する。
附　則
この変更後の定款は、平成１７年７月４日から施行する。
附　則
この変更後の定款は、平成１８年５月３０日から施行する。
附　則
この定款は、平成１８年９月１２日から施行する。
　　附　則
この定款は、平成１９年６月２６日から施行する。
　附　則
この定款は、平成２０年１０月１７日から施行する。
附　則
この定款は、平成２２年３月２９日から施行する。
附　則
この定款は、平成２３年６月１３日から施行する。
附　則
この定款は、平成２５年５月１日から施行し、平成２５年４月１日から適用する。
附　則
この定款は、平成２６年５月１９日から施行し、平成２６年４月１日から適用する。
附　則
この定款は、平成２７年４月１日から施行する。
附　則
この定款は、平成２７年７月２７日から施行する。
附　則 
この定款は、平成２９年４月１日から施行する。








社会福祉法人常陽社会福祉事業団定款細則

第　１　章　　総　則
（目的）
第１条　この細則は、社会福祉法人常陽社会福祉事業団（以下、「法人」という。）定款第29条の規定により、法人運営について必要な事項を定めるものとする。

第　２　章　　事務の専決
（理事長専決事項）
第２条　定款第２６条の規定に基づき、理事長が専決することのできる法人の業務については、次に掲げるものとする。
（１）要綱（定款、定款細則、規則、規程を除く。）等の制定、改廃に関すること
（２）職員の人事に関すること（定款第２４条に定める職員を除く。）
（３）職員の給与に関すること
（４）職員の労務管理・福利厚生に関すること
（５）債権の免除、又は効力の変更のうち、当該処分が法人に有利であると認められるもの、その他やむを得ない特別の理由があると認められるもの。ただし、法人運営に重大な影響があるものを除く。
（６）設備資金の借入に係る契約であって予算の範囲内のもの
（７）契約工事請負及び物品納入等の契約は経理規程で定める随意契約の額を上限とし補正予算についても同額を上限とする。ただし、予算の増減を伴う組み替えは除く
（８）固定資産（基本財産を除く。）の取得及び改良等のための支出並びにこれらの処分に関するものは経理規程で定める随意契約の額を上限とする
（９）不用物品等の売却又は廃棄に関すること。ただし、残存価額が２０万円までのものとする。
（10）予算上の予備費の支出に関すること
（11）入所者・利用者の日常の処遇に関すること
（12）入所者の預り金の管理に関すること
（13）寄附の受入れに関すること
（14）法人に関する情報の開示に関すること
（15）その他の業務に関すること
２　前項に規定する業務の範囲には、法人諸規程において定める契約担当者に委任されるものを含むものとする。
第　３　章　　細則の変更
（変更前）
第３条　この細則を変更しようとするときは、理事会において定める。
附　則
１　この細則の施行にあたって必要な事項は、理事会の議決を経て、理事長が別に定める。
２　この細則は、平成１８年５月３０日から施行する。
　附　則
この細則は、平成２６年４月１日から施行する。
　附　則


この細則は、平成２９年４月１日から施行する。
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社会福祉法人常陽社会福祉事業団職員就業規則

第　１　章　　　総　　則
（趣旨）
第１条　社会福祉法人常陽社会福祉事業団（以下「事業団」という。）に勤務する職員の就業に関する事項については、労働基準法（昭和22年法律第49号以下「基準法」という。）その他の法令に定めあるもののほか、この規則の定めるところによる。
（定義）
第２条　この規則において、職員とは、次の各号に掲げる者をいう。
（１）第1号職員　社会福祉法人常陽社会福祉事業団定款（昭和45年10月制定）第１０条第3項に規定する事務局長、同条第4項に規定する施設長及び第２７条の規定並びに事業団職員内部登用試験実施要綱により職員として登用された者。
（２）第２号職員　第２７条の規定及び事業団職員内部登用試験実施要綱により合格又は登用された前号の職員に準ずる者
（３）第３号職員　定年退職後引続き雇用され、原則週４０時間勤務する者
（４）第４号職員　原則週４０時間勤務する者
（５）第５号職員　週２０時間以上３０時間未満勤務する者
（６）第６号職員　週２０時間未満勤務する者
（適用範囲）
第３条　この規則は、前条第１項第1号から第６号に規定する職員に適用する。
（監督又は管理の地位及び監視又は断続的労働の範囲）
第４条　基準法第41条第2号及び第3号に規定する職員は、次の各号に掲げる者をいう。
（１）監督又は管理の地位にある者　　　事務局長、施設長、部長、事務局次長、副施設長、福祉部次長、課長及びこれらのものに準ずる者（以下「管理職」という。）
（２）監視又は断続的労働に従事する者　調理員及びその他これらの者に類する者
（公民権の行使）
第５条　職員が、勤務時間中に選挙権その他公民としての権利を行使し、又は義務を履行するた
めに必要な時間を請求した場合においては、これを与える。ただし、権利の行使又は義務の履
行を防げない限度において請求された時刻を変更することがある。
（委任）
第６条　この規則に定めるもののほか、必要な事項は、職員の代表の意見を聞いて理事長又
は施設の長が別に定める。

第　２　章　　服　務　規　律
（服務規律）
第７条　職員は、この規則の関係規定を遵守し、上司の指揮監督を受け、事業の公共性を認識して、社会福祉増進のために、能率的な職務の遂行に専念しなければならない。

（監督）
第８条　理事長及び管理職は、所属職員を監督指導し、職務能率の増進に努めなければならない。
（兼業制限）
第９条　第１号職員、第２号職員、第３号職員及び第４号職員は、理事長の許可を受けなければ国、地方公共団体及びその他の団体の役職員を兼ね、又は事業に従事し、若しくは自ら企業を営んではならない。
（秘密を守る義務）
第１０条　職員は、職務上知り得た秘密を漏らしてはならない。その職を退いた後も、また同様とする。
２　法令による証人、鑑定人等となり、職務上の秘密に属する事項を発表する場合は、理事長の許可を受けなければならない。
３　前２項に反した場合は、違約金を求めるものとする。
（遅刻、早退、欠勤の届出）
第１１条　職員は、遅刻したとき、又は早退若しくは欠勤しようとするときは、所属長に届出なければならない。
第１２条　職員は、所属長の許可を受けなければ、所定の場所以外の場所に印刷物等を掲示し、又は職務以外の目的で多数の者を集合させ、若しくはこれを第三者の集合のために供してはならない。
（非常災害時の服務）
第１３条　職員は、非常災害等に際しては、この規則の関係規定にかかわらずすみやかに出勤し、上司の指導監督を受け、若しくは臨機必要な処置をとらなければならない。

第　３　章　　勤務時間、休憩、休日及び休暇
（正規の勤務時間及び休憩時間）
第１４条　職員の勤務時間は、月曜日から金曜日まで、午前8時30分から午後5時30分までとする。
２　前項の正規の勤務時間の途中において、1時間の休憩時間を与えるものとする。
３　業務上必要がある場合は、所属長は理事長の承認を得て第1項の勤務時間を変更することができる。
４　第２項の休憩時間は、業務のため必要がある場合においては一斉に与えないことができる。
５　第1項に規定する勤務時間においては、平成7年4月1日を起算日とする勤務表による１ヶ月単位の変形労働時間制とし、１ヶ月を平均した１週間当たりの労働時間は下表のとおり４０時間以内とする。
	区　　分
	総労働時間

	１ヶ月に日数が２８日の月
	１６０時間

	１ヶ月に日数が２９日の月
	１６５時間

	１ヶ月に日数が３０日の月
	１７１時間

	１ヶ月に日数が３１日の月
	１７７時間



（休日）
第１５条　日曜日、土曜日及び国民の祝日に関する法律（昭和23年法律第178号）に定める祝日並びに年始（1月2日から1月3日まで）年末（12月29日から12月31日まで）は、職員の休日とする。ただし、年始及び年末の休日は第３号職員（日給制の者に限る。）、第４号職員、第５号職員及び第６号職員にあっては無給休暇とする。
２　前項の休日は、業務の都合により通常日と振り替えることがある。
　この場合はあらかじめ振り替えるべき休日を職員に通知するものとする。
　（白寿園での３交代制勤務の休日）
第１５条の２　休日は平成25年6月29日から区切った４週間ごとに４日与える。ただし、国民の祝日に関する法律（昭和23年法律第178号）に定める祝日並びに年始（1月2日から1月3日まで）年末（12月29日から12月31日まで）がその４週間にある場合は、その日数を加算して休日を与えるが、４週間ごとに４日までは暦日の休日を確保することとし、それ以外は暦日以外（24時間以上の休日）で与えることができる。
（時間外及び休日の勤務）
第１６条　所属長は、業務のため必要がある場合においては、正規の勤務時間外又は休日に職員を勤務させることができる。
（有給休暇）
第１７条　職員の有給休暇は、次条から第22条まで規定するところによる。
２　有給休暇の期間は、単位を1時間とすることができる。
３　職員は有給休暇を得ようとする場合は、あらかじめ所属長に願い出なければならない。
４　次に掲げる各号の1に該当する有給休暇を得ようとする場合においては、当該各号に定める書類を前項の願い出に添付しなければならない。
（１）業務災害休暇　　　　　　　　　医師の診断書
（２）1週間以上の業務外傷病休暇　　医師の診断書
（３）分　娩　休　暇　　　　　　　　医師又は助産婦の証明書
（年次有給休暇）
第１８条　職員の年次有給休暇（以下「年休」という。）は、一の年ごとの休暇とし、その日数は、一の年において、次の各号に掲げる職員の区分に応じて、当該各号に掲げる日数とする。
（１）第１号職員、第２号職員　２０日
（２）前号に掲げる職員で当該年の中途において採用された職員　別紙第1に定める日数
（３）第３号職員及び第４号職員　別表第２に定める日数
（４）第５号職員　別表第３に定める日数
（５）第６号職員　別表第４に定める日数
２　職員の年休は、一の年における年休の第１号職員、第２号職員、第３号職員及び第４号職員にあっては２０日を、第５号職員にあっては１５日を、第６号職員にあっては１１日を越えない範囲の残日数（半日未満の端数があるときは、これを切り捨てた日数）を限度として、当該年の翌年に繰り越すことができる。
３　前2項の年休は、職員が請求する時季に与える。ただし、所属長が事務の都合により支障があると認めた場合には、他の時季に与えることができる。
（業務災害による休暇）
第１９条　理事長は、職員が業務上負傷し、又は疾病にかかった場合において、必要があると認めるときは、その療養期間中休暇を与えることができる。
（産前産後休暇）
第１９条の２　８週間（多胎妊娠の場合にあっては14週間）以内に出産予定の女子職員は、請求により休暇を受けることができる。
２　出産の日の翌日から10週間を経過しない女子職員は、勤務させない。ただし、産後6週間を経て当該勤務に差し支えない旨の医師の診断書を提出したときは、この限りでない。
３　前2項の休暇は、有給とする。
（療養休暇）
第２０条　理事長は職員が健康診断の結果、結核患者の判定を受けた場合において必要と認めるときは、1年を越えない範囲でその治療期間中休暇を与えることができる。ただし、第５号職員及び第６号職員には適用しない。
２　職員が業務以外の事由により負傷し、又は疾病にかかったときは、引き続き90日を越えない範囲でその療養に最小限度必要と認める日、又は時間を療養休暇として与える。この場合には、医師等の診断書を添付しなければならない。
３　前2項の休暇は、有給とする。
（その他の休暇）
第２１条　結婚、出産、交通機関の事故その他の特別の事由により職員が勤務しないことが相当である場合として規則で定める場合における休暇とする。この場合において、規則で定める休暇の理由、期間及びその該当職員は、別表第５のとおりとする。
２　前項に規定するもののほか、職員の親族が死亡した場合の休暇は、別表第６のとおりとする。
（休暇の取消）
第２２条　理事長は、前4条の規定による休暇を与えた場合において、その事由が消滅したと認
めるときは、これを取消すことができる。
（育児休業・介護休業）
第２２条の２　育児休業又は介護休業に関する規定は、別に定める。

第　４　章　　給与及び旅費
（給与の根本基準）
第２３条　職員の給与は、それぞれの職務と責任に応じ、国、地方公共団体及び他の福祉事業団体の職員の給与、その他の事情を考慮して定める。
（給与の種類）
第２４条　職員の給与の種類は、別表第７に掲げるとおりとする。
（給与の支払方法等）
第２５条　前条に規定する給与の支払方法その他必要な事項については、別に理事長が定める。

（旅費）
第２６条　職員が業務のため旅行したとき、又は特に指定した者が赴任したとき、若しくは職員
が死亡した場合において、その職員の遺族が帰任するときは、別に定めるところにより当該職
員、又は遺族に旅費を支給する。

第　５　章　　人　　事
（第１号職員及び第２号職員の採用）
第２７条　第１号職員及び第２号職員の採用は、筆記試験及び面接考課によって行なう競争試験によるものとする。
２　前項に規定する競争試験により採用される者は、次の書類を提出しなければならない。ただし、法人が提出を要しないと判断した場合には、下記の書類の一部について提出を免除することがある。
（１）履　歴　書　
（２）健康診断書
（３）最終学校卒業（見込）証明書
（４）資格免許証明書の写し
（５）個人番号カード又は通知カード
（６）その他理事長が必要と認める書類
３　競争試験を行っても十分な競争者が得られないことが予想される職、職務と責任の特殊性により職務の遂行能力が備わっていると判定される職又は選考によることが適当と理事長が認める職については選考により採用することができる。
４　第１号職員及び第２号職員の採用はすべて条件付のものとし、その職員がその職において6月を勤務し、その間その職務を良好な成績で遂行した時に正採用になるものとする。この場合において、理事長は条件付採用の期間を1年に至るまで延長することができる。
５　第２項の規定により提出した書類の記載事項に変更が生じたときは、速やかに法人に申出るものとする。
６　第２項第５号で取得する個人番号の利用目的は次に掲げるとおりとする。
（１）給与所得及び退職所得の源泉徴収事務
（２）健康保険・厚生年金保険届出事務
（３）雇用保険届出事務
（４）雇用関連の助成金申請事務
（５）労働者災害補償保険届出事務
７　労働者の扶養家族が前項による被扶養者に該当する場合には、扶養家族分も提出するものとする。
　（第３号職員の雇用）
第２７条の２　第３号職員の雇用契約期間は１年ごとに更新するものとし、満６５歳に達した日の属する年度の３月３１日まで更新するものとする。
（１）雇用に際しては、職務内容、報酬及び雇用期間等を明記した雇用決定通知書を交付するものとする。
（第４号職員、第５号職員及び第６号職員の雇用）
第２７条の３　第４号職員、第５号職員及び第６号職員の雇用は書類選考及び面接考課によって行うものとする。
（１）雇用期間は１年以内とする。ただし、更新することができる。
（２）前号の雇用期間は３年を原則とする。
（３）雇用に際しては、職務内容、報酬及び雇用期間等を明記した雇用決定通知書を交付するものとする。
（無期労働契約への転換）
第２７条の４　期間の定めのある労働契約で雇用する職員のうち、通算契約期間が５年を超える職員は、別に定める様式で申込むことにより、現在締結している有期労働契約の契約期間の末日の翌日から、期間の定めのない労働契約での雇用に転換することができる。
２　前項の通算契約期間は、平成２５年４月１日以降に開始する有期労働契約の契約期間を通算するものとし、現在締結している有期労働契約については、その末日までの期間とする。ただし、労働契約が締結されていない期間が連続して６ヶ月以上ある職員については、それ以前の契約期間は通算契約期間に含めない。
３　この規則に定める労働条件は、第１項の規定により期間の定めのない労働契約での雇用に転換した後も引き続き適用する。ただし、無期労働契約へ転換した職員に係る定年は、満６０歳とし、定年に達した日の属する月の末日をもって退職とする。
　（休職及び復職）
第２８条　理事長は、第１号職員及び第２号職員が次に掲げる各号の1に該当するときは、その意に反し当該各号に定める期間休職させることがある。
（１）業務上の負傷又は疾病により2年を越えて休業する場合　　　　3年以内
（２）結核性疾患により1年を越えて休業する場合　　　　　　　　　2年以内
（３）前2号以外の負傷又は疾病により90日を越えて休業する場合　 1年以内
（４）刑事事件に関し、起訴された場合　　当該事件が裁判所に係属する間
（５）その他休職されることが適当であると認めた場合　　その必要な期間
２　理事長は、前項の規定によって休職させた場合において、その事由が消滅したと認めるときは、復職させることがある。
　（解雇）
第２９条　理事長は、職員が次に掲げる各号の1に該当するときは30日前に予告し、又は平均賃金30日分（以下「予告手当」という。）を支給して解雇することがある。
（１）事業を縮小又は廃止する場合
（２）勤務実績がよくない場合
（３）心身の故障のため、職務の遂行に支障があり、又はこれに堪えない場合
（４）法人の管理する顧客・職員等の特定個人情報（個人番号を含む個人情報）を故意に、または重大な過失により漏えい・流失させたとき。
（５）前各号に定める場合のほか、その職に必要な適格性を欠く場合
　（定年退職）
第２９条の２　第１号職員及び第２号が定年に達したときは、定年に達した日以降における最初の3月31日（以下「定年退職日」という。）に退職するものとする。
２　前項の定年は60歳とする。
３　理事長は、定年に達した当該職員が第1項の規定により退職すべきこととなる場合において、特別の事情があると認めるときは、その職員に係る定年退職日の翌日から起算して1年を越えない範囲内で、その当該職員の定年を延長させることができる。
４　理事長は、前項の期限が到来する場合において、引き続き前項の事情が存すると認めるときは、更に1年を越えない範囲内で、その期限を延長することができる。
５　理事長は、第3項の規定により当該職員を引き続いて勤務させる場合又は前項の規定により期限を延長する場合には当該職員の同意を得るものとする。
６　第１項及び第３項による定年到達者が引き続き勤務を希望した場合は、希望者全員を定年退職日の翌日から65歳になるまで再雇用する。
７　65歳に達した者が引き続き勤務を希望した場合は、理事長が必要と認めた場合に限り70歳まで再雇用することができる。
　（定年の特例）
第２９条の３　行政機関又は団体等の職員を定年退職した者等を採用した場合におけるその者の定年については、前条の規定にかかわらず採用の日から原則５年以内とする。
　（退職）
第３０条　職員が次に掲げる各号の1に該当するに至ったときは、その日を退職の日とし、職員としての身分を失う。
（１）退職の願出を承認された場合　（２）死亡した場合
（３）解雇された場合　　　　　　　（４）休職期間が満了し、復職困難な場合
　（退職の願出）
第３１条　職員は、自己の都合により退職しようとするときは、1月前までに所属長を経て書面をもって理事長に願い出なければならない。

第　６　章　　表彰、制裁
　（表彰）
第３２条　次に掲げる各号の1に該当する職員は、別に定めるところにより表彰する。
（１）永年勤続し、その成績優秀な者
（２）業務上顕著な功績があった者
（３）業務上有益な研究又は工夫があった者
（４）業務の遂行に関し、特に他の模範とするに足る行為があった者
　（制裁の種類及び程度）
第３３条　職員に対する制裁の種類及び程度は、次に掲げる各号のとおりとする。
（１）譴　　責　　　始末書をとり将来を戒める。
（２）減　　給　　　1回について平均賃金の半日分を減給する。ただし、その総額は当該賃金支払期の賃金総額の10分の1を越えることがない。
（３）出勤停止　　　14日以内出勤を停止し、その期間中の賃金は支払わない。
（４）降格（降級）　級を降格させる。
（５）降　　任　　　職を降任させる。
（６）懲戒解雇　　　予告期間を設けることなく、かつ、予告手当を支給することなく解雇する。
（制裁の事由）
第３４条　職員が次に掲げる各号の1に該当するときは、その情状に応じ前条の規定による制裁
を行なう。
（１）重要な経歴を偽り、その他不正な手段によって就職した場合
（２）出勤が通常でなく、勤務が怠慢である場合
（３）無断欠勤が14日以上に及んだ場合
（４）素行不良で風紀秩序をみだした場合
（５）故意又は重大な過失により財産を損壊した場合
（６）故意に業務の能率を阻害し、又は業務の遂行を防げた場合
（７）許可なく兼業した場合
（８）業務上の指揮命令に従わなかった場合
（９）その他前各号に準ずる程度の不都合な行為をした場合

第　７　章　　　雑　　　則
（保安）
第３５条　職員は、盗難、火災、破壊を防止し、又は感染症及び食中毒を予防するため、周到な注意を払い、必要な措置を怠ってはならない。
　（健康診断）
第３６条　職員は、所属長の実施する年2回の健康診断を受けなければならない。
　（罹病者の就業禁止）
第３７条　所属長は、感染症、精神病又は勤務のために病勢が増悪するおそれのある疾病に罹った者に対して、就業を禁止し、又は職場の配置換えをすることがある。
　（感染症届出）
第３８条　職員は、自己又は同居する者が感染症若しくはその疑のある疾病に罹ったときは、速やかにその旨を所属長に届け出なければならない。
　（災害補償）
第３９条　職員が業務上負傷し、又は疾病にかかり若しくは死亡したときは、基準法の定めると
ころにより補償する。
（個人番号の提供の求め及び本人確認への協力）
第４０条　職員は、「行政手続きにおける特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律」（平成25年5月31日法律第）27号、以下「番号利用法」という。）に基づき、法人の個人番号の提供の求め及び本人確認に協力するものとする。


　　　附　則
　この規則は、昭和45年10月1日から施行する。
　　　　　　　　　昭和47年3月29日適用
　　　　　　　　　昭和47年10月6日適用
　但し、第24条（住居手当）は、昭和47年4月1日から適用する。
昭和48年 4 月26日適用
昭和52年 6 月14日適用
昭和52年10月 7 日適用
昭和52年12月13日適用
昭和53年 4 月 1 日適用
昭和55年 4 月 1 日適用
この規則は、昭和60年9月1日から施行する。
附　則
この規則は、昭和64年1月1日から施行する。
　　附　則
この規則は、昭和61年5月30日から施行し、改正後の就業規則第19条の2及び第20条第2項及び第3項の規定は、昭和61年4月1日から適用する。
附　則
１　この改正後の就業規則は、昭和62年4月1日から施行する。
２　この改正後の就行規則施行の際現に第29条の2に規定する年齢又は第29条の3に規定する期間を越えている職員の定年は、なお従前の例による。
　　　附　則
１　この規則は、昭和62年9月1日から施行する。
２　この規則の施行の際、現に在職しているものについては、なお従前の例による。
　　　附　則
　この規則は、平成2年4月1日から施行する。
　　　附　則
　この職員就業規則は平成3年12月24日から施行し、改正後の社会福祉法人常陽社会福祉事業団規則第29条の2第2項の規則は、平成3年4月1日から適用する。
　　　附　則
　この規則は、平成6年11月22日から施行する。
　　　附　則
　この規則は、平成7年4月1日から施行する。
　　　附　則（第22条の2関係）
　この規則は、平成8年4月1日から施行する。
　　　附　則（第22条の2関係）
　この規則は、平成9年4月1日から施行する。
　　　附　則（第22条の2関係）
　この規則は、平成12年4月1日から施行する。
　　　附　則（第18条第3項・第6項・第19条第2項・第27条第2項関係）
　この規則は、平成13年4月1日から施行する。
　　　附　則
　この規則は、平成14年4月1日から施行する。
　　　附　則
　この規則は、平成16年4月1日から施行する。
　　　附　則
　この規則は、平成18年4月1日から施行する。
　　　附　則
　この規則は、平成19年4月1日から施行する。
　　　附　則
　この規程は、平成20年4月1日から施行する。
附　則
　この規程は、平成21年4月1日から施行する。
附　則
この規程は、平成21年11月25日から施行する。
附　則
この規程は、平成22年６月１日から施行する。
附　則
この規程は、平成23年10月17日から施行する。
附　則
この規程は、平成24年４月１日から施行する。
附　則
この規程は、平成24年6月1日から施行し、平成24年４月１日から適用する。
附　則
この規程は、平成25年8月15日から施行する。
附　則
この規程は、平成26年4月1日から施行する。
　　附　則
この規程は、平成28年1月1日から施行する。
附　則
この規程は、平成28年4月1日から施行する。
附　則
この規程は、平成29年1月1日から施行する。
附　則
この規程は、平成30年4月1日から施行する。
別表第１（第18条第1項第2号関係）
　年次有給休暇
	採用月
	1月
	2月
	3月
	4月
	5月
	6月
	7月
	8月
	9月
	10月
	11月
	12月

	休暇日数
	20日
	18日
	17日
	15日
	13日
	12日
	10日
	8日
	7日
	5日
	3日
	2日


別表第２（第18条第1項第3号関係）
　第３号職員及び第４号職員の年次有給休暇
	在職年月数
	6月
	1年
	2年
	3年
	4年
	5年
	6年以上

	休暇日数
	10日
	11日
	12日
	14日
	16日
	18日
	20日


※　第１号職員及び第２号職員として定年退職し、引き続き第３号職員となった場合の在職年月数は継続勤務とみなした年月とする。
別表第３（第18条第1項第４号関係）
　第５号職員（週３０時間未満）の年次有給休暇
	在職年月数
	6月
	1年
	2年
	3年
	4年
	5年
	6年以上

	休暇日数
	７日
	８日
	９日
	10日
	12日
	13日
	15日


別表第４（第18条第1項第５号関係）
　第６号職員（週２０時間未満）の年次有給休暇
	在職年月数
	6月
	1年
	2年
	3年
	4年
	5年
	6年以上

	休暇日数
	５日
	６日
	６日
	８日
	９日
	10日
	11日



別表第５（第21条関係）
	
	理　　　　　由
	期　　　　　間
	第１号職員
第２号職員
	第３号職員
第４号職員
	第５号職員
第６号職員

	１
	職員が裁判員、証人、鑑定人、参考人等として国会、裁判所、地方公共団体の議会その他の官公署へ出頭する場合で、その勤務しないことがやむを得ないと認められるとき
	必要と認められる期間
	○
	○
	

	２
	職員が骨髄移植のための骨髄液の提供希望者としてその登録の申し出を行い、又は骨髄移植のため配偶者、父母、子及び兄弟姉妹以外の者に骨髄液を提供する場合で、当該申出又は提供に伴い必要な検査、入院等のため勤務しないことがやむを得ないと認められるとき
	必要と認められる期間
	○
	
	

	３
	職員は自発的に、かつ、報酬を得ないで次の各号に掲げる社会に貢献する活動（専ら親族に対する支援となる活動は除く。）を行う場合で、その勤務しないことが相当であると認められるとき
（１）地震、暴風雨、噴火等により相当規模の災害が発生した被災地またはその周辺の地域における生活関連物資の配布その他の被災者を支援する活動
（２）身体上若しくは精神上の障害、負傷又は疾病により常態として日常生活を営むのに支障がある者の介護その他の日常生活を支援する活動
	一の年において5日
の範囲の期間
	○
	
	

	４
	職員が結婚する場合で、結婚式、旅行その他の結婚に伴い必要と認められる行事等のため勤務しないことが相当であると認められるとき
	連続する7日の
範囲内の期間
	○
（第２号職員を除く）
	
	

	５
	生後1年に達しない子を育てる職員が、その子の保育のために必要と認められる授乳等を行う場合
	1日2回それぞれ30分以内の期間（男子職員にあたっては、その子の当該職員以外の親がこの項の休暇を使用しようとする日におけるこの項の休暇（これに相当する休暇を含む。）を承認され、
又は労働基準法（昭和22年法律第49号）第67条の規定により同日における育児時間を請求した場合は、1日2回それぞれ30分から当該承認又は請求に係る各回ごとの期間を差し引いた期間を超えない期間）
	○
	○
	○

	６
	小学校就学の始期に達するまでの子（配偶者の子を含む。）を養育する職員が、負傷し若しくは疾病にかかったその子の看護をするために、又はその子に予防接種や健康診断を受けさせるために、勤務しないことが相当であると認められる場合
	1人の場合は、1年間において5日、2人以上の場合は1年間において10日を超えない範囲内で、その都度必要と認められる期間。この場合の1年間とは4月1日から翌年3月31日までの期間とする。（取得単位は1日単位又は半日単位で取得可能）
	○
	○
	○

	７
	職員の妻（届出をしないが事実上婚姻関係と同様の事情にある者を含む。）が出産する場合で、職員が妻の出産に伴い必要と認められる入院の付添い等のため勤務しないことが相当であると認められる場合
	出産直前から産後3週
までの間に5日
	○
（第２号職員を除く）
	
	

	８
	妊産婦である女子職員が母子保健法第10条に規定する保健指導又は同法第13条に規定する健康審査を受ける場合
	妊婦満23週までは4週に1回、妊婦満24週から満35週までは2週間に1回、妊婦満36週から出産までは1週間に1回、産後1年まではその間に1回（医師等の特別な指示があった場合には、いずれの期間についてもその指示された回数）について、それぞれ1日の正規の勤務時間等の範囲内で必要と認められる時間
	○
	○
	○

	９
	妊娠中の女子職員が請求した場合において、その者が通勤に利用する交通機関の混雑の程度が母体又は胎児の健康保特に影響があると認められる場合
	正規の勤務時間の始め又は終わりにつき1日を通じて1時間を超えない範囲内でそれぞれ必要と認められる時間
	○
	○
	○

	10
	地震、水害、火災その他の災害により職員の現住居が滅失し、又は損壊した場合で、職員が当該住居の復旧作業等のため勤務しないことが相当であると認められる場合
	7日の範囲内の期間
	○
	○
	

	11
	地震、水害、火災その他の災害又は交通機関の事故等により出勤することが著しく困難であると認められる場合
	必要と認められる期間
	○
	○
	

	12
	地震、水害、火災その他の災害時において、職員が通退勤途上における身体の危険を回避するため勤務しないことがやむを得ないと認められる場合
	必要と認められる期間
	○
	
	

	13
	地震、水害、火災その他の災害により職員の家族又は住居の防災にあたる場合
	必要と認められる期間
	○
	
	

	14
	職務に関連し必要な研修を受けるとき
	必要と認められる期間
	○
	
	

	15
	感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律（平成10年法律第114号）によって交通遮断又は入院したとき
	必要と認められる期間
	○
	
	

	16
	女子職員が生理のため勤務することが著しく困難である場合
	2日の範囲内の期間
	○
	○
	○

	17
	要介護状態にある家族の介護その他の世話をする従業員（日雇従業員を除く）は、介護休暇を取得することができる。
	1人の場合は1年間において5日、2人以上の場合は1年間において10日を越えない範囲内で、その都度必要と認められる期間。この場合の1年間とは4月1日から翌年3月31日までの期間とする。（取得単位は1日単位又は半日単位で取得可能）
	○
	○
	○


備考　①職員区分欄の○印の付してある特別休暇を付与する。
②この表の期間中、一定日数又は週数で規定されているものは、休日を含むものとする。ただし、第３項、第４項、第６項及び第７項の休暇については、この限りでない。

別表第６（第21条関係）
	死亡した場合
	期　　　間

	配偶者
	10　日

	血　族
	1親等の直系尊属（父母）
	7　日

	
	1親等の直系卑属（子）
	5　日

	
	2親等の直系尊属（祖父母）
	3　日

	
	2親等の直系卑属（孫）
	1　日

	
	2親等の傍系者（兄弟姉妹）
	3　日

	
	3親等の傍系尊属（伯叔父母）
	1　日

	姻　族
	1親等の直系尊属
	3　日

	
	1親等の直系卑属
	1　日

	
	2親等の直系尊属
	1　日

	
	2親等の傍系者
	1　日

	
	3親等の傍系尊属
	1　日




備考　
　１　生計を一にする姻族の場合は、血族に準ずる。
　２　いわゆる代襲相続の場合において、祭具等を継承するものは、1親等の直系血族（父母及び子）に準ずる。
　３　葬祭のため遠隔に地に赴く必要がある場合は、往復に要する日数を加算することができる。
　４　この表の期間中には、休日を含むものとする。

別表第７（第２４条関係）
	職員区分


給与の種類
	第１号職員
第２号職員
第３号職員
	（第２条ただし書きの適用をうけた
第３号職員）
第４号職員
	第５号職員
第６号職員

	（１）給料又は賃金
	○
	○
	○

	（２）扶養手当
	○（第２号職員及び
第３号職員を除く）
	
	

	（３）通勤手当
	○
	○
	

	（４）時間外勤務手当
	○
	○
	○

	（５）休日勤務手当
	○
	○
	○

	（６）夜間勤務手当
	○
	○
	

	（７）宿日直手当
	○
	
	

	（８）期末手当
	○
	○
	○

	（９）勤勉手当
	○（第２号職員及び
第３号職員を除く）
	
	

	（10）職務手当
	○（該当者）
	○
	○（介護職員のみ）

	（11）管理職手当
	○（該当者）
	
	

	（12）住居手当
	○
（第３号職員を除く）
	
	

	（13）年末年始特別業務手当
	○
	○
	○


注１）給与は職員区分により該当する給与の種類（表中の○印）をそれぞれ支給する。
注２）賃金とは、職務の内容その他勤務に応じて理事長が定め、第２条ただし書きの適用を受けた第３号職員及び第４号職員においては月額をいい、第３号職員及び第４号職員であって週３０時間以上の職員並びに第５号職員及び第６号職員においては時間給に実績を乗じて得た額をいう。
[bookmark: 職員の勤務に関する規程]
社会福祉法人常陽社会福祉事業団職員の勤務に関する規程

（趣旨）
第１条　この規程は、社会福祉法人常陽社会福祉事業団職員の勤務に関し、必要な事項を定めるものとする。
　（定義）
第２条　この規程において職員とは、就業規則第2条に規定する職員をいう。
（勤務専念義務の免除）
第３条　職員は、次の各号のいずれかに該当する場合においては、あらかじめ任命権者又はその委任を受けた者の承認を得て、その職務に専念する義務を免除されることができる。
（１）研修を受ける場合
（２）厚生に関する計画の実施に参加する場合
（３）職員が宿直勤務をした翌日において、施設長が業務に支障がないと認めるときに、午後の勤務を免除する場合
（４）行政と密接な関係を有し、公共的機関の業務に従事する場合
（５）消防団員としての災害出勤又は研修を受ける場合
（６）職務に密接な関係のある資格試験又はこれに類する試験を受ける場合
（７）職務上の知識、技能又は一般的資質の向上に資すると認められる通信教育の面接授業を受ける場合
（８）地方労働委員会に対し、職務条件に関する措置を要求し、若しくは不利益処分に関する不服申立てをする場合又は請求者として審理に出席する場合
（９）定期健康診断を受診する場合
（10）前各号に掲げるもののほか、任命権者が特に認める場合
２　前項第４号から第９号の規定に基づき、職務専念義務の免除について承認を受けようとする場合は、職務専念義務免除申請書（様式第１号）を施設長を経由して、任命権者に提出しなければならない。ただし、任命権者が別に定める場合については、書面によらないことができる。
　（勤務時間の明示）
第４条　施設長は、職種毎に勤務時間を定め、これを明示しなければならない。

　　　附　則
　この細則は、昭和60年9月1日から施行する。
　　　附　則
　この規程は、平成14年4月1日から施行する。
附　則
　この規程は、平成20年8月11日から施行する。


様式第１号


職務専念義務免除申請書

	施設長
	施設次長
	主任
	担当者
	年　　月　　日提出

	
	
	
	
	

	
理事長　　　　　　様
　　　　　　　　　　　　　　　　　所　属
　　　　　　　　　　　　　　　　　職　名
　　　　　　　　　　　　　　　　　氏　名　　　　　　　　　　　　　　　　　　㊞

	次のとおり職員の職務に専念する義務を免除されるよう申請します。
１　免除を申請する理由

	

	

	

	

	２　免除の期間
　　　　　　　　　　　　　　　午前
　　自　　　　年　　月　　日　　　　　　時　　　分
　　　　　　　　　　　　　　　午後

　　　　　　　　　　　　　　　午前
　　至　　　　年　　月　　日　　　　　　時　　　分
　　　　　　　　　　　　　　　午後

　　　　　　　　　　　　　（　　　　日　　　時間　　　分）

（注）依頼文書等を添付すること。


	理事長
	常務理事
	事務局長
	
	

	
	
	
	
	






[bookmark: 臨時職員等の規程][bookmark: 育児休業等取扱規程]
社会福祉法人常陽社会福祉事業団職員の育児休業等取扱規程

　（趣旨）
第１条　この規程は、社会福祉法人常陽社会福祉事業団就業規則（昭和45年10月制定。以下「就業規則」という。）第22条の2の規定に基づき、職員の育児休業に関し、必要な事項を定めるものとする。
　（定義）
第１条の２　この規程において職員とは、就業規則第2条に規定する職員をいう。
　（育児休業の対象者）
第２条　育児のために休業することを希望する職員であって、３歳に満たない子と同居し、養育する者は、この規程に定めるところにより育児休業をすることができる。ただし、期間契約職員にあっては、次項に定める者に限り、育児休業をすることができる。
２　育児休業ができる期間契約職員は、申出時点において、次のいずれにも該当する者とする。
（１）入社１年以上であること
（２）子が１歳６ヶ月になるまでに労働契約期間が満了し、更新されないことが明らかでないこと
３　育児休業中の職員又は配偶者が育児休業中である職員は、次の事情がある場合に限り、1歳の誕生日から１歳６か月に達するまでの間で必要な日数について育児休業をすることができる。
　　なお、育児休業を開始しようとする日は、子の１歳の誕生日に限る者とする。
（１）保育所に入所を希望しているが、入所できない場合
（２）職員の配偶者であって育児休業の対象となる子の親であり、1歳以降育児に当たる予定であった者が、死亡、負傷、疾病等の事情により子を養育することが困難になった場合
４　配偶者が職員と同じ日から又は職員より先に育児休業をしている場合、職員は、子が１歳２ヶ月に達するまでの間で、出生日以後の産前・産後休業期間と育児休業期間との合計が１年を限度として、育児休業をすることができる。
５　次のいずれにも該当する職員は、子が２歳に達するまでの間で必要な日数について、育児休業をすることができる。なお、育児休業を開始しようとする日は、子の１歳６ヶ月誕生日応当日とする。
（１）職員又は配偶者が子の１歳６ヶ月の誕生日応当日の前日に育児休業をしていること
（２）次のいずれかの事情があること
　ア　保育所等に入所を希望しているが、入所できない場合
　イ　職員の配偶者であって育児休業の対象となる子の親であり、１歳６ヶ月以降育児に当たる予定であった者が、死亡、負傷、疾病等の事情により子を養育することが困難になった場合　
　（育児休業の申出の手続き）
第３条　育児休業を希望するものは、原則として育児休業を開始しようとする日（以下「休業開始予定日」という。）の1か月前までに（第2条第3項に基づく休業の場合は2週間前）育児休業申出書（様式1）を理事長に提出することにより申し出るものとする。なお、育児休業中の期間契約職員が労働契約を更新するに当たり、引き続き休業を希望される場合には、更新された労働契約期間の初日を育児休業開始予定日として、育児休業申出書により再度の申出を行うものとする。
２　申出の日後に申出に係る子が出生したときは、申出者は、出生後2週間以内に育児対象児出生届（様式3）を理事長に提出しなければならない。
3　申出は、特別の事情がない限り、次のいずれかに該当する場合を除き、一子につき１回限りとし、双子以上の場合もこれを一子とみなす。ただし、産後休業をしていない職員が、子の出生日又は出産予定日のいずれか遅い方から８週間以内にした最初の育児休業については、１回の申出としない。
（1） 第2条第1項に基づく休業をした者が、同条第3項に基づく休業の申出をしようとする場合又は1の後段の申出をしようとする場合
（2） 配偶者の死亡等特別の事情がある場合 
　（育児休業の期間）
第４条　育児休業の期間は、原則として子が３歳に達するまでを限度として育児休業申出書に記載された期間とする。
２　前項にかかわらず、理事長は育児休業法の定めるところにより休業開始予定日の指定を行うことができる。
３　職員は、育児休業法の定めるところにより休業開始予定日の繰り上げ変更（申出は1週間前）及び育児休業を終了しようとする日（「休業終了予定日」という。）（申出は1か月前）の繰下げ変更を行うことができる。
４　職員が休業終了予定日の繰上げ変更を希望する場合は、書面で理由を付して理事長に申し出るものとし、理事長がこれを認めた場合には、原則として繰り上げた休業終了予定日の1週間前までに本人に通知する。
５　休業予定日の繰下げ又は繰上げの変更の申し出は、様式4により行うものとする。
６　育児休業申出又は変更申出に対する通知は様式2によって行うものとする。
７　休業申出者は、休業開始予定日の前日までは、育児休業撤回届（様式5）を提出することにより、育児休業を撤回することができる。ただし、撤回の申出をした者は特別の事情がない限り同一の子について再度申出をすることはできない。ただし、第2条第3項の休業については申出をすることができる。
８　次の各号に掲げるいずれかの事由が生じた場合には、育児休業は終了するものとし、当該育児休業の終了日は当該各号に掲げる日とする。
（１）子の死亡等、育児休業に係る子を養育しないこととなった場合
　　　当該事由が発生した日（なお、この場合において本人が出勤する日は、事由発生の日から2週間以内であって、施設と本人の話合いのうえ決定した日とする。）
（２）育児休業に係る子が３歳に達した場合
　　　子が３歳に達した日
（３）産前産後休業、介護休業又は新たな育児休業期間が始まった場合
　　　産前産後休業、介護休業又は新たな育児休業の開始日の前日
９　育児休業をしている職員は、当該休業期間中に前項各号に掲げる事由が生じた場合は速やかに育児休業終了届（様式6）を提出しなければならない。
１０　育児休業申出撤回届が提出されたときは、理事長は速やかに当該育児休業申出撤回届を提出した者に対し、育児休業取扱通知書（様式２）を交付する。
　（給与等の取扱い）
第５条　育児休業期間については、社会福祉法人常陽社会福祉事業団給与規程（昭和45年10月1日制定。以下「給与規程」という。）の定めるところにより、給料その他月毎に支払われ
る給与は支給しない。
ただし、宮崎県社会福祉協議会が定める宮崎県民間社会福祉施設等従事職員共済規程で定める職員掛金相当額を支給し、社会保険料及び全国社会福祉事業団協議会が定める年金共済規程で定める掛金は免除申請を行うことができる。
２　期末勤勉手当の取扱い
（１）基準日現在、育児休業をしている職員には給与規程第14条及び第15条の定めるところにより支給する。
（２）基準日に復職している者の期末手当の算定に係る在職期間については、育児休業期間の2分の1の期間を除算する。
（３）勤勉手当の算定に係る在職期間については、育児休業期間の全期間を除算する。
３　職員が月の途中から育児休業の適用を受け、又は育児休業期間の終了により職務に復帰した場合の給与期間の給料は日割り計算により支給する。また、諸手当についても日割り計算によるもとする。
４　育児休業後の給与は、育児休業前の給与を下まわらないものとする。
５　育児休業をした職員が職務に復帰した場合には、当該育児休業をした期間の2分の1に相当する期間を引き続き勤務したとみなして職務に復帰した日以降1年以内に昇給期間を調整するものとする。調整により余剰の期間を生ずる者については次の昇給期間を短縮することができる。
　（職務復帰後の職務の取扱）
第６条　育児休業後の勤務は、原則として、育児休業前の部署の勤務で行うものとする。
２　前項にかかわらず、本人の希望がある場合及び組織の変更等やむを得ない事情がある場合には、部署の変更を行うことがある。
　（年次有給休暇）
第７条　年次有給休暇の権利発生のための出勤率の算定に当たっては、育児休業の適用を受けた日並びに子の看護休暇を取得した日は出勤したものとみなす。
　（育児短時間勤務の制度）
第８条　職員で3歳に満たない子と同居し、養育するものは、理事長に申し出て育児短時間勤務の制度の適用を受けることができる。
２　前項にかかわらず、次に掲げる職員は、育児短時間勤務をすることができないものとする。
（１）日々雇用される職員
（２）非常勤職員（1日の勤務時間が6時間以下のものに限る。）
３　育児短時間勤務は、正規の勤務時間の始め又は終りにおいて、1日を通じて2時間の範囲内で３０分の単位で短縮できるものとする。
（育児短時間勤務の手続き）
第９条　職員は、育児短時間勤務をしようとするときは、あらかじめ育児短時間勤務申出書（様式7）を理事長に提出することにより申し出るものとする。
２　理事長は、育児短時間勤務申出書が提出されたときは、速やかに育児短時間勤務取扱通知書（様式8）を交付するものとする。
　（育児短時間勤務適用者の給与等の取扱い）
第１０条　育児短時間勤務をする職員の給与は、正規の勤務時間のうちで勤務をしない時間について、1時間につき給与規程に規定する勤務時間1時間当たりの給与額を減額する。
２　期末勤勉手当の算定に係る在職期間の取扱いは、次の各号に定めるとおりとする。
（１）期末手当については減算しない。
（２）勤勉手当については、在職期間の一部について勤務しなかった日が90日を越える場合には、勤務しなかった時間を日数に換算して減算する。
３　定期昇給及び退職金の算定に当たっては、本制度の適用を受ける期間は通常の勤務をしているものとみなす。
　（定期昇給等の算定）
第１１条　育児休業及び育児短時間勤務の適用を受ける者に係る定期昇給及び退職金の算定に当たっては、当該適用の期間は通常の勤務をしているものとみなす。
（不利益取扱いの禁止）
第１２条　職員は、育児休業、子の看護休暇、所定外労働の制限、時間外労働の制限、深夜業の制限、育児短時間勤務の申出をし、又はその適用を受けたことを理由として、不利益な取扱いを受けることはない。
　（育児のための時間外労働の制限）
第１３条　小学校就学の始期に達するまでの子を養育する職員が当該子を養育するために請求した場合には、就業規則第16条の規定及び時間外労働に関する協定にかかわらず、事業の正常な運営に支障がある場合を除き、1か月について24時間、1年について150時間を越えて時間外労働をさせることはない。
２　1にかかわらず、次の（1）から（３）のいずれかに該当する職員は育児のための時間外労働の制限を請求することができない。
（１）日雇従業員
（２）入社1年未満の職員
（３）1週間の所定労働日数が2日以下の職員
３　請求しようとする者は、1回につき、1か月以上1年以内の期間（以下この条において「制限期間」という。）について、制限を開始しようとする日（以下この条において「制限開始予定日」という。）及び制限を終了しようとする日を明らかにして、原則として、制限開始予定日の1か月前までに育児のための時間外労働制限請求書を理事長に提出するものとする。この場合において、制限期間は、第１５条第２項に規定する免除期間と重複しないようにしなければならない。
４　事業団は、時間外労働制限請求書を受け取るに当たり、必要最小限度の各種証明書の提出を求めることがある。
５　請求の日後に請求に係る子が出生したときは、時間外労働制限請求書を提出した者（以下この条において「請求者」という。）は、出生後2週間以内に理事長に時間外労働制限対象児出生届を提出しなければならない。
６　制限開始予定日の前日までに、請求に係る家族の死亡等により請求者が子を養育しないこととなった場合には、請求されなかったものとみなす。
　この場合において、請求者は、原則として当該事由が発生した日に、理事長にその旨を通知しなければならない。
７　次の各号に掲げるいずれかの事由が生じた場合には、制限時間は終了するものとし、当該制限期間の終了日は当該各号に掲げる日とする。
（１）家族の死亡等制限に係る子を養育しないこととなった場合
　　　当該事由が発生した日
（２）制限に係る子が小学校就学の始期に達した場合
　　　子が6歳に達する日の属する年度の3月31日
（３）請求者について、産前産後休業、育児休業、又は介護休業が始まった場合
　　　産前産後休業、育児休業又は介護休業の開始日の前日
８　7（1）の事由が生じた場合には、請求者は原則として当該事由が生じた日に、理事長にその旨を通知しなければならない。
　（育児のための深夜業の制限）
第１４条　小学校の始期に達するまでの子を養育する職員が当該子養育するために請求した場合には、就業規則第14条の規定にかかわらず、事業の正常な運営に支障がある場合を除き、午後10時から午前5時までの間（以下「深夜」という。）に労働させることはない。
２　1にかかわらず、次のいずれかに該当する職員は深夜業の制限を請求することができない。
（１）日雇従業員
（２）入社1年未満の職員
（３）請求に係る家族の16歳以上の同居の家族が次のいずれにも該当する職員
　　①　深夜において就業していない者（1か月について深夜における就業が3日以下の者を含む。）であること。
　　②　心身の状況が請求に係る子の養育をすることができる者であること。
　　③　6週間（多胎妊娠の場合にあっては、14週間）以内に出産予定でないか、かつ産後8週間以内でない者であること。
（４）1週間の所定労働日数が2日以下の職員
（５）所定労働時間の全部が深夜にある職員
３　請求しようとする者は、1回につき、1か月以上6か月以内の期間（以下この条において「制限期間」という。）について、制限を開始しようとする日（以下この条において「制限開始予定日」という。）及び制限を終了しようとする日を明らかにして、原則として、制限開始予定日の1か月前までに介護のための深夜業制限請求書を理事長に提出するものとする。
４　事業団は、深夜業制限請求書を受け取るに当たり、必要最小限度の各種証明書の提出を求めることがある。
５　請求の日後請求に係る子が出生したときは、深夜業制限請求書を提出した者（以下この条において「請求者」という。）は、出生後2週間以内に理事長に深夜業制限対象児出生届を提出しなければならない。
６　制限開始予定日の前日までに、請求に係る家族の死亡等により請求者が子を養育しないこととなった場合には、請求されなかったものとみなす。
この場合において、請求者は、原則として当該事由が発生した日に、理事長にその旨を通知しなければならない。
７　次の各号に掲げるいずれかの事由が生じた場合には、制限時間は終了するものとし、当該制限期間の終了日は当該各号に掲げる日とする。
（１）子の死亡等制限に係る子を養育しないこととなった場合
　　　　当該事由が発生した日
（２）制限に係る子が小学校就学の始期に達した場合
　　　　子が6歳に達する日の属する年度の3月31日
（３）請求者について、産前産後休業、育児休業、又は介護休業が始まった場合
　　　　産前産後休業、育児休業又は介護休業の開始日の前日
８　7（1）の事由が生じた場合には、請求者は原則として当該事由が生じた日に、理事長にその旨を通知しなければならない。
９　制限期間中の給与については、別途定める給与規程に基づき、時間給換算した額を基礎とした実労働時間分の基本給と諸手当を支給する。
１０　深夜業の制限を受ける職員に対して、事業団は必要に応じて昼間勤務へ転換させることがある。
（育児のための所定外労働の免除）
第１５条　小学校就学始期に達するまでの子を養育する職員（日雇従業員を除く）が当該子を養育するために申し出た場合には、事業の正常な運営に支障がある場合を除き、所定労働時間を越えて労働をさせることはない。
２　申出をしようとする者は、１回につき、１ヶ月以上１年以内の期間（以下この条において「免除期間」という。）について、免除を開始しようとする日（以下この条において「免除開始予定日」という。）及び免除を終了しようとする日を明らかにして、原則として、免除開始予定日の１ヶ月前までに、育児のための所定外労働免除申請書（様式１０）を理事長に提出するものとする。この場合において、免除期間は、第１３条第３項と重複しないようにしなければならない。
　３　申出の日後に申出に係る子が出生したときは、所定外労働免除申出書を提出した者（以下この条において「申出者」という。）は、出生後２週間以内に理事長に所定外労働免除対象児出生届（様式３）を提出しなければならない。
　４　免除開始予定日の前日までに、申出に係る子の死亡等により申出者が子を養育しないこととなった場合には、申出されなかったものとみなす。この場合において、申出者は、原則として当該事由が発生した日に、理事長にその旨を通知しなければならない。
　５　次の各号に掲げるいずれかの事由が生じた場合には、免除期間は終了するものとし、当該免除期間の終了日は当該各号に掲げる日とする。
（1） 子の死亡等免除に係る子を養育しないこととなった場合　当該事由が発生した日
（2） 免除に係る子が小学校就学始期に達した場合　当該小学校就学始期に達した日
（3） 申請者について、産前産後休業、育児休業が始まった場合　産前産後休業、育児休業の開始日の前日
（法令との関係）
第１６条　育児休業、子の看護休暇、育児のための所定外労働の免除、育児のための時間外労働及び深夜業の制限並びに育児短時間勤務に関して、この規制に定めのないことについては、育児休業法その他の法令の定めるところによる。
（育児休業等に関するハラスメントの防止）
第１７条　全ての職員は第３条から第１５条の制度の申出・利用に関して、当該申出・利用する職員の就業環境を害する言動を行ってはならない。
２　前項の言動を行ったと認められる職員に対しては、就業規則第３３条に基づき、厳正に対処する。
　　

　附　則
　この規程は、平成9年4月1日から適用する。
　　　附　則
　この規程は、平成12年4月1日から施行する。
　　　附　則
　この規程は、平成14年4月1日から施行する。
　　　附　則
　この規程は、平成17年4月1日から施行する。
　　　附　則
　この規程は、平成19年6月1日から施行する。
　　　附　則
　この規程は、平成22年6月1日から施行する。
　　　附　則
　この規程は、平成24年6月1日から施行する。
附　則
　この規程は、平成26年12月1日から施行する。
附　則
　この規程は、平成29年1月1日から施行する。

　　　附　則
　この規程は、平成29年12月1日から施行し、平成29年10月1日から適用する。

様式1
育児休業申出書

社会福祉法人常陽社会福祉事業団
　理事長　　　　　　　　　　　様
年　　月　　日　
氏名　　　　　　　　　　　

　私は、「社会福祉法人常陽社会福祉事業団職員の育児休業等取扱規程」第3条に基づき、下
記のとおり育児休業の申出をします。

記
	
1　育児休業に
　 係る子の状況







	
(1)氏名

	



	
	(2)生年月日

	


	
	(3)本人との続柄
	

	
	(4)養子の場合の
縁組成立年月日

	




	
2　その他の子の状況


	
休業申出に係る子でない子であって1歳未満の子
有→　その子の氏名　　　　　　　　　本人との続柄
無　　生年月日　　　　　　　　　　（　　　　　　）

	
3　1の子が未出産の
　 場合の出産者の状況

	(1)氏　　　名　
(2)出産予定日　　　　　　　　　(3)本人との続柄

	
4　育児休業の期間


	
平成　　年　　月　　日から
平成　　年　　月　　日まで

	
備考



	
5　申出に係る状況
	
(1)　休業開始予定日の1か月前に申し出て
いる・いない→〔申出が遅れる理由〕
(2)　1と同じ子について育児休業の申出を撤回したことが
ない・ある　→〔再度申出の理由〕
(3)　1と同じ子について育児休業をしたことが
ない・ある　→〔再度休業の理由〕


	

	様式2

育児休業（変更）通知書

様
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　社会福祉法人常陽社会福祉事業団
　理事長　　　　　　　　　　　　

あなたが、　　　　　年　　月　　日にされた育児休業の〔申出・期間変更の申出・申出の撤回〕について、「社会福祉法人常陽社会福祉事業団職員の育児休業等取扱規程」第4条第6項、第１０項に基づき、その取扱いを下記のとおり通知します。（ただし、期間の変更の申出があった場合には、下記の事項の若干の変更があり得ます。）

記



	
	1　育児休業の期間等



	（１）適正な申出がされていましたのどおり申出どおり
　　　　　年　　　月　　　日から
　　　　　年　　　月　　　日まで休業してください。
職場復帰予定日は、
　　　　　年　　　月　　　日です。
（２）申し出た期日が遅かったので休業を開始する日を
　　　　　年　　　月　　　日にしてください。
（３）あなたは以下の理由により休業の対象者でないので休業することはできません。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
（４）あなたが　　　　　年　　　月　　　日にした休業申出は撤回されました。

	
	
	

	
	3　　育児休業期間中の
給与(期末勤勉手当)、
退職金の算定、社会
保険料、復職後の取
扱い、年次有給休暇
の取扱い

	「社会福祉法人常陽社会福祉事業団職員の育児休業等取扱規程」第5条より第7条のとおりです。








	
	
	

	
	4　その他
	





様式3

育児休業対象児出生届

社会福祉法人常陽社会福祉事業団
理事長　　　　　　　　　　　様
年　　月　　日　
氏名　　　　　　　　　　　　

私は、　　　　年　　月　　日に行った育児休業の申出において出生していなかった育児休業に係る子が出生しましたので、「社会福祉法人常陽社会福祉事業団育児休業等取扱規程」第3条第2項の規定に基づき、下記のとおり届け出ます。

記

1　出生した子の氏名



2　出生の年月日



3　本人との続柄

様式4

育児休業期間変更申出書

社会福祉法人常陽社会福祉事業団
理事長　　　　　　　　　　　様
年　　月　　日　
氏名　　　　　　　　　　　

　私は、「社会福祉法人常陽社会福祉事業団育児休業等取扱規程」第4条に基づき、　　　年　　　　　　　　　
　　月　　日に行った育児休業の申出における育児休業を下記のとおり変更します。

記
	1　当初の申出における
育児休業期間


	　　　　年　　月　　日から

　　　　年　　月　　日まで

	2　当初の申出に対する
施設の対応


	休業開始予定の指定（申出以外の日の指定）

○有り→指定後の育児休業開始予定日
（　　　　年　　月　　日）

○無し

	3　変更の内容




	(1)　休業・開始　予定日の変更
終了

(2)　変更後の休業　・開始　予定日
　　　　　　　　　　 終了

              年　　月　　日

	4　変更の理由
（休業開始予定日の変更の
　場合のみ）
	








様式5

育児休業撤回届

社会福祉法人常陽社会福祉事業団
　理事長　　　　　　　　　　　様
年　　月　　日　
氏名　　　　　　　　　　

　私は、「社会福祉法人常陽社会福祉事業団育児休業等取扱規程」第4条に基づき、　　　　年　　月　　日に行った育児休業の申出を撤回します。

記

様式6

育児休業
育児短時間勤務　終了届

社会福祉法人常陽社会福祉事業団
　理事長　　　　　　　　　　　様
年　　月　　日　
氏名　　　　　　　　　　

　次の通り、育児休業（育児短時間勤務）を必要としなくなりましたので届け出ます。
	1　　育児休業（育児短
時間勤務）により養
育している子






	
氏　　名

	



	
	
続　　柄

	



	
	
生年月日

	
　　　　　　　年　　月　　日生


	2　  育児休業（育児短
時間勤務）の申出期
間
	
年　　月　　日から
年　　月　　日まで

	3　　育児休業（育児短
時間勤務）を終了さ
せる日
	

年　　月　　日

	4　　育児休業（育児短
時間勤務）を終了さ
せる理由
	





様式7

育児短時間勤務申出書

社会福井法人常陽社会福祉事業団
　理事長　　　　　　　　　　　様
年　　月　　日　
氏名　　　　　　　　　　

　私は、下記の通り育児短時間勤務の申出をします。
	1　申出に係る子
	2　申出者以外の子の親

	氏　　名
	
	氏名
	

	続　　柄
	
	子との同居・別居
	□同居　　□別居

	生年月日
	
	就業の有無
	□有　　　□無

	3　託児の態様
（注②該当のみ）


	□託児施設　　　　　　　　　□その他
託児時間　　時　　分　　　　託児時間　　時　　分
～　　時　　分　　　　　　　～　　時　　分

	4　通勤時間
	　　時間　　分　（託児先を経由する時間を含む。）

	5　期間及び時間

	期　　　　　間
	時　　　　　間

	
	年　月　日から□毎日
年　月　日まで□その他(　　　)
	時　　分～　　時　　分
時　　分～　　時　　分

	
	年　月　日から□毎日
年　月　日まで□その他（　　）
	時　　分～　　時　　分
時　　分～　　時　　分

	6　備考
	



(注)①　この申出書は、申出に係る子の氏名、申出者の続柄及び生年月日が証明できる戸籍謄本又は抄本を添付すること。
②　申出に係る子について、(ア)職員以外の当該子の親が育児短時間勤務その他の制度適用を受けている場合、(イ)託児の態様、通勤の状況以外に育児短時間勤務を必要とする事情がある場合には、その内容を備考欄に記入すること。
③　該当する□には、｜印を記入すること。







様式8

育児短時間勤務取扱通知書

年　　月　　日
様
社会福祉法人常陽社会福祉事業団　
理事長　　　　　　　　　　　　

あなたが、　　　　　年　　月　　日にされた育児短時間勤務の申出について、「社会福祉法人常陽社会福祉事業団育児休業等取扱規程」第9条に基づき、その取扱を下記の通り通知します。

記
	1　育児短時間勤
務の期間及び
時間
	□育児短時間勤務の期間等は次のとおりとします。

	
	期　　　　　　　間
	時　　　　　　　間

	
	年　　月　　日から□毎日
年　　月　　日まで□その他（　　　　）

年　　月　　日から□毎日
年　　月　　日まで□その他（　　　　）
	時　　分～　　時　　分
時　　分～　　時　　分

時　　分～　　時　　分
時　　分～　　時　　分

	
	□　社会福祉法人常陽社会福祉事業団育児休業等取扱規程第　　条規定により、育児短時間勤務をすることはできません。

	2　育児短時間勤
務期間中の取扱
	育児短時間勤務をした時間についての給与等の取扱いは、社会福祉法人常陽社会福祉事業団育児休業等取扱規程第　　条のとおりとします。


	3　その他
	(1)　申し出た育児短時間勤務期間中に、勤務できることとなった時間が生じた場合は、育児短時間勤務変更届（様式9）を提出してください。
(2)　育児短時間勤務に係る子を養育しないこととなった等、この育児短時間勤務に重大な変更をもたらす事由が発生したときは、速やかに育児短時間勤務終了届（様式6）を提出してください。




様式9

育児短時間勤務変更届

	日　　付
	勤務できることとなった時期
	時間数
	申出
者印
	施設
長印
	担当
者印

	
	午　　前
	午　　後
	
	
	
	

	　　月　　日
	　　　時　　分から
　　　時　　分まで
	　　　時　　分から
　　　時　　分まで
	　　時間
　　分
	
	
	

	　　月　　日
	　　　時　　分から
　　　時　　分まで
	　　　時　　分から
　　　時　　分まで
	　　時間
　　分
	
	
	

	　　月　　日
	　　　時　　分から
　　　時　　分まで
	　　　時　　分から
　　　時　　分まで
	　　時間
　　分
	
	
	

	　　月　　日
	　　　時　　分から
　　　時　　分まで
	　　　時　　分から
　　　時　　分まで
	　　時間
　　分
	
	
	

	　　月　　日
	　　　時　　分から
　　　時　　分まで
	　　　時　　分から
　　　時　　分まで
	　　時間
　　分
	
	
	

	　　月　　日
	　　　時　　分から
　　　時　　分まで
	　　　時　　分から
　　　時　　分まで
	　　時間
　　分
	
	
	

	　　月　　日
	　　　時　　分から
　　　時　　分まで
	　　　時　　分から
　　　時　　分まで
	　　時間
　　分
	
	
	

	　　月　　日
	　　　時　　分から
　　　時　　分まで
	　　　時　　分から
　　　時　　分まで
	　　時間
　　分
	
	
	

	　　月　　日
	　　　時　　分から
　　　時　　分まで
	　　　時　　分から
　　　時　　分まで
	　　時間
　　分
	
	
	

	　　月　　日
	　　　時　　分から
　　　時　　分まで
	　　　時　　分から
　　　時　　分まで
	　　時間
　　分
	
	
	

	　　月　　日
	　　　時　　分から
　　　時　　分まで
	　　　時　　分から
　　　時　　分まで
	　　時間
　　分
	
	
	

	　　月　　日
	　　　時　　分から
　　　時　　分まで
	　　　時　　分から
　　　時　　分まで
	　　時間
　　分
	
	
	

	　　月　　日
	　　　時　　分から
　　　時　　分まで
	　　　時　　分から
　　　時　　分まで
	　　時間
　　分
	
	
	

	　　月　　日
	　　　時　　分から
　　　時　　分まで
	　　　時　　分から
　　　時　　分まで
	　　時間
　　分
	
	
	



[bookmark: 介護休業等取扱規程]
社会福祉法人常陽社会福祉事業団職員の介護休業等取扱規程

（目的）
第１条　この規程は社会福祉法人常陽社会福祉事業団職員就業規則（昭和45年10月1日制定。以下「就業規則」という。）第22条の2の規定に基づき、職員の介護休業に関し必要な事項を定めるものとする。
２　介護休業に関しては、育児休業・介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律（平成3年法律第76号。以下「育児・介護休業法」という。）その他の法令に定めるもののほか、この規程の定めるところによる。
　（定義）
第１条の２　この規程において職員とは、就業規則第2条に規定する職員をいう。
　（介護休業の対象者）
第２条　要介護状態にある家族を介護する職員（日雇従業員は除く）は、この規定に定めるところにより介護休業をすることができる。ただし、期間契約職員にあっては、次項に定める者に限り、介護休業をすることができる。
２　介護休業ができる期間契約職員は、申出時点において、次のいずれにも該当する者とする。
（１）入社1年以上であること
（２）介護休業を開始しようとする日（以下「介護休業開始予定日」という。）から93日経過日から６ヶ月を経過する日までに労働契約期間が満了し、更新されないことが明らかでないこと。
３　第1項の要介護状態にある家族とは、負傷、疾病又は身体上若しくは精神上の障害により2週間以上の期間にわたり、常時介護を必要とする状態にある次の者をいう。
（１）配偶者
（２）父母
（３）子
（４）配偶者の父母
（５）祖父母、兄弟姉妹又は孫
（６）上記以外の家族で、理事長の認めた者
　（介護休業の申出の手続き）
第３条　介護休業を希望する職員は、原則として介護休業を開始しようとする日（以下「休業開始予定日」という。）の2週間前までに、介護休業申出書（様式1）を理事長に提出することにより、申し出るものとする。なお、介護休業中の期間契約職員が労働契約を更新するに当たり、引き続き休業を希望する場合には、更新された労働契約期間の初日を介護休業開始予定日として、介護休業申出書により再度の申出を行うものとする。
２　申出は、特別の事情がない限り、対象家族1人につき通算６ヶ月の範囲内で３回を上限として介護休業を分割して申出することができる。ただし、前項の後段の申出をしようとする場合にあっては、この限りでない。
３　介護休業申出書が提出されたときは、理事長は速やかに当該介護休業申出書を提出した者に対し、介護休業取扱通知書（様式３）を交付する。
（介護休業の期間）
第４条　介護休業の期間は、介護を必要とする者1人につき原則として通算６か月の範囲内で「介護休業申出書」に記載された期間とする。
２　前項にかかわらず、理事長は、育児・介護休業法の定めるところにより休業開始予定日の指定を行うことができる。
３　職員は、育児・介護休業法の定めるところにより休業開始予定日の繰上げ変更及び介護休業を終了しようとする日（「休業終了予定日」という。）（申出は2週間前）の繰下げ変更を申し出ることができる。
４　職員が休業終了予定日の繰上げ変更を希望する場合は、書面で理由を付して理事長に申し出るものとし、理事長はこれを認めた場合には、原則として変更後の休業終了予定日の1週間前までに本人に通知する。
５　介護休業を開始又は終了しようとする日の繰下げ又は繰上げの変更の申出は、様式2により行うものとする。
６　前条第1項及び本条第3項の申出に対する通知は様式3によって行うものとする。
７　介護休業を申し出た者は、休業開始予定日の前日までは、介護休業撤回届（様式4）を提出することにより、介護休業を撤回することができる。
８　介護を必要とする者が、死亡等により介護休業の必要がなくなった場合、当該事由の発生日をもって介護休業は終了する。また、申出者について、産前産後休業、育児休業又は新たな介護休業が始まった場合は、休業開始日の前日を持って介護休業は終了する。
９　介護休業をしている職員は、前項の事由が生じた場合は速やかに介護休業終了届（様式5）を提出しなければならない。
１０　介護休業申出撤回届が提出されたときは、理事長は速やかに当該介護休業申出撤回届を提出した者に対し、介護休業取扱通知書（様式２）を交付する。
　（給与等の取扱い）
第５条　介護休業期間については、社会福祉法人常陽社会福祉事業団給与規程（昭和45年10月1日制定。以下「給与規程」という。）の定めるところにより、給料その他月毎に支払われる給与は支給しない。ただし、社会保険料及び雇用保険料の被保険者負担金並びに宮崎県社会福祉協議会が定める宮崎県民間社会福祉施設等従事職員共済規程で定める職員掛金相当額を支給する。
　（年次有給休暇）
第６条　年次有給休暇の権利発生の為の出勤率の算定にあたっては、介護休業の適用を受けた日並びに介護休暇を取得した日は、出勤したものとみなす。
　（介護短時間勤務）
第７条　家族を介護する職員は、理事長に申し出て、対象家族1人当たり通算３年の範囲内を原則として就業規則第14条の労働時間について、1日2時間を越えない範囲内で、３０分単位で勤務時間を短縮することができる。ただし、介護短時間勤務の適用を受けた場合は、利用開始から３年の間で２回以上の利用を可能とする。
　（介護短時間勤務の手続き）
第８条　介護短時間勤務をしようとする職員は、あらかじめ介護短時間勤務申出書（様式6）を理事長に提出することにより申し出るものとする。
２　理事長は、介護短時間勤務申出書が提出されたときは、速やかに介護短時間勤務取扱通知書（様式7）を交付するものとする。
　（介護短時間勤務適用者の給与等の取扱い）
第９条　介護短時間勤務をする職員の給与は、正規の勤務時間のうちで勤務をしない時間について、1時間につき給与規程に規定する勤務時間1時間当たりの給与額を減額する。
２　期末勤勉手当の算定に係る在職期間の取扱いは、次の各号に定めるとおりとする。
　（１）期末手当については減算しない。
　（２）勤勉手当については、在職期間の一部について勤務しなかった日が90日を超える場合には、勤務しなかった時間を日数に換算して減算する。
　（定期昇給等の算定）
第１０条　介護休業及び介護休暇、所定外労働の制限、時間外労働の制限、深夜業の制限及び介護短時間勤務の適用を受ける者に係る定期昇給及び退職金の算定に当たっては、当該適用の期間は通常勤務しているものとみなす。
　（不利益取扱いの禁止）
第１１条　職員は、介護休業、介護休暇、所定外労働の制限、時間外労働の制限、深夜業の制限、介護短時間勤務の申出をし、又はその適用を受けたことを理由として、不利益な取扱いを受けることはない。
　（介護のための時間外労働の制限）
第１２条　要介護状態にある家族を介護する職員が当該家族を介護するために請求した場合には、就業規則第16条の規定及び時間外労働に関する協定にかかわらず、事業の正常な運営に支障がある場合を除き、1か月について24時間、1年について150時間を越えて時間外労働をさせることはない。
２　1にかかわらず、次のいずれかに該当する職員は介護のための時間外労働の制限を請求することができない。
（１）日雇従業員
（２）入社1年未満の職員
（３）1週間の所定労働日数が2日以下の職員
３　請求しようとする者は、1回につき、1か月以上1年以内の期間（以下この条において「制限期間」という。）について、制限を開始しようとする日（以下この条において「制限開始予定日」という。）及び制限を終了しようとする日を明らかにして、原則として、制限開始予定日の1か月前までに介護のための時間外労働制限請求書を理事長に提出するものとする。
４　事業団は、時間外労働制限請求書を受け取るに当たり、必要最小限度の各種証明書の提出を求めることがある。
５　制限開始予定日の前日までに、請求に係る家族の死亡等により請求者が家族を介護しないこととなった場合には、請求されなかったものとみなす。
　この場合において、請求者は、原則として当該事由が発生した日に、理事長にその旨を通知しなければならない。
６　次の各号に掲げるいずれかの事由が生じた場合には、制限時間は終了するものとし、当該制限期間の終了日は当該各号に掲げる日とする。
　（１）家族の死亡等制限に係る家族を介護しないこととなった場合
　　　　当該事由が発生した日
　（２）請求者について、産前産後休業、育児休業、又は介護休業が始まった場合
　　　　産前産後休業、育児休業又は介護休業の開始日の前日
７　6（1）の事由が生じた場合には、請求者は原則として当該事由が生じた日に、理事長にその旨を通知しなければならない。
（介護のための深夜業の制限）
第１３条　要介護状態にある家族を介護する職員が当該家族を介護するために請求した場合には、就業規則第14条の規定にかかわらず、事業の正常な運営に支障がある場合を除き、午後10時から午前5時までの間（以下「深夜」という。）に労働させることはない。
２　1にかかわらず、次のいずれかに該当する職員は深夜業の制限を請求することができない。
　（１）日雇従業員
　（２）入社1年未満の職員
　（３）請求に係る家族の16歳以上の同居の家族が次のいずれにも該当する職員
　　　①　深夜において就業していない者（1か月について深夜における就業が3日以下の者を
含む。）であること。
　　　②　心身の状況が請求に係る家族の介護をすることができる者であること。
　　　③　6週間（多胎妊娠の場合にあっては、14週間）以内に出産予定でないか、又は産後8
週間以内でない者であること。
　（４）1週間の所定労働日数が2日以下の職員
　（５）所定労働時間の全部が深夜にある職員
３　請求しようとする者は、1回につき、1か月以上6か月以内の期間（以下この条において「制限期間」という。）について、制限を開始しようとする日（以下この条において「制限開始予定日」という。）及び制限を終了しようとする日を明らかにして、原則として、制限開始予定日の1か月前までに介護のための深夜業制限請求書を理事長に提出するものとする。
４　事業団は、深夜業制限請求書を受け取るに当たり、必要最小限度の各種証明書の提出を求めることがある。
５　制限開始予定日の前日までに、請求に係る家族の死亡等により請求者が家族を介護しないこととなった場合には、請求されなかったものとみなす。
　この場合において、請求者は、原則として当該事由が発生した日に、理事長にその旨を通知しなければならない。
６　次の各号に掲げるいずれかの事由が生じた場合には、制限時間は終了するものとし、当該制限期間の終了日は当該各号に掲げる日とする。
　（１）家族の死亡等制限に係る家族を介護しないこととなった場合
　　　　当該事由が発生した日
　（２）請求者について、産前産後休業、育児休業、又は介護休業が始まった場合
　　　　産前産後休業、育児休業又は介護休業の開始日の前日
７　７（１）の事由が生じた場合には、請求者は原則として当該事由が生じた日に、理事長にその旨を通知しなければならない。
８　制限期間中の給与については、別途定める給与規程に基づき、時間給換算した額を基礎とした実労働時間分の基本給と諸手当を支給する。
９　深夜業の制限を受ける職員に対して、事業団は必要に応じて昼間勤務へ転換させることがある。
　（介護のための所定外労働の制限）
第１４条　要介護状態にある家族を介護する職員（日雇労働者を除く）が申し出た場合においては、事業の正常な運営を妨げる場合を除き、所定労働時間を超えて労働させることはない。
２　申出をしようとする者は、１回につき、１ヶ月以上１年以内の期間について、制限を開始しようとする日を明らかにして、原則として、制限開始予定日の1ヶ月前までに、所定外労働制限申出書を理事長に提出するものとする。
（法令との関係）
第１５条　介護休業、介護休暇、介護のための時間外労働及び深夜業の制限並びに介護短時間勤務に関して、この規制に定めのないことについては、介護休業法その他の法令の定めるところによる。
　（介護休業等に関するハラスメントの防止）
第１６条　全ての職員は第３条から第１３条の制度の申出・利用に関して、当該申出・利用する職員の就業環境を害する言動を行ってはならない。
２　前項の言動を行ったと認められる職員に対しては、就業規則第３３条に基づき、厳正に対処する。


　　　附　則
　この規程は、平成12年4月1日から施行する。
　　　附　則
　この規程は、平成１4年4月1日から施行する。
　　　附　則
　この規程は、平成17年4月1日から施行する。
　　　附　則
　この規程は、平成19年6月1日から施行する。
附　則
この規程は、平成22年6月1日から施行する。
附　則
この規程は、平成29年1月1日から施行する。

様式１

介護休業申出書

社会福祉法人常陽社会福祉事業団
　理事長　　　　　　　　　　　様

年　　月　　日　
氏名　　　　　　　　　

　私は、社会福祉法人常陽社会福祉事業団職員の介護休業等取扱規程第3条に基づき、下記の
とおり介護休業の申出をします。

記
	

要介護者

に関する

事　　項
	氏　名
	
	生年月日
	年　　月　　日　（　　歳）

	
	住　所
	

	
	同・別居　□同　□別居
	職員と
の続柄
	

	
	介護が必要となった時期
	

	
	要介護者の状態及び
具体的な介護の内容
	





	連続する3月の期間　　　　年　　　月　　　日から　　　年　　　月　　　日まで

	請　求　期　間

	新規
	介護休業請求期間
	年　　月　　日から　　年　　月　　日まで
	日間

	継続
	延長を要する期間
	年　　月　　日から　　年　　月　　日まで
	日間

	休　業　形　態
	時　間
	日　・　時間数

	□毎日　□その他（　　　）
	時　　分から
時　　分まで
	日

	
	
	時間数


　　※添付書類～医師の診断書・住民票等（職員と要介護者との関係を証明するもの）

様式２

介護休業期間変更申出書

社会福祉法人常陽社会福祉事業団
理事長　　　　　　　　　　　様
年　　月　　日　
氏名　　　　　　　　　

私は、社会福祉法人常陽社会福祉事業団介護休業等取扱規程第4条に基づき、　　年　　月
　日に行った介護休業の申出における介護休業を下記のとおり変更します。

記
	1　当初の申出における
介護休業期間
	　　　　　　　　年　　月　　日から
　　　　　　　　年　　月　　日まで

	2　当初の申出に対する
　　施設の対応
	休業開始予定の指定（申出の日以外の日指定）

○有り→指定後の介護休業開始予定日
（　　　年　　月　　日）

○無し

	3　変更の内容
	(1)　休業・開始　予定日の変更
　　　　　終了

(2)　変更後の休業・開始　予定日
　　　　　　　　　終了

　　　　　　　　年　　月　　日

	4　変更の理由
（休業開始予定日の
　　変更の場合のみ）
	




様式３

介護休業（変更）通知書

　　　　　　　　　　様
社会福祉法人常陽社会福祉事業団
　理事長　　　　　　　　　　　

あなたが、　　年　　月　　日にされた介護休業（変更）の申出について、社会福祉法人常陽社会福祉事業団職員の介護休業等取扱規程第4条第6項第１０項に基づき、その取扱いを下記のとおり通知します。（ただし、期間の変更の申出があった場合には、下記の事項の若干の変更があります。）

記
	1　介護休業の期間



	（１）適正な申出がされていましたのどおり申出どおり
　　　　　年　　　月　　　日から
　　　　　年　　　月　　　日まで休業してください。
職場復帰予定日は、
　　　　　年　　　月　　　日です。
（２）申し出た期日が遅かったので休業を開始する日を
　　　　　年　　　月　　　日にしてください。
（３）あなたは以下の理由により休業の対象者でないので休業することはできません。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
（４）あなたが　　　　　年　　　月　　　日にした休業申出は撤回されました。

	3　介護休業期間中の給与（期末勤勉手当）
退職金の算定、社会保険料の取扱い、復職後の取扱い、年次有給休暇の取扱い

	社会福祉法人常陽社会福祉事業団職員の介護休業等取扱規程第5条及び第6条のとおりです。



	4　その他


	







様式４

介護休業撤回届

社会福祉法人常陽社会福祉事業団
理事長　　　　　　　　　　　様
年　　月　　日　
氏名　　　　　　　　　

私は、社会福祉法人常陽社会福祉事業団介護休業等取扱規程第4条第7項に基づき、　　年
　月　　日に行った介護休業の申出を撤回します。

記

様式５

介護休業
　　　　　  介護短時間勤務　終了届

社会福祉法人常陽社会福祉事業団
理事長　　　　　　　　　　　様
年　　月　　日　
氏名　　　　　　　　　　

次の通り、介護休業（介護短時間勤務）を必要としなくなりましたので届け出ます。

記
	1　介護休業（介護短時間勤務）により常時介護していたもの
	氏　　名
	

	
	続　　柄
	

	
	生年月日
	年　　月　　日生（　　　歳）

	2　介護休業（介護短時間勤務）の申出期間
	　　　　　　　　　　年　　月　　日から
　　　　　　　　　　年　　月　　日まで

	3　介護休業（介護短時間勤務）を終了させる日
	　　　　　　　　　　
　
　　　　　　　　　　年　　月　　日

	4　介護休業（介護短時間勤務）を終了させる理由
	




様式６

介護短時間勤務申出書

社会福祉法人常陽社会福祉事業団
理事長　　　　　　　　　　　様
年　　月　　日　
氏名　　　　　　　　　

私は、下記の通り介護短時間勤務の申出をします。

記
	1　要介護者に
関する事項
	氏　　名
	
	生年月日
	年　月　日（　歳）

	
	住　　所
	

	
	同・別居　□同居　□別居
	職員との
続　　柄
	


	
	介護が必要となった時期
	年　　月　　日

	
	要介護者の状態及び
具体的な介護の内容
	


	2　期間及び時間
	期　　　間
	時　　　間

	
	年　月　日から□毎　日
年　月　日まで□その他（　　）
	　　時　分～　時　分
時　分～　時　分

	
	年　月　日から□毎　日
年　月　日まで□その他（　　）
	時　分～　時　分
時　分～　時　分

	3　備　　　考
	
	






様式７

介護短時間勤務取扱通知書

　様
社会福祉法人常陽社会福祉事業団
　理事長　　　　　　　　　　　

あなたが、　　年　　月　　日にされた介護短時間勤務の申出について、社会福祉法人常陽社会福祉事業団介護休業等取扱規程第8条第2項に基づき、その取扱を下記のとおり通知します。

記
	1　介護短時間勤
務の期間及び時間
	□介護短時間勤務の期間等は次のとおりとします。

	
	期　　　間
	時　　　間

	
	年　月　日から□毎　日
年　月　日まで□その他（　　）

年　月　日から□毎　日
年　月　日まで□その他（　　）
	時　分～　時　分
時　分～　時　分

時　分～　時　分
時　分～　時　分

	2　介護短時間勤務期間中の取扱い
	介護短時間勤務をした期間についての給与等の取扱いは、社会福祉法人常陽社会福祉事業団介護休業取扱規程第9条のとおりとします。

	3　その他
	










様式８

介護のための所定外労働制限申出書

社会福祉法人常陽社会福祉事業団
理事長　　　　　　　　　　　　　様
〔申出日〕　平成　　年　　月　　日
〔申出者〕　所　属　　　　　　　　　
氏　名

私は、育児・介護休業等に関する規則（第１４条）に基づき、下記のとおり介護のための所定外労働の制限を申し出ます。


記

	１　申出に係る家族の状況
	（１）氏名
	

	
	（２）本人との続柄
	

	
	（３）介護を必要とする理由
	

	２　制限の期間
	平成　　年　　月　　日　から　平成　　年　　月　　日

	３　申出に係る状況
	
制限開始予定日の１ヶ月前に申出をして
いる　　・　　いない　→　申出が遅れた理由











[bookmark: 職員採用選考に関する規程]
社会福祉法人常陽社会福祉事業団職員採用選考に関する規程

（趣旨）
第１条　この規程は、社会福祉法人常陽社会福祉事業団職員就業規則（昭和45年10月制定）第27条の規定及び社会福祉法人常陽社会福祉事業団職員内部登用試験実施要綱（平成23年10月17日制定）に基づき、職員の採用及び登用試験に関する取扱いを定めるものとする。
　（定義）
第２条　この規程において職員とは、就業規則第2条第１号に規定する第1号職員、第２号に規定する第2号職員をいう。
　（選考委員会）
第３条　職員の採用及び登用については、選考委員会により決定する。
２　前項の選考委員会は、理事及び定款第２４条第５項に規定する者から５名以内で構成し、理事長が委嘱する。
３　委員の互選により会長を選任し、会長は会を統括する。
　（採用）
第４条　職員の採用は、原則として欠員が生じたとき、その都度又は必要に応じて行うことができる。
　（募集の方法）
第５条　職員採用の場合は、関係機関に募集案内の送付と同時に、職業安定所やホームページ等でも同様の内容で募集を行う。
２　職員登用試験の場合は、所属長を通じ周知する。

　　　附　則
　この細則は、昭和54年11月20日から施行する。
　　　附　則
　この規程は、平成14年4月1日から施行する。
　附　則
　この規程は、平成20年4月1日から施行する。
附　則
　この規程は、平成22年12月1日から施行する。
附　則
　この規程は、平成23年10月17日から施行する。
　附　則
この規程は、平成24年4月1日から施行する。
　　附　則
この規程は、平成29年4月1日から施行する。

[bookmark: 組織規程]
社会福祉法人常陽社会福祉事業団組織規程

　（趣旨）
第１条　この規程は、社会福祉法人常陽社会福祉事業団定款（昭和45年10月制定。以下「定款」という。）第24条に規定する事務局の組織及び職制に関する事項を定めるものとする。
（定義）
第２条　この規程において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるところによる。
（１）職員　就業規則第2条に規定する職員をいう。
（２）理事会　定款25条に規定する理事会をいう。
（３）評議員会　定款第10条に規定する評議員会をいう。
（４）事業団　定款第2条に規定する社会福祉法人常陽社会福祉事業団（以下「事業団」とい
う。）をいう。
（５）役員　定款第16条に規定する役員
（６）施設　別表第１の施設をいう。
（本部の業務）
第３条　事務局本部の業務は、次の各号に掲げるとおりとする。
（１）理事会、評議員会等に関すること。
（２）定款及び諸規則等の制定改廃に関すること。
（３）施設等の委託契約に関すること。
（４）事業団の財務に関すること。
（５）職員の人事、研修及び福利厚生に関すること。
（６）役員及び職員の給与、旅費等に関すること。
（７）文書及び公印の取扱いに関すること。
（８）事業団の企画に関すること。
（９）職員の労務管理に関すること。
（10）施設処遇の運営管理、改善指導に関すること。
（11）予算、決算及び経理に関すること。
（12）福祉関係諸団体との連絡調整に関すること。
（13）諸統計に関すること。
（施設の業務）
第４条　事業団が管理運営する施設の業務は、次の各号に掲げる
とおりとする。
（１）予算、決算及び経理に関すること。
（２）措置費等の請求に関すること。
（３）施設等運営管理及び補修に関すること。
（４）入所者及び利用者の指導及び処遇に関するもの。
（５）入所者及び利用者の保健及び給食に関するもの。
（６）職員の人事、服務及び福利厚生に関すること。
（７）文書及び公印に関すること。
（８）災害対策及び防火管理に関すること。
（９）研修及び調整に関すること。
（10）入所者及び利用者の入退所に関すること。
（11）入所者の保護者及び関係機関等の連絡調整に関すること。
（12）在宅高齢者の機能回復訓練に関すること。
（13）在宅虚弱高齢者等利用者の保護、入浴及び給食サービスに関すること。
（組織）
第５条　本部事務局に総務課を、清風園、望峰園に管理課、支援課、看護課及び栄養課を、白寿園に管理課、地域支援企画課、支援課、居宅支援課、看護課、栄養課及び在宅支援課を置く。
２　総務課に総務係、企画経営係を、清風園、望峰園及び白寿園の管理課に管理係、相談係を、白寿園の地域支援企画課に地域支援企画係を、清風園及び望峰園の支援課に支援係を、白寿園の支援課に支援一係、支援二係、支援三係を、居宅支援課に支援係を、看護課に看護係を、栄養課に栄養係及び調理係を、白寿園の在宅支援課にケアプランサービスゆう係を置く。
３　清風園及び望峰園に訪問介護事業所を併設するものとする。
４　在宅福祉部に在宅福祉課及び地域包括支援課を置き、それぞれの事業所を所管する。
（１）在宅福祉課
　ア　西岳デイサービスセンター
　イ　庄内デイサービスセンター
　ウ　横市デイサービスセンター
（２）地域包括支援課
　ア　志和池・庄内・西岳地区地域包括支援センター
５　養護老人ホームの職員は、訪問介護事業所及び特定施設入居者生活介護事業所の職員と兼務させることができる。
　（職名及び補職名等）
第６条　本部事務局に事務局長、事務局次長、課長、係長、主任、主事、主事補、その他必要な職員を、施設に施設長、副施設長、課長、係長、主任、主事、技師、主事補、技師補、技術員その他必要な職員を、在宅福祉部に部長、次長、課長、係長、主任、主事、技師、主事補、技師補、技術員その他必要な職員を置く。
２　職種上の補職名は別表第２のとおりとする。
３　施設長が必要と認めるときは施設に参与、参事、主幹及び副主幹を置くことができる。
４　前項の参与は施設長、参事は副施設長、主幹は課長、副主幹は係長相当職とする。
（職責）
第７条　事務局長は理事長の命を受け、法人及び事務局の事務及び業務を統括し、職員を指揮監督する。
２　事務局次長は事務局長を補佐し、命を受け事務局の事務及び業務を処理する。
３　施設長及び部長は施設若しくは事業所の業務を統括し、所属職員を指揮監督して施設・事業所の管理運営にあたる。
４　副施設長は上司の命を受け、施設の管理運営を補佐するとともに、所属職員を指揮監督する。
５　課長は上司の命を受け、業務を総括し、入所者、利用者等の処遇及び指導等の業務を処理するとともに、所属職員を指揮監督する。
６　係長及び主任は上司の命を受け、所属職員を指揮監督し、業務の効率的運営を推進するとともに、所掌業務を処理する。
（１）係長及び主任は担当業務の状況を常に把握し、随時上司に報告し、必要な支持を受けなければならない。
７　前各項以外の職員は上司の指揮監督を受け、その職務上の命に従い、担当業務に専念しなければならない。
（会議組織の設置）
第８条　事業団は、必要に応じて次の会議を開催する。
（１）経営会議
（２）課長会議
（３）事業所会議
（４）施設連絡会
　（経営会議）
第９条　経営会議は、事業団の計画的かつ効率的な執行を図るため、事業団運営の最高方針及び重要施策の審議並びに各事業所相互の最終的な総合調整を行う。
２　経営会議に付議する審議事項は、次に掲げるとおりとする。
（１）基本構想、基本計画及び実施計画に関する事項
（２）新規の重要な事務及び事業その他重要施策に関する事項
（３）予算編成方針に関する事項
（４）定款及び規則の制定、改廃に関する事項（ただし、条項のずれ、名称等の変更、条文の整備に係るもの並びに国の法令の改廃に伴う廃止に係るものを除く。）
（５）組織、財政その他重要な制度、手続等の制定、改廃に関する事項
（６）各事業所相互の調整を要する重要な事項
（７）事業団運営上、事業団又は利用者に重大な影響を及ぼすと認められる事項
（８）前各号に掲げるもののほか、理事長が必要と認める事項
３　経営会議に付議する報告事項は、次に掲げるとおりとする。
（１）法令（県の定款、規則を含む。）の制定及び改廃、国又は県の指示及び通達その他国又は県の動向で事業団運営に重大な影響を与えると認められる事項
（２）国又は県の主催する会議、全国規模の加盟団体等において協議された事項で、事業団運営に重大な影響を与えると認められる事項
（３）重要な事務及び事業の執行状況に関する事項
（４）プロジェクトチームの調査結果等に関する事項
（５）前各号に掲げるもののほか、理事長が必要と認める事項
４　経営会議は、理事長が主宰し、事務局長、施設長、事務局次長及び部長をもって構成し、事務局長が事務を掌理する。この場合において、事務局長に事故があるときは、事務局次長がその職務を代行する。
５　理事長は、特に必要と認めるときは、説明員として関係職員を出席させることができる。
６　経営会議は、原則として毎月第４火曜日を定例とする。ただし、理事長が必要と認めたときは、理事長の指定する日に変更することができる。
７　前項の規定にかかわらず、理事長が必要と認めたとき又は代表者会議から申出があったときは、臨時の経営会議を開くことができる。
　（付議手続）
第１０条　施設長及び部長は、所管事項中経営会議に付議すべき事案があるときは、その要旨及び資料を添えて、原則として事業所会議の翌日に、事務局長に付議要求するものとする。
２　事務局長は、前項の付議要求があったときは、課長会議を経て経営会議に付議するものとする。
　（課長会議）
第１１条　課長会議は、経営会議の円滑かつ適正な運営を図るため、事前に調査又は検討を行い、経営会議に付議すべき事案を定めるとともに、各事業所相互の意思疎通を図るための意見交換及び情報交換を行う。
２　課長会議は、事務局次長が主宰し、事務局次長、副施設長、管理課長、地域支援企画課長、支援課長、看護課長、栄養課長、在宅支援課長、在宅福祉部次長、在宅福祉課長、地域包括支援課長及び総務課長をもって構成する。この場合において、事務局次長に事故があるときは、予め事務局次長が定める者がその職務を代行する。
３　事務局次長は、事案の説明員として、関係職員を出席させることができる。
４　課長会議は、原則として経営会議の１週間前（第３火曜日）を定例とする。
５　事務局次長が特に必要と認めるときは、臨時に課長会議を開くことができる。
　（事業所会議）
第１２条　事業所会議は、事業所ごとにそれぞれ設置し、事業所内の事務事業の調整管理を円滑に行うため、次に掲げる事項について協議し、決定し、又は事業所内及び関係する事業所との業務連絡及び情報交換を行う。
（１）経営会議に付議すべき事案に関すること。
（２）事業所の基本方針、運営方針及び事業計画の策定に関すること。
（３）事業所内の事務事業等の計画及び執行の調整に関すること。
（４）事業所内の事務事業等の進行管理に関すること。
（５）経営会議付議事項の結果報告に関すること。
（６）前各号に掲げるもののほか、会議の目的の範囲内で施設長が必要と認める事項
２　事業所会議は、施設長、部長、事業所責任者が主宰し、当該事業所の施設長若しくは部長、課長及び係長をもって構成する。
３　事業所会議は、原則として毎月第２火曜日を定例とする。
　
（施設連絡会）
第１３条　施設連絡会は、事業団全般に係る業務連絡及び情報交換を行う。
２　施設連絡会は、担当施設の副施設長が主宰し、副施設長、事業所責任者及びこれに相当する職員並びに事業団本部の職員をもって構成する。
３　施設連絡会は、原則として偶数月の第１火曜日を定例とする。ただし、事務局長が必要と認めるときは、臨時に施設連絡会を開くことができる。
　（会議結果等の周知）
第１４条　施設長及び事業所責任者は、第６条第１号から第３号までに規定する会議の結果を所属職員に速やかに周知し、審議事項又は報告事項が直ちに分掌事務の処理に反映するように指導しなければならない。
２　施設長・部長会議に付議し、審議がなされた事項については、稟議手続により関係する部門等への合議を経た後、最終意思決定の決裁を受けなければならない。

附　則
１　この改正後の組織規程は、昭和61年10月1日から施行する。
２　この改正後の組織規程施行の際、現に老人いこいの家に従事する職員の補職名は、当分の間なお従前の例による。
３　この改正後の組織規程は、昭和63年3月15日から施行する。
　　　附　則
　この改正後の組織規程は平成2年7月1日から施行する。
　　　附　則
　この規程は、平成6年4月1日から施行する。
　　　附　則
　この規程は、平成7年4月1日から施行する。
　　　附　則
　この規程は、平成8年4月1日から施行する。
　　　附　則
　この規程は、公布の日から施行し、平成11年3月11日から適用する。
　　　附　則
　この規程は、平成14年4月1日から施行する。
　　　附　則
　この規程は、平成16年4月1日から施行する。
　　　附　則
　この規程は、平成19年4月1日から施行する。
　　　附　則
　この規程は、平成20年8月1日から施行する。
　　　附　則
　この規程は、平成21年4月1日から施行する。

附　則
　この規程は、平成23年4月1日から施行する。
附　則
　この規程は、平成25年4月1日から施行する。
附　則
この規程は、平成26年4月1日から施行する。
附　則
この規程は、平成27年4月1日から施行する。
附　則
この規程は、平成28年4月1日から施行する。
附　則
この規程は、平成29年4月1日から施行する。
附　則
この規程は、平成30年4月1日から施行する。

別表第1（第２条関係）
	施設
	種　　　　　　　類
	所　　　在　　　地

	清風園
	養護老人ホーム
	都城市南横市町4000

	望峰園
	
	都城市安久町5208

	白寿園
	特別養護老人ホーム
	都城市庄内町8673

	西岳デイサービスセンター
	デイサービスセンター
	都城市高野町2991

	庄内デイサービスセンター
	
	都城市庄内町8673

	横市デイサービスセンター
	
	都城市南横市町4000

	都城市志和池・庄内・西岳
地区地域包括支援センター
	包括支援センター
	都城市庄内町8160-3

	ケアプランサービスゆう
	居宅介護支援　
	都城市庄内町8618-1



別表第2（第６条関係）
	施設名等
	補職名

	清風園・望峰園・白寿園
	管理者、介護福祉士、介護助手、看護師、准看護師、機能訓練指導員、介護支援専門員、社会福祉主事、主任生活相談員、生活相談員、主任支援員、支援員、介護職員、サービス提供責任者、ユニットリーダー、サブユニットリーダー、管理栄養士、栄養士、事務職員、調理員、調理補助

	デイサービスセンター
	所長、管理者、生活相談員、看護職員、介護職員、機能訓練指導員、調理職員、事務職員

	都城市志和池・庄内・西岳地区地域包括支援センター
	所長、管理者、社会福祉士、保健師、主任介護支援専門員、介護支援専門員、事務職員、相談員

	居宅介護支援事業所
	所長、管理者、主任介護支援専門員、介護支援専門員、事務職員


社会福祉法人常陽社会福祉事業団事務決裁規程

（趣旨）
第１条　この規程は、社会福祉法人常陽社会福祉事業団定款（昭和45年10月制定。以下「定款」という。）第24条に規定する事務局の事務について、その責任を明確にし、合理的かつ能率的な処理を図るため、理事長の権限に属する事務についての決裁区分及び手続きについて定めるものとする。
（用語の意義）
第２条　この規程において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるところによる。
（１）専決　理事長を補助する者が、理事長の権限に属する事務について、その責任において決
裁することをいう。
（２）代決　理事長又は専決すべき者が不在の場合において、理事長の権限に属する事務につい
て、他の補助を行う者がそれらの者に代って決裁することをいう。
（３）事務局長及び事務局次長　社会福祉法人常陽社会福祉事業団組織規程（昭和52年10月
制定。以下「組織規程」という。）第6条第1項に規定する職名の者をいう。
（４）施設長及び部長　組織規程第6条第1項に規定する職名の者をいう。
（５）職員　就業規則第2条に規定する職員をいう。
　（効力）
第３条　この規程に基づいてなされた専決及び代決は、理事長の決裁と同一の効力を有するもの
とする。
（理事長の決裁事項）
第４条　理事長の権限に属する事務のうち重要な事項及び異例若しくは疑義のある事項は、すべて理事長の決裁を受けなければならない。
２　前項に規定する重要な事項は、おおむね次の各号に掲げるとおりとする。
（１）事業団事務の総合企画及び運営についての基本方針に関すること。
（２）新たな事業計画の樹立及び実施方針に関すること。
（３）事業団の組織及び権限に関すること。
（４）職員の定数に関すること。
（５）役員及び幹部職員の人事に関すること。
（６）規則、規程等の制定及び改廃に関すること。
（７）予算の編成に関すること。
（８）理事会、評議員会の招集及び議案の提出に関すること。
（９）重要な契約及びその変更に関すること。
（10）不動産その他重要な資産の取得及び処分に関すること。
（11）訴訟に関すること。
　（常務理事の専決事項）
第５条　常務理事が専決することのできるものは、おおむね次の各号に掲げるとおりとする。
（１）前条第2項各号のうち軽易なもの。
（２）一般職員の人事及び給与に関すること。
（３）事務局長の休暇、欠勤その他服務に関すること。
（４）事務局長の出張並びにその復命の受理に関すること。
（５）重要な通知、公告、申請、届出、報告、照会及び回答に関すること。
（６）100万円未満の支出負担行為に関すること。
　（事務局長等の専決事項）
第６条　事務局長等が専決することができる事項は、次の各号に掲げるとおりとする。
（１）事務局長の専決事項
　　イ　事務局の事務分掌に関すること。
　　ロ　施設長及び部長の休暇、欠勤その他服務に関すること。
　　ハ　施設長及び部長の出張並びにその復命の受理に関すること。
　　二　職員の宿泊を伴う出張及びその復命の受理に関すること。
　　ホ　１５万円未満の支出負担行為に関すること。
　　ヘ　１件１５万円未満の寄附金品の受領に関すること。
　　ト　毎月の月次試算表に関すること。
チ　その他事務局の事務に関すること。
（２）事務局次長の専決事項
　　イ　所属職員の休暇、欠勤その他服務に関すること。
　　ロ　所属職員の日帰り出張及びその復命の受理に関すること。
　　ハ　所属職員の扶養手当、住居手当及び通勤手当等の認定に関すること。
　　二　就業規則第2条第１号及び第2号に規定する所属職員の休暇の承認に関すること。
　　ホ　所属職員の時間外勤務に関すること。
　　ヘ　事務局に係る10万円未満の支出負担行為に関すること。
　　ト　その他事務局の軽易な事務に関すること。
（３）施設長及び部長の専決事項
　　イ　施設の入退所及び事業所の利用に関する承認に関すること。
　　ロ　所属職員の事務分掌に関すること。
　　ハ　所属職員の休暇、欠勤その他服務に関すること。
　　二　就業規則第２条第１号及び第2号に規定する所属職員の日帰り出張及びその復命の受理に関すること。
　　ホ　所属職員の扶養手当、住居手当、通勤手当等の認定に関すること。
　　ヘ　就業規則第２条第１号及び第2号に規定する所属職員の休暇の承認に関すること。
　　ト　所属職員の時間外勤務、休日勤務及び宿直勤務に関すること。
　　チ　諸法令等に基づく届出に関すること。ただし、施設及び事業所の管理運営に関する重要
な届出は除くものとする。
　　リ　施設及び事業所に係る10万円未満の支出負担行為に関すること。
　　ヌ　基本財産以外の固定資産の残存価額が１０万未満の処分に関すること。
　　ル　１件１０万円未満の寄附金品の受領に関すること。
　　ヲ　施設及び事業所の利用料金の請求及び受領に関すること。
　　ワ　施設及び事業所の就業規則第2条第3号、第4号、第5号及び第6号に規定する所属職員の雇用に関すること。
　　カ　その他施設及び事業所の事務に関すること。
（４）課長の専決事項
イ　就業規則第２条第３号、第4号、第５号及び第6号に規定する所属職員の日帰り出張及びその復命の受理に関すること。
ロ　就業規則第２条第３号、第4号、第５号及び第6号に規定する所属職員の休暇の承認に関すること。
　　ハ　施設及び事業所に係る１万円未満の支出負担行為に関すること。
　（報告）
第７条　専決者は、専決した場合において必要と認めるときは、その専決した事項を上司に報告
しなければならない。
（代決）
第８条　理事長が不在のときは、常務理事がその事務を代決することができる。
２　常務理事が不在のときは、事務局長がその事務を代決することができる。
３　事務局長又は施設長及び部長が不在のときは、事務局次長又は副施設長及び課長が代決することができる。
（代決の制限）
第９条　前条の代決はあらかじめ指示を受けた事項又は緊急を要する事項に限りすることができる。ただし、特に重要な事項及び異例若しくは疑義のある事項又は新規の事項については、代決することはできない。
　（代決後の手続）
第１０条　代決した事項のうち必要なものは、すみやかに後閲を受けなければならない。
　（決裁の順序）
第１１条　決裁の順序は、順次上司を経て理事長又は専決者の決裁を受けるものとする。

　　　附　則
１　この規程は、昭和52年10月20日から施行する。
２　社会福祉法人常陽社会福祉事業団事務決裁規程（昭和45年10月1日）は、廃止する。
３　この規程は、公表の日から施行し、昭和55年4月1日から適用する。
　　　附　則
　この改正後の事務決裁規程は、昭和61年10月 1 日から施行する。
　　　附　則
　この改正後の事務決裁規程は、昭和63年 3 月15日から施行する。
　　　附　則
　この改正後の事務決裁規程は、平成 4 年 4 月 1 日より施行する。
　　　附　則
　この改正後の事務決裁規程は、平成11年 4 月 1 日より施行する。
　　　附　則
　この改正後の事務決裁規程は、平成12年 4 月 1 日から施行する。
　　　附　則
　この規程は、平成14年4月1日から施行する。
附　則
この規程は、平成17年4月1日から施行する。
附　則
この規程は、平成22年1月29日から施行する。
附　則
この規程は、平成23年4月1日から施行する。
附　則
この規程は、平成24年4月1日から施行する。
附　則
この規程は、平成26年4月1日から施行する。
附　則
この規程は、平成29年4月1日から施行する。



[bookmark: 理事長に関する規程]
社会福祉法人常陽社会福祉事業団理事長の
権限の委任に関する規程

　次の各号に掲げる施設の利用料金の請求及び徴収並びに利用者との利用契約の締結に関する権
限を当該施設長に委任する。

　(1)　養護老人ホーム清風園
　(2)　養護老人ホーム望峰園
　(3)　特別養護老人ホーム白寿園
　(4)　西岳デイサービスセンター
　(5)　庄内デイサービスセンター
　(6)　横市デイサービスセンター
　(7)　ケアプランサービスゆう
(8)　都城市志和池・庄内・西岳地区地域包括支援センター
　　　附　則
　この規程は、平成12年4月1日から施行する。
　　　附　則
　この規程は、平成19年4月1日から施行する。
　　　附　則
　この規程は、平成23年4月1日から施行する。

[bookmark: 給与規程]
社会福祉法人常陽社会福祉事業団給与規程

　（趣旨）
第１条　この規程は、社会福祉法人常陽社会福祉事業団就業規則（昭和46年10月制定。以下「就業規則」という。）第25条の規定に基づき、職員の給料の支払方法その他必要な事項を定める。
　（定義）
第１条の２　この規程において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるところによる。
（１）職員　就業規則第2条に規定する者をいう。
（２）管理職　就業規則第4条第1項第1号に規定する者をいう。
　（給料表及び適用範囲）
第２条　第１号職員、第２号職員及び第3号職員の給料及びその適用範囲は、別表第1に掲げる常陽社会福祉事業団職員給料表（以下「給料表」という。）のとおりとする。ただし、第３号職員は、当該職員の事業団に対する貢献度等により給料表を適用しない場合がある。この場合は第４号職員と同様に月給制とする。
　（初任給）
第３条　新たに第１号職員及び第２号職員となった者の給料は、別表第2に掲げる初任給基準表のとおりとする。
２　公募による新規採用者で、その任用に係る以前に他の職に就いていた者の給料は、前項に定める初任給に、学歴等の資格を取得したとき以降の経験年数を、別表第3に掲げる経験年数換算表により得た数に4を乗じた数を号数とする号給として加算する。ただし、12号数を越えて加算しないものとする。
　（昇給）
第４条　理事長は、第１号職員、第２号職員及び第３号職員が現に受けている号給を受けるに至った時から12か月を下らない期間を良好な成績で勤務したときは、次の各号に掲げる時期に第１号職員は４号給、第２号職員及び第３号職員は２号給上位の号給に昇給させることができる。
（１） 1月1日　　　　　　　（３） 7月1日
（２） 4月1日　　　　　　　（４）10月1日
２　第１号職員、第２号職員及び第３号職員の勤務成績が特に良好である場合　又は他の職員との均衡上特に必要があると認める場合においては、前項の規定にかかわらず同項に規定する期間を短縮し、若しくはその現に受けている号給より第１号職員は8号給まで、第２号職員及び第３号職員は４号給上位の号給まで昇給させ、又はそのいずれをも併せ行なうことができる。
３　職員給料月額が、その属する職務の級における給料の幅の最高額である場合又は最高額を越えている場合には、その者が同一の職務にある間は昇給しない。ただし、理事長が特に必要と認めるときはこの限りではない。
４　前3項に規定する昇給は、予算及資金計画の範囲内で行なう。
　
（給与の支給方法）
第５条　職員の給料計算期間は月の初日から末日までとし、その支給日については、理事長が別
に定めるものとする。
２　新たに第１号職員、第２号職員及び第３号職員となった者には、その日から給料を支給し、昇給等により給料額に異動を生じた者には、その日から新たに定められた給料を支給する。
３　職員が退職したときは、その日まで給料を支給する。
４　前2項の規定により支給する給料額は、当該月の現日数から勤務をしない日の日数を差引いた日数を基礎として日割によって計算する。
　（給料の減額）
第６条　職員が勤務しないときは、その勤務しないことにつき特に承認のあった場合を除く外、その勤務しない1時間につき第13条に規定する勤務1時間当たりの給与額を減額して給料を支給する。
　（扶養手当）
第７条　扶養手当は、扶養親族のある第１号職員に対して支給する。
２　扶養手当の支給については、次の各号に掲げるもので他に生計の途がなく主としてその職員の扶養を受けているものを扶養親族とする。
（１）配偶者（届出をしないが事実上婚姻関係と同様の事情にある者を含む。以下同じ。）
（２）年齢22歳に達する日以後の最初の3月31日までの間にある子及び孫
（３）年齢60歳以上の父母及び祖父母
（４）年齢22歳に達する日以後の最初の3月31日までの間にある弟妹
（５）重度心身障害者
３　扶養手当の月額は、前項第1号に該当する扶養親族については、13,000円とし、同項第2号から第5号までの扶養親族（本条第5項において「扶養親族たる子、父母等」という。）については1人につき6,500円（職員に配偶者がない場合にあっては、そのうち1人については11,000円）とする。
４　扶養親族たる子のうちに満15歳に達する日後の最初の4月1日から満22歳に達する日以後の最初の3月31日までの間（以下「特定期間」という。）にある子がいる場合における扶養手当の月額は、前項の規定にかかわらず、5,000円に特定期間がある当該扶養親族たる子の数を乗じて得た額を同項の規定による額に加算した額とする。
５　新たに職員となった者に扶養親族がある場合又は職員に次に掲げる各号の1に該当する事実が生じた場合においては、その職員は直ちにその旨を別に定めるところにより届け出なければならない。
（１）新たに扶養親族たる要件を具備するに至った者がある場合
（２）扶養親族たる要件に欠くに至った者がある場合（同条第2項第2号又は第4号に該当する
扶養親族が、満22歳に達した日以後の最初の3月31日の経過により、扶養親族たる要件を
欠くに至った場合を除く。）
（３）扶養親族たる子、父母等がある職員が配偶者のない職員となった場合（前号に該当する場合を除く）
（４）扶養親族たる子、父母等がある職員が配偶者を有するに至った場合（第1号に該当する場合を除く）
　（扶養手当の支給方法）
第８条　扶養手当の支給は、新たに職員となった者に扶養親族がある場合においては、その者が職員となった日から、扶養親族がない職員に前条第5項第1号に掲げる事実が生じた場合においては、その事実が生じた日の属する月の翌月（これらの日が月の初日であるときは、その日の属する月）から開始し、扶養手当を受けている職員が離職し、又は死亡した場合においては、それぞれ、その者が離職し、又は死亡した日、扶養手当を受けている職員の扶養親族で前条第5項の規定による届出に係るもののすべてが扶養親族たる要件を欠くに至った場合においては、その事実が生じた日の属する月（これらの日が月の初日であるときは、その日の属する月の前月）をもって終わる。
　　ただし、扶養手当の支給開始については、前条第5項の規定による届出がこれに係る事実の生じた日から15日を経過した後にされたときは、その届出を受理した日の属する月の翌月（その日が月の初日であるときは、その日の属する日）から行うものとする。
２　扶養手当の支給については、第5条第1項の規定に準ずる。
　（通勤手当）
第９条　通勤手当は、次に掲げる第１号職員、第２号職員、第３号職員及び第４号職員に支給する。
（１）通勤のため交通機関又は有料の道路（以下「交通機関等」という。）を利用してその運賃又
は料金を負担することを常例とする職員（交通機関等を利用しなければ通勤することが著し
く困難である職員以外の職員であって、交通機関を利用しないで徒歩により通勤するものと
した場合の通勤距離が片道2キロメートル未満であるもの及び第3号に掲げる職員を除く。）
（２）通勤のため、自動車その他の交通の用具で任命権者が定めるもの（以下「自動車等」とい
う。）を使用することを常例とする職員（自動車等を利用しなければ通勤することが著しく困難である職員以外の職員であって自動車等を使用しないで徒歩により通勤するものとした場合の通勤距離が片道2キロメートル未満であるもの及び次号に掲げる職員を除く。）
（３）通勤のため交通機関等を利用してその運賃等を負担し、かつ自動車等を使用することを常
例とする職員（交通機関等を利用し又は自動車等を使用しなければ通勤することが著しく困
難である職員以外の職員であって交通機関等を利用せずかつ自動車等を利用しないで徒歩に
より通勤するものとした場合の通勤距離が片道2キロメートル未満であるものを除く。）
２　通勤手当の額は、次の各号に掲げる職員の区分に応じ、当該各号に定める額とする。
（１）前項第1号に掲げる職員　支給単位期間につき、理事長が定めるところにより算出したそ
の者の支給単位期間の通勤に要する運賃等の額に相当する額（以下「運賃等相当額」という。）ただし、運賃等相当額を支給単位期間の月数で除して得た額（その者が2以上の交通機関等を利用するものとして当該運賃等の額を算出する場合において、1箇月当たりの運賃等相当額の合計額が55,000円を超えるときは、その者の通勤手当に係る支給単位期間のうち最も長い支給単位期間につき、55,000円に当該支給単位期間の月数を乗じて得た額）
（２）前項第2号に掲げる職員　次に掲げる職員の区分に応じ、支給単位期間につきそれぞれ次
に定める額。
　　ア　自動車等の使用距離（以下この号において「使用距離」という）が片道5キロメートル未満である職員　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　2,000円
　　イ　使用距離が片道5キロメートル以上10キロメートル未満である職員　　　　4,200円
　　ウ　使用距離が片道10キロメートル以上15キロメートル未満である職員　　　 7,100円
　　エ　使用距離が片道15キロメートル以上20キロメートル未満である職員      10,000円
　　オ　使用距離が片道20キロメートル以上25キロメートル未満である職員      12,900円
　　カ　使用距離が片道25キロメートル以上30キロメートル未満である職員      15,800円
　　キ　使用距離が片道30キロメートル以上35キロメートル未満である職員      18,700円
　　ク　使用距離が片道35キロメートル以上40キロメートル未満である職員      21,600円
　　ケ　使用距離が片道40キロメートル以上45キロメートル未満である職員      24,400円
　　コ　使用距離が片道45キロメートル以上50キロメートル未満である職員      26,200円
　　サ　使用距離が片道50キロメートル以上55キロメートル未満である職員      28,000円
　　シ　使用距離が片道55キロメートル以上60キロメートル未満である職員      29,800円
　　ス　使用距離が片道60キロメートル以上である職員　　　　　　　　　　　　 31,600円
（３）前項第3号に掲げる職員　交通機関等を利用せずかつ自動車等を使用しないで徒歩で通勤するものとした場合の通勤距離、交通機関等の利用距離、自動車等の使用距離等の事情を考慮して、理事長が定める区分に応じ、第2号に定める額（1箇月当たりの運賃等相当額及び前号に定める額の合計額が55,000円を超えるときは、その者の通勤手当に係る支給単位期間のうち最も長い支給単位期間につき、55,000円に当該支給単位期間の月数を乗じて得た額）、第1号に掲げる額又は前号に掲げる額
３　通勤手当は、支給単位期間（理事長の定める通勤手当にあっては、理事長の定める期間）に
係る最初の月の支給日に支給する。
４　通勤手当を支給される職員につき、離職その他の理事長が定める事由が生じた場合には、当
該職員に、支給単位期間のうちこれらの事由が生じた後の期間を考慮して理事長が定める。
５　この条において「支給単位期間」とは、通勤手当の支給の単位となる期間として6箇月を超
えない範囲内で1箇月を単位として理事長が定める期間（自動車等に係る通勤手当にあっては、
1箇月）という。
６　前各号に定めるもののほか、通勤の実情の変更に伴う支給額の改定その他通勤手当の支給及
び返納に関し必要な事項は、理事長が定める。
　（時間外勤務手当）
第１０条　就業規則第14条第1項の規定による正規の勤務時間を超えて勤務することを命ぜら
れた職員には、その勤務した全時間に対して勤務1時間につき勤務1時間当りの給与額に正規
の勤務時間を超えてした次に掲げる勤務の区分に応じてそれぞれ100分の125から100分の
150までの範囲内で理事長が定める割合（その勤務が午後10時から翌日の午前5時までの間
である場合はその割合に100分の25を加算した割合）を乗じて得た額を時間外勤務手当とし
て支給する。
（１）正規の勤務時間を超えてした勤務の時間が１箇月について60時間を超えた場合においては、その60時間を超えた時間に対しては、勤務１時間につき、勤務１時間当りの給与額に100分の150を乗じて得た額を時間外勤務手当として支給する。
（２）前号による時間外勤務手当の支給に代えて勤務することを要しない日又は時間を指定した場合において、その指定した日又は時間に職員が勤務しなかった時は前号の60時間を超えた時間のうち当該日又は時間に対しては、当該時間につき、勤務1時間当りの給与額に前号の割合から1箇月について60時間を超えなかったとした場合の割合を減じた割合を乗じて得た額の時間外勤務手当を支給することを要しない。
（３）正規の勤務時間が割り振られた日（次条の規定により正規の勤務時間中に勤務した職員に休日勤務手当が支給されることとなる日を除く。）における勤務
（４）前号に掲げる勤務以外の勤務
２　前項の規定にかかわらず、当該手当は管理職には支給しない。
　（休日勤務手当）
第１１条　就業規則第15条第1項に規定する休日のうち日曜日以外の休日に対しては、正規の
給与を支給する。
２　就業規則第16条の規定により、休日において正規の勤務時間中に勤務することを命ぜられた職員には、その勤務した全時間に対し勤務1時間につき勤務1時間当りの給与額に100分の125から100分の150までの範囲内で理事長が定める割合を乗じて得た額を休日勤務手当として支給する。
３　前2項の規定にかかわらず、当該手当は管理職には支給しない。
　（夜間勤務手当）
第１１条の２　正規の勤務時間として、午後10時から翌日の午前5時までの間に、勤務することを命ぜられた職員には、その間に勤務した全時間に対して、勤務1時間につき、第13条に規定する勤務1時間当りの給与額の100分の25を夜間勤務手当として支給する。
２　前項の規定にかかわらず、当該手当は管理職には支給しない。
　（宿日直手当）
第１２条　宿日直を命ぜられた職員には、その勤務1回につき4,500円を宿日直手当として支給する。
２　前項の宿日直勤務のうち、常直的な宿日直勤務を命ぜられた職員には、その勤務に対して、月額20,000円の宿日直手当を支給する。
３　前2項の勤務は、第10条、第11条第2項の勤務は含まれないものとする。
　（勤務1時間当りの給与額の算出）
第１３条　第6条、第10条及び第11条に規定する勤務1時間当りの給与額は給料月額及び第17条に規定する職務手当を加えた額に12を乗じ、その額を1週間の勤務時間に52を乗じたもので、除して得た額とする。
（期末手当）
第１４条　期末手当は、6月1日、及び12月1日（以下この条においてこれらの日を「基準日」という。）にそれぞれ在職する職員に対して支給し、その支給日については、理事長が別に定めるものとする。これらの基準日前1箇月以内に退職し、又は死亡した職員（理事長が定める職員を除く）についても同様とする。
２　第１号職員、第２号職員及び第３号職員の期末手当の額は、期末手当基礎額に６月に支給する場合においては100分の122.5、12月に支給する場合においては100分の137.5を乗じて得た額、第２条ただし書きの適用を受けた第３号職員、第４号職員、第５号職員及び第６号職員にあっては、月給又は時間給に別表第４に定める月数又は時間数を乗じて得た額に基準日以前6箇月以内におけるその者の在職期間の次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定める割合を乗じて得た額とする。ただし、第２条ただし書きの適用を受けた第３号職員及び第４号職員にあっては、基準日前の月平均就労日数が１９日以下、第５号職員にあっては、基準日前の月平均勤務時間が100時間以下、第６号職員にあっては、基準日前の月平均勤務時間が７０時間以下の場合には本来受けるべき額から１００分の２０を減ずるものとし、第６号職員のうち基準日前の月平均勤務時間が５０時間未満の者には支給しないものとする。
（１）6箇月　　100分の100
（２）5箇月以上6箇月未満　　100分の80
（３）3箇月以上5箇月未満　　100分の60
（４）3箇月未満　　100分の30
３　前項の期末手当基礎額は、それぞれの基準日現在（退職又は死亡した職員にあっては退職し、又は死亡した日現在）において職員が受けるべき給料、職務手当及び扶養手当の月額の合計額とし第２条ただし書きの適用を受けた第３号職員、第４号職員、第５号職員及び第６号職員にあっては月給若しくは時給とする。
４　職務の複雑、困難及び責任の度合等を考慮し、社会福祉法人常陽社会福祉事業団組織規程（昭和52年10月制定。以下「組織規程」という。）第６条に規定する次の各号に掲げる職員については、前項の規定にかかわらず、同項に規定する合計額に、給料の月額に職制上の段階等を考慮して当該職員の区分に応じて定める割合を乗じて得た額を加算した額を第２項の基礎額とする。
（１）事務局長、事務局次長、施設長及び部長　100分の15
（２）副施設長、福祉部次長　　　　　　　　　100分の12
（３）課長　　　　　　　　　　　　　　　　　100分の10
（４）係長　　　　　　　　　　　　　　　　　100分の7
５　第２項に規定する在職期間の算定に関し必要な事項は理事長が定める。
　（勤勉手当）
第１５条　勤勉手当は、6月1日及び12月1日（以下この条においてこれらの日を「基準日」という。）にそれぞれ在職する第１号職員及び第３号職員のうち給料表（別表第１）の２級が適用される職員に対し、基準日以前6箇月以内の期間におけるその者の勤務成績に応じて支給し、その支給日については理事長が別に定めるものとする。これらの基準日前1箇月以内に退職し、又は死亡した職員（理事長が定める職員を除く）についても同様とする。
２　勤勉手当の額は、勤勉手当基準額に別表第５に掲げる割合を乗じて得た額とする。この場合において勤勉手当の額の総額は、その者に所属する前項の職員の勤勉手当基準額に当該職員がそれぞれの基準日現在（退職し、又は死亡した現在、次項において同じ）において受けるべき給料及び職務手当の月額を加算した額に、100分の85を乗じて得た額の総額を越えてはならない。
３　前項の勤勉手当基準額は、それぞれその基準日現在において職員が受けるべき給料及び職務手当の月額の合計額とする。
４　前条第4項の規定は第2項の勤勉手当基準額について準用する。この場合において、同条第4項中「前項」とあるは「次条第3項」と読み替えるものとする。
　（休職者の給与）
第１６条　職員が就業規則第28条第1項の各号に掲げる事由に該当して休職されたときは、その休職の期間中、それぞれ次の各号に掲げる区分に応じて当該各号に掲げる割合の給与を支給することができる。
（１）業務上の負傷又は疾病により休職する場合　　　　　　　　　　　　給与の100分の100
（２）前号以外の負傷又は疾病により休職する場合
　　　　給料、扶養手当、住居手当及び期末手当のそれぞれ　　　　　　　 　100分の80以内
（３）刑事事件により休職する場合　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 100分の60以内
（４）その他の事由により休職する場合
　　　　給料、扶養手当、住居手当及び期末手当のそれぞれ　　　　　　　　100分の100以内
２　就業規則第28条第1項の規定により休職された職員には、他に別段の定めがない限り,前項各号に定める給与を除くほか、他のいかなる給与も支給しない。
（職務手当）
第１７条　職務手当の支給対象施設、支給対象者及び額は、次表のとおりとする。
	
施設種別
職　務
	特別養護老　　人
ホ ー ム
	養護老人ホ ー ム
	デイサービスセンター
（上段：第１・２号職員）
（下段：第３・４号職員）
	地域包括支　　援
センター
	ケアプランサービスゆう

	介

護
　職
　員
	介護福祉士
	夜　勤　有
	30,000
	21,500
	－
	－
	－

	
	
	夜　勤　無
	22,000
	15,000
	11,500
	－
	－

	
	ヘルパー2級以上
	夜　勤　有
	22,000
	15,000
	－
	－
	－

	
	
	夜　勤　無
	15,000
	11,500
	7,500
	－
	－

	
	上記資格以外
又は無資格
	夜　勤　有
	15,000
	11,500
	－
	－
	－

	
	
	夜　勤　無
	12,500
	9,000
	5,000
	－
	－

	
	20時間以上
～30時間未満
	資　格　有
	11,000
	7,500
	3,800
	－
	－

	
	
	資　格　無
	6,300
	5,000
	3,200
	－
	－

	
	第６号職員（20時間未満）
	5,000
	3,800
	2,500
	－
	－

	看護師又は看護職員
	17,500
	11,500
	6,300
	－
	－

	生活相談員
	11,500
	11,500
	11,500
	11,500
	－

	介護支援　　専門員
	第１号職員及び第２号職員
	－
	11,500
	－
	11,500
	11,500

	
	第３号職員及び第４号職員
	－
	－
	－
	5,800
	11,500

	社 会 福 祉 士
	－
	－
	－
	11,500
	－

	保　　健　　師
	－
	－
	－
	11,500
	－

	管 理 栄 養 士
	11,500
	－
	－
	－
	－


（管理職手当）
第１８条　管理職手当は、管理職に支給するものとし、その支給額は次の各号に掲げるとおりとする。
（１）事務局長、事務局次長、施設長及び部長　100分の15
（２）副施設長、福祉部次長　　　　　　　　　100分の12
（３）課長　　　　　　　　　　　　　　　　　100分の10
（住居手当）
第１９条　住居手当は、次に掲げる第１号職員及び第２号職員に支給する。
（１）自ら居住するための住宅（貸間を含む。）を借り受け、月額12,000円を越える家賃（使用料を含む。以下同じ。）を支払っている職員
２　住居手当の月額は、次の各号に掲げる職員の区分に応じて当該各号に掲げる額とする。
（１）前項第1号に掲げる職員　次に掲げる職員の区分に応じて、それぞれ次に掲げる額（その
額に100円未満の端数を生じたときは、これを切り捨てた額）に相当する額
　  イ　月額23,000円以下の家賃を支払っている職員　家賃の月額から12,000円を控除した額
ロ　月額23,000円を越える家賃を支払っている職員　家賃の月額23,000円を控除した額の
2分の1（その控除した額の2分の1が16,000円を越えるときは、16,000円）を11,000
円に加算した額
（育児休業期間中の給与）
第２０条　就業規則第22条の2第2項の規定に基づく育児休業期間中の給与の額は、給料の月
額に健康保険法（大正11年法律第70号）の規定に基づき定められた法定福利費の割合を乗じ
て得た額とする。
（第１号職員、第２号職員及び第３号職員以外の者の給与）
第２１条　第３条ただし書きの適用を受けた第３号職員、第４号職員、第５号職員及び第６号職員の給与は、他の職員の給与との均衡を考慮して、予算及び資金計画の範囲内において別に定めるところにより支給する。
（退職手当の支給）
第２２条　第１号職員、第２号職員及び第3号職員は、社会福祉法人全国社会福祉事業団協議会年金共済、社会福祉施設職員等退職手当共済及び宮崎県民間社会福祉施設等従事職員共済（以下「共済」という。）に加入し、職員が退職した場合は、当該共済が定める退職金を支給するものとする。

　　　附　則
　この規程は、昭和45年10月1日から施行する。
　　　　　　　昭和47年  1月1日適用
　　　　　　　昭和47年  4月1日適用
　　　　　　　昭和48年  4月1日適用
　　　　　　　昭和49年  4月1日適用
　　　　　　　昭和50年  4月1日適用
　　　　　　　昭和51年  4月1日適用
　　　　　　　昭和52年 10月7日適用
　　　　　　　昭和52年  4月1日適用
　　　　　　　昭和53年  4月1日適用
　　　　　　　昭和53年  1月1日適用
　　　　　　　昭和53年  4月1日適用
　　　　　　　昭和54年  4月1日適用
　　　　　　　昭和55年  4月1日適用
　　　　　　　昭和56年  4月1日適用
　　　附　則
１　この規程は、昭和58年7月1日から施行する。
２　昭和58年7月1日（以下「切替日」という。）において、改正後の社会福祉法人常陽社会福祉事業団給与規程（以下「規程」という。）の規定により、職務の等級の号給を受ける職員の切替日における号給は、改正前の規程の規定により、2等級及び3等級の号給を受けていた者の対応する号給は、附則別表のとおりとする。
　　　附　則
　この規程は、昭和59年7月10日から施行する。
　　　附　則
　この規程は、昭和59年12月26日から施行し、昭和59年4月1日から適用する。
附　則
　この規程は、昭和60年2月1日から施行する。
　　　附　則
　この規程は、昭和60年9月1日から施行する。
　　　附　則
１　この規程は、昭和60年12月27日から施行し、昭和60年7月1日から適用する。
２　昭和60年7月1日（以下「切替日」という。）の前日から引き続き在職する職員であって同日において、その者が属していた職務の等級（以下「旧等級」という。）が附則別表第1に掲げられているものの切替日における職務の級は、旧等級に対応する同表の職務の級欄に定める職務の級とする。
３　前項の規定により、切替日における職務の級を定められる職員の切替日における号給（以下「新号給」という。）は、切替日の前日においてその者が受けていた号給（以下「旧等級」という。）に対応する附則別表第2の新号給欄に定める号給とする。
　　　附　則
　この規程は、昭和61年5月30日から施行する。
　　　附　則
　この規程は、昭和61年6月6日から施行し、昭和61年6月1日から適用する。
　　　附　則
１　この改正後の給与規程は、昭和61年12月20日から施行し、昭和61年4月1日から適用する。ただし、第12条の改定規定は、昭和62年1月1日から適用する。
２　この改定後の給与規程を適用する場合において改定前の給与規程に基づいて支給された給与は、改正後の給与規程に基づく給与の内払いとみなす。
３　前2項に定めるもののほか、改正後の給与規程に施行に関し必要な事項は、理事長が定める。
　　　附　則
　この改正後の給与規程は、昭和62年4月1日から施行する。
　　　附　則
１　この改正後の給与規程は、昭和62年12月24日から施行し、昭和62年4月1日から適用する。
２　この改正後の給与規程を適用する場合において、改正前の給与規程に基づいて支給された給与は、改正後の給与規程に基づく給与の内払とみなす。
　（住居手当に関する経過措置）
３　切替期間において、改正前の規程第19条の規程により住居手当を支給されていた期間のうちに、改正後の規程第19条の規程による住居手当を支給されないこととなる期間又は同条の規定による住居手当の額が改正前の規定第19条の規定による住居手当の額に達しないこととなる期間がある職員のそれぞれの支給されないこととなる期間又は達しないこととなる期間の住居手当については、改正後の規程第19条の規定にかかわらず、なお従前の例による。この規程の施行の際改正前の規程第19条の規定によりこの規程の施行の日を含む引き続いた期間の住居手当を支給することとされていた職員のうち、改正後の規程第19条の規定による住居手当を支給されないこととなり、又は同条の規定による住居手当の額が改正前の規程第19条の規定による額に達しないこととなる職員のこの規定の施行の日から昭和63年3月31日までの間の住居手当についても同様とする。
　　　附　則
１　この規程は、昭和63年12月26日から施行し、この規程による改正後の給与規程は、昭和63年4月1日から適用する。ただし第7条第2項第2号及び第4号の改正規程は、昭和64年4月1日から適用する。
２　この改正後の給与規程を適用する場合においては、改正前の給与規程に基づいて支給された給与は、改正後の給与規程に基づく給与の内払いとみなす。
３　前2項に定めるもののほか、改正後の給与規程の施行に関し必要な事項は、理事長が定める。
　　　附　則
１　この給与規程は、平成元年12月25日から施行し、平成元年4月1日から適用する。
２　この改正後の給与規程を適用する場合においては、改正前の給与規程に基づいて支給された給与は改正後の給与規程に基づく給与の内払いとみなす。
３　前2項に定めるもののほか改正後の給与規程の施行に関し必要な事項は理事長が定める。
　　　附　則
１　この規程は、平成2年12月21日から施行し、この規程に寄る改正後の社会福祉法人常陽社会福祉事業団給与規程（以下「改正後の給与規程」という。）は、平成2年4月1日から適用する。
２　この改正後の給与規程を適用する場合においては、改正前の社会福祉法人常陽社会福祉事業団給与規程に基づいて支給された給与は改正後の給与規程に基づく給与の内払いと見なす。
３　前2項に定めるもののほか改正後の給与規程の施行に関し必要な事項は理事長が定める。
　　　附　則
１　この規程は、平成3年4月1日から施行する。
２　この規程による改正後の社会福祉法人常陽社会福祉事業団給与規程（以下「改正後の給与規程」という。）の規程は、平成3年4月1日から適用する。
３　平成3年4月1日（以下「切替日」という。）の前日から引き続き在職する職員の級及び号は、当該職員が改正前の社会福祉法人常陽社会福祉事業団給与規程、別表第1に規定する級及び号給によって決定されていた給料月額に対応する改正後の給与規程、別表第1に規定する級及び号給によって決定される給料月額に該当する級及び号給とする。ただし該当する級及び号給がない場合は、改正前の給料月額に最も近い上位の改正後の給料額に該当する級及び号給とする。
附　則
　（施行期日）
１　この規程は、平成3年12月24日から施行し、この規程による改正後の社会福祉法人常陽社会福祉事業団給与規程（以下「改正後の給与規程」をいう）は、平成3年4月1日から適用する。ただし、第7条第4項を削る改正規定、第12条第1項及び第2項の改正規程は、平成4年1月1日から適用する。　
　（給与の内払い）
２　この改正後の給与規程を適用する場合においては、改正前の社会福祉法人常陽社会福祉事業団給与規程に基づいて支給された給与は、改正後の給与規程に基づく給与の内払いとみなす。
　（委任）
３　前2項に定めるもののほか、改正後の給与規程の施行に関し必要な事項は理事長が定める。
　　　附　則
　（施行期日等）
１　この規程は、平成4年12月24日から施行し、改正後の社会福祉法人常陽社会福祉事業団給与規程（以下「改正後の規程」という。）の規定は平成4年4月1日から適用する。ただし第12条第1項及び第2項の改正規定は平成5年1月1日から施行する。
　　　附　則
　（扶養手当に関する経過措置）
２　次の各号の一に該当する者は、速やかにその旨（第1号に該当する者にあってはその者が職員となった日において、第2号に該当する者にあっては切替日において、第3号に該当する者にあってはその者が同号に該当する者となった日において、これらの者に配偶者（届出をしない事実上婚姻関係と同様の事情にある者を含む。以下同じ。）がなくかつ改正前の規程第7条第2項第2号から第5号までの扶養親族がなかったときは、配偶者がなかった旨を含む。）任命権者に届け出なければらなない。
（１）切替期間において新たに職員となった者であって、その者が職員となった日に、昭和49年4月1日以前に生まれた者で改正後の規程第7条第2項第2号又は第4号の扶養親族たる要件を具備する（以下「親族扶養親族たる子等」という）を有していたもの。
（２）切替日において、その前日から引き続き、新規扶養親族たる子等がある職員であった者
（３）切替期間において、新たに新規扶養親族たる子等を有する職員となった者
（４）切替期間において、新規扶養親族たる子等で扶養親族たる要件を欠くに至ったものがある職員であった者
（５）新規扶養親族たる子等があり、かつ配偶者（改正前の規程第7条第2項第2号の規定による届出がされた扶養親族たる配偶者を除く。）があった職員であって、切替期間において配偶者がない職員となり、かつ、その配偶者がない職員となった日に改正前の規程第7条第2項第2号から第5号までの扶養親族がなかったもの。
（６）新規扶養親族たる子等があり、かつ、配偶者がなかった職員であって切替期間において扶養親族でない配偶者がある職員となり、かつ、その配偶者がある職員となった日に改正前の規程第7条第2項第2号から第5号までの扶養親族がなかったもの
３　前項の規定による届出を行った者に対する改正後の規程第8条の規定の適用については、前
条第5項の規定による届出に」とあるのは「前条第5項、又は社会福祉法人常陽社会福祉事
業団給与規程の一部を改正する規程（平成4年規程。以下「改正規程」という。）附則第2項
の規定による届出に」と、「届出がこれに係る事実の生じた日から15日を経過した後にされた
ときは、その」とあるのは届出がこれに係る事実の生じた日から15日を経過した後にされた
時、又は改正規程附則第2項の規程による届出が改正規程の施行の日から30日を経過した後
にされた時は、それぞれその」とし、職員に次の各号の一に該当する事実が生じた場合に関す
る改正後の規程第8条ただし書の規定の適用については同条ただし書中「これに係る事実の生
じた日から15日」とあるのは「改正規程の施行の日から30日」とする。

（１）施行日から15日以内に新たに職員となった者に新規扶養親族たる子等がある場合
（２）施行日から15日以内に新たに新規扶養親族たる子等を有するに至った場合
（３）施行日から15日以内に新規扶養親族たる子等がある職員が配偶者のない職員となり、かつ、その配偶者のない職員となった日に改正前の規程第7条第2項第2号から第5号までの扶養親族がない場合
　（住居手当に関する経過措置）
４　切替期間において、改正前の規程第19条の規程により住居手当を支給されていた期間の
うちに、改正後の規程第19条の規定による住居手当を支給されないこととなる期間又は同
条の規定による住居手当の額が改正前の規程第19条の規定による住居手当の額に達しない
こととなる期間の住居手当については、改正後の規程第19条の規定にかかわらず、なお従
前の例による、この規程の施行の際、改正前の規程第19条の規定により施行日を含む引き
続いた期間の住居手当を支給することとされていた職員のうち、改正後の規程第19条の規
定による住居手当を支給されないこととなり、又は同条の規定による住居手当の額が改正前
の規程第19条の規定による住居手当の額に達しないこととなる職員の施行日から平成5年3
月31日までの間の住居手当についても、同様とする。
（給与の内払）
５　改正後の規程の規定を適用する場合においては、改正前の規程の規定に基づいて支給された給与は、改正後の規程の規定による給与の内払とみなす。
（委任）
６　附則第2項から前項までに定めるもののほか、この規程の施行に関し必要な事項は、理事長が定める。
　　　附　則
　（施行期日等）
１　この規程は、平成5年12月27日から施行する。ただし、第10条及び第15条の改正の規定は、平成6年4月1日から施行する。
２　この規定（前項ただし書に規定する改正規定を除く。）による改正後の社会福祉法人常陽社会福祉事業団給与規程（以下「改正後の規程」という。）の規定は、平成5年4月1日から適用する。
　（期末手当の額の特例）
３　平成5年12月にこの規定による改正前の社会福祉法人常陽社会福祉事業団給与規程（以下「改正前の規程」という。）第14条第2項の規定に基づいて支給された職員の期末手当が、改正後の規程第14条第2項の規定に基づいてその者が同月に支給されることとなる期末手当の額を超えるときは、同月に支給されるべきその者の期末手当の額は、同条第2項の規定にかかわらず、その差額の同条の規定に基づいて支給されることとなる期末手当の額に加算した額とする。
４　前項の規定により期末手当を支給された職員に支給される平成6年3月の期末手当の月は、改正後の規程第14条第2項の規定にかかわらず、同条の規定に基づいて支給される期末手当の額から前項の規定により加算した期末手当の差額に相当する額を減じた額とする。
　（給与の内払）
５　改正後の規程の規定を適用する場合においては、改正前の規程の規定に基づいて支給された給与は、改正後の規程の規定による給与の内払とみなす。
　（委任）
６　前3項に定めるもののほか、この規程の施行に関し必要な事項は、理事長が定める。
　　　附　則
　（施行期日等）
１　この規程は、公布の日から施行し、改正後の社会福祉法人常陽社会福祉事業団給与規程（以下「改正後の規程」という。）の規程は、平成6年4月1日から適用する。
　（期末手当の額の特例）
２　平成6年12月に改正前の社会福祉法人常陽社会福祉事業団給与規程（以下「改正前の規程」という。）第14条の規定に基づいて支給された職員の期末手当の額が、改正後の規程第14条の規定に基づいてその者が支給された同月に支給されることとなる期末手当の額を超えるときは、同月に支給されるべきその者の期末手当の額は、同条第2項の規定にかかわらず、その差額を同条の規定に基づいて支給されることとなる期末手当の額に加算した額とする。
３　前項の規定により期末手当を支給された職員の支給される平成7年3月の期末手当の額は、改正後の規程第14条第2項の規定にかかわらず、同条の規定に基づいて支給される期末手当の額から前項の規定により加算した期末手当の差額に相当する額を減じた額とする。
　（給与の内払）
４　改正後の規程の規定を適用する場合においては、改正前の規程の規定による給与の内払とみなす。
　（委任）
５　前3項に定めるもののほか、この規程の施行に関し必要な事項は、理事長が定める。
　　　附　則
　（施行期日）
１　この規程は、公布の日から施行する。ただし、第12条第2項の改正規程は、平成8年1月1日から施行する。
２　この規程（前項ただし書に規定する改正規程を除く。附則第4項において同じ。）による改正後の社会福祉法人常陽社会福祉事業団給与規程（以下「改正後の規程」という。）の規定は、平成7年4月1日から適用する。
　（最高号給等の切替え等）
３　平成7年4月1日（以下「切替日」という。）の前日において職務の級における最高の号給又は最高の号給を超える給料月額を受けていた職員の切替日における号給又は給料月額及びこれらを受ける期間に通算されることとなる期間は、理事長が定める。
　（切替期間における異動者の号給等）
４　切替日からこの規程の施行の日（以下「施行日」という。）の前日までの間において、この規程による改正前の社会福祉法人常陽社会福祉事業団給与規程（以下「改正前の規程」という。）の規定により、新たに給料表の適用を受けることとなった職員及びその属する職務の級又はその受ける号給若しくは給料月額に異動のあった職員のうち、理事長の定める職員の、改正後の規程の規定による当該適用の日又は異動の日における号級又は給料月額及びこれらを受けることとなる期間は、理事長の定めるところによる。
　（切替日前の異動者の号給等の調整）
５　切替日前に職務の級を異にして異動した職員及び理事長の定めるこれに準ずる職員の切替日における号給又は給料月額及びこれらを受けることとなる期間については、その者が切替日において職務の級を異にする異動等をした場合との権衡上必要と認められる限度において、理事長の定めるところにより、必要な調整を行うことができる。
　（職員が受けていた号給等の基礎）
６　前3項の規定の適用については、職員が属していた職務の級及びその者が受けていた号給又は給料月額は、改正前の規程の規定に従って定められたものでなければならない。
　（施行日から平成8年3月31日までの間における異動者の号給等の調整）
７　施行日から平成8年3月31日までの間において、新たに給料表の適用を受けることとなった職員及びその属する職務の級又はその受ける号給若しくは給料月額に異動のあった職員の当該適用の日又は異動の日における号給又は給料月額及びこれらを受けることとなる期間については、当該適用又は異動について、まず改正前の規程の規定が適用され、次いて当該適用の日又は異動の日から改正後の規程の規定が適用されるものとした場合との権衡上必要と認められる限度において、理事長の定めるところにより、必要な調整を行うことができる。
　（給与の内払）
８　改正後の規程の規定を適用する場合においては、改正後の規程の規定に基づいて支給された給与は、改正後の規程の規定による給与の内払とみなす。
　（委任）
９　附則第3項から前項までに定めるもののほか、この規程の施行に必要な事項は、理事長が定める。
　　　附　則
　（施行期日等）
１　この規程は、公布の日から施行する。ただし、第12条第2項の改正規定は、平成9年1月1日から施行する。
２　この規程（前項ただし書に規定する改正規定を除く。附則第4項において同じ。）による改正後の社会福祉法人常陽社会福祉事業団給与規程（以下「改正後の規程」という。）の規定は、平成8年4月1日から適用する。
　（最高号給等の切替え等）
３　平成8年4月1日（以下「切替日」という。）の前日において職務の級における最高の号給又は最高の号給を超える給料月額を受けていた職員の切替日における号給又は給料月額及びこれらを受ける期間に通算されることとなる期間は、理事長が定める。
　（切替期間における異動者の号給等）
４　切替日からこの規程の施行の日（以下「施行日」という。）の前日までの間において、この規程による改正前の社会福祉法人常陽社会福祉事業団給与規程（以下「改正前の規程」という。）の規定により、新たに給料表の適用を受けることになった職員及びその属する職務の級又はその受ける号給若しくは給料月額に異動のあった職員のうち、理事長が定める職員の改正後の規程の規定による当該適用の日又は異動の日における号給又は給料月額及びこれらを受けることとなる期間は、理事長が定める。
　（切替日前の移動者の号給等の調整）
５　切替日前に職務の級を異にして異動した職員及び理事長が定めるこれに準ずる職員の切替日における号給又は給料月額及びこれらを受けることとなる期間については、その者が切替日において職務の級を異にする異動等をしたものとした場合との権衡上必要と認められる限度において、理事長が定めるところにより、必要な調整を行うことができる。	
　（職員が受けていた号給等の基礎）
６　前3項の規定の適用については、職員が属していた職務の級及びその者が受けていた号級又は給料月額は、改正前の規程の規定に従って定められたものでなければならない。
　（施行日から平成9年3月31日までの間における異動者の号給等の調整）
７　施行日から平成9年3月31日までの間において、新たに給料表の適用を受けることとなった職員及びその属する職務の級又はその受ける号給若しくは給料月額に異動のあった職員の当該適用の日又は異動の日における号給又は給料月額及びこれらを受けることとなる期間については、当該適用又は異動について、まず改正前の規程の規定が適用され、次いで当該適用の日又は異動の日から改正後の規程の規定が適用されるものとした場合との権衡上必要と認められる限度において、理事長が定めるところにより、必要な調整を行うことができる。
　（給与の内払）
８　改正後の規程の規定を適用する場合においては、改正前の規程の規定に基づいて支給された給与は、改正後の規程の規定による給与の内払とみなす。
　（委任）
９　附則第3項から前項までに定めるもののほか、この規程の施行に関し必要な事項は、理事長が定める。
　　　附　則
　（施行期日等）
１　この規程は、公布の日から施行する。ただし、第12条第2項の改正規定は平成10年1月1日から施行する。
２　この規程（前項に掲げる改正規定を除く。附則第4項において同じ。）による改正後の社会福祉法人常陽社会福祉事業団給与規程（以下「改正後の規程」という。）の規定は、平成9年4月1日から適用する。
　（最高号給等の切替え等）
３　平成9年4月1日（以下「切替日」という。）の前日において、職務の級における最高の号給又は最高の号給を超える給料月額を受けていた職員の切替日における号給又は給料月額及びこれらを受ける期間に通算されることとなる期間は、理事長が定める。
　（切替期間における異動者の号給等）
４　切替日からこの規定の施行の日（以下「施行日」という。）の前日までの間において、この規程による改正前の社会福祉法人常陽社会福祉事業団給与規程（以下「改正前の規程」という。）の規定により、新たに給料表の適用を受けることとなった職員及びその属する職務の級又はその受ける号給若しくは給料月額に異動のあった職員のうち、理事長が定める職員の、改正後の規程の規定による当該適用の日又は異動の日における号給又は給料月額及びこれらを受けることとなる期間は、理事長が定める。
　（切替日前の異動者の号給等の調整）
５　切替日前に職務の級を異にして異動した職員及び理事長が定めるこれに準ずる職員の切替日における号給又は給料月額及びこれらを受けることとなる期間については、その者が切替日において職務の級を異にする異動等をしたものとした場合との権衡上必要と認められる限度において、理事長が定めるところにより、必要な調整を行うことができる。
　（職員が受けていた号給等の基礎）
６　前3項の規定の適用については、職員が属していた職務の級及びその者が受けていた号給又は給料月額は、改正前の規程に従って定められたものでなければならない。
　（施行日から平成10年3月31日までの間における異動者の号給等の調整）
７　施行日から平成10年3月31日までの間において、新たに給料表の適用を受けることとなった職員及びその属する職務の級又はその受ける号給若しくは給料月額に異動のあった職員の当該適用の日又は異動の日における号給又は給料月額及びこれらを受けることとなる期間については、当該適用又は異動について、まず改正前の規程の規定が適用され、次いで当該適用の日又は異動の日から改正後の規程の規定が適用されるものとした場合との権衡必要と認められる限度において、理事長が定めるところにより、必要な調整を行うことができる。
　（給与の内払）
８　改正後の規程の規定を適用する場合においては、改正前の規程の規定に基づいて支給された給与は、改正後の規程の規定による給与の内払とみなす。
　（委任）
９　附則第3項から前項までに定めるもののほか、この規程の施行に関し必要な事項は、理事長が定める。
　　　附　則
　（施行期日等）
１　この規程は、公布の日から施行する。ただし、第12条第2項の改正規程は、平成11年1月1日から施行する。
２　この規程（前項に掲げる改正規定を除く。附則第4項において同じ。）による改正後の社会福祉法人常陽社会福祉事業団給与規程（以下「改正後の規程」という。）の規定は、平成10年4月1日から適用する。
　（最高号給等の切替え等）
３　平成10年4月1日（以下「切替日」という。）の前日において、職務の級における最高の号給又は最高の号給を超える給料月額を受けていた職員の切替日における号給又は給料月額及びこれらを受ける期間に通算されることとなる期間は、理事長が定める。
　（切替期間における異動者の号給等）
４　切替日からこの規程の施行の日（以下「施行日」という。）の前日までの間いおいて、この規程による改正前の社会福祉法人常陽社会福祉事業団給与規程（以下「改正前の規定」という。）の規定により、新たに給料表の適用を受けることとなった職員及びその属する職務の級又はその受ける号級若しくは給料月額に異動のあった職員のうち、理事長が定める職員の、改正後の規程の規定による当該適用の日又は異動の日における号給又は給料月額及びこれらを受けることとなる期間は、理事長が定める。
　（切替日前の異動者の号給等の調整）
５　切替日前に職務の級を異にして異動した職員及び理事長が定めるこれに準ずる職員の切替日における号給又は給料月額及びこれらを受けることとなる期間については、その者が切替日において職務の級を異にする異動等をしたものとした場合との権衡上必要と認められる限度において、理事長が定めるところにより、必要な調整を行うことができる。
　（職員が受けていた号給等の基礎）
６　前3項の規定の適用については、職員が属していた職務の級及びその者が受けていた号給又は給料月額は、改正前の規程の規定に従って定められたものでなければならない。
　（施行日から平成11年3月31日までの間における異動者の号給等の調整）
７　施行日から平成11年3月31日までの間において、新たに給料表の適用を受けることとなった職員及びその属する職務の級または受ける号若しくは給料月額に異動のあった職員の当該適用の日又は異動の日における号給または給料月額及びこれらを受けることとなる期間については、当該適用又は異動について、まず改正前の規程の規定が適用され、次いで当該適用の日又は異動の日から改正後の規程の規定が適用されるものとした場合との権衡上必要と認められる限度において、理事長が定めるところにより、必要な調整を行うことができる。
　（給与の内払）
８　改正後の規程の規定を適用する場合においては、改正前の規程の規定に基づいて支給された給与は、改正後の規程の規定による給与の内払とみなす。
　（委任）
９　附則第3項から前項までに定めるもののほか、この規程の施行に関し必要な事項は、理事長が定める。
　　　附　則
　（施行期日等）
１　この規程は、公布の日から施行する。ただし、第2条の改正規定は、平成12年4月1日から施行する。
２　この規程（前項に掲げる改正規定を除く。附則第4項において同じ。）による改正後の社会福祉法人常陽社会福祉事業団給与規程（以下「改正後の給与規程」という。）の規定は、平成11年4月1日から適用する。
　（最高号給等の切替え等）
３　平成11年4月1日（以下「切替日」という。）の前日において、職務の級における最高の号給又は最高の号給を超える給料月額を受けていた職員の切替日における号給又は給料月額及びこれらを受ける期間に通算されることとなる期間は、理事長が定める。
　（切替期間における異動者の号給等）
４　切替日からこの規程の施行の日（以下「施行日」という。）の前日までの間において、この規程による改正前の社会福祉法人常陽社会福祉事業団給与規程（以下「改正前の給与規程」という。）の規定により、新たに給料表の適用を受けることとなった職員及びその属する職務の級又はその受ける号給若しくは給料月額に異動のあった職員のうち、理事長が定める職員の、改正後の給与規程の規定による当該適用又は異動の日における号給又は給料月額及びこれらを受けることとなる期間は、理事長が定める。
　（切替日前の異動者の号給等の調整）
５　切替日前に職務の級を異にして異動した職員及び理事長が定めるこれに準ずる職員の切替日における号給又は給料月額及びこれらを受けることとなる期間については、その者が切替日において職務の級を異にする異動等をしたものとした場合との権衡上必要と認められる限度においえ、理事長が定めるところにより、必要な調整を行うことができる。
　（職員が受けていた号給等の基礎）
６　前3項の規定の適用については、職員が属していた職務の級及びその者が受けていた号級又は給料月額は、改正前の給与規程及びこれに基づく規則の規定に従って定められたものでなければならない。
　（施行日から平成12年3月31日までの間における異動者の号給等の調整）
７　施行日から平成12年3月31日までの間において、改定後の給与規程の規定により、新たに給料表の適用を受けることとなった職員及びその属する職務の級又はその受ける号級若しくは給料月額に異動のあった職員の当該適用又は異動の日における号給又は給料月額及びこれらを受けることとなる期間については、当該適用又は異動について、まず改正前の給与規程の規定が適用され、次いで当該適用又は異動の日から改正後の給与規程の規定が適用されるものとした場合との権衡上必要と認められる限度において、理事長が定めるところにより、必要な調整を行うことができる。
　（期末手当の額の特例）
８　平成11年12月に改正前の給与規程第14条の規定に基づいて支給された職員の期末手当の額（この項において「改正前の12月期末手当額」という。）が、改正後の給与規程第14条の規定に基づいて同月に支給されることとなるその者の期末手当の額（この項において「改正後の12月期末手当額」という。）を越える場合においては、同月に支給されるべきその者の期末手当の額は、同条第2項の規定にかかわらず、改正前の12月期末手当額と改正後の12月期末手当額との差額を改正後の12月期末手当額に加算した額とする。
９　前項に規定する場合においては、平成12年3月に支給されるべき同項に規定する者の期末手当の額は、改正後の給与規定第14条の第2項の規定にかかわらず、同月に同条の規定に基づいて支給されることとなるその者の期末手当の額から、前項に規定する差額を減じた額とする。
　（給与の内払）
10　改正後の給与規程の規定を適用する場合においては、改正前の給与規程の規定に基づいて支給された給与は、改正後の給与規程（附則第8項を含む。）の規定による給与の内払とみなす。
　（委任）
11　附則第3項から前項までに定めるもののほか、この規程の施行に関し必要な事項は、理事長が定める。
　　　附　則
　（施行期日等）
１　この規程は、平成12年12月1日から施行し、改正後の社会福祉法人常陽社会福祉事業団給与規程（以下「改正後の規程」という。）の規定は、平成12年4月1日から適用する。
　（給与の内払い）
２　改正後の規程の規定を適用する場合においては、改正前の社会福祉法人常陽社会福祉事業団給与規程の規定に基づいて支給された給与は、改正後の規程の規定による給与の内払いとみなす。
　　　附　則
　この規程は、平成14年4月1日から施行する。
　　　附　則
　（施行期日）
１　この規程は、平成15年1月1日から施行する。ただし、第2条及び附則第3項の規定は、平成15年4月1日から施行する。
　（平成15年3月に支給する期末手当に関する特例措置）
２　平成15年3月に支給する期末手当の額は、第1条の規定による改正後の給与規程（以下この項において「改正後の給与規程」という。）第14条第2項及び第3項から第5項まで、若しくは第16条第1項各号の規定にかかわらず、これらの規定により算定される期末手当の額（以下この項において「基準額」という。）から、第1号に掲げる額から第2号に掲げる額を減じた額に相当する額を減じた額（第2号に掲げる額が第1号に掲げる額を超える場合には、その超える額に相当する額を基準額に加えた額）とする。この場合において、第1号に掲げる額から第2号に掲げる額を減じた額が基準額以上になるときは、期末手当は、支給しない。
（１）平成15年3月1日（期末手当について改正後の給与規程第14条第1項の規定の適用を受ける職員にあっては、退職し、若しくは失職し、又は死亡した日。以下この号において「基準日」という。）まで引き続いて在職した期間で平成14年4月1日から施行日の前日までのもの（当該引き続いて在職した期間以外の在職した期間で同月1日から施行日の前日までのものであって、それ以後の基準日までの期間における任用の事情を考慮したものを含む。次号において「継続在職期間」という。）について支給される給与のうち給料及び扶養手当並びにこれらの額の改定により額が変動することとなる給与（次号において「給与等」という。）の額の合計額
（２）継続在職期間について改正後の給与規程による給料月額並びに改正後の給与規程の規定による扶養手当の額により算定した場合の給与等の額の合計額
　（平成15年6月に支給する期末手当に関する経過措置）
３　平成15年6月に支給する期末手当に関する第2条の規定による改正後の給与規程第14条第
2項の規定の適用については、「6箇月以内」とあるのは「3箇月以内」と、同項第1号中「6箇月」とあるのは「3箇月」と、同項第2号中「5箇月以上6箇月未満」とあるのは「2箇月15日以上3箇月未満」と、同項第3号中「3箇月以上5箇月未満」とあるのは「1箇月15日以上2箇月15日未満」と、同項第4号中「3箇月未満」とあるのは「1箇月15日未満」とする。
（任意）
４　附則第2項から前項までに定めるもののほか、この規程の施行に関し必要な事項は、理事長が定める。
　　　附　則
　（施行期日）
１　この規程は、公布の日から施行する。ただし、第2条及び附則第6項の規定は平成16年4月1日から施行する。
　（最高号給を超える給料月額の切替え等）
２　この規程の施行の日（以下「施行日」という。）の前日において別表第1の給料表に定める職務の級における最高の号給を超える給料月額を受けていた職員の施行日における給料月額及びこれを受ける期間に通算されることとなる期間は、理事長が定める。
　（施行日前の異動者の号給等の調整）
３　施行日前に職務の給を異にして異動した職員及び理事長が定めるこれに準ずる職員の施行日における号給又は給料月額及びこれらを受けることとなる期間については、その者が施行日において職務の級を異にする異動等をしたものとした場合との権衡上必要と認められる限度において、理事長が定めるところにより、必要な調整を行うことができる。
　（職員が受けていた号給等の基礎）
４　前2項の規定の適用については、職員が属していた職務の級及びその者が受けていた号給又は給料月額は、第1条の規定による改正前の社会福祉法人常陽社会福祉事業団給与規程に従って定められたものでなければならない。
　（平成15年12月に支給する期末手当に関する特例措置）
５　平成15年12月に支給する期末手当の額は、第1条の規定による改正後の社会福祉法人常陽社会福祉事業団給与規程（以下この項において「改正後の給与規程」という。）第14条第2項から第5項まで、若しくは第16条第1項第1号から第2号まで及び第2項の規定にかかわらず、これらの規定により算定される期末手当の額（以下この項において「基準額」という。）から次に掲げる額の合計額（第1号に掲げる額。以下この項において「調整額」という。）に相当する額を減じた額とする。この場合において、調整額が基準以上になるときは、期末手当は支給しない。
　（１）平成15年4月1日（同月2日から同年12月1日までの間に新たに職員となった者（同年4月1日に在職していた職員で任用の事情を考慮して理事長が定めるものを除く。）にあっては、新たに職員となった日（当該日が2以上あるときは、当該日のうち理事長が定める日））において職員が受けるべき給料、管理職手当、特殊業務手当、扶養手当、住民手当及び通勤手当の月額の合計額に100分の1.07を乗じて得た額に、同年4月から施行日の属する月の前月までの月数（同年4月1日から施行日の前日までの期間において在職しなかった期間、給料を支給されなかった期間その他の理事長の定める期間がある職員にあっては、当該月数から当該期間を考慮して理事長の定める月数を減じた月数）を乗じて得た額
　（２）平成15年6月に支給された期末手当及び勤勉手当の合計額に100分の1.07を乗じて得た額
　（委任）
６　附則第2項から前項までに定めるもののほか、この規程の施行に関し必要事項は、理事長が定める。
附　則
（施行期日）
１　この規程は、平成１７年１２月１日から施行する。
　（最高号給を超える給料月額の切替え等）
２　この規程の施行の日（以下「施行日」という。）の前日において別表第１の給料表に定める職務の級における最高の号給を超える給料月額を受けていた職員の施行日における給料月額及びこれを受ける期間に通算されることとなる期間は、理事長が定める。
　（施行日前の異動者の号給等の調整）
３　施行日前に職務の級を異にして異動した職員及び理事長が定めるこれに準ずる職員の施行日における号給又は給料月額及びこれらを受けることとなる期間については、その者が施行日において職務の級を異にする異動等をしたものとした場合との権衡上必要と認められる限度において、理事長が定めるところにより、必要な調整を行うことができる。
　（職員が受けていた号給等の基礎）
４　前２項の規定の適用については、職員が属していた職務の級及びその者が受けていた号給又は給料月額は、改正前の社会福祉法人常陽社会福祉事業団給与規程に従って定められたものでなければならない。
　（平成１７年１２月に支給する期末手当に関する特例措置）
５　平成１７年１２月に支給する期末手当の額は、改正後の社会福祉法人常陽社会福祉事業団給与規程（以下「改正後の給与規程」という。）第１４条第２項から第５項まで、若しくは、第１６条第１項第１号から第２号まで及び第２項の規定に関わらず、これらの規定により算定される期末手当の額（以下この項において「基準額」という。）から次に掲げる額の合計額（第１号に掲げる額。以下この項において「調整額」という。）に相当する額を減じた額とする。この場合において、調整額が基準額以上となるときは、期末手当は支給しない。
（１）平成１７年４月１日（同月2日から同年１２月1日までの間に新たに職員となった者（同年４月１日に在職していた職員で任用の事情を考慮して理事長が定めるものを除く。）にあ　　　たっては、新たに職員となった日（当該日が２以上あるときは、当該日のうち理事長が定める日）において職員が受けるべき給料、管理職手当、特殊業務手当、扶養手当、及び、住居手当　の月額の合計額に１００分の０．３６を乗じて得た額に、同年４月から施行日の属する月の前月までの月数（同年４月１日から施行日の前日までの期間において在職しなかった期間、給料を支給されなかった期間その他の理事長の定める期間がある職員にあっては、当該月数から当該期間を考慮して理事長の定める月数を減じた月数）を乗じて得た額
（２）平成１７年６月に支給された期末手当及び勤勉手当の合計額に１００分の０．３６を乗じて得た額
（平成１７年１２月に支給する勤勉手当に関する特例措置）
６　平成１７年１２月に支給する勤勉手当の額の算定に当たっては、改正後の給与規程第１５条第２項中「１００分の７２．５」とあるのは、「１００分の７５」と読み替えるものとする。
　（委任）
７　附則第２項から前項までに定めるもののほか、この規程の施行に関し必要な事項は、理事長が定める。
　　　附　則
（施行期日）
１　この規程は、平成１９年４月１日から施行する。
　（特定の職務の級の切替え）
２　切替日の前日においてその者が属していた職務の級（以下「行二旧級」という。）が附則別表第１に掲げられている職務の級であった職員の切替日における職務の級（以下「行一新級」という。）は、行二旧級に対応する同表の行一新級欄に定める職務の級とする。行一新級の２級に切替えられた者のうち職員在職期間が１０年未満の者は１級とし、１０年に達する年度に２級に昇格する。また、４級に切替えられた者のうち昇任期間１０年未満の者は３級とし、１０年に達する年度に４級に昇格する。３級に切替えられた者のうち同級の最低の号給に達していない者は２級とし、５級に切替えられた者のうち同級の最低の号給に達していない者は４級とする。ただし、行一新級の最低の号給に達する年度からそれぞれ昇格するものとする。
　（号給の切替え）
３　切替日の前日において改正前の社会福祉法人常陽社会福祉事業団給与規程別表第１の給料表の適用を受けていた職員の切替日における号給（以下「新号級」という。）は、次項に規定する職員を除き、旧級、切替日の前日においてその者が受けていた号給（以下「旧号給」という。）及びその者が旧号給を受けていた期間（市長の定める職員にあっては、市長の定める期間。以下「経過期間」という。）に応じて理事長が定める号給とする。
　（職務の級における最高の号給を超える給料月額等の切替え）
４　切替日の前日において旧規程別表第１の給料表に定める職務の級における最高の号給を超える給料月額を受けていた職員の切替日における号給又は給料月額は、理事長が定める。
　（給料の切替えに伴う経過措置）
５　切替日の前日から引き続き行政職俸給表一の適用を受ける職員で、その者の受ける給料月額が同日において受けていた給料月額に達しないこととなる職員には、給料月額のほか、その差額に相当する額を給料として支給する。
６　切替日以降に新たに行政職俸給表一の適用を受けることとなった職員について、任用の事情等を考慮して前項の規定による給料を支給される職員との権衡上必要があると認められるときは、当該職員には、規程で定めるところにより、前項の規定に準じて、給料を支給する。
　（平成２２年３月３１日までの間における新規程の適用に関する特例）
７　平成２２年３月３１日までの間における次の表の左欄に掲げる新規程の適用については、これらの規定中同表の中欄に掲げる字句は、それぞれ同表の右欄に掲げる字句とする。
	第４条第１項
	４号給
	３号給

	第４条第２項
	８号給
	６号給


　（委任）
８　附則第２項から前項までに定めるもののほか、この規程の施行に関し必要な事項は、規則で定める。
附則別表第１（附則第２項関係）
職務の級の切替表
	行政職俸給表（二）
	行政職俸給表（一）

	旧
	新
	新

	１級
	１級
	１級

	２級
	２級
	１・２級

	３級
	３級
	３級

	
	
	４級

	４級
	
	

	
	
	５級


附　則
（施行期日等）
１　この規程は、交付の日から施行する。ただし、第２条の規定は、平成２０年４月１日から施行する。
２　第１条の規定による改正後の社会福祉法人常陽社会福祉事業団給与規程（以下、「改正後の給与規程」という。）の規定中、次の各号に掲げる規定は、当該各号に定める日から適用する。
（１）第７条第３項及び別表第１の規定　平成１９年４月１日
（２）第１５条第２項の規定　平成１９年１２月１日
　（平成１９年４月１日から平成１９年１１月３０日までの間における異動者の号給等）
３　平成１９年４月１日から平成１９年１１月３０日までの間において、第１条の規定による改正前の社会福祉法人常陽社会福祉事業団給与規程（以下、「改正前の給与規程」という。）の規定により、新たに給料表の適用を受けることとなった職員及びその属する職務の級又はその受ける号給若しくは給料月額に異動のあった職員のうち、理事長が定める職員の、改正後の給与規程の規定による当該適用又は異動の日における号給又は給料月額及びこれらを受けることとなる期間は、理事長が定める。
　（平成１９年１２月１日から平成２０年３月３１日までの間における異動者の号給等の調整）
４　平成１９年１２月１日から平成２０年３月３１日までの間において、改正後の給与規程の規定により、新たに給料表の適用を受けることとなった職員及びその属する職務の級又はその受ける号給若しくは給料月額に異動のあった職員の当該適用又は異動の日における号給又は給料月額及びこれを受けることとなる期間については、当該適用又は異動について、まず、改正前の給与規程の規定が適用され、次いで当該適用又は異動の日から改正後の給与規程の規定が適用されるものとした場合との均衡上必要と認められる限度において、理事長が定めるところにより、必要な調整を行なうことができる。
　（給与の内払）
５　改正後の給与規程を適用する場合においては、改正前の給与規程の規定に基づいて支給された給与は、改正後の給与規程の規定による給与の内払とみなす。
　（委任）
６　附則第３項から前項までに定めるもののほか、この規程の施行に関し、必要な事項は理事長が定める。
（平成２１年６月期末手当に関する経過措置）
１　平成２１年６月に支給する期末手当及び勤勉手当に関する第１４条第２項及び第１５条第２項の規定の適用については、第１４条第２項中「１００分の１４０」とあるのは「１００分の１２５」と、第１５条第２項中「１００分の７５」とあるのは「１００分の７０」とする。
附　　則
この規程は、平成２１年５月２９日から施行する。
附　　則
（施行期日等）
１　この規程は、平成２１年１２月１日から施行する。ただし、第２条及び第１０条の改正の規定は、平成２２年４月１日から施行する。
２　この規程（前項ただし書きに規定する改正規程を除く。附則第３項及び第４項において同じ。）による改正後の社会福祉法人常陽社会福祉事業団給与規程の規定は、平成２１年１０月１日から適用する。
　（施行日から平成２４年３月３１日までの間における職種ごとの職務手当等の調整）
３　施行日から平成２４年３月３１日までの間において、第１７条の表を別表のように改める。
４　施行日から平成２４年３月３１日までの間において、毎年３月に一時金として予算の範囲内で理事長が定めた額を施設長、事務局次長及び事務局長を除く全職員に支給する。
５　第１７条別表中支給対象者の看護師又は看護職員、指導員又は相談員、介護支援専門員、社会福祉士、保健師及び管理栄養士は一般職員に限り支給する。
附　　則
（施行期日等）
１　この規程は、平成２２年１２月１日から施行する。ただし、第２条の改正の規定は、平成２３年４月１日から施行する。
　（平成２２年１２月期末勤勉に関する経過措置）
２　平成２２年１２月に支給する期末手当及び勤勉手当に関する第１４条第２項及び第１５条第２項の規定の適用については、第１４条第２項中「１００分の１５０」とあるのは「「１００分の１３５」とし、第１５条第２項中「１００分の７０」とあるのは「１００分の６５」とする。
　　　附　則
　この規程は、平成23年4月1日から施行する。
　　　附　則
　この規程は、平成24年4月1日から施行する。
附　則
　この規程は、平成26年4月1日から施行する。
附　則
　この規程は、平成27年4月1日から施行する。
附　則
　この規程は、平成28年4月1日から施行する。
附　則
この規程は、平成29年4月1日から施行する。
附　則
　（住居手当）
１　この規程は、平成３０年３月１日から施行する。ただし、第１９条の改正の規定は、平成３０年４月１日から施行する。
　（社会福祉充実計画に関する措置）
２　施行日から平成３９年３月３１日までの間において、毎年３月に一時金として予算の範囲内で理事長が定めた額を第１号職員及び第３号職員のうち給料表の２級が適用される職員を除く全職員に支給する。
３　前項に規定する一時金は、３月１日を基準日とし、支給額は別表第５に掲げる割合を乗じて得た額とする。
































別表第1（第2条関係）
常陽社会福祉事業団職員給料表
	級
	1
	2
	3
	4
	5
	適用範囲

	号給
	給料月額
	給料月額
	給料月額
	給料月額
	給料月額
	

	
	円
	円
	円
	円
	円
	
５級
　事務局長
　施設長、部長、事務局次長、参与


４級
　副施設長、福祉部次長、参事
　課長、主幹


３級
　係長、副主幹


２級
　主任
　主事
　技師
　技術員


１級
　主事
　主事補
　技師
　技師補
　技術員
　第２号職員



＜再雇用者＞
２級
　事務局長
　施設長、部長、事務局次長、参与
　副施設長、福祉部次長、参事
　課長、主幹


１級
　係長、副主幹
　主任
　主事、技師
　主事補、技師補、技術員
　第２号職員



	1
	140,100
	190,200
	226,400
	259,900
	286,200
	

	2
	141,200
	192,000
	228,000
	261,900
	288,400
	

	3
	142,400
	193,800
	229,500
	263,700
	290,700
	

	4
	143,500
	195,600
	231,100
	265,800
	292,900
	

	
	
	
	
	
	
	

	5
	144,600
	197,200
	232,600
	267,700
	294,900
	

	6
	145,700
	199,000
	234,300
	269,600
	297,200
	

	7
	146,800
	200,800
	235,800
	271,600
	299,500
	

	8
	147,900
	202,600
	237,400
	273,700
	301,800
	

	
	
	
	
	
	
	

	9
	149,000
	204,300
	238,900
	275,800
	303,900
	

	10
	150,400
	206,100
	240,400
	277,800
	306,200
	

	11
	151,700
	207,900
	242,000
	279,900
	308,400
	

	12
	153,000
	209,700
	243,500
	282,000
	310,700
	

	
	
	
	
	
	
	

	13
	154,300
	211,100
	245,000
	284,000
	312,900
	

	14
	155,800
	212,900
	246,500
	286,100
	315,000
	

	15
	157,300
	214,600
	247,900
	288,100
	317,200
	

	16
	158,900
	216,400
	249,300
	290,200
	319,300
	

	
	
	
	
	
	
	

	17
	160,200
	218,100
	250,800
	292,200
	321,400
	

	18
	161,700
	219,800
	252,600
	294,200
	323,400
	

	19
	163,200
	221,400
	254,300
	296,300
	325,500
	

	20
	164,700
	223,000
	256,100
	298,300
	327,500
	

	
	
	
	
	
	
	

	21
	166,100
	224,500
	257,800
	300,400
	329,500
	

	22
	168,800
	226,200
	259,600
	302,500
	331,600
	

	23
	171,400
	227,800
	261,400
	304,500
	333,600
	

	24
	174,000
	229,400
	263,100
	306,600
	335,700
	

	
	
	
	
	
	
	

	25
	176,700
	230,800
	265,100
	308,400
	337,300
	

	26
	178,400
	232,300
	267,000
	310,500
	339,200
	

	27
	180,100
	233,800
	268,800
	312,600
	341,100
	

	28
	181,800
	235,100
	270,700
	314,600
	343,000
	

	
	
	
	
	
	
	

	29
	183,300
	236,400
	272,400
	316,600
	344,700
	

	30
	185,100
	237,600
	274,300
	318,600
	346,600
	

	31
	186,900
	238,700
	276,200
	320,700
	348,500
	

	32
	188,600
	239,900
	278,000
	322,800
	350,300
	

	
	
	
	
	
	
	

	33
	190,200
	241,200
	279,700
	324,300
	352,200
	

	34
	191,700
	242,500
	281,600
	326,300
	354,000
	

	35
	193,200
	243,700
	283,400
	328,200
	355,800
	

	36
	194,700
	245,000
	285,300
	330,300
	357,500
	

	
	
	
	
	
	
	

	37
	196,000
	246,000
	287,000
	332,200
	358,900
	

	38
	197,300
	247,400
	288,700
	334,100
	360,200
	

	39
	198,600
	248,900
	290,500
	336,100
	361,600
	

	40
	199,900
	250,400
	292,300
	338,000
	363,000
	



	級
	1
	2
	3
	4
	5
	適用範囲

	号給
	給料月額
	給料月額
	給料月額
	給料月額
	給料月額
	

	41
	201,200
	251,800
	294,000
	339,900
	364,300
	

	42
	202,500
	253,200
	295,700
	341,800
	365,200
	

	43
	203,800
	254,600
	297,400
	343,600
	366,300
	

	44
	205,100
	256,000
	299,000
	345,500
	367,400
	

	
	
	
	
	
	
	

	45
	206,300
	257,200
	300,700
	347,000
	368,200
	

	46
	207,600
	258,500
	302,400
	348,400
	369,100
	

	47
	208,900
	259,900
	304,000
	349,900
	370,000
	

	48
	210,200
	261,300
	305,700
	351,400
	370,900
	

	
	
	
	
	
	
	

	49
	211,300
	262,600
	306,900
	353,000
	371,800
	

	50
	212,400
	263,700
	308,400
	353,800
	372,600
	

	51
	213,400
	265,000
	309,900
	355,000
	373,400
	

	52
	214,500
	266,300
	311,500
	265,000
	374,200
	

	
	
	
	
	
	
	

	53
	215,600
	267,400
	313,100
	356,900
	374,900
	

	54
	216,600
	268,500
	314,700
	358,000
	375,600
	

	55
	217,500
	269,800
	316,300
	358,900
	376,300
	

	56
	218,500
	271,100
	317,800
	360,000
	377,000
	

	
	
	
	
	
	
	

	57
	219,200
	272,200
	319,300
	360,900
	377,500
	

	58
	220,100
	273,200
	320,500
	361,600
	378,100
	

	59
	221,000
	274,300
	321,700
	362,300
	378,700
	

	60
	221,900
	275,400
	322,900
	363,000
	379,400
	

	
	
	
	
	
	
	

	61
	222,600
	276,600
	323,600
	363,400
	379,800
	

	62
	223,600
	277,600
	324,500
	364,000
	380,500
	

	63
	224,500
	278,500
	325,300
	364,700
	381,100
	

	64
	225,400
	279,500
	326,100
	365,400
	381,700
	

	
	
	
	
	
	
	

	65
	226,100
	280,300
	327,000
	365,700
	382,100
	

	66
	227,000
	281,200
	327,400
	366,400
	382,700
	

	67
	227,900
	281,900
	328,100
	267,100
	383,300
	

	68
	229,000
	282,800
	328,900
	367,800
	389,300
	

	
	
	
	
	
	
	

	69
	229,800
	283,800
	329,700
	368,100

	384,300
	

	70
	230,500
	284,600
	330,400
	368,700
	384,800
	

	71
	231,200
	285,400
	331,100
	369,400
	385,300
	

	72
	232,000
	286,200
	331,800
	370,000
	385,900
	

	
	
	
	
	
	
	

	73
	232,800
	287,000
	332,300
	370,300
	386,200
	

	74
	233,500
	287,500
	332,900
	370,900
	386,600
	

	75
	234,200
	287,900
	333,400
	371,600
	387,000
	

	76
	234,900
	288,400
	334,000
	372,200
	387,400
	

	
	
	
	
	
	
	

	77
	235,600
	288,500
	334,300
	372,600
	387,700
	

	78
	236,400
	288,900
	334,800
	373,100
	388,000
	

	79
	237,200
	289,100
	335,200
	373,700
	388,300
	

	80
	238,000
	289,500
	335,700
	374,200
	388,600
	

	
	
	
	
	
	
	

	81
	238,700
	289,700
	336,100
	374,700
	388,800
	

	82
	239,400
	289,900
	336,600
	375,300
	389,100
	

	83
	240,100
	290,300
	337,100
	375,800
	389,400
	

	84
	240,800
	290,600
	337,600
	376,100
	389,600
	



	級
	1
	2
	3
	4
	5
	適用範囲

	号給
	給料月額
	給料月額
	給料月額
	給料月額
	給料月額
	

	85
	241,500
	290,900
	337,900
	376,500
	389,800
	

	86
	242,200
	291,200
	38,300
	377,000
	390,100
	

	87
	242,900
	291,500
	338,800
	377,400
	390,400
	

	88
	243,600
	291,900
	339,200
	377,800
	390,600
	

	
	
	
	
	
	
	

	89
	244,300
	292,200
	339,500
	378,200
	390,800
	

	90
	244,800
	292,600
	339,900
	378,700
	391,100
	

	91
	245,300
	292,900
	340,400
	379,100
	391,400
	

	92
	245,800
	293,300
	340,800
	379,500
	391,600
	

	
	
	
	
	
	
	

	93
	246,100
	293,400
	341,000
	379,800
	391,800
	

	94
	
	293,600
	341,400
	
	
	

	95
	
	294,000
	341,900
	
	
	

	96
	
	294,400
	342,300
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	97
	
	294,600
	342,400
	
	
	

	98
	
	294,900
	342,900
	
	
	

	99
	
	295,300
	343,300
	
	
	

	100
	
	295,700
	343,600
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	101
	
	295,900
	343,900
	
	
	

	102
	
	296,200
	344,300
	
	
	

	103
	
	296,600
	344,700
	
	
	

	104
	
	296,900
	345,100
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	105
	
	297,100
	345,600
	
	
	

	106
	
	297,400
	346,000
	
	
	

	107
	
	297,800
	346,400
	
	
	

	108
	
	298,100
	346,800
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	109
	
	298,300
	347,300
	
	
	

	110
	
	298,700
	347,700
	
	
	

	111
	
	299,100
	348,000
	
	
	

	112
	
	299,400
	348,300
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	113
	
	299,500
	348,800
	
	
	

	114
	
	299,800
	
	
	
	

	115
	
	300,100
	
	
	
	

	116
	
	300,500
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	117
	
	300,700
	
	
	
	

	118
	
	300,900
	
	
	
	

	119
	
	301,200
	
	
	
	

	120
	
	301,500
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	121
	
	301,900
	
	
	
	

	122
	
	302,100
	
	
	
	

	123
	
	302,400
	
	
	
	

	124
	
	302,700
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	125
	
	303,000
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	



別表第2（第3条関係）
初任給基準表
	給料表区分
	職　　務　　等
	学歴
	初任給

	別表第1
	介護職員
看護師又は看護職員
介護支援専門員
指導員
栄養士
事務職員
調理員
社会福祉士
保健師
技術職員
第１号職員登用者
	中学校卒業
	1 級 1 号 給

	
	
	高等学校卒業
	1 級 5 号 給

	
	
	短期大学卒業
	1 級 13 号 給

	
	
	大学卒業
	1 級25号 給

	
	介護職員
看護師又は看護職員
介護支援専門員
	第２号職員登用者
	１ 級11号 給

	
	
	登用試験合格者
（公募・登用無資格）
	１ 級9号 給



別表第3（第3条関係）
経験年数換算表
	前歴の種類
	現職との関係
	換算率（％）

	民間社会福祉事業の
施設、団体等の職員
としての在職期間
	福祉施設で同種（一・二種の別）同職のもの
	１００　

	
	福祉施設で異種（一・二種の別）同職のもの
	８０　

	公務員としての在職
期間
	福祉施設で同種・同職のもの
福祉施設で異種・同職のもの
	１００　
８０　

	学校または学校に準じる
教育機関の在職期間
	学校の教諭・訓導又は介護職員・看護師又は看護職員・調理員等で同種のもの
	１００　

	民間企業における在
職期間
	民間会社その他企業に勤務していたもの

	　８０　

	その他自営業の期間
	施設内の職種に関係あるもの
	８０　

	無職の期間
	その他のもの
	５０　




　　別表第４（第１４条関係）
	区　　　分
	第３条ただし書きの
適用をうけた第３号
職員及び第４号職員
	第５号職員
	第６号職員

	支　給　月
	６月
	12月
	６月
	12月
	６月
	12月

	月数又は時間数
	0.2月
	0.3月
	24時間
	36時間
	16時間
	24時間


１　ただし、第６号職員の運転業務及び夜間介護業務は該当しないものとする。

別表第５（第15条関係）
勤勉手当基準表
	勤務期間
	割　　　　合

	6月
	100分の100

	5月15日以上6月未満
	100分の  95

	5月以上5月15日未満
	100分の  90

	4月15日以上5月未満
	100分の  80

	4月以上4月15日未満
	100分の  70

	3月15日以上4月未満
	100分の  60

	3月以上3月15日未満
	100分の  50

	2月15日以上3月未満
	100分の  40

	2月以上2月15日未満
	100分の  30

	1月15日以上2月未満
	100分の  20

	1月以上1月15日未満
	100分の  15

	　　15日以上1月未満
	100分の  10

	    1日以上15日未満
	100分の   5

	                    0
	100分の   0



[bookmark: 給与規程に関する細則]
社会福祉法人常陽社会福祉事業団給与規程に関する細則

（目的）
第１条　この細則は、社会福祉法人常陽社会福祉事業団給与規程（昭和45年10月制定）第5条第1項、第14条第1項及び第15条第1項の規定に基づき、給料、期末手当及び勤勉手当の支給日を定めることを目的とする。
　（支給日）
第２条　給料の支給日は21日とする。ただし、その日が日曜日、土曜日又は休日にあたるときは、その日前においてその日に最も近い日曜日、土曜日又は休日でない日とする。
２　期末手当及び勤勉手当の支給日は、別表の基準日欄に掲げる基準日の別に応じて、それぞれ支給日欄に定める日とする。ただし、当該支給日が日曜日又は土曜日にあたるときは、その日前においてその日に最も近い日曜日又は土曜日でない日とする。

　　　附　則
　この細則は、昭和59年7月10日から施行する。

別表（第2条第2項関係）
	基　準　日
	支　給　日

	6 月1日
12 月1日
	 6 月30日
12月10日



[bookmark: 被服貸与に関する規程]
社会福祉法人常陽社会福祉事業団職員被服貸与に関する規程

　（趣旨）
第１条　この規程は、社会福祉法人常陽社会福祉事業団職員の職務遂行上必要な被服の貸与について定めるものとする。
　（定義）
第１条の２　この規程において職員とは、就業規則第2条に規定する職員をいう。
　（被服の貸与を受ける職員の範囲等）
第２条　貸与する被服その他の物品（以下「貸与品」という。）の貸与を受ける職員（以下「被貸与者」という。）の範囲並びに貸与品の種類、数量及び貸与期間は、別表のとおりとする。
　（貸与期間）
第３条　前条に規定する貸与期間は、貸与品を貸与した日から起算する。
２　返納された貸与品を貸与する場合の貸与期間の計算は、前被貸与者の使用期間を通算する。
　（貸与期間等）
第４条　貸与品は、職員が被貸与者の職についたとき、又はすでに貸与した貸与品の貸与期間を満了したときに貸与する。
　（着用義務）
第５条　被貸与者は、職務に従事するときは、常に貸与品を着用しなければならない、ただし、施設長が特別の理由があると認める場合はこの限りではない。
　（管理）
第６条　施設長は、貸与品貸与簿（様式第1号）を備え、貸与品の貸与の状況を明らかにしておかなければならない。
２　被貸与者は、常に善良な管理者の注意をもって貸与品を着用し、保管しなければならない。
３　貸与品の補修に要する費用は、被貸与者の負担とする。
　（亡失又はき損したときの処理）
第７条　被貸与者は、貸与期間満了前に貸与品を亡失し、又は、使用に耐えない程度にき損したときは、すみやかに貸与品事故報告書（様式第2号）により届け出なければならない。
２　前項の届け出があったときは、必要に応じ貸与品を再貸与することができる。
３　被貸与者が、故意又は重大な過失により貸与期間満了前に貸与品を亡失又はき損したときは、これを弁償しなければならない。
４　前項の弁償の額は、貸与品の原価を貸与期間の日数で除して得た金額に、その残余期間の日数を乗じて得た額とする。
　（返納）
第８条　被貸与者が、退職、休職、配置換等により被貸与者でなくなったときは、貸与期間に満たない貸与品はすみやかに返納しなければならない。
　（支給）
第９条　貸与期間の満了した貸与品は、その被貸与者に無償で支給する。

　　　附　則
　この規程は、昭和60年12月2日から施行する。
　　　附　則
　この職員被服貸与に関する規程は、昭和62年10月26日から施行する。
　　　附　則
　この規程は、平成14年4月1日から施行する。

別   表（第2条関係）
	被貸与者の職種
	貸与品の種類
	数量
	貸与期間（月）

	施設長
	作業服　上、下
	１
	24

	指導員
	作業服　上、下
	１
	12

	事務職員
	事務服
	１
	24

	
	作業着（スポーツウェア）
	１
	24

	看護師
及び看護職員
	看護服
	１
	24

	
	予防服
	１
	12

	
	看護帽
	１
	12

	
	作業着（スポーツウェア）
	１
	24

	介護職員
	介護服
	１
	24

	
	予防服
	１
	12

	
	介護帽
	１
	12

	
	作業着（スポーツウェア）
	１
	24

	栄養士
調理員
	調理服
	１
	24

	
	調理用前掛
	１
	12

	
	調理帽
	１
	12

	
	作業着（スポーツウェア）
	１
	24

	技術職員
	作業服
	１
	24

	
	作業着（スポーツウェア）
	１
	24

	介助職員
	作業服
	１
	24

	
	作業着（スポーツウェア）
	１
	24
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様 式 第 2 号

貸　与　品　事　故　報　告　書

　　年　　月　　日

社 会 福 祉 法 人
常陽社会福祉事業団理事長　殿

所　属
　　　　　　　職　種
　　氏　名　　　　　　　　　　　　　　印


下記のとおり貸与品を亡失・き損しましたのでお届けします。

記

１　亡失・き損した貸与品の種類及び数量


２　亡失・き損した日時及び場所


３　亡失・き損した事実の詳細


４　亡失・き損した事実を発見した後において講じた措置





社会福祉法人常陽社会福祉事業団職員旅費規程

（趣旨）
第１条　この規程は、社会福祉法人常陽社会福祉事業団就業規則（昭和45年10月制定。以下「就業規則」という。）第26条の規定に基づき業務のため旅行する職員に対し支給する旅費に関し、必要な事項を定めるものとする。
　（定義）
第２条　この規程において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるところによる。
（１）職員　就業規則第2条に規定する職員
（２）何級の職務　社会福祉法人常陽社会福祉事業団職員給与規程（昭和45年10月制定。以下「給与規程」という。）第2条第1項に規定する職員給料表による当該級の職務をいうものとし、職員給料表の適用を受けない職員については、職員給料表の2級に相当する職務とみなすものとする。
（３）「何々地」とある場合には、市町村の地域をいう。ただし、「在勤地」という場合には、当該職員の勤務場所から8キロメートル以内の地域をいうものとする。
　（旅費の支給）
第３条　職員が出張したとき、又は特に指定した職員が赴任した場合においては、当該職員に対して旅費を支給する。
２　職員又はその遺族（社会福祉施設職員退職手当共済法第10条第1項の規定による遺族とする。以下同じ。）が次に掲げる各号の1に該当する場合においては、当該各号に掲げる者に対し旅費を支給する。
（１）職員が出張のため旅行中に退職、解雇又は休職（以下「退職等」という。）となった場合（当
該退職等に伴う旅行を必要としない場合及び就業規則第33条第4号に規定する懲戒解雇の場合を除く。）には当該職員
（２）職員が出張のため旅行中に死亡した場合においては当該職員の遺族
（３）勤続2年以上の職員が死亡した場合において、当該職員の遺族が、その死亡の日の翌日から3月以内に帰任したときは当該遺族
３　前各号の規定により旅費の支給を受けることができる者が、その出発前に次条第3項の規定
により旅行命令を取消され、又は死亡した場合において、当該旅行のため既に支出した金額が
あるときは、当該金額のうちその者の損失となった金額で、次に規定する額を旅費として支給
することができる。
（１）鉄道賃、船賃、航空賃、もしくは車賃として、又はホテル、旅館、その他の宿泊施設の利用を予約するため支払った金額で所要の払戻手続をとったにもかかわらず払戻しを受けることが、できなかった額。ただし、その額は、その支給を受けるものが、当該旅行についてこの規程により　支給を受けることができた鉄道賃、船賃、航空賃、車賃及び宿泊料の額をそれぞれこえることができない。
４　第1項及び第2項の規定により旅費の支給をうけることができる者が、旅行中交通機関等の事故により概算払を受けた旅費額（概算払を受けなかった場合には概算払を受けることができた旅費額に相当する金額）の全部又は一部を喪失し、理事長が特に必要があると認めた場合には、その喪失した旅費額の範囲内で次の各号に規定する額を旅費として支給することができる。
（１）現に所持していた旅費額（輸送機関を利用するための乗車券、乗船券等の切符類で当該旅行について購入したもの（以下「切符類」という。）を含む。以下本条において同じ。）の全部を喪失した場合には、その喪失した時以後の旅行を完了するため、この規程の規定により支給することができる額。
（２）現に所持していた旅費額の一部を喪失した場合には、前号に規定する額から喪失を免かれた旅費額（切符類については購入金額のうち未使用部分に相当する金額）を差引いた額。
　（旅行命令等）
第４条　職員の旅行は、理事長又はその委任を受けた者（以下「旅行命令権者」という。）の発す
る旅行命令によって行なうものとする。
２　旅行命令権者は電信、電話、郵便等の通信による連絡手段によっては業務の円滑な遂行を図ることができない場合で、かつ、予算及び資金計画上旅費の支出が可能である場合に限り旅行命令を発することができる。
３　旅行命令権者は、既に発した旅行命令を変更（取消を含む。以下同じ。）する必要があると認める場合で、前項の規定に該当する場合には、自ら又は次条第1項若しくは第2項の規定による旅行者の申請に基きこれを変更することができる。
４　旅行命令権者が旅行命令を発し、又はこれを変更するには旅行命令簿に当該旅行に関する事項を記載し、これを当該旅行者に提示して行わなければならない。ただし、旅行命令簿に当該旅行に関する事項を記載し、これを提示するいとまがない場合においては、口頭により旅行命令を発し、又はこれを変更することができる。
５　旅行命令権者は、前項ただし書の規定により口頭で旅行命令を発し、又はこれを変更した場合には、できるだけすみやかに旅行命令簿に当該旅行に関する事項を記載し、これを当該旅行者に提示しなければならない。
　（旅行命令に従わない旅行）
第５条　旅行者は、業務上の必要又は天災その他やむを得ない事情により旅行命令（前条第3項の規定により変更された旅行命令を含む。以下本条において同じ。）に従って旅行することができない場合には、あらかじめ旅行命令権者に旅行命令の変更の申請をしなければならない。
２　旅行者は、前項の規定による旅行命令の変更の申請をするいとまがない場合には、旅行命令に従わないで旅行した後、できるだけすみやかに旅行命令権者に旅行命令の変更の申請をしなければならない。
３　旅行者が前2項の規定による旅行命令の変更の申請をせず、又は申請をしたがその変更が認められなかった場合において、旅行命令に従わないで旅行したときは、当該旅行者は、旅行命令に従った限度の旅行に対する旅費のみ支給を受けることができる。
　（旅費の種類）
第６条　旅費の種類は、鉄道賃、船賃、航空賃、車賃、日当、宿泊料、食卓料、移転料、着後手当及び扶養親族移転料とする。
２　鉄道賃は鉄道旅行について路程に応じ旅客運賃等により支給する。
３　船賃は水路旅行について路程に応じ旅客運賃等により支給する。
４　航空賃は航空旅行について路程に応じ旅客運賃等により支給する。
５　車賃は陸路（鉄道を除く。以下に同じ。）旅行について路程に応じ1㎞当りの定額又は実費により支給する。
６　日当は旅行中の日数に応じ1日当りの定額により支給する。
７　宿泊料は旅行中の夜数に応じ1夜当りの定額により支給する。
８　食卓料は水路旅行及び航空旅行中の夜数に応じ1夜当りの定額により支給する。
９　長期間にわたり、研究、講習、訓練その他これらに類する目的のため旅行する場合においては、別に定めるところにより、第1項に掲げる旅費に代え、日額旅費を旅費として支給することがある。
　（旅費計算）
第７条　旅費は、最も経済的な通常の経路及び方法により旅行した場合の旅費により計算する。ただし、業務上の必要又は天災その他やむを得ない事情により最も経済的な通常の経路又は方法によって旅行し難い場合には、その現によった経路及び方法によって計算する。
第８条　旅費計算上の旅行日数は、第3項の規定に該当する場合を除く外、旅行のため現に要した日数による。ただし、業務上の必要又は天災その他やむを得ない事情により要した日数を除く外、鉄道旅行にあっては400キロメートル、水路旅行にあっては200キロメートル、陸路旅行にあっては50キロメートルにつては、1日の割合をもって通算した日数をこえることができない。
２　前項ただし書の規定により通算した日数に1日未満の端数を生じたときは、これを1日とする。
３　第3条第2項各号の規定に該当する場合には、旅費計算上の旅行日数は、第1項ただし書及び前項の規定により計算した日数による。
第９条　旅行者が用務地である同一地域（第2条第2項に規定する地域区分による地域をいう。以下同じ。）に滞在する場合における日当及び宿泊料は、その地域に到着した日の翌日から起算した滞在日数30日をこえる場合には、そのこえる日数について定額の2割、滞在日数60日をこえる場合には、そのこえる日数について定額の3割に相当する額を、それぞれの定額から減じた額による。
２　同一地域に滞在中、一時他の地域に出張した日数は、前項の滞在日数から除算する。
第１０条　私事のため在勤地又は出張地以外の地に居住又は滞在するものが、その居住地又は滞在地から直ちに旅行する場合において、居住地又は滞在地から目的地に至る旅費が在勤地又は出張地から目的地に至る旅費額より多いときは、当該旅行については、在勤地又は出張地から目的地に至る旅費を支給する。
第１１条　1回の旅行において日当又は宿泊料について定額を異にする事由が生じた場合には、額の多い方の定額により日当又は宿泊料を支給する。
第１２条　鉄道旅行、水路旅行、航空旅行又は陸路旅行中における年度の経過、職務の級の変更等のため鉄道賃、船賃、航空賃又は車賃を区分して計算する必要がある場合には、最初の目的地に到着するまでの分及びその以後の分に区分して計算する。
　（旅費の請求手続）
第１３条　旅費（概算払にかかる旅費を含む。）の支給を受けようとする旅行者、及び概算払にかかる旅費の支給を受けた旅行者でその精算しようとするものは、所定の請求書に必要な書類を添えて、これを当該旅費の支出又は支払をする者に提出しなければならない。
２　概算払にかかる旅費の支給を受けた旅行者は、当該旅行を完了した後1週間以内に当該旅行について前項の規定による旅費の精算をしなければならない。
３　旅行者は、前項の規定による精算の結果、過払金があった場合には、精算の日から1週間以内に当該過払金を返納しなければならない。
４　理事長は、その支出し、又は支払った概算払に係る旅費の支給を受けた旅行者が第2項に規定する期間内に旅費の精算をしなかった場合又は前項に規定する期間内に過払金を返納しなかった場合には、理事長がその後においてその者に対し支出し、又は支払う給与又は旅費の額から当該概算払に係る旅費額又は当該過払金に相当する金額を差し引かなければならない。
　（鉄道賃）
第１４条　鉄道賃の額は、次の各号に規定する旅客運賃（以下本条において「運賃」という。）急行料金及び特別車輌料金（これらのものに対する急行税を含む。）並びに座席指定料金による。
（１）運賃の等級を2階級に区分する線路による旅行の場合には、1等の運賃
（２）運賃の等級を、設けない線路による旅行の場合には、その乗車に要する運賃
（３）急行料金を徴する線路による旅行の場合には、前2号に規定する運賃のほか次に規定する急行料金
　　イ　第1号の規定に該当する線路による旅行の場合には、これらの規定により運賃の等級と
同一等級の急行料金
　　ロ　第2号の規定に該当する線路による場合には、その乗車に要する急行料金
（４）第2号の規定に該当する線路で、特別車輌料金を徴する客車を運行するものによる旅行をする場合には、同号に規定する運賃及び前号に規定する急行料金のほか、特別車輌料金
（５）座席指定料金を徴する客車を運行する線路による旅行の場合には、第1号又は第2号に規定する運賃、第3号に規定する急行料金及び前号に規定する特別車輌料金のほか、座席指定料金
２　前項第3号に規定する急行料金は、次の各号の1に該当する場合に限り支給する。
（１）特別急行列車を運行する線路による旅行で片道100㎞以上のもの。
（２）普通急行列車を運行する線路による旅行で片道50㎞以上のもの。
３　座席指定料金は、普通急行列車を運行する線路による片道100キロメートル以上のものに該
当する場合に限り、支給する。
４　前2項に規定する運賃及び急行料金によることが、当該旅行における特別の事情のため困難である場合には、任命権者が理事長に協議して定める運賃及び急行料金によることができる。
　（船賃）
第１５条　船賃の額は、次に掲げる各号に規定する旅客運賃（はしけ賃及びさん橋賃を含む。以下本条において運賃という。）及び寝台料金（これらのものに対する通行税を含む。）並びに座席指定料金による。
（１）運賃の等級を3階級に区分する船舶による旅行の場合には、中級の運賃
（２）運賃の等級を2階級に区分する船舶による旅行の場合には、上級の運賃
（３）運賃の等級を設けない船舶による旅行の場合には、その乗船に要する運賃
（４）公務上の必要により、別に寝台料金を必要とした場合には、前3号に規定する運賃のほか、現に支払った寝台料金
（５）第3号の規定に該当する船舶で、特別船室料金を徴するものを運行する航路により旅行する場合には、同号に規定する運賃及び前号に規定する寝台料金のほか、特別船室料金
（６）座席指定料金を徴する船舶を運行する航路による旅行の場合には、第1号から第3号に規定する運賃、第4号に規定する寝台料金及び前号に規定する特別船室料金のほか、座席指定料金
２　前項第1号、第2号又は第3号の規定に該当する場合において、同一階級の運賃を更に2以
上に区分する船舶による旅行の場合には、当該各号の運賃は同一階級内の最上級の運賃による。
　（航空賃）
第１６条　航空賃の額は、現に支払った旅客運賃による。
２　航空賃は、業務上の必要又は天災その他緊急やむを得ない事情により、特に航空機の利用を旅行命令権者が許可した場合に限り支給する。
　
（車賃）
第１７条　車賃の額は、１キロメートルにつき３７円とおりとする。この場合において、業務上の必要又は天災その他やむを得ない事情により定額の車賃で旅行の実費を支弁することができない場合においては、実費額によることができる。
２　車賃は、全路程を通算して計算する。ただし、第12条の規定により区分計算する場合には、その区分された路程で通算して計算する。
３　前項の規定により通算した路程に1キロメートル未満の端数を生じたときは、これを切捨てる。
　（旅行雑費）
第１８条　旅行雑費の額は、別表第1のとおりとする。
２　宮崎県北諸県郡三股町及び鹿児島県曽於市への旅行については、前項の規程にかかわらず旅行雑費は支給しない。
　（宿泊料）
第１９条　宿泊料の額は、別表第1のとおりとする。
２　宿泊料は、水路旅行及び航空旅行については、業務上の必要又は天災その他やむを得ない事情により上陸又は着陸して宿泊した場合に限り支給する。
　（食卓料）
第２０条　食卓料の額は、別表第1のとおりとする。
２　食卓料は、船賃もしくは航空賃の外に別に食費を要する場合又は船賃若しくは航空賃を要しないが食費を要する場合に限り支給する。
　（市内旅行の旅費）
第２１条　市内旅行の旅費は、別表第２に定める額とする。
２　前項の規程にかかわらず、勤務地から半径２キロメートル以内の区域の旅行については、旅費は支給しない。
（旅費の調整）
第２２条　当該旅行について特別の事情により又は当該旅行の性質上この規定による旅費を支給した場合においては、不当に旅行に実費をこえた旅費又は通常必要としない旅費を支給することとなる場合においては、その実費をこえることとなる部分の旅費又はその必要としない部分の旅費を支給しないことができる。
　（委任）
第２３条　この規程の実施のための手続きその他執行について必要な事項は理事長が定める。

　　　附　則
　この規程は、昭和45年10月1日から施行する。
　　　　　　　昭和46年 4 月1日　　
　この規程は、昭和52年10月7日から施行する。
　　　　　　　昭和54年 7 月1日　　
　この規程は、昭和61年1月24日から施行する。
　　　附　則
１　この規程は、平成2年7月1日から施行する。
２　改正後の規程は、施行の日以後に出発する旅行から適用し、同日前に出発した旅行については、なお従前の例による。
　　　附　則
　この規程は、平成14年4月1日から施行する。
　　　附　則
　この規程は、平成15年11月1日から施行する。
　　　附　則
１　この規程は、平成17年4月1日から施行する。
２　改正後の社会福祉法人常陽社会福祉事業団職員旅費規程は、この規程の施行日の日以後に出発する旅行から適用するものとし、同日前に出発した旅行については、なお従前の例による。
























別表第1（第17条、18条、19条、20条関係）
日当、宿泊料及び食卓料
	


区　　分
	旅行雑費（１日につき）
	宿泊料（１夜につき）
	食卓料
（１夜につき）

	
	宮崎県内及び
鹿児島県内
	左記以外の
地域
	甲地方
	乙地方

	

	
	事業車
使用
	事業車
非使用
	
	
	
	

	特別職の職員
	5 0 0円
	１,000円
	1,500円
	14,800円
	13,300円
	3,000円

	２ 級 以 上 の職務にあたる者
	
	
	
	13,100円
	11,800円
	2,600円

	１　級　の
職務にあたる者
	
	
	
	10,900円
	9,800円
	2,200円


備考
１　宿泊料の欄中甲地方とは都城市旅費支給条例の別表第１の備考にいう甲地方の地域をいい、乙地方とは、その他の地域をいう。
２　固定宿泊施設に宿泊しない場合には、乙地方に宿泊したものとみなす。

※都城市旅費支給条例の別表第１の備考にいう甲地方とは次表のとおりである。
	埼玉県
	さいたま市

	千葉県
	千葉市

	東京都
	特別区・八王子市・立川市・武蔵野市・三鷹市・府中市・調布市・町田市
小金井市・国分寺市・国立市・狛江市・多摩市・稲城市・西東京市

	神奈川県
	横浜市・川崎市・横須賀市・鎌倉市・三浦郡葉山町

	愛知県
	名古屋市

	京都府
	京都市

	大阪府
	大阪市・堺市・岸和田市・豊中市・池田市・泉大津市・吹田市・高槻市・貝塚市
守口市・枚方市・茨木市・泉佐野市・富田林市・寝屋川市・和泉市・箕面市
高石市・東大阪市・八尾市

	兵庫県
	神戸市・尼崎市・西宮市・芦屋市・伊丹市・宝塚市

	福岡県
	福岡市




	









別表第２（第２１条関係）

	
	
中央
地域

	
中　央
地　域
	
300円
	
中　郷
地　域　

	
中　郷
地　域
	
350円

	
300円
	
沖　水
地　域

	
沖　水
地　域　
	
550円
	
900円
	
300円
	
庄　内
地　域

	
庄　内
地　域
	
600円
	
950円
	
600円
	
300円
	
志和地
地　域

	
志和地
地　域
	
800円
	
1150円
	
300円
	
700円
	
300円
	
山之口
地　域

	
山之口
地　域
	
900円
	
1100円
	
500円
	
1050円
	
550円
	
300円
	
高　城
地　域

	
高　城
地　域
	
900円
	
1200円
	
400円
	
950円
	
300円
	
300円
	
300円
	
山　田
地　域

	
山　田
地　域
	
900円
	
1250円
	
650円
	
450円

	
450円
	
950円
	
700円
	
300円
	
西　岳
地　域

	
西　岳
地　域
	
1250円
	
1650円
	
1250円
	
700円
	
1350円
	
1800円
	
1650円
	
950円
	
300円
	
高　崎
地　域

	
高　崎
地　域
	
1400円
	
1750円
	
900円
	
1150円
	
650円
	
1050円
	
850円
	
700円
	
1600円
	
300円




備考　　上記に掲げる地域において、２以上の地域にわたる旅行の場合は、それぞれ上記の金額の２分の１を合計した額とする。





社会福祉法人常陽社会福祉事業団公印規程

　（趣旨）
第１条　この規程は、社会福祉法人常陽社会福祉事業団定款（昭和45年10月制定。以下「定款」という。）第24条に規定する事務局の公印について、必要な事項を定めるものとする。
(定義)
第１条の２　この規程において職員とは、就業規則第2条に規定する職員をいう。
（公印の名称等）
第２条　公印の名称、書体、形状及び寸法、公印を管理する者（以下「公印管理者」という。）及び使用範囲は、別表のとおりとする。
（公印の管理）
第３条　公印は、常に錠のかかる容器に収め、公印管理者が管理しなければならない。
２　公印管理者が不在のときは、公印管理者があらかじめ指名した職員が、その職務を行うものとする。
３　公印は、特に公印管理者の承認を受けた場合のほか、管理する場所以外に持ち出してはならない。
　（公印の新調、改刻の手続）
第４条　第２条に規定する公印を新調し、又は改刻、若しくは廃止しようとするときは、理事長の承認を受けなければならない。
　（公印の使用）
第５条　公印を使用しようとするときは、押印する文書に決裁ずみの起案文書、その他の証拠書類を添えて、公印管理者の審査を受け、その承認を受けなければならない。
　（公印の亡失等）
第６条　公印管理者は、管理している公印を亡失又は、損傷したときは、速やかに事務局長に申し出、その指示を受けなければならない。

　　　附　則
　この規程は、昭和54年2月1日から施行する。
　　　


別表（第2条関係）
	
名　　　称
	
書　　　体
	
寸　　　　法
(ミリメートル)
	
公印管理者
	
使用範囲

	社会福祉
法人常陽
社会福祉事
業団理事長
	

篆　書
	

方24
	

事務局長
	

公　文　書

	社会福祉
法人常陽
社会福祉事
業団理事長
	

篆　書
	

方23
	

事務局次長
	

金銭出納用

	社会福祉法
人常陽社
会福祉事業
団常務理事
	

篆　書
	

方21
	

事務局長
	

公　文　書

	社会福祉法人
常陽社会福
祉事業団
事務局長
	

篆　書
	

方21
	

事務局長
	

公　文　書

	養護老人ホーム
清風園
施設長
	

篆　書
	

方21
	

施設長
	
公　文　書
金銭出納用

	養護老人ホーム
望峰園
施設長
	

篆　書
	

方21
	

施設長
	
公　文　書
金銭出納用

	特別養護老人
ホーム白寿園
施　 設 　長
	

篆　書
	

方21
	

施設長
	
公　文　書
金銭出納用

	社会福祉法人常陽
社会福祉事業団
在宅福祉部長
	

篆　書
	

方21
	

在宅福祉部長
	

	社会福祉法人常陽
社会福祉事業団
在宅福祉課長
	

篆　書
	

方21
	

在宅福祉部長
	

	社会福祉法人常陽
社会福祉事業団
在宅支援課長
	

篆　書
	

方21
	

在宅福祉部長
	

	社会福祉法人常陽
社会福祉事業団
西岳デイサービス
センター所長
	

篆　書
	

方21
	

在宅福祉部長
	
公　文　書
金銭出納用

	社会福祉法人常陽
社会福祉事業団
庄内デイサービス
センター所長
	

篆　書
	

方21
	

在宅福祉部長
	
公　文　書
金銭出納用

	社会福祉法人常陽
社会福祉事業団
横市デイサービス
センター所長
	

篆　書
	

方21
	

在宅福祉部長
	
公　文　書
金銭出納用

	都城市志和池
庄内西岳地区
地域包括支援
センター所長
	

篆　書
	

方21
	

在宅福祉部長
	
公　文　書
金銭出納用

	社会福祉法人常陽
社会福祉事業団
ケアプランサー
ビスゆう所長
	

篆　書
	

方21
	

在宅福祉部長
	
公　文　書
金銭出納用

	社会福祉事業団
事業団指定訪問
介護事業所清風所長
	

篆　書
	

方21
	

所　　長
	
公　文　書
金銭出納用

	社会福祉事業団
事業団指定訪問
介護事業所望峰所長
	

篆　書　
	

方21
	

所　　長
	
公　文　書
金銭出納用




附　則
この改正後の公印規程は、昭和61年10月1日から施行する。
　　　　附　則
この改正後の公印規程は、昭和63年3月15日から施行する。
　　　　附　則
この規程は、平成7年4月1日から施行する。
　　　　附　則
この規程は、公布の日から施行する。
　　　　附　則
この規程は、平成8年4月1日から施行する。
　　　　附　則
この規程は公布の日から施行し、平成11年3月11日から適用する。
　　　　　附　則
　　　この規程は、平成14年4月1日から施行する。
　附　則
この規程は、平成14年4月1日から施行する。
　　
附　則
この規程は、平成19年4月1日から施行する。
附　則
この規程は、平成23年4月1日から施行する。
附　則
この規程は、平成25年4月1日から施行する。
附　則
この規程は、平成26年4月1日から施行する。
附　則
この規程は、平成29年4月1日から施行する。


[bookmark: 役員等に関する規程]
社会福祉法人常陽社会福祉事業団役員等の
報酬及び費用弁償等に関する規程
（趣旨）
第１条　この規程は、社会福祉法人常陽社会福祉事業団定款第５条に規定する評議員、第１６条に規定する理事及び監事並びに第６条に規定する評議員選任・解任委員会委員（以下「役員等」という。）の報酬及び費用弁償等に関し、必要な事項を定めるものとする。
　（報酬の額）
第２条　役員等が理事会、評議員会、諸会議及び入札立会等（以下「役員会等」という。）に出席した場合は１回につき7,000円を、役員会等が終日に亘る場合には12,000円を支給する。
２　監事が監査を実施した場合は、１日につき12,000円を支給する。
３　理事長報酬は、月120,000円とする。
　（退職慰労金）
第３条　退任役員等にする退職慰労金の金額は、次の基準に在任期間の年数を乗じて算出した金額とする。
（１）理事長
　　在任期間１年につき　　30,000円
（２）理事及び監事
　　在任期間１年につき　　20,000円
（３）評議員（評議員選任・解任委員は除く。）
　　在任期間１年につき　　10,000円　ただし、平成２９年４月１日以降は在任期間１年につき、20,000円に読み替えるものとする。
２　在任期間の計算は、役員等の就任日から起算し、１年に満たない場合には６ヶ月以上のときは切り上げ、６ヶ月未満のときは切り捨てるものとする。
３　事業団職員が役員等を兼ねる場合には、在任期間に算入しないものとする。
　（費用弁償の額）
第４条　役員等の費用弁償の額は、一般職給料表の適用をうける職員の５級相当の職務にあるものとみなして、職員の旅費支給例により計算した額とする。
　（重複支給の排除）
第５条　常勤の職員が役員等の職を兼ねるときは、常勤の職員としてうける旅費相当の費用を弁償するものとし、報酬は支給しない。
　（報酬の支給及び費用弁償等の方法）
第６条　役員等の報酬の支給及び費用弁償の方法については、職員の例による。ただし、退職慰労金は、役員等を退任した時点において、現金にて支給する。
　（控除）
第７条　報酬及び退職慰労金の支給にあたり、法定の源泉所得税額及び退任役員等が法人に対して負担する責務があるときは、その額を控除する。
　　
　　　附　則
　この規程は、昭和52年10月20日から施行し、昭和53年4月1日から適用する。
　　　附　則
　　この改正後の役員等の報酬及び費用弁償に関する規程は、昭和62年4月1日から施行する。
　　　附　則
　この改正後の役員等の報酬及び費用弁償に関する規程は平成2年4月1日から施行する。
　　　附　則
　この規程は、平成9年4月1日から施行する。
　　　附　則
　この規程は、平成14年4月1日から施行する。
　　　附　則
　この規程は、平成24年4月1日から施行する。
附　則
　この規程は、平成25年4月1日から施行する。
附　則
　この規程は、平成28年4月1日から施行する。
附　則
　この規程は、平成29年2月16日から施行する。
　　　附　則
　（役員等の在任期間の起算日及び施行期日）
１　役員等の在任期間の起算日は平成２０年４月１日とし、平成２９年３月３１日より施行する。




[bookmark: き章に関する規程]
社会福祉法人常陽社会福祉事業団職員き章に関する規程

　（趣旨）
第１条　この規程は、社会福祉法人常陽社会事業団職員の身分を明らかにし、正しい態度と心構えを保たせるため、職員き章（以下「き章」という。）について必要な事項を定めるものとする。
(定義)
第１条の２　この規程において職員とは、就業規則第2条に規定する職員をいう。
（き章の制式）
第２条　き章の制式は、別記様式のとおりとする。
（き章の交付）
第３条　き章は、職員として任用されたときに交付する。
２　再交付については、自己負担とする。
（着用の義務）
第４条　職員は、き章を常に左胸部に着用しなければならない。
２　職員はき章を他人に貸与し、又は譲渡してはならない。
（交付責任者）
第５条　き章の交付責任者は、事業団事務局長とする。

附　則
この規程は、昭和52年10月 1 日から施行する。
　　　　　　昭和52年12月13日から適用する。
　　附　則
この規程は、平成14年 4 月1日から施行する。
附　則
この規程は、平成23年 4 月1日から施行する。


　　　　　　　別記様式（第2条関係）
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[bookmark: 経理規程]
社会福祉法人常陽社会福祉事業団経理規程

第1章　総　則
（目的）
第１条　この規程は、社会福祉法人常陽社会福祉事業団（以下「当法人」という。）の経理の基準を定め、適切な経理事務を行い、支払資金の収支の状況、経営成績及び財政状態を適正に把握することを目的とする。
（経理事務の範囲）
第２条　この規程において経理事務とは、次の事項をいう。
（１）会計帳簿の記帳、整理及び保管に関する事項
（２）予算に関する事項
（３）金銭の出納に関する事項
（４）資産・負債の管理に関する事項
（５）財務及び有価証券の管理に関する事項
（６）棚卸資産の管理に関する事項
（７）固定資産の管理に関する事項
（８）引当金に関する事項
（９）決算に関する事項
（10）会計監査に関する事項
（11）契約に関する事項
（会計処理の基準）
第３条　会計処理の基準は、法令及び定款並びに本規程に定めるもののほか、社会福祉法人会計基準によるものとする。
（会計年度及び財務諸表）
第４条　当法人の会計年度は毎年４月１日から翌年３月３１日までとする。
２　毎会計年度終了後２ヶ月以内に下記財務諸表及び第３項に定める附属明細書並びに財産目録を作成しなければならない。
（１）法人全体
　ア　法人単位資金収支計算書（第一号一様式）
　　イ　法人単位事業活動計算書（第二号一様式）
　　ウ　法人単位貸借対照表（第三号一様式）
（２）法人全体（事業区分別）
ア　資金収支内訳表（第一号の二様式）
イ　事業活動内訳表（第二号二様式）
ウ　貸借対照表内訳表（第三号二様式）
（３）事業区分（拠点区分別）
　　ア　事業区分資金収支内訳表（第一号三様式）
　　イ　事業区分事業活動内訳表（第二号三様式）
　　ウ　事業区分貸借対照表内訳表（第三号三様式）
（４）拠点区分
　　ア　拠点区分資金収支計算書（第一号四様式）
　　イ　拠点区分事業活動計算書（第二号四様式）
　　ウ　拠点区分貸借対照表（第三号四様式）
（５）サービス区分
　　ア　拠点区分資金収支明細書
　　イ　拠点区分事業活動明細書
３　附属明細書として作成する書類は下記とする。
（１）法人全体
　　ア　借入金明細書
　　イ　寄附金収益明細書
　　ウ　補助金事業収益明細書
　　エ　事業区分間及び拠点区分間繰入金明細書
　　オ　事業区分間及び拠点区分間貸付金（借入金）残高証明書
　　カ　基本金明細書
　　キ　国庫補助金等特別積立金明細書
（２）拠点区分毎
　　ア　基本財産及びその他の固定資産の明細書
　　イ　引当金明細書
　　ウ　拠点区分資金明細書
　　エ　拠点区分事業活動明細書
　　オ　積立金・積立資産明細書
　　カ　サービス区分間繰入金明細書
　　キ　サービス区分間貸付金（借入金）残高証明書
４　第２項に定める計算書類及び第３項に定める附属明細書は、消費税及び地方消費税の税込金額を記載する。
（事業区分、拠点区分及びサービス区分）
第５条　事業区分は社会福祉事業及び公益事業とする。
２　拠点区分は予算管理の単位とし、法人本部及び一体として運営される施設、事業所又は事務所をもって１つの拠点区分とする。また、公益事業（社会福祉事業と一体的に実施されているものを除く）については別の拠点区分とする。
３　事業活動の内容を明らかにするために、各拠点区分においてはサービス区分を設け収支計算を行わなければならない。
４　前項までの規定に基づき、当法人において設定する事業区分、拠点区分及びサービス
区分は以下のとおりとする。

（１）社会福祉事業区分
ア　清風園拠点区分
　　（ア）法人本部
[bookmark: OLE_LINK1]（イ）養護老人ホーム清風園
　　（ウ）特定施設入居者生活介護　養護老人ホーム清風園
（エ）指定訪問介護事業所清風
（オ）横市デイサービスセンター
　　イ　望峰園拠点区分
　　（ア）養護老人ホーム望峰園
　　（イ）指定訪問介護事業所望峰園
　　ウ　白寿園拠点区分
　　（ア）特別養護老人ホーム白寿園
　　（イ）庄内デイサービスセンター
　　（ウ）ケアプランサービスゆう
　　（エ）みやざき安心セーフティネット事業
　　エ　西岳デイ拠点区分
　　（ア）西岳デイサービスセンター
（２）公益事業区分
　　ア　地域包括支援拠点区分
　　（ア）都城市志和池・庄内・西岳地区地域包括支援センター
（共通収入支出の配分）
第６条　資金収支計算を行うに当たっては、事業区分、拠点区分又はサービス区分に共通する収入及び支出を、合理的な基準に基づいて配分するものとする。
２　事業活動計算を行うに当たっては、事業区分、拠点区分又はサービス区分に共通する収益及び費用を、合理的な基準に基づいて配分するものとする。
[bookmark: OLE_LINK2]（統括会計責任者、会計責任者及び出納職員）
第７条　当法人の経理事務に関する統括責任者として、統括会計責任者を置く。
２　第５条第２項の各拠点区分には、それぞれの経理事務の責任者として会計責任者を置く。ただし、会計責任者としての業務に支障がない限り、１人の会計責任者が複数の拠点区分の会計責任者を兼務することができる。
[bookmark: OLE_LINK3]３　第５条第２項の各拠点区分又は各サービス区分には、会計責任者に代わって一切の経理事務を行わせるため、出納職員を置く。ただし、出納職員としての業務に支障がない限り、１人の出納職員が複数の拠点区分又はサービス区分の出納職員を兼務することができる。
４　統括会計責任者は事務局長をあてるものとし、会計責任者及び出納職員は理事長が任命する。
５　会計責任者は、会計事務に関する報告等、統括会計責任者の指示に従わなければならない。
６　会計責任者は、出納職員を監督しなければならない。
（規程の改廃）
第８条　この規程の改廃は、統括会計責任者の上申に基づき、理事会の承認を得て行うものとする。


第２章　勘定科目及び帳簿
（記録及び計算）
第９条　当法人の会計は、その支払資金の収支状況、経営成績及び財政状態を明らかにするため、会計処理を行うにあたり、正規の簿記の原則に従って、整然、かつ、明瞭に記録し、計算しなければならない。
（勘定科目）
第１０条　勘定科目は、別表１のとおりとする。
（会計帳簿）
第１１条　会計帳簿は、次のとおりとする。
（１）主要簿
ア  仕訳日記帳
イ  総勘定元帳
（2） 補助簿
ア　現金出納帳　　イ　預金出納帳　　ウ　小口現金出納帳　　エ　有価証券台帳
オ　未収金台帳　　カ　貯蔵品台帳　　キ　立替金台帳　　　　ク　前払金台帳
ケ　貸付金台帳　　コ　仮払金台帳　　サ　固定資産管理台帳（減価償却記載）
シ　未払金台帳　　ス　預り金台帳　　セ　前受金台帳　　　　ソ　仮受金台帳
タ　借入金台帳　　チ　基本金台帳　　ツ　寄附金品台帳　　　テ　補助金台帳
ト　固定資産管理台帳（施設設備管理用）
（３）その他の帳簿
　　ア　会計伝票　　イ　月次試算表　　ウ　予算経理状況報告書
２　前項に定める会計帳簿は拠点区分ごとに作成し、備えおくものとする。
（１）補助簿（貸借対照表）
　　ア　現金出納帳　　　　　　イ　預金（貯金）出納帳　　ウ　当座預金残高調整表
　　エ　小口現金出納帳　　　　オ　有価証券台帳　　　　　カ　未収金台帳
　　キ　棚卸資産受払台帳　　　ク　立替金台帳　　　　　　ケ　前払金台帳
　　コ　貸付金台帳　　　　　　サ　仮払金台帳　　　　　　シ　固定資産管理台帳
　　ス　リース資産管理台帳　　セ　差入保証金台帳　　　　ソ　長期前払費用台帳
　　タ　未払金台帳　　　　　　チ　預り金台帳　　　　　　ツ　前受金台帳
　　テ　仮受金台帳　　　　　　ト　借入金台帳　　　　　　ナ　退職給付引当金台帳
　　ニ　基本金台帳
　　ヌ　事業区分間、拠点区分間及びサービス区分間長期貸付（長期借入金）管理台帳
　　ネ　事業区分間、拠点区分間及びサービス区分間短期貸付（短期借入金）管理台帳
（２）補助簿（事業活動計算書）
　　ア　事業収入管理台帳　　　イ　寄附金品台帳　　　ウ　補助金台帳
　　エ　事業区分間、拠点区分間及びサービス区分間繰入金管理台帳
（３）附属明細書（貸借対照表）
　　ア　基本財産及びその他の固定資産の明細書
　　イ　引当金明細書　　　　　ウ　借入金明細書　　　エ　基本金明細書
　　オ　国庫補助金等特別積立金明細書
　　カ　積立金・積立資産明細書
　　キ　事業区分間及び拠点区分間貸付金（借入金）残高証明書
　　ク　サービス区分間貸付金（借入金）残高証明書
（４）附属明細書（事業活動計算書）
　　ア　拠点区分事業活動明細書
　　イ　寄附金収益明細書
　　ウ　補助金事業等収益明細書
　　エ　事業区分間及び拠点区分間繰入金明細書
　　オ　サービス区分間繰入金明細書
（５）附属明細書（資金収支計算書）
　　ア　拠点区分間資金収支明細書
３　各勘定科目の内容又は残高の内訳を明らかにする必要がある勘定科目については、補助簿を備えなければならない。
４　会計責任者は、補助簿の記録が総勘定元帳の記録と一致していることを適宜確認し、主要簿及び補助簿の正確な記録の維持に努めなければならない。
（会計伝票）
第１２条　すべての会計処理は、会計伝票により処理しなければならない。
２　会計伝票は、証憑に基づいて作成し、証憑は会計記録との関係を明らかにして整理保存するものとする。
３　会計伝票には、勘定科目、取引年月日、数量、金額、相手方及び取引内容を記載し、会計責任者の承認印又は承認のサインを受けなければならない。
（会計帳簿の保存期間）
第１３条　会計に関する書類の保存期間は次のとおりとする。
（１）第４条第２項に規定する計算関係書類　　　　　　　　　　　　　　　　　１０年
（２）第４条第２項に規定する財産目録　　　　　　　　　　　　　　　   　　　 ５年
（３）第１１条第１項（１）、（２）及び（３）に規定する主要簿、補助
簿及びその他の帳簿　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１０年
（４）証憑書類           　　　　　　　　　　　                           １０年
２　前項の保存期間は、会計帳簿を閉鎖した時から起算するものとする。
３　第1項の書類を処分する場合には、事前に会計責任者の承認を得ることとする。

第３章　予　算
（予算基準）
第１４条　当法人は、毎会計年度、事業計画に基づき資金収支予算を作成する。
２　予算は拠点区分ごとに編成し、収入支出の予算額は勘定科目ごとに設定する。
（予算の事前作成）
第１５条　前条の予算は、事業計画に基づき毎会計年度開始前に理事長が編成し、理事会の承認を得て確定する。
（予算管理責任者）
第１６条　予算の編成並びに予算の執行及び管理について理事長を補佐するため、理事長は、予算管理の単位ごとに予算管理責任者を任命する。
２　当法人の予算管理責任者は会計責任者とする。
（勘定科目間の流用）
第１７条　予算管理責任者は、予算の執行上必要があると認めた場合には、理事長の承認を得て、サービス区分内における中区分の勘定科目相互間において予算を流用することができる。
（予備費の計上）
第１８条　予測しがたい支出予算の不足を補うため、理事会の承認を得て支出予算に相当額の予備費を計上することができる。
（予備費の使用）
第１９条　予備費を使用する場合は、予算管理責任者は事前に理事長にその理由と金額を記載した文書を提示し、承認を得なければならない。
２　予備費を使用した場合は、理事長はその理由と金額を理事会に報告しなければならない。
（補正予算）
第２０条　予算執行中に、予算に変更事由が生じた場合には、理事長は補正予算を作成して理事会に提出し、その承認を得なければならない。


第４章　出　納
（金銭の範囲）
第２１条　この規程において、金銭とは現金、預金、貯金をいう。
２　現金とは、通貨、小切手、紙幣、郵便為替証書、郵便振替貯金払出証書、官公庁の支払通知書等をいう。
（収入の手続）
第２２条　金銭の収納に際しては、出納職員は、所定の用紙に所定の印を押した領収書を発行するものとする。
２　銀行、郵便局等の金融機関への振込の方法により入金が行われた場合で、前項に規定する領収書の発行の要求がない場合には、領収書の発行を省略することができる。
（収納した金銭の保管）
第２３条　日々入金した金銭は、これを直接支出に充てることなく、収入後５日以内に金融機関に預け入れなければならない。
（寄附金品の受入手続)
第２４条　寄附金品を受け入れた場合には、会計責任者は、寄付者が作成した寄附申込書に基づき、寄附者、寄附金額及び寄附の目的を明らかにして統括会計責任者に報告するとともに、理事長又は理事長から権限移譲を受けた者の承認を受けなければならない。
（支出の手続）
第２５条　金銭の支払いは、受領する権利を有する者からの請求書、その他取引を証する書類に基づいて行う。
２　金銭の支払いを行う場合には、会計責任者の承認を得て行わなければならない。
３　金銭の支払いについては、受領する権利を有する者の署名又は記名捺印のある領収書を受け取らなければならない。
４　銀行等の金融機関からの振込の方法により支払いを行った場合で、領収書の入手を必要としないと認められるときは、前項の規定にかかわらず、振込を証する書類によって前項の領収書に代えることができる。
（支払期日）
第２６条　毎月末日までに発生した債務の支払いは、小口払い及び随時支払うことが必要なものを除き、翌月１５日に行うものとする。
（小口現金）
第２７条　小口の支払いは、定額資金前渡制度による資金（以下「小口現金」という。）をもって行う。
２　小口現金を設ける場合には、会計責任者が、その必要性を文書により説明したうえで、統括会計責任者の承認を得なければならない。（注13）
３　小口現金の限度額は、サービス区分ごとに５万円とする。
４　小口現金は、毎月末日及び不足の都度精算を行い、精算時に主要簿への記帳を行う。（概算払）
第２８条　性質上、概算をもって支払いの必要がある経費については、第２５条第１項の規定にかかわらず概算払いを行うことができる。
２　概算払いをすることができる経費は、次に掲げるものとする。
（１）旅費
（２）その他会計責任者が特に必要と認めた経費
（残高の確認）
第２９条　出納職員は、現金について、毎日の現金出納終了後、その残高と帳簿残高を照合し、会計責任者に報告しなければならない。
２　出納職員は、預貯金について、毎月末日、取引金融機関の残高と帳簿残高とを照合し、当座預金について差額がある場合には当座預金残高調整表を作成して、会計責任者に報告しなければならない。
３　前二項の規定により報告を受けた会計責任者はその事実の内容を確認しなければならない。
（金銭過不足）
第３０条　現金に過不足が生じたとき、出納職員は、すみやかに原因を調査したうえ、遅滞なく会計責任者に報告し、必要な指示を受けるものとする。
２　前項の規定により報告を受けた会計責任者はその事実の内容を確認しなければならない。
（月次報告）
第３１条　会計責任者は、サービス区分ごとに毎月末日における月次試算表を作成し、翌月２５日までに統括会計責任者に提出しなければならない。
２　統括会計責任者は、前項の月次試算表に基づき、事業区分の内訳及び法人全体の月次試算表を作成し、前項の月次試算表を添付して、翌月末日までに理事長に提出しなければならない。
３　会計責任者が複数の拠点区分の会計責任者を兼務している場合には、兼務している拠点区分を統合した月次試算表を作成することができる。ただし、その場合においても、拠点区分ごとの資金収支及び事業活動の内訳を明らかにして作成しなければならない。


第５章　資産・負債の管理
(資産評価の一般原則)
第３２条　資産の貸借対照表価額は、別に定める場合を除き、原則として、当該資産の取得価額による。
２　資産の時価が、帳簿価額から５０％を超えて下落している場合には、時価が回復する見込みがあると認められる場合を除き、会計年度末における時価をもって評価するものとする。
３　通常要する価額と比較して著しく低い価額で取得した資産又は贈与された資産の評価は、取得又は贈与の時における当該資産の取得のために通常要する価額をもって行う。
４　交換により取得した資産の評価は、交換に対して提供した資産の帳簿価額をもって行
う。
（債権債務の残高確認）
第３３条　会計責任者は、毎月末日における債権及び債務の残高の内訳を調査し、必要がある場合には、取引の相手先に対し、残高の確認を行わなければならない。
２　前項の調査の結果、相手先の残高との間に原因不明の差額があることが判明した場合には、遅滞なく統括会計責任者に報告し、措置に関する指示を受けなければならない。
（債権の回収・債務の支払い）
第３４条　会計責任者は、毎月、期限どおりの回収又は支払いが行われていることを確認し、期限どおりに履行されていないものがある場合には、遅滞なく統括会計責任者に報告し、適切な措置をとらなければならない。
（債権の免除等）
第３５条　当法人の債権は、その全部もしくは一部を免除し、又はその契約条件を変更することはできない。ただし、理事長が当法人に有利であると認めるとき、その他やむを得ない特別の理由があると認めたときはこの限りでない。


第６章　財務及び有価証券の管理
（資金の借入)
第３６条　長期の資金を借り入れる（返済期限が１年を超える資金の借り入れをいう。）場合には、会計責任者は、その理由及び返済計画に関する文書を作成し、統括会計責任者及び理事長の承認を得なければならない。
２　短期の資金を借り入れる（長期の資金の借り入れ以外の借り入れをいう。）場合には、会計責任者は、文書をもって統括会計責任者及び理事長の承認を得なければならない。
（資金の積立て）
第３７条　将来の特定の目的のために積立金を積み立てた場合には、同額の積立資産を積み立てなければならない。この場合において、積立資産には、積立金との関係が明確にわかる名称を付さなければならない。また、積立金に対応する積立資産を取崩す場合には、当該積立金を同額取崩さなければならない。
２　資金管理上の理由から積立資産の積み立てが必要とされる場合には、前項の規定にかかわらず、積立資産の積み立てを行うことができる。ただし、この場合において、積立資産には積み立ての目的を明示した名称を付すとともに、理事会の承認を得なければならない。
３　積立資産を専用の預金口座で管理する場合には、決算理事会終了後２か月以内に資金移動を行わなければならない。
（資金の運用等）
第３８条　資産のうち小口現金を除く資金は、確実な金融機関に預け入れ、確実な信託会社に信託して、又は確実な有価証券に換えて保管するものとする。
２　余裕資金の運用及び特定の目的のために行う資金の積み立てを有価証券により行う場合には、資金運用規程の基本原則に従って行わなければならない。
３　会計責任者は、毎月末日に資金（有価証券及び積立資産を含む）の残高の実在を確かめ、その内容を統括会計責任者及び理事長に報告しなければならない。
（金融機関との取引）
第３９条　金融機関と取引を開始又は解約する場合には、会計責任者は理事長の承認を得て行わなければならない。
２　金融機関との取引は、理事長名をもって行う。
３　金融機関との取引に使用する印鑑は、理事長が責任をもって保管するものとする。
４　理事長は、実務上必要と判断した場合には、前２項の規定にかかわらず、金融機関との取引名及び取引に使用する印鑑の保管責任者として、次の業務を担当しない会計責任者、施設長等を指名して、印鑑の保管を命ずることができる。
（１）現金預貯金(小口現金を含む)の出納記帳
（２）預貯金の通帳及び証書の保管管理
（３）現金（小口現金を含む）の保管管理
５　前項の場合において、理事長は、定期的に保管責任者から独立した理事又は職員に印鑑の保管及び使用の状況の調査を指示し、その報告を受けなければならない
(有価証券の取得価額及び評価)
第４０条　有価証券の取得価額は、購入代価に手数料等の付随費用を加算したものとする。
２　有価証券は、総平均法に基づく原価法により評価する。
３　満期保有目的の債券以外の有価証券のうち、市場価格のあるものについては、前項の規定にかかわらず、会計年度末における時価をもって評価する。
４　満期保有目的の債券を債券金額より低い価額又は高い価額で取得した場合において、取得価額と債券金額との差額の性格が金利の調整と認められるときは、当該債券は、会計年度末において、償却原価法により評価する。ただし、その差額の重要性が乏しいと認められる場合には、償却原価法によらないことができる。
（有価証券の管理）
第４１条　会計責任者は、９月末日、３月末日及び必要と思われるときに、有価証券の時価と帳簿価額の比較表を作成し、統括会計責任者及び理事長に報告しなければならない。
２　第３８条及び第３９条の規定は、有価証券の管理及び証券会社との取引に準用する。この場合において、資金を有価証券と読み替え、また、金融機関を証券会社と読み替える。


第７章　棚卸資産の管理
　(棚卸資産の範囲)
第４２条　この規程において、棚卸資産とは、下記のものをいう。
ア　商品
イ　製品
ウ　仕掛品
エ　原材料
オ　貯蔵品
カ　医薬品
キ　診療・療養費等材料
ク　給食用材料
 (棚卸資産の取得価額及び評価)
第４３条　棚卸資産の取得価額は次による。
（１）製品又は仕掛品以外の棚卸資産については、購入代価に購入直接費(引取運賃・荷役費・運送保険料・購入手数料・その他の引取費用)を加算した額。
（２）製品又は仕掛品の取得価額は、一般に公正妥当と認められた原価計算の基準に基づいた方法によって算定する。
２　棚卸資産は、最終仕入原価法に基づく原価法により評価する。
３　棚卸資産の時価が取得価額よりも下落した場合には、時価をもって評価するものとする。
（棚卸資産の管理）
第４４条　棚卸資産については、その品目ごとに受払帳を備え、異動及び残高を把握しなければならない。
２　会計責任者は、毎会計年度末において棚卸資産の実地棚卸を行い、正確な残高数量を確かめなければならない。
３　棚卸資産のうち、毎会計年度一定量を購入し、経常的に消費するもので常時保有する数量が明らかに１年間の消費量を下回るものについては、販売目的で所有する棚卸資産を除き、第１項の規定にかかわらず、受払帳を設けずに購入時に消費したものとして処理することができる。


第８章　固定資産の管理
 （固定資産の範囲）
第４５条　この規程において、固定資産とは取得日後１年を超えて使用又は保有する有形固定資産及び無形固定資産（土地、建設仮勘定及び権利を含む。）並びに経常的な取引以外の取引によって発生した貸付金等の債権のうち回収期間が１年を超える債権、特定の目的のために積み立てた積立資産、長期保有を目的とする預貯金及び投資有価証券をいう。
２　前項の固定資産は、基本財産とその他の固定資産に分類するものとする。
（１） 基本財産
ア  土地
  イ　建物
  ウ  定期預金
エ  投資有価証券
（２）その他の固定資産
　 ア　土地
イ  建物
ウ  構築物
エ  機械及び装置
オ  車輌運搬具
カ  器具及び備品
キ  建設仮勘定
ク  有形リース資産
ケ  権利
コ　ソフトウエア
サ　無形リース資産
シ  投資有価証券
ス  長期貸付金
セ  県民間退職給付引当資産（県民間共済）
ソ　長期預り金積立資産
タ  全事協退職給付引当資産（全事協年金共済）
チ  人件費積立資産支出
ツ　施設改築積立資産
テ　修繕積立資産
ト　差入保証金
ナ　長期前払費用
ニ  その他の固定資産
３　１年を超えて使用する有形固定資産又は無形固定資産であっても、1個もしくは1組の金額が１０万円未満の資産は、第１項の規定にかかわらず、これを固定資産に含めないものとする。
(固定資産の取得価額及び評価)
第４６条　固定資産の取得価額は次による。
（１）購入した資産は、購入代価に購入のために直接要した付随費用を加算した額。
（２）製作又は建設したものは、直接原価に、製作又は建設のために直接要した付随費用を加算した額。
２　固定資産の貸借対照表価額は、当該固定資産の取得価額から、第５３条の規定に基づいて計算された減価償却費の累計額を控除した額とする。
３　固定資産の時価が帳簿価額から、５０％を超えて下落している場合には、時価が回復する見込みがあると認められる場合を除き、会計年度末における時価をもって評価するものとする。
（リース会計）
第４７条　ファイナンス・リース取引については、通常の売買取引に係る方法に準じて会計処理を行うこととする。また、利息相当額の各期への配分方法は利息法とする。ただし、リース契約１件あたりのリース料総額が３００万円以下又はリース期間が１年以内のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じて会計処理を行うことができる。
２　リース資産総額に重要性が乏しいと認められる場合には、利息相当額の各期への配分方法は、前項の規定にかかわらず、定額法によることができる。
３　前項に定める、リース資産総額に重要性が乏しいと認められる場合とは、未経過リース料の期末残高（賃貸借処理に係る方法に準じて会計処理を行うこととしたもののリース料、第１項又は第２項に定める利息相当額を除く。）が、当該期末残高、有形固定資産及び無形固定資産の期末残高の法人全体の合計額に占める割合が１０％未満である場合とする。
４　オペレーティング・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じて会計処理を行うこととする。
（建設仮勘定）
第４８条　建設途中のため取得価額又は勘定科目等が確定しないものについては、建設仮勘定をもって処理し、取得価額及び勘定科目等が確定した都度当該固定資産に振り替えるものとする。
（改良と修繕）
第４９条　固定資産の性能の向上、改良、又は耐用年数を延長するために要した支出は、これをその固定資産の価額に加算するものとする。
２　固定資産の本来の機能を回復するために要した金額は、修繕費とする。
（現物管理）
第５０条　固定資産の現物管理を行うために、理事長は固定資産管理責任者を任命する。
２　固定資産管理責任者は、固定資産の現物管理を行うため、固定資産管理台帳を備え、固定資産の保全状況及び異動について所要の記録を行い、固定資産を管理しなければならない。
（取得・処分の制限等）
第５１条　基本財産である固定資産の増加又は減少（第53条に規定する減価償却等に伴う評価の減少を除く）については、事前に理事会及び評議員会の承認を得なければならない。
２　基本財産以外の固定資産の増加又は減少については、事前に理事長の承認を得なければならない。ただし、法人運営に重大な影響があるものは理事会及び評議員会の承認を得なければならない。
３　固定資産は、適正な対価なくしてこれを貸し付け、譲り渡し、交換し、又は他に使用させてはならない。ただし、理事長が特に必要があると認めた場合はこの限りでない。
（現在高報告）
第５２条　固定資産管理責任者は、毎会計年度末現在における固定資産の保管現在高及び使用中のものについて、使用状況を調査、確認し固定資産現在高報告書を作成し、これを会計責任者に提出しなければならない。
２　会計責任者は、前項の固定資産現在高報告書と固定資産管理台帳を照合し、必要な記録の修正を行うとともに、その結果を統括会計責任者及び理事長に報告しなければならない。
（減価償却）
第５３条　固定資産のうち、時の経過又は使用によりその価値が減少するもの(以下「減価償却資産」という。)については定額法による減価償却を実施する。
２　減価償却資産の残存価額はゼロとし、償却累計額が当該資産の取得価額から備忘価額（１円）を控除した金額に達するまで償却するものとする。ただし、平成１９年３月３１日以前に取得した有形固定資産については、残存価額を取得価額の１０％として償却を行い、耐用年数到来後も使用する場合には、備忘価額（１円）まで償却するものとする。
３　ソフトウエア等の無形固定資産については、残存価額をゼロとし、定額法による減価償却を実施する。
４　減価償却資産の耐用年数は、「減価償却資産の耐用年数等に関する省令」（昭和４０年３月３１日大蔵省令第１５号）によるものとする。
５　減価償却資産は、その取得価額から減価償却累計額を直接控除した価額をもって貸借対照表に計上し、減価償却累計額を注記するものとする。


第９章　引当金
（退職給付引当金）
第５４条　職員に対して将来支給する退職金のうち、法人の負担する社会福祉法人全国社会福祉事業団協議会年金共済及び宮崎県民間社会福祉施設等従事職員共済制度掛金相当額を退職給付引当金に計上する。また、退職給付引当金と同額の退職給付引当資産を計上するものとする。
（賞与引当金）
第５５条　職員に支給する賞与のうち、当該会計年度の負担に属する額を見積り、賞与引当金として計上する。ただし、重要性が乏しいと認められる場合には、これを計上しないことができる。
（徴収不能引当金）
第５６条　金銭債権のうち、徴収不能のおそれがあるものは、当該徴収不能の見込み額を徴収不能引当金として計上する。ただし、重要性が乏しいと認められる場合には、これを計上しないことができる。
２　徴収不能引当金として計上する額は、次の（１）と（２）の合計額による。
（1） 毎会計年度末において徴収することが不可能と判断される債権の金額
（2） 上記（１）以外の債権の総額に、過去の徴収不能額の発生割合を乗じた金額。
３　前項に規定する徴収不能引当金の金額は、これを該当する金銭債権の金額から直接控除し、当該徴収不能引当金の金額を注記する。

第１０章　決　算
（決算整理事項）
第５７条　年度決算においては、次の事項について計算を行うものとする。
（１）資産が実在し、評価が正しく行われていることの確認
（２）会計年度末までに発生したすべての負債が計上されていることの確認
（３） 上記（１）及び（２）に基づく未収金、前払金、未払金、前受金及び貯蔵品の計上
（４）減価償却費の計上
（５）引当金の計上及び戻入れ
（６）基本金の組入れ及び取崩し
（７）国庫補助金等特別積立金の積立て及び取崩し
（８）その他の積立金の積立て及び取崩し
（９）事業区分間、拠点区分間及びサービス区分間における貸付金と借入金の相殺、繰入金収入と繰入金支出の相殺
（10）注記情報の記載
（内部取引）
第５８条　計算書類及び附属明細書の作成に関して、事業区分間、拠点区分間、サービス区分間における内部取引は、相殺消去する。
(注記事項)
第５９条　計算書類には、次の注記事項を記載しなければならない。
（１）継続事業の前提に関する注記
（２）資産の評価基準及び評価方法、固定資産の減価償却方法、引当金の計上基準等計算書類の作成に関する重要な会計方針
（３）重要な会計方針を変更したときは、その旨、変更の理由及び当該変更による影響額
（４）法人で採用する退職給付制度
（５）法人が作成する計算書類等と拠点区分、サービス区分
（６）基本財産の増減の内容及び金額
（７）基準第３章第４（４）及び（６）の規定により、基本金又は国庫補助金等特別積立金の取崩しを行った場合には、その旨、その理由及び金額
（８）担保に供している資産
（９）固定資産について減価償却累計額を直接控除した残額のみを記載した場合には、当該資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高
（10）債権について徴収不能引当金を直接控除した残額のみを記載した場合には、当該債権の金額、徴収不能引当金の当期末残高及び当該債権の当期末残高
（11）満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益
（12）関連当事者との取引の内容
（13）重要な偶発債務
（14）重要な後発事象
（15）その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び純資産の状態を明らかにするために必要な事項
２　計算書類の注記は、法人全体で記載するものと拠点区分別に記載するものの２種類とし、拠点区分の注記においては、上記（１）（12）（13）を省略する。
（計算書類の作成及び確定）
第６０条　統括会計責任者は、会計責任者から報告された各拠点区分の決算数値に基づき、第４条第２項に規定する計算書類及び第３項に規定する附属明細書並びに財産目録案を作成し、理事長に提出する。
２　理事長は前項の書類を点検し、監事の監査を受けた後、監査報告書を添えて理事会に提出する。
３　計算書類及び附属明細書並びに財産目録は、理事会の承認を得て確定する。
（計算書類の監査）
第６１条　理事長は、計算関係書類及び財産目録を特定監事に提出する。
２　理事長は、次のいずれか遅い日までに、特定監事から、計算関係書類及び財産目録についての監査報告を受けなければならない。
　①　計算書類の全部を提出した日から４週間を経過した日
　②　計算書類の付属明細書を提出した日から１週間を経過した日
　③　理事長及び特定監事の間で合意により定めた日があるときは、その日
（計算書類の承認）
第６２条　理事長は、第６１条の監査を受けた計算関係書類及び財産目録を理事会に上程し、承認を受けなければならない。
２　理事長は、前項の承認を受けた計算書類及び財産目録並びに監査報告を定時評議員会の招集通知に添付し、計算書類及び財産目録について承認を受けなければならない。
（計算書類の備置き）
第６３条　統括会計責任者は前条の理事会の承認を受けた計算関係書類及び財産目録並びに監査報告を定時評議員会の２週間前の日から５年間、その主たる事務所に備え置かなければならない。
２　統括会計責任者は、計算関係書類及び財産目録並びに監査報告の写しを定時評議員会の日の２週間前の日から３年間、その従たる事務所に備え置かなければならない。ただし、計算関係書類が電磁的記録で作成されており、閲覧可能な措置を取っている場合は、この限りではない。
（所轄庁への届出）
第６４条　毎会計年度終了後３ヶ月以内に計算関係書類及び財産目録並びに監査報告を所轄庁に提出しなければならない。
（計算関係書類及び財産目録の公開）
第６５条　理事長は、次に掲げる書類を主たる事務所に備え置き、請求があった場合には、正当な理由がある場合を除いて、閲覧に供さなければならない。
（１）財産目録
（２）計算書類
（３）（２）の付属明細書
（４）監査報告
２　理事長は、次に掲げる書類をインターネットにより公表しなければならない。
（１）計算書類



第１１章　会計監査
（内部監査）
第６６条　理事長は、必要があると認められる場合には、法人内の会計業務が関係法令及びこの経理規程の定めに従い、重大な誤謬発生の危険がなく効率的に行われていることを確かめるため、内部監査人を選任し監査させるものとする。
２　理事長は、前項の監査の結果の報告を受けるとともに、関係部署に改善を指示する。
３　監査報告に記載された事項に関する改善状況は、後の内部監査において、追跡調査するものとする。
４　理事長は、状況に応じ、必要があると認めた場合には、理事会の承認を得て、第１項に定める内部監査を外部の会計専門家に依頼することができる。
（外部監査）
第６７条　理事長は、法人の会計の健全性及び透明性を高めるため、理事会の承認を得て、外部の会計専門家に対し、独立した第三者の立場からの監査を依頼することができる。
２　理事長は、前項の監査の結果を理事会及び評議員会に報告しなければならない。


第１２章　契約
（契約機関）
第６８条　契約は、理事長又はその委任を受けた者（以下「契約担当者」という。）でなければこれをすることができない。
２　理事長が契約担当者に委任する場合には、委任の範囲を明確に定めなければならない。
（一般競争契約）
第６９条　契約担当者は、売買、賃貸借、請負その他の契約をする場合には、あらかじめ、契約しようとする事項の予定価格を定め、競争入札に付する事項、競争執行の場所及び日時、入札保証金に関する事項、競争に参加する者に必要な資格に関する事項並びに、契約事項を示す場所等を公告して申込みをさせることにより一般競争に付さなければならない。
（指名競争契約）
第７０条　合理的な理由から前条の一般競争に付する必要がない場合及び適当でないと認められる場合においては、指名競争に付することができる。
なお、指名競争入札によることができる合理的な理由とは、次の各号に掲げる場合とする。
（１）契約の性質又は目的が一般競争に適さない場合
（２）契約の性質又は目的により競争に加わるべき者の数が一般競争入札に付する必要がないと認められる程度に少数である場合
（３）一般競争入札に付することが不利と認められる場合
２　前項の規定にかかわらず、「地方公共団体の物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める政令」（平成７年政令第372号）第３条第１項に規定する総務大臣が定める区分により、総務大臣が定める額以上の契約については、一般競争に付さなければならない。
（随意契約）
第７１条　合理的な理由により、競争入札に付することが適当でないと認められる場合においては、随意契約によるものとする。
なお、随意契約によることができる合理的な理由とは、次の各号に掲げる場合とする。
（１）売買、賃貸借、請負その他の契約でその予定価格が1,000万円を超えない場合
（２）契約の性質又は目的が競争入札に適さない場合
（３）緊急の必要により競争入札に付することができない場合
（４）競争入札に付することが不利と認められる場合
（５）時価に比して有利な価格等で契約を締結することができる見込みのある場合
（６）競争入札に付し入札者がないとき、又は再度の入札に付し落札者がない場合
（７）落札者が契約を締結しない場合
２　前項（６）の規定により随意契約による場合は、履行期限を除くほか、最初競争入札に付するときに定めた予定価格その他の条件を変更することはできない。
３　第１項（７）の規定により随意契約による場合は、落札金額の制限内でこれを行うものとし、かつ、履行期限を除くほか、最初競争入札に付すときに定めた条件を変更することはできない。
４　第１項（１）の理由による随意契約は、３社以上の業者から見積もりを徴し比較するなど適正な価格を客観的に判断しなければならない。ただし、予定価格が下表に掲げられた契約の種類に応じ定められた額を超えない場合には、２社の業者から見積もりを徴し比較するものとする。
		契約の種類
	金額

	１ 工事又は製造の請負
	２５０万円

	２ 食料品･物品等の買入れ
	１６０万円

	３ 前各号に掲げるもの以外
	１００万円



（契約書の作成）
第７２条　契約担当者は、競争により落札者を決定したとき、又は随意契約の相手方を決定したときは、契約書を作成するものとし、その契約書には契約の目的、契約金額、履行期限及び契約保証金に関する事項のほか、次に掲げる事項を記載しなければならない。ただし、契約の性質又は目的により該当のない事項については、この限りでない。
（１）契約履行の場所
（２）契約代金の支払い又は受領の時期及び方法
（３）監査及び検査
（４）履行の遅滞その他債務の不履行の場合における遅延利息、違約金その他の損害金
（５）危険負担
（６）かし担保責任
（７）契約に関する紛争の解決方法
（８）その他必要な事項
２　前項の規定により契約書を作成する場合においては、理事長は契約の相手方とともに契約書に記名押印しなければならない。
（契約書の作成を省略することができる場合）
第７３条　前条の規定にかかわらず、次に掲げる場合には、契約書の作成を省略することができる。
（１）指名競争又は随意契約で契約金額が100万円を超えない契約をするとき
（２）せり売りに付するとき
（３）物品を売り払う場合において、買受人が代金を即納してその物品を引き取るとき
（４）（１）及び（３）に規定する場合のほか、随意契約による場合において理事長が契約書を作成する必要がないと認めるとき
２　第１項の規定により契約書の作成を省略する場合においても、特に軽微な契約を除き、契約の適正な履行を確保するため、請書その他これに準ずる書面を徴するものとする。
（定期的な契約内容の見直し）
第７４条　物品等の購入について取引基本契約に基づき継続的な取引を行っている場合、定期的に契約内容の見直しを行うものとする。


第１３章　社会福祉充実計画
（社会福祉充実残額の計算）
第７５条　社会福祉法５５条の２第１項に定める方法により毎会計年度において社会福祉充実残額の有無を計算しなければならない。
（社会福祉充実計画の作成）
第７６条　社会福祉充実残額がある場合には、社会福祉法第５５条の２第１項に定める方法により社会福祉充実計画を作成し、所轄庁に提出し承認を受けるものとする。



附　則
1 この規程を実施するため必要な事項については、細則で定める。
2 施設利用者からの預り金については、別途定める利用者の預り金等取扱要綱による。
3 資金の運用に関する具体的な定めは別途定める資金運用規程による。
4 この規程は、平成26年4月1日から施行する。
附　則
この規程は、平成26年12月1日から施行する。
附　則
この規程は、平成28年4月1日から施行する。
附　則
この規程は、平成29年4月1日から施行する。
　　附　則
この規程は、平成29年7月1日から施行し、平成29年4月1日から適用する。
附　則
この規程は、平成30年4月1日から施行する。































社会福祉法人常陽社会福祉事業団経理規程細則

第1章　総　則

（目的）
第１条　この細則は、社会福祉法人常陽社会福祉事業団経理規程（以下「経理規程」という。）を実施するために必要な事項について定めるものとする。


第２章「経理規程第６条に定める共通収入支出の配分に関する細則」

（配分基準）
第１条　経理規程第６条第１項及び第２項に定める「合理的な基準に基づいて配分する」基準は、別添1共通経費の配分基準表のとおりとする。
２　前項の配分基準は、支出及び費用の項目ごとに、その発生に最も密接に関連する量的基準（例えば人数、時間、面積等による基準、又はこれらの２以上の要素を合わせた複合基準）を選択して適用するものとする。
３　一度選択した配分基準は、状況の変化等により当該基準を適用することが不合理であると認められるようになった場合を除き、継続的に適用するものとする。


第３章「経理規程第３７条に定める資金の積立に関する細則」

（積立）
第１条　経理規程第３７条に定める積立資産は、使用計画に定めた積立額を積み立てるものとする。
（取崩）　
第２条　経理規程第３７条に定める積立資産は、次に掲げる場合にそれぞれに掲げる金額を取崩すものとする。
（１）当該積立資産の目的である支出があった場合　当該積立資産の金額範囲内の目的支出額
（２）当該積立資産の目的である支出が行われないことが理事会で決定した場合　当該積立資産の総額
（３）当該積立資産を積立目的以外に使用する場合　当該積立資産について理事会で取り崩すことと決めた金額


第４章「経理規程第40条に定める有価証券の評価に関する細則」

（時価）
第１条　経理規程第４０条第３項に定める時価とは、市場価格に基づく価格をいうものとする。
（１）次の有価証券については、それぞれに公表されている取引価格を市場価格とする。
　①　取引所に上場されている有価証券の市場価格は、原則として取引所における取引価格とする。なお、一つの有価証券が複数の取引所に上場されている場合には、当該有価証券の取引が最も活発に行われている取引所の価格とする。
②　店頭において取引されている有価証券の市場価格は、公正な価格を提供するため複数の店頭市場の情報を集計し、提供することを目的として組織化された業界団体（例えば日本証券業協会）が公表する価格とする。
③　取引所及び店頭において取引がされていなくても、随時、売買・換金等を行うことができる取引システム（例えば、金融機関・証券会社間の市場、ディーラー間の市場、電子媒体取引市場）が流通性を確保する上で十分に整備されている場合には、そこで成立する取引価格を有価証券の市場価格とすることができるものとする。
（２）有価証券に付すべき時価は、上記取引価格等の終値を最優先適用し、終値がなければ気配値を適用するものとする。その場合の気配値は、公表された売り気配の最安値又は買い気配の最高値とし、それらがともに公表されている場合には、それらの仲値とする。また当日に終値も気配値も公表されていない場合は、同日前直近において公表された終値又は気配値とする。
（償却原価法）
第２条　経理規程第４０条第４項に定める償却原価法は、利息法により計算するものとする。
２　前項に定める利息法とは、債券のクーポン受取総額と金利調整差額の合計額を、債券の帳簿価額に対し一定率（以下「実効利子率」という。）となるように複利をもって各会計期間の収入に配分する方法をいい、当該配分額とクーポン計上額（クーポンの現金受取額及びその経過分の未収計上額の増減額の合計額）との差額を取得価額に加減する。


第５章「経理規程第43条に定める棚卸資産の時価に関する細則」

（時価）
第１条　経理規程第４３条第３項に定める「時価」とは、正味売却価額をいい、当該棚卸資産の売価から当該棚卸資産を販売するために要する追加的な製造原価の見積額及び販売直接経費の見積額を控除した額とする。


第６章「経理規程第４６条に定める固定資産の評価に関する細則」

（付随費用）
第１条　経理規程第４６条第１項（１）及び（２）に定める直接付随費用とは、当該固定資産を取得し、事業の用に供するために要した費用で次の（１）及び（２）に掲げるものとする。
（１）当該固定資産を取得するために直接要した費用の額
①　引取運賃
②　荷役費
③　運送保険料
④　購入手数料
⑤　関税
⑥　その他その固定資産を取得するために直接要した費用の額
（２）その固定資産を事業の用に供するために直接要した費用の額
２　次の（１）及び（２）に掲げるものは、前項の規定にかかわらず付随費用から除外することができるものとする。
（１）不動産取得税、自動車取得税
（２）登録免許税その他登記登録に関する費用
３　次に掲げるものは、第１項に掲げる付随費用からは除外するものとする。
（１）建設変更に伴い変更前に支出した当該建物建設のための調査費、測量費、設計費等　の費用で、変更後に不要となったもの。
（２）契約解除による違約金
（３）建物建設に伴う落成式等の費用
（時価）
第２条　経理規程第４６条第３項に定める時価とは、公正な評価額（観察可能な市場価格、又は観察可能な市場価格によることができない場合おいては合理的に算定された価額）をいうものとする。次に掲げる資産については、それぞれに掲げる価額を合理的に算定された価額とすることができるものとする。
（１）土地　次の①又は②の価格
①「不動産鑑定評価基準」に基づく正常価格
②公示価格、都道府県基準地価格、路線価による相続税評価額又は固定資産税評価額を基準として、それに合理的な調整を加えた価格
（２）建物等　次の①又は②の価格
①「不動産鑑定評価基準」に基づく正常価格
②販売業者、物件売買仲介業者など第三者が算定した価格



第７章「経理規程第47条に定めるリース会計に関する細則」

（利息相当額の配分方法）
第１条　経理規程第４７条第１項に定める利息法とは、リース料総額に占める各会計期間の支払利息相当額を、リース債務の未返済元本残高（貸借対照表のリース債務の金額をいう。）に一定の率を乗じて算出する方法をいう。当該利率はリース料総額の現在価値がリース取引開始日におけるリース資産（リース債務の計上金額と同じ。）の計上額と等しくなる利率として求めるものとする。　
第２条　経理規程第４７条第２項に定める定額法とは、リース料総額から当該リース債務の当初計上額を控除した残額を利息相当額とし、当該利息相当額をリース期間で除してリース期間中の各会計期間に配分する方法をいう。


第８章「経理規程第49条に定める固定資産の改良と修繕（資本的支出）
に関する細則」

（資本的支出と修繕費の区分）
第１条　経理規程第49条第１項に定める固定資産の性能の向上、改良又は耐用年数を延長するために要した支出で固定資産の価額に加算するものを資本的支出とする。
第２条　固定資産に関わる支出が、前条の資本的支出と経理規程第４９条第２項に定める修繕費のいずれに該当するかの判定にあたっては、継続的に利用することを条件として、別添２の「資本的支出と修繕費の区分判定表」を利用して行うことができるものとする。ただし、前条に定める原則に照らし、当該判定表によることが明らかに不合理と認められる場合には、個々の支出内容を吟味して判定するものとする。


第９章「経理規程第53条に定める減価償却に関する細則」

（期中に増加又は減少した資産の償却費）
第１条　期中において資産を取得し、又は譲渡、売却若しくは除却した場合において当該資産の経理規程第５３条第１項及び第３項に定める減価償却の計算は、当該資産の当期における使用月数に応じて行うものとする。
（中古資産の耐用年数）
第２条　中古資産を取得した場合における経理規程第53条第４項に定める耐用年数は、次のいずれかとする。
（１）当該資産を当該事業の用に供した以後の使用可能期間の年数
（２）次の簡便法より計算した残存耐用年数
ただし、当該中古資産を事業の用に供するために支出した資本的支出の額が中古資産の取得価額の50％を超える場合には、簡便法により計算した年数によることはできない。
①　法定耐用年数の全部を経過したもの
　法定耐用年数×20％＝残存耐用年数
②　法定耐用年数の一部を経過したもの
　法定耐用年数－経過年数＋（経過年数×20％）＝残存耐用年数
上記①又は②の算式により計算した年数に１年未満の端数がある時はこれを１年とし、当該年数が２年未満であるときは２年とする。
（計上時期）
第３条　月次原価計算又は月次損益予算管理を行うため、減価償却費の計上を月次決算で行う必要がある場合には、毎会計期間開始の時に当該会計期間の減価償却予定額を計算し、この予定額を当該会計期間の月数で除した金額を月次決算において減価償却費として計上するものとする。また、当該会計期間に月割り計上した減価償却費の合計額は、会計年度末において当該会計期間に負担すべき減価償却費の年間計上額に洗い替えるものとする。


第１０章「経理規程第５４条に定める退職給付引当金に関する細則」

（戻入の時期と金額）
第１条　経理規程第５４条に定める退職給付引当金は、前会計年度末の退職給付引当金の設定対象者が退職した場合には、当該退職者の退職時に、当該退職者に係る前会計年度末の退職給付引当金を退職金（勘定科目は退職給付費用とする。）に充当するものとする。
（計上時期）
第２条　月次原価計算又は月次損益予算管理を行うため、退職給付引当金繰入額を月次決算で計上する必要がある場合には、毎会計期間開始の時に当該会計期間の退職給付引当金繰入予定額を計算し、この予定額を当該会計期間の月数で除した金額を月次決算において退職給付引当金繰入額（勘定科目は退職給付費用とする。以下同じ。）として計上するものとする。また、当該会計期間に月割り計上した退職給付引当金繰入額の合計額は、会計年度末において当該会計期間に負担すべき退職給付引当金の繰入額の年間計上額に洗い替えるものとする。






第１１章「経理規程第55条に定める賞与引当金に関する細則」

（計上額）
第１条　経理規程第55条に定める賞与引当金は、原則として、過去の実績、同業他法人の支払状況、労使間の協定内容、法人の業績、法人の人事政策などを勘案して、翌会計期間に支給する賞与の額及び当該賞与に係る法定福利費（当法人の負担額に限る。以下「賞与等」という。）の合計額を見積り、その合計額のうち当会計期間に対応する金額を賞与引当金として計上するものとする。
（戻入の時期と金額）
第２条　前条に定める賞与引当金は、前会計年度末に賞与引当金の設定対象となっている賞与の支給があった場合には、当該賞与支給時に、当該賞与引当金を当該賞与支給額及び法定福利費に充当するものとする。
（計上時期）
第３条　月次原価計算又は月次損益予算管理を行うため、賞与引当金繰入額を月次決算で計上する必要がある場合には、毎会計期間開始の時に当該会計期間の負担すべき賞与金額の予定額を計算し、この予定額を当該会計期間の月数で除した金額を月次決算において賞与引当金繰入額として計上するものとする。また、当該会計期間に月割り計上した賞与引当金繰入額の残高は、会計年度末において当該会計期間に負担すべき賞与引当金繰入額の年間計上額に洗い替えるものとする。
２　当該会計期間に月割り計上した賞与引当金に係る賞与の支給が当該会計期間にあった場合には、当該支給があった時に、当該賞与引当金の金額を戻入れ、賞与引当金繰入の控除項目として計上するものとする。


第１２章「経理規程第56条に定める徴収不能引当金に関する細則」

（計上時期）
第１条　経理規程第５６条に定める徴収不能引当金は、毎会計年度末に当該会計期間の末日における金銭債権に係る徴収不能引当金を計上するものとする。
（計上額）
第２条　前条に定める徴収不能引当金は、会計年度末の金銭債権を個別に評価する債権（以下「個別評価債権」という。）と、その他の債権（以下「一括評価債権」という。）に区分して計算するものとする。
２　前項に定める個別評価債権は、次の（１）の債権とし、その債権に対する徴収不能引当金は、次の（２）により算定するものとする。
（１）徴収不能の可能性が極めて高い債権
徴収不能の可能性が極めて高い債権とは、破産、経営破綻（以下「破産等」という。）又は実質的に破産等に陥っている債務者に対する債権をいう。破産等の状態に陥っている債務者とは、法的、形式的な破産等の事実が発生している債務者をいい、例えば、破産、清算、会社整理、和議等の事由が生じている債務者をいう。実質的に破産等に陥っている債務者とは、法的、形式的に破産等の事実は発生していないが、深刻な状態にあると認められる債務者をいうものとする。
（２）徴収不能見込額の算定
個別評価債権の金額から回収が確実に見込まれる額を控除して算定するものとする。
３　第１項に定める一括評価債権は、個別評価債権以外の債権とし、その債権に対する徴収不能引当金は、一括評価債権の金額に過去の徴収不能額の発生割合を乗じて算定するものとする。
（戻入の時期と金額）
第３条　前条第２項に定める徴収不能引当金は、個別評価債権が徴収不能となることが明らかになった場合には、当該徴収不能引当金を当該徴収不能額に充当するものとする。また、徴収不能引当金の対象としていた個別評価債権が回収されるなどして当該計上が不要となった場合には、当該不要となった金額は戻入れ、事業活動計算書、特別増減の部、その他特別収益、徴収不能引当金戻入益として計上するものとする。
２　前条第３項に定める徴収不能引当金は、一括評価債権が徴収不能となることが明らかになった場合には、一括評価債権に係る徴収不能引当金の帳簿残高を限度として、当該徴収不能引当金を当該徴収不能額に充当するものとする。


第１３章「経理規程に定める重要性に関する細則」

（重要性の基準）
第１条　経理規程第４０条第４項、第５４条、第５５条、第５６条第１項、第５８条における重要性の判断は、計算書類等の利用者が、計算書類等に記載されたこれらの事項の情報に基づいて判断する場合において、誤りの無い判断ができるか否かを考慮して行う必要がある。
２　重要性の判断は、原則として個々の事例ごとに行われるが、個々の判断における恣意性を排除するために、一定の基準を設け、明示することとする。
３　前項の基準は、第1項の原則に基づいて設ける必要があるが、通常、次に掲げる事項を考慮して設定する。
・サービス活動収益に与える影響
・当期活動増減差額に与える影響
・資産の合計に与える影響
４　重要性の判定は、一次的には、前項の基準値に基づいて行うが、最終的な判断は、第１項に定める趣旨から、次に例示する事項等を考慮した上で行うものとする。したがって、金額が基準値に満たない場合あるいは金額を持たない項目であっても、質的に重要性が有ると判定される場合があることに留意する。
・当該年度の財政状態又は経営成績の異常性の有無。
・過年度の財政状態又は経営成績に与える影響
・臨時的又は異常な事象の発生を示す事項
・傾向値に影響を与える事項、増減差額をプラス(又はマイナス)からマイナス(又はプラス)に転換する事項
・開示項目あるいは開示内容の重要性
５　第３項に定める基準値は、法人の内外の環境の変化、業務内容の変化等に応じて、適宜見直しを行わなければならない。異常である場合には、サービス活動収益計、当期活動増減差額及び資産の部合計について、単に当年度における影響のみを考慮するのではなく、過年度の数値を参考として正常な財政状態及び経営成績を算定し、それらも併せて考慮する。


附　則

この細則は、平成２６年４月１日から実施する。
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別添２　　　　　　「資本的支出と修繕費の区分判定表」

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　その支出額は（※1）20万円未満である。
　　　　　
NO


YES


その支出の周期は概ね３年以内である。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　YES
修繕費

NO



その支出は明らかにその資産の価値を高めるもの又は耐久性を増すものである。（※2）


YES

NO



その支出は通常の維持管理のためのものである。

YES

NO



その支出は災害等でき損したものの原状回復費用である。

YES

NO



　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　資　本　的　支　出
その支出額は（※1）60万円未満又は前期末取得価額の10％以下である。

YES

NO



その支出は使用可能期間を延長させる部分の金額又はその資産の価値を増加させる部分の金額である。

YES

　　　　　


※１　法人は、固定資産の計上基準を参酌し、合理的な金額を定めることができるものとする。
※２　次に掲げる支出は、当該資産の価値を高めるもの又はその耐久性を増すもの(資本的支出)に該当する。①　避難階段の取付けなど物理的に付加された部分の金額
②　用途変更の為の模様替え等改造改装に直接要した金額
③　固定資産の部分品を品質又は性能の高いものに取り替えた場合のその取り替えに要すると認められる金額

社会福祉法人常陽社会福祉事業団資金運用規程
（目　的）
第１条　この規程は、社会福祉法人常陽社会福祉事業団（以下「当法人」という。）定款第１３条及び経理規程第３８条に基づき、当法人の資金運用の指針及び手続等について定め、資金の安全確実かつ効率的な運用に資することを目的とする。
（基本原則）
第２条　当法人の資金運用については、以下の基本原則に則り、これを行う。
（１）資産構成
運用する資産の構成は、流動性、健全性が確保され、総体的に収益性に優れたものとなるように努める。
（２）法令遵守
　業務遂行にあたり、関係法令等を遵守し、適切な運営を行う。
（３）リスク対応
運用する資産について、個別にまた総体としてのリスク把握に努め、その適切な対応を図る。
（資金運用責任者）
第３条　当法人資金の運用にあたっては、理事会の議決を経て、理事長が資金運用責任者を任命する。
２　資金運用責任者は、当法人の資金運用に係る計画、売買の決定、報告を業務とする。
３　資金運用における金融資産の売買については資金運用責任者が行い、売買に係る出納については、会計部門が行う。
（運用手続）
第４条　資金運用責任者は、理事会の定める方法により、運用をはかるものとする。
ただし、日常的な管理として理事会が定めるものについては、理事長と協議の上決定し、これを理事会に報告する。
（運用指針）
第５条　資金の運用に当たっては、次に掲げる運用の３原則に十分留意し、金融商品の種類、金融機関又は発行体、運用機関等を勘案し、分散運用を図る。
（１）流動性
（２）健全性
（３）収益性
（運用計画、検証）
第６条　資金運用責任者は、理事長の同意のもと、当該年度の基本的な運用計画を当該年度開始前に作成し、理事会の承認を得るものとする。
２　作成した運用計画に則り、毎月定期的に月次の運用状況を資金運用責任者が検証し、その結果を理事長に報告する。
３　理事長は前項の規定による報告等を踏まえ、少なくとも年１回は運用状況を理事会に報告する。
（運用対象）
第７条　運用対象とする有価証券等は、原則的に元本回収の確実性を鑑み、以下のとおりとする。
　ア　預貯金　　　　　　イ　金融債　　　　　　ウ　金銭信託
　エ　公社債投資信託　　オ　国債　　　　　　　カ　政府保証債
　キ　公庫・公団債　　　ク　地方債
　ケ　日本の格付機関のうち１社以上が、長期債務についてＢＢＢ格以上と格付している事業債又は転換社債
　コ　日本の格付機関のうち１社以上、かつ、外国の格付機関のうち１社以上が長期債務についてＡ格以上、及びカントリーリスクのランキング５０位以内と格付している円建外債（償還も円建であること）
サ　株式　　　　　　　シ　株式を含んだ投資信託
２　前項の規定にかかわらず、理事会が特に認めた場合は、前項に掲げる運用対象以外の商品に運用することができる。
（保有限度）
第８条　運用対象資産中、有価証券の保有限度は、実勢価額下落に伴う損失拡大を防止するため、純資産に基づく最大リスク量を勘案した額を、対象資産毎に理事会の議決を経て事前に定める。
（損失限度）
第９条　損失限度については、当期利益等を勘案した経営体力に基づき、理事会の議決を経て事前にこれを定める。これに抵触した場合には、資金運用責任者は理事会に報告し、理事会において対応を決定する。
ただし、やむを得ない理由により、理事会において対応を決定できない場合は、第１０条の規定により対応する。
（緊急時対応）
第１０条　地震、洪水等自然災害、テロ、システムダウン等により、運用資産の価額に大きな影響を与える事態が発生した場合には、資金運用責任者は直ちに理事長（又は担当役員）と対応を協議する。
２　理事長との連絡が不能の場合には、資金運用責任者が担当役員等関係部署、関係者等と協議し、リスクの軽減を図る。
３　前２項の規定により対応を行った場合は、遅滞なくその結果を理事会に報告すること。
（不祥事対応）
第１１条　不祥事件が発生した場合には、資金運用責任者は直ちに理事会に報告する。
（その他）
第１２条　この規定に定めるもののほか、資金運用に関し必要な事項は理事会において別に定める。

附　則
　この規程は、平成２６年４月１日から施行する。

社会福祉法人常陽社会福祉事業団慶弔規程

（趣旨）
第１条　この規程は、社会福祉法人常陽社会福祉事業団役員、職員及び施設利用者の慶弔、病気及び災害等に際する祝金、弔慰金、見舞金等の支給基準について必要な事項を定めるものとする。
　（定義）
第１条の２　この規程において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるところによる。
（１）役員　社会福祉法人常陽社会福祉事業団定款（昭和45年10月制定。以下「定款」という。）第16条に規定する役員をいう。
（２）職員　就業規則第2条に規定する職員をいう。
（３）施設利用者　定款第1条第1項第1号に規定する施設に入居している者をいう。
（４）在宅事業所利用者　組織規程第5条第3項に規定する事業所を利用している者をいう。
（５）施設の近隣住民　定款第１条第１項に規定する施設の近隣住民をいう。
　（基準）
第２条　前条の支給基準は、別表のとおりとする。

　　　附　則
　この規程は、平成7年4月1日から施行する。
　　　附　則
１　この規程は、平成14年4月1日から施行する。
２　事業団職員の配置及び勤務条件等に関する取扱内規（昭和54年7月制定）は、廃止する。
　　　附　則
　この規程は、平成23年8月1日から施行する。
附　則
　この規程は、平成26年12月1日から施行する。
附　則
　この規程は、平成29年4月1日から施行する。


別表
	項　　目
	結婚祝金
	祝　　電
	出産祝金
	傷病見舞金
	災害見舞金
	死亡弔慰金
	弔　　花
	弔　　電
	支出区分

	役員
	本人
	－
	－
	10,000
	10,000
	10,000
	20,000
	10,000
	○
	本部

	
	配偶者
	－
	－
	－
	－
	－
	10,000
	10,000
	○
	

	
	本人の父母
	
	－
	－
	－
	－
	10,000
	－
	－
	

	職員
	本人
	20,000
	○
	10,000
	公傷 10,000
私傷  5,000
	10,000
	20,000
	10,000
	○
	施設

	
	配偶者
	－
	－
	－
	－
	－
	10,000
	10,000
	○
	

	
	本人の父母
（配偶者の
父母）
	－
	－
	－
	－
	－
	10,000
 （5,000）
	○
	

	
	子
	－
	－
	－
	－
	－
	5,000
	○
	

	施設利用者
	－
	－
	－
	－
	－
	5,000
（退所者3,000）
	－
	－
（退所者2,000）
	施設

	在宅事業所利用者
	－
	－
	－
	－
	－
	3,000　※1
	－
	－
	施設

	施設の近隣住民
	－
	－
	－
	－
	－
	5,000
	－
	－
	施設

	条件
	
	
	
	1ケ月以上
傷病で療養
した場合
	火災、風水
害等で家屋
が半焼半壊
以上の被害
にあった場
合
	※1　休止期間が1ヶ月以上の場合は除く。
	消費税は
別途。
	
	



社会福祉法人常陽社会福祉事業団施設利用者
の預り金等取扱要網

（趣旨）
第１条　この要綱は、社会福祉法人常陽社会福祉事業団定款（昭和45年10月制定。以下「定款」という。）第1条第1項第1号に規定する施設を利用している者の現金、預金通帳、証書等（以下「預り金等」という。）、印鑑の保管、通知カード及び個人番号カード並びにその者（以下「利用者」という。）の現金の出納が正確に行われるための手続きについて、必要な事項を定めるものとする。
（利用者依頼の原則）
第２条　利用者本人、及び身元引受人（以下「本人等」という。）の同意に基づき、保管を依頼されたものについて、預り金等及び印鑑並びに通知カード又は個人番号カードはこの要綱に基づいて取り扱うものとする。
（保管責任者）
第３条　保管を依頼された預り金等及び印鑑の保管責任者は定款第10条第4項に規定する施設長とする。
２　施設長は、社会福祉法人常陽社会福祉事業団組織規程（昭和52年10月制定）第5条に規定する指導員及び事務職員を当該業務の実務に従事させることができる。
（保管依頼書）
第４条　第2条による保管依頼については、利用者保管・管理依頼書（様式第1号）により保管されたことを明確にしなければならない。　
２　印鑑は、預り金等とは別に保管するものとする。
（預り金等の保管）
第５条　預り金等は、本人等の指定する金融機関へ預け入れ保管しなければならない。ただし、日常使用するため、概ね2万円の現金を一時的に保管することができる。
２　通知カード及び個人番号カードの保管については、社会福祉法人常陽社会福祉事業団特定個人情報取扱規程に基づき保管しなければならない。
（保管台帳）
第６条　保管台帳は、現金出納帳、預金出納帳及び預金通帳とし、それぞれ個人ごとに作成するものとする。
（現金の出納）
第７条　現金の出納は、次により事務処理するものとする。
（１）現金の保管を依頼されたときは、預貯金預り依頼書（様式第2号）に基づき現金出納帳に記帳するとともに、施設長の決裁を受けなければならない。
（２）現金の払出を依頼されたときは、預貯金払出依頼書兼領収書（様式第3号）に基づき施設長の決裁を受けた後、現金出納帳に記帳し本人等へ直接渡さなければならない。
　（預金の出納）
第８条　預金の出納は、次により事務処理するものとする。
（１）預金を依頼されたときは、預貯金預り依頼書（様式第2号）に基づき預金出納帳に記帳するとともに、施設長の決裁を受けなければならない。
（２）預金の払出を依頼されたときは、預貯金払出依頼書兼領収書（様式第3号）に基づき施設長の決裁を受けた後、預金出納帳に記帳し本人等へ直接渡さなければならない。
　（預り金等の確認・報告）
第９条　預り金等については、施設長が定期的に確認するとともに、本人等へ4半期に少なくとも1回以上報告するものとする。
２　利用者が退所するときは、預り金等及び印鑑は、本人等へ直接渡さなければならない。
　（その他）
第１０条　本人等が、預り金等の管理能力に欠けると認められたときは、関係する機関と協議するものとする。

附　則
この要綱は、平成12年4月1日から適用する。
　　附　則
この要綱は、平成14年4月1日から施行する。
　　附　則
この要綱は、平成28年1月1日から施行する。

様式第1号（第4条関係）

利用者保管・管理依頼書
	種　　　　類
	記号・番号等
	金　　　　額
	摘　　　　要

	現金
	
	
	

	郵便普通貯金通帳
	
	
	

	郵便定期貯金証書
	
	
	

	銀行普通預金通帳
	
	
	

	銀行定期預金証書
	
	
	

	その他金融機関証書
	
	
	

	国民老齢年金証書
	
	
	

	国民老齢福祉年金証書
	
	
	

	厚生老齢年金関係証書
	
	
	

	その他年金証書
	
	
	

	国民健康保険証
	
	
	

	老人医療受給者証
	
	
	

	身体障害者手帳
	
	
	

	その他の証書
	
	
	

	衣類等
	
	
	

	印鑑
	
	
	



	種　類
	保管・管理依頼の有無

	通知カード
	保管・管理依頼を（　します　・　しません　）

	個人番号カード
	保管・管理依頼を（　します　・　しません　）


上記金品等について、貴施設において保管・管理をお願いいたします。
　　年　　月　　日
　　施設長様
利用者氏名　　　　　　　　　　　　　印
　　　　　　　　　　　　　　　　身元引受人　続柄（　　）
　　　　　　　　　　　　住所
氏名　　　　　　　　　　　　　印
上記金品等について、保管・管理いたします。
　　年　　月　　日　　
　　　　　　　　　　　　施設長　　　　　　　　　　　　　　　印

様式第2号（第7条・第8条関係）
	施設長
	副施設長・指導員
	支援課長
	介護職員

	
	
	
	
	



預貯金預り依頼書
	年　　月　　日

	金　額
	￥

	目　的
	預貯金　・　定期預金　・　その他（　　　　　　）

	
上記金額をお預かりくださるよう依頼します。

　　　　　施設長様

依頼者氏名　　　　　　　　　　　　　　印　
　

	
上記金額確かにお預かりいたしました。
　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　預り責任者

　　　　　　　　　　　　　　　職名　　　　　　　氏名　　　　　　　　　　　印





様式第3号（第7条・第8条関係）
	施設長
	副施設長・指導員
	支援課長
	介護職員

	
	
	
	
	



預貯金払出依頼書兼領収書
	年　　月　　日

	金　額
	￥

	目　的
	負担金　・　物品購入　・　小遣い銭　・　その他（　　　　　　）

	
上記金額を払出してくださるよう依頼します。

　　　　施設長様

依頼者氏名　　　　　　　　　　　　　印　
　

	
上記金額確かに領収いたしました。
　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　依頼者氏名　　　　　　　　　　　　　印

　　　　　　　　　　　払出責任者
　　　　　　　　　　　　　　　　　職名　　　　　氏名　　　　　　　　　印
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社会福祉法人常陽社会福祉事業団苦情解決規程

（目的）
第１条　この規程は、社会福祉法人常陽社会福祉事業団（以下「事業団」という。）が経営する全ての事業所・施設の利用者及び家族等（以下「利用者」という。）からの苦情を適切に解決する仕組みについて規程し、苦情を密室化せず、円滑・円満な解決の促進や人の信頼や適正性の確保を図る。
（組織）
第２条　事業団に「第三者委員」を設置し、苦情解決に社会性や客観性を確保し利用者の立場や特性に配慮した適切な対応を推進する。あわせて、「苦情受付担当者」、「苦情解決責任者」を設置し、苦情を申し出やすい環境を整備するとともに苦情解決の責任体制を明らかにする。
　　また、必要な施設には「事業団介護相談員」を設置し介護サービス利用者及びその家族等の苦情になる前の相談に応じ改善助言を行い事業所との調整を図る。
２　設置する人数については次のとおりとし、第三者委員には委員の互選により代表委員を置くことができる。
（１）第三者委員　　　　　若干名
（２）苦情受付担当者　　　事業所・施設毎に1名
（３）苦情解決責任者　　　事業所・施設毎に1名
（４）事業団介護相談員　　必要な施設に1名
（選任）
第３条　第三者委員は、次の要件を満たすものから理事会が選任し、理事長が委嘱する。
（１）苦情解決を、円滑・円満に図ることができる者
（２）社会の信頼性を有する者
（３）第三者的立場にある者
２　苦情受付担当者は、苦情解決責任者が職員の中から適任者を推薦し、理事長が任命する。
３　苦情解決責任者は、施設長、部長及び事務局次長をもってあてる。
４　事業団介護相談員は、第１項の要件を満たすものから施設長が上申し、理事長が委嘱する。
（職務）
第４条　第三者委員、苦情受付担当者、苦情解決責任者及び事業団介護相談員の職務は次のとおりとする。
（１）第三者委員の職務
　　ア　苦情受付担当者から受け付けた苦情内容等の聴取
　　イ　苦情受付担当者からの報告受理と苦情申出人への書面による通知
　　ウ　利用者等からの直接苦情受付
　　エ　苦情申出人への助言
　　オ　苦情申出人と苦情解決責任者との話し合いへの立会い、及び解決案の調整・助言
（２）苦情受付担当者の職務
　　ア　利用者等からの苦情の受付（面接、電話、書面により随時受け付けるものとし、
投書など匿名の苦情も受け付ける。）
　　イ　苦情の内容及び希望等の記録及び利用者等への確認
　　ウ　受け付けた苦情の苦情解決責任者及び第三者委員への書面による報告
　　エ　苦情受付から解決・改善までの経過と結果の記録
（３）苦情解決責任者の職務
　　ア　利用者への苦情解決制度の周知
　　イ　苦情申出人との解決のための話し合い
　　ウ　第三者委員への立会い、助言等の要請
　　エ　苦情解決結果について、第三者委員への書面による報告
　　オ　苦情申出人に改善を約束した事項について、その処理状況の速やかな苦情申出人
及び第三者委員への書面による報告
（４）事業団介護相談員の職務
　　ア　定期的に訪問し、介護サービス利用者及びその家族等の相談
　　イ　介護サービスの現況把握及びその家族等の相談
　　ウ　利用者・家族と事業所との調整
　　エ　相談内容が単なる行き違いや情報不足によるものか、個人の好き嫌いによる要望なのか不満等をよく聞いたのち事実確認を経て見極め、本人への助言や施設への意見交換を重ね問題のありかを提示するものとする。
　　オ　上記活動内容は活動記録簿(様式１)に記載するものとする。
（任期）
第５条　第三者委員及び事業団介護相談員の任期は２年とし、再任を妨げない。
２　補欠により選任された第三者委員の任期は、前任者の残任期間とする。
（費用負担等）
第６条　苦情解決に関わる費用は、事業団本部が原則として負担する。
２　第三者委員の報酬は、社会福祉法人常陽社会福祉事業団役員等の報酬及び費用弁償に関する規程により支給することができる。
３　事業団介護相談員の報酬は設置する施設において予算措置を講ずるものとする。
（苦情申出人の範囲）
第７条　苦情申出人の範囲は次のとおりとする。
（１）利用者、家族、代理人
（２）民生委員・児童委員等の福祉サービスの利用者に関する状況を具体的かつ的確に把
握している者

（対象とする苦情の範囲）
第８条　対象とする苦情の範囲は次のとおりとする。
（１）サービスの内容に関する苦情
（２）利用契約の締結及び履行に関する苦情
（利用者への周知）
第９条　施設内への掲示、パンフレットの配布等により、苦情解決責任者は、利用者に対して、苦情解決責任者、苦情受付担当者及び第三者委員の氏名・連絡先や、苦情解決の仕組みについて周知する。
（苦情の受付）
第１０条　苦情受付担当者は、利用者等からの苦情を随時受け付ける。なお、第三者委員も直接苦情を受け付けることができる。
２　苦情受付担当者は、利用者からの苦情受付に際し、次の事項を苦情受付書（様式１）に記録し、その内容について苦情申出人に確認する。
（１）苦情の内容
（２）苦情申出人の希望等
（３）第三者委員への報告の要否
（４）苦情申出人と苦情解決責任者の話し合いへの第三者委員の助言、立会いの要否
（苦情の受付から流れ）
第１１条　事務手順は４段階方式とする。
２　苦情の前段階として、必要とする施設においては事業団介護相談員を設置し、家族等の相談にのる。
３　受付は苦情受付書（様式２）によるものとし第１段階のものであっても苦情申出人及び本部へ報告しなければならない。
４　第１段階　軽微な事案は、各施設において対応する。
５　第２段階　第１段階以外のもの又は各施設共通するものは、次条で定める「苦情解決責任者会議」で解決を図る。
６　第３段階　苦情解決責任者会議で解決が得られない場合は、次条で定める「苦情解決委員会」で問題解決を図る。
７　第４段階　第３段階でも解決できない事案は、宮崎県国民健康保険団体連合会、宮崎県社会福祉協議会に設置された運営適正化委員会又は都城市に上げるものとする。
（苦情解決に向けての話し合い）
第１２条　苦情解決責任者は苦情申出人との話し合いによる解決に努める。その際、苦情申出人又は苦情解決責任者は、必要に応じて第三者委員の助言を求めることができる。
２　苦情解決責任者会議は各施設の苦情解決責任者及び本部において解決を図るものとする。
３　苦情解決委員会は苦情解決責任者及び本部に第三者委員を加え苦情解決を次により図る。
（１）第三者委員による苦情内容の確認
（２）第三者委員による解決案の調整、助言
（３）話し合いの結果や改善事項等の書面での記録と確認
　なお、苦情解決責任者も第三者委員の立ち会いを要請することができる。
（苦情解決の記録、報告）
第１３条　苦情解決や改善を重ねることにより、サービスの質が高まり、運営の適正化が確保される。これらを実効あるものとするため、記録と報告を積み重ねるようにする。
（１）苦情受付担当者は、苦情受付から解決・改善までの経過と結果について書面に記録する。
（２）苦情解決責任者は、一定期間ごとに苦情解決結果について第三者委員に報告し、必要な助言を受ける。
（３）苦情解決責任者は、苦情申出人に改善を約束した事項について、苦情申出人及び第三者委員に対して、一定期間経過後、苦情解決結果報告書（様式４）により報告する。
（守秘義務）
第１４条　第三者委員、苦情受付担当者及び苦情解決責任者は、職務上知り得た情報を他の者に漏洩してはならない。
（苦情件数・処理結果等の報告）
第１５条　事業団は、個人情報に関するものを除く苦情処理の実績を、原則として「事業報告書」等に公表する。

附　　則　　
この規程は、平成１６年４月１日から施行する。
附　　則　　
この規程は、平成２６年１２月１日から施行する。
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第　１　章　　総　則

（目的）
第１条　この規程は、社会福祉法人常陽社会福祉事業団（以下、「事業団」という。）が保有する個人情報の適正な取扱いの確保に関し必要な事項を定めることにより、事業団事業の適正かつ円滑な運営を図りつつ、個人の権利利益を保護することを目的とする。
（定義）
第２条　この規程において「個人情報」とは、生存する個人に関する情報であって、次の各号のいずれかに該当するものをいう。
（１）当該情報に含まれる氏名、生年月日その他の記述等（文書、図面、電磁的記録に記載もしくは記録され、又は音声、動作その他の方法を用いて表された一切の事項をいう。以下同じ。）により特定の個人を識別することができるもの（当該情報のみでは識別できないが、他の情報と容易に照合することができ、それにより特定の個人を識別できることとなるものを含む。）をいう。
（２）個人識別符号が含まれるもの
２　この規程において「個人識別符号」とは、次の各号のいずれかに該当する文字、番号、記号その他の符号をいう。
（１）特定の個人の身体の特徴（DNA、容貌、声帯及び指紋等）を電子計算機の用に供するために変換した符号であって、当該特定の個人を識別することができるもの
（２）対象者ごとに異なるものとなるように役務の利用もしくは商品の購入に関し割り当てられ、又は個人に発行されるカード等の書類に記載された番号その他の符号であって、特定の利用者もしくは購入者又は発行を受ける者を識別することができるもの（旅券番号、基礎年金番号、免許証番号、住民票コード、個人番号、被保険者証番号等）
３　この規程において「要配慮個人情報」とは、本人に対する不当な差別、偏見その他の不利益が生じないようにその取扱いに特に配慮を要する個人情報であって、次の各号のいずれかの記述等が含まれるものをいう。
（１）本人の人種
（２）病歴
（３）身体障害、知的障害、精神障害（発達障害を含む。）その他の心身の機能の障害があること
（４）本人に対して医師等により行われた健康診断その他の検査の結果
（５）犯罪の経歴又は犯罪により害を被った事実
（６）本人を被疑者又は被告人として、刑事事件に関する手続きが行われたこと
（７）本人を罪を犯した少年又はその疑いのある少年として、少年の保護事件に関する手続きが行われたこと
４　この規程において「個人情報データベース等」とは、個人情報を含む情報の集合体であって次に掲げるもの（利用方法から見て個人の権利利益を害する恐れが少ないものを除く。）をいう。
（１）特定の個人情報を電子計算機を用いて検索できるように体系的に構成したもの
（２）前号に掲げるもののほか、特定の個人情報を容易に検索することができるように体系的に構成したもの
５　この規程において「個人データ」とは、個人情報データベース等を構成する個人情報をいう。
６　この規程において「保有個人データ」とは、事業団が開示、内容の訂正、追加又は削除、利用の停止、消去及び第三者への提供の停止を行うことのできる権限を有する個人データであって、その存否が明らかになることにより公益その他の利益が害されるもの又は六ヶ月以内に消去することとなるもの以外のものをいう。
７　この規程において「本人」とは、個人情報によって識別される特定の個人をいう。
（事業団等の責務）
第３条　事業団は、この規程の目的を達成するため、個人情報等の保護に関し必要な措置を講じなければならない。
２　事業団の役職員は、職務上若しくは活動上知り得た個人情報をみだりに他人に知らせ、又は不当な目的に使用してはならない。その職を退いた後も同様とする。


第２章　　個人情報の取得、利用

（利用目的の特定）
第５条　事業団は、個人情報を取り扱うに当たっては、その利用の目的（以下「利用目的」という。）をできる限り特定しなければならない。
２　事業団は、利用目的を変更する場合には、変更前の利用目的と関連性を有すると合理的に認められる範囲を超えて行ってはならない。
（利用目的による制限）
第６条　事業団は、あらかじめ本人の同意を得ないで前条の規定により特定された利用目的の達成に必要な範囲を超えて個人情報を取り扱ってはならない。
２　事業団は、合併その他の事由により他の事業者から事業を承継することに伴って個人情報を取得した場合は、あらかじめ本人の同意を得ないで承継前における当該個人情報の利用目的の達成に必要な範囲を超えて、当該個人情報を取り扱ってはならない。
３　前２項の規定にかかわらず、次の各号のいずれかに該当する場合には、あらかじめ本人の同意を得ないで、前２条の規定により特定された利用目的の達成に必要な範囲を超えて個人情報を取り扱うことができるものとする。
（１）法令、条例又はこれらに基づく行政通知等（以下「法令等」という。）に基づく場合
（２）出版、報道等により公にされているとき。
（３）人の生命、身体又は財産の保護のために必要がある場合であって、本人の同意を得ることが困難であるとき。
（４）公衆衛生の向上又は児童の健全な育成の推進のために特に必要がある場合であって、本人の同意を得ることが困難であるとき。
（５）国の機関若しくは地方公共団体又はその委託を受けた者が法令の定める事務を遂行することに対して協力する必要がある場合であって、本人の同意を得ることにより、当該事務の遂行に支障を及ぼすおそれがあるとき。
（取得の制限）
第７条　事業団は、個人情報を取得するときは、個人情報を取り扱う事業の目的を明確にし、当該事業の目的を達成するために必要な範囲で適法かつ適正な手段により取得しなければならない。
２　事業団は、次に掲げる場合を除くほか、あらかじめ本人の同意を得ないで、要配慮個人情報を取得してはならない。
（１）法令に基づく場合
（２）人の生命、身体又は財産の保護のために必要がある場合であって、本人の同意を得ることが困難であるとき。
（３）公衆衛生の向上又は児童の健全な育成の推進のために特に必要がある場合であって、本人の同意を得ることが困難であるとき。
（４）法令等の定める事務を遂行することに対して協力する必要がある場合であって、本人の同意を得ることにより当該事務の遂行に支障を及ぼすおそれがあるとき。
（５）当該要配慮者個人情報が、本人、国の機関、地方公共団体、出版、報道等により公にされているとき。
（６）本人を目視し、又は撮影することにより、その外形上明らかな要配慮個人情報を取得するとき。
（７）第１４条第２項各号に掲げる場合において、個人データである要配慮個人情報の提供を受けるとき。
３　事業団は、個人情報を収集するとき（前項の規定により要配慮個人情報を取得する場合を除く。）には、本人からこれを取得しなければならない。ただし、次の各号のいずれかに該当する場合は、この限りではない。
（１）本人の同意があるとき。
（２）法令等に定めがあるとき。
（３）出版、報道等により公にされているとき。
（４）個人の生命、身体又は財産の安全を守るため、緊急かつやむを得ないと認められるとき。
（５）所在不明、その他の事由により、本人から取得することができないとき。
（６）争訟、選考、指導及び相談等の事業で本人から取得したのではその目的を達成し得ないと認められるとき、又は事業の性質上本人から取得したのでは事業の適正な執行に支障が生じると認められるとき。
（取得に際しての利用目的の通知等）
第８条　事業団は、個人情報を取得した場合は、あらかじめその利用目的を公表している場合を除き、速やかに、その利用目的を本人に通知し、又は公表しなければならない。
２　事業団は、前項の規定にかかわらず、本人との間で契約を締結することに伴って契約書その他の書面（電子的方式、磁気的方式その他人の知覚によっては認識することができない方式で作られる記録を含む。以下この項において同じ。）に記載された当該本人の個人情報を取得する場合その他本人から直接書面に記載された当該本人の個人情報を取得する場合は、あらかじめ、本人に対し、その利用目的を明示しなければならない。ただし、人の生命、身体又は財産の保護のために緊急に必要がある場合には、この限りでない。
３　事業団は、利用目的を変更した場合は、変更された利用目的について、本人に通知し、又は公表しなければならない。
４　前３項の規定は、次に掲げる場合については適用しない。
（１）利用目的を本人に通知し、又は公表することにより本人又は第三者の生命、身体、財産その他の権利利益を害するおそれがある場合
（２）利用目的を本人に通知し、又は公表することにより事業団の権利又は正当な利益を害するおそれがある場合
（３）法令等の定めのある事務を遂行することに対して事業団が協力する必要がある場合であって、利用目的を本人に通知し、又は公表することにより当該事務の遂行に支障を及ぼすおそれがあるとき
（４）取得の状況からみて利用目的が明らかであると認められる場合


第３章　個人データの安全・適正な管理

（データ内容の正確性の確保等）
第９条　事業団は、利用目的の達成に必要な範囲内において、個人データを正確かつ最新の内容に保つとともに、利用する必要がなくなったときは、当該個人データを遅滞なく消去するよう努めなければならない。
（安全管理措置）
第１０条　事業団は、その取り扱う個人データの漏えい、滅失又はき損の防止その他の個人データの安全管理のために必要かつ適切な措置を講じなければならない。
（職員等の監督）
第１１条　事業団は職員等に個人データを取り扱わせるにあたっては、当該個人データの安全管理のために必要かつ適切な措置を講じなければならない。
（委託先の監督）
第１２条　事業団は、個人データの取扱いの全部又は一部を委託する場合は、その取扱いを委託された個人データの安全管理が図られるよう、委託を受けた者に対する必要かつ適切な監督を行わなければならない。
（委託等に伴う措置）
第１３条　事業団は、委託を受けたものを監視するにあたっては、個人情報の保護に関し次の各号に定める措置を講じなければならない。
（１）再委託の禁止
（２）第三者への提供の制限
（３）委託された事業以外への使用の禁止
（４）複写及び複製の制限
（５）秘密保持の義務
（６）返還及び廃棄の義務
（７）事故発生時における報告の義務
（受託者等の責務）
第１４条　事業団から個人情報を取り扱う事業を受託した者は、前条に基づき個人情報の漏えい、滅失及びき損防止その他個人情報の適正な管理のために必要な措置を講ずるよう努めなければならない。
２　前項の受託事業に従事している者又は従事していた者は、その事業に関して知り得た個人情報をみだりに他人に知らせ、又は不当な目的に使用してはならない。


第４章　個人データの第三者提供の制限

（第三者提供の制限）
第１５条　事業団は、次に掲げる場合を除くほか、あらかじめ本人の同意を得ないで、個人データを第三者に提供してはならない。
（１）法令等に基づく場合
（２）人の生命、身体又は財産の保護のために必要がある場合であって、本人の同意を得ることが困難であるとき
（３）公衆衛生の向上又は児童の健全な育成の推進のために特に必要がある場合であって、本人の同意を得ることが困難であるとき
（４）法令等の定める事務を遂行することに対して事業団が協力する必要がある場合であって、本人の同意を得ることにより当該事務の遂行に支障を及ぼすおそれがあるとき。
２　次に掲げる場合において、当該個人データの提供を受ける者は、前項の規定の適用については、第三者に該当しないものとする。
（１）事業団が利用目的の達成に必要な範囲内において個人データの取扱いの全部又は一部を委託することに伴って当該個人データが提供される場合
（２）合併その他の事由による事業の承継に伴って個人データが提供される場合
（３）特定の者との間で共同して利用される個人データが当該特定の者に提供される場合であって、その旨並びに共同して利用される個人データの項目、共同して利用する者の範囲、利用する者の利用目的及び当該個人データの管理について責任を有する者の氏名又は名称について、あらかじめ本人に通知し、又は本人が容易に知り得る状態に置いているとき。
３　事業団は、前項第３号に規定する利用する者の利用目的又は個人データの管理について責任を有する者の氏名又は名称を変更する場合は、変更する内容について、あらかじめ本人に通知し、又は本人が容易に知り得る状態に置かなければならない。
（第三者提供をする際の記録）
第１５条の２　事業団は個人データを第三者に提供したときは、次に掲げる事項に関する記録を作成しなければならない。ただし、当該個人データの提供が前条第１項各号又は第２項各号のいずれかに該当する場合は、この限りでない。
（１）前条第１項の本人の同意を得ている旨
（２）当該第三者の氏名又は名称その他の当該第三者を特定するに足りる事項（不特定かつ多数の者に対して提供したときはその旨）
（３）当該個人データによって識別される本人の氏名その他の当該本人を特定するに足りる事項
（４）当該個人データの項目
２　前項の記録は、個人データを第三者に提供した都度、速やかに作成しなければならない。
３　第１項の記録は、その作成日から３年間保存しなければならない。
（第三者提供を受ける際の確認及び記録）
第１５条の３　事業団は、第三者から個人データの提供を受けるに際しては、次に掲げる事項の確認を行わなければならない。ただし、当該個人データの提供が第１５条第１項又は第２項各号のいずれかに該当する場合は、この限りでない。
（１）当該第三者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては、その代表者（法人でない団体で代表者又は管理人の定めのあるものにあっては、その代表者又は管理人）の氏名
（２）当該第三者による当該個人データの取得の経緯
２　事業団は、前項による確認を行ったときは、次に掲げる事項に関する記録を作成しなければならない。
（１）本人の同意を得ている旨（個人情報取扱事業者以外の第三者から個人データの提供を受けた場合を除く。）
（２）第１項各号に掲げる事項
（３）当該個人データによって識別される本人の氏名その他の当該本人を特定するに足りる事項
（４）当該個人データの項目
３　前項の記録は、第三者から個人データの提供を受けた都度、速やかに作成しなければならない。
４　第２項記録は、その作成日から3年間保存しなければならない。


第５章　本人関与のしくみ

（保有個人データに関する事項の公表等）
第１６条　事業団は、保有個人データに関し、次に掲げる事項について、本人の知り得る状態（本人の求めに応じて遅滞なく回答する場合を含む。）に置かなければならない。
（１）事業団の名称
（２）全ての保有個人データの利用目的（第８条第４項第１号から第４号までに該当する場合を除く。）
（３）第１８条第１項、第２４条第１項又は第２５条第１項もしくは第２項の規定による求めに応じる手続（第２０条第２項の規定により手数料の額を定めたときは、その手数料の額を含む。）
（４）前３号に掲げるもののほか、保有個人データの適正な取扱いの確保に関し必要な事項
２　事業団は、本人から当該本人が識別される保有個人データの利用目的の通知を求められたときは、本人に対し、遅滞なく、これを通知しなければならない。ただし、次の各号のいずれかに該当する場合は、この限りでない。
（１）前項の規定により当該本人が識別される保有個人データの利用目的の通知を求められたときは、本人に対し、遅滞なく、これを通知しなければならない。ただし、次の各号のいずれかに該当する場合は、この限りでない。
（２）第８条第４項第１号から第４号までに該当する場合
３　事業団は、前項の規定に基づき求められた保有個人データの利用目的を通知しない旨の決定をしたときは、本人に対し、遅滞なく、その旨を通知しなければならない。
（開示の請求）
第１７条　本人は事業団に対し、事業団の職員等が作成し、又は取得した文書等であって、組織的に用いるものとして、事業団が保有しているもの（新聞、雑誌、書類その他の不特定多数の者に販売することを目的として発行されるものを除く。以下「請求対象文書」という。）に記録されている、当該本人が識別される保有個人データの開示を請求すること（以下、「開示請求」という。）ができる。
２　保有個人データの開示請求は、本人に代わって、未成年もしくは成年被後見人の法定代理人、又は開示請求をすることにつき本人が委任した代理人によって行うことができる。
（開示）
第１８条　事業団は、前条第１項の規定による保有個人データの開示請求を受けたときは、本人に対し、第２２条に定める方法により、遅滞なく、当該保有個人データを開示しなければならない。ただし、開示することにより次の各号のいずれかに該当する場合は、その全部又は一部を開示しないことができる。
（１）法令等の定めるところにより本人に開示することができないと認められるとき。
（２）個人の評価、診断、判断、選考、指導及び相談等に関する保有個人データであって、開示することにより、事業の適正な執行に支障が生ずるおそれがあるとき。
（３）調査及び争訟等に関する保有個人データであって、開示することにより、事業の適正な執行に支障が生ずるおそれがあるとき。
（４）開示することにより、本人又は第三者の生命、身体、財産その他の権利利益を害するおそれがあるとき。
（５）都城市その他関係機関との間における協議、協力等により作成し、又は取得した保有個人データであって、当該機関が開示することに同意しないとき。
（６）未成年者又は成年被後見人の利益に反すると認められるとき。
２　事業団は、前項の規定による開示請求に係る保有個人データの全部又は一部について開示しない旨の決定をしたとき又は当該保有個人データが存在しないときは、本人に対し、遅滞なく、その旨を通知しなければならない。
（開示請求の方法）
第１９条　第１６条第１項の規定に基づき開示支給をしようとする者は、事業団に対して、別に定める保有個人データ開示等請求書を提出しなければならない。
２　開示請求をしようとする者は、事業団に対して、自己が当該開示請求に係る保有個人データの本人又はその代理人である事を証明するために必要な書類を提出し、又は提示しなければならない。
３　事業団は、本人に対し、開示請求に関し、その対象となる保有個人データを特定するに足りる事項の定時を求めることができる。この場合において、事業団は、本人が容易かつ的確に開示請求をすることができるよう、当該保有個人データの特定に資する情報の提供その他本人の利便を考慮した適切な措置をとらなければならない。
（手数料）
第２０条　事業団は、第１６条第２項の規定による利用目的の通知又は第１７条第１項の規定による開示請求を受けたときは、当該措置の実施に関し、手数料を徴収することができる。
２　事業団は、前項の規定により手数料を徴収する場合は、実費を勘案して合理的であると認められる範囲内において、その手数料の額を定めなければならない。
（開示請求に対する決定）
第２１条　事業団は、開示請求があった日から原則として10日以内に、開示請求者に対して、開示請求に係る保有個人データの全部もしくは一部を開示する旨の決定（第２３条の規定により開示請求を拒否するとき及び開示請求に係る保有個人データが記録された請求対象文書を保有していないときの当該決定を含む。）をするものとする。ただし、第１９条第４項の規定により、補正を求めた場合にあっては、当該補正に要した日数は、当該期間に算入しない。
２　事業団は、前項の決定（以下「開示決定等」という。）をしたときは、開示請求者に対し、遅滞なく書面によりその旨通知するものとする。
３　事業団は、やむを得ない理由により、第１項に規定する期間内に開示決定等をすることができないと認められる場合には、３０日以内に決定するものとする。
４　事業団は、第１項の規定により開示請求に係る保有個人データの全部又は一部を開示しないときは、開示請求者に対し、第２項に規定する書面によりその理由を示すものとする。
５　事業団は、開示決定等をする場合において、当該決定に係る保有個人データに事業団以外の者との間における協議、協力等により作成し、又は、取得した保有個人データがあるときは、あらかじめ、これらの者の意見を聴くことができる。
（開示の方法）
第２２条　保有個人データの開示は、保有個人データの開示は、保有個人データが記録された請求対象文書の当該保有個人データに係る部分につき、文書、図面又は写真にあっては閲覧もしくは視聴又は写しの交付により、フィルムにあっては視聴又は写しの交付により、磁気テープ、磁気ディスク等にあっては、視聴、閲覧、写しの交付等で適切な方法により行う。
２　前項の視聴又は閲覧の方法による保有個人データの開示にあっては、事業団は、当該個人情報が記録された請求対象文書の保存に支障が生ずるおそれがあると認めるときその他合理的な理由があるときは、当該保有個人データが記録された請求対象文書の写しにより開示することができる。
（保有個人データの存否に関する情報）
第２３条　開示請求に対し、当該開示請求に係る保有個人データが存在しているか否かを答えるだけで、非開示情報を開示することとなるときは、事業団は、当該保有個人データの存否を明らかにしないで、当該開示請求を拒否することができる。
（訂正等）
第２４条　本人は、事業団に対し、当該本人が識別される保有個人データの内容の訂正、追加又は削除（以下この条において「訂正等」という。）を請求することができる。
２　事業団は、前項の規定による訂正等の請求を受けた場合には、その内容の訂正等に関して法令等の規定により特別の手続が定められている場合を除き、利用目的の達成に必要な範囲内において、遅滞なく必要な調査を行い、その結果に基づき、当該保有個人データの内容の訂正等を行わなければならない。
３　事業団は、第１項の規定による請求に係る保有個人データの全部もしくは一部について訂正等を行ったとき、又は訂正等を行わない旨の決定をしたときは、本人に対し、遅滞なくその旨（訂正等を行ったときは、その内容を含む。）を通知しなければならない。
（利用停止等）
第２５条　本人は、事業団に対し、当該本人が識別される保有個人データが第５条の規定に違反して取り扱われているとき又は第６条の規定に違反して取得されたものであるときは、当該保有個人データの利用の停止又は消去（以下この条において「利用停止等」という。）を請求することができる。
２　事業団は、前項の規定による請求を受けた場合であって、その請求に理由があることが判明したときは、違反を是正するために必要な限度で、遅滞なく、当該保有個人データの利用停止等を行わなければならない。ただし、当該保有個人データの利用停止等に多額の費用を要する場合その他の利用停止等を行うことが困難な場合であって、本人の権利利益を保護するために必要なこれに代わるべき措置をとるときは、この限りでない。
３　本人は、事業団に対し、当該本人が識別される保有個人データが第１４条第１項の規定に違反して第三者に提供されているときは、当該保有個人データの第三者への提供の停止を請求することができる。
４　事業団は、前項の規定による請求を受けた場合であって、その請求に理由があることが判明したときは、遅滞なく、当該保有個人データの第三者への提供の停止に多額の費用を要する場合その他の第三者への提供を停止することが困難な場合であって、本人の権利利益を保護するため必要なこれに代わるべき措置をとるときは、この限りでない。
５　事業団は、第１項の規定による請求に係る保有個人データの全部もしくは一部について利用停止等を行ったときもしくは利用停止等を行わない旨の決定をしたとき、又は第３項の規定による請求に係る保有個人データの全部もしくは一部について第三者への提供を停止したときもしくは第三者への提供を停止しない旨の決定をしたときは、本人に対し、遅滞なく、その旨を通知しなければならない。


第６章　苦情等の手続

（苦情の処理）
第２６条　事業団は、個人情報の取扱いに関する苦情の適切かつ迅速な処理に努めなければならない。
２　事業団は、前項の目的を達成するために必要な体制の整備に努めなければならない。
（理由の説明）
第２７条　事業団は、第１６条第３項、第１８条第２項、第２４条第３項又は第２５条第５項の規定により、本人から求められ又は請求された措置の全部又は一部について、その措置をとらない旨を通知する場合又はその措置と異なる措置をとる旨を通知する場合は、本人に対し、その理由を説明するよう努めなければならない。
（異議の申出）
第２８条　第１６条における利用目的を通知しない旨の決定、第１８条におけるかいじしない旨の決定、第２４条における訂正等を行わない旨の決定又は第２５条における利用停止等を行わない旨の決定及び第三者への提供停止を行わない旨の決定について異議があるときは、本人は、事業団に対して書面により異議の申出（以下「異議申出」という。）ができる。
２　前項の異議申出は、前項の決定があったことを知った日の翌日から起算して６０日以内に行わなければならない。
３　第１項の異議申出があった場合は、事業団は、当該異議申出のあった日から原則として１４日以内に対象となった決定について再度の検討を行った上で、当該異議申出についての回答を書面により行うものとする。
４　事業団は、やむを得ない理由により、前項に規定する期間内に異議申出に対する回答を行うことができないと認められる場合には、３０日以内に行うよう努めるものとする。
５　第３項及び前項に定める異議申出に対する回答は、別に定める苦情解決に関する規程により行うものとする。
（他の制度との調整等）
第２９条　法令等の規程により、事業団に対して保有個人データの開示等の請求その他これに類する請求ができる場合は、その定めるところによる。


第７章　組織及び体制

（個人情報保護管理者）
第１４条　事業団は、個人情報の適正管理のため個人情報保護管理者を定め、事業団における個人情報の適正管理に必要な措置を行わせるものとする。
２　個人情報保護管理者は、事務局長とする。
３　事務局長は、理事長の指示及び本規定の定めに基づき、適正管理対策の実施、従業者に対する教育・事業訓練等を行う責任を負うものとする。
４　事務局長は、適正管理に必要な措置について定期的に評価を行い、見直し又は改善を行うものとする。
５　事務局長は、個人情報の適正管理に必要な措置の一部を各事業を分掌する従業者に委任することができる。
（苦情対応）
第１５条　事業団は、個人情報の取扱いに関する苦情（以下「苦情」という。）について必要な体制整備を行い、苦情があったときは、適切かつ迅速な対応に努めるものとする。
２　苦情対応の責任者は、施設長とするものとする。
３　施設長は、苦情対応の業務を従業者に委任することができる。その場合は、あらかじめ従業者を指定し、その業務の内容を明確にしておくものとする。
（従業者の義務）
第１６条　事業団の従業者又は従業者であった者は、業務上知り得た個人情報の内容をみだりに他人に知らせ、又は不当な目的に使用してはならない。
２　本規程に違反する事実又は違反するおそれがあることを発見した従業者は、その旨を個人情報保護管理者に報告するものとする。
３　個人情報保護管理者は、前項による報告の内容を調査し、違反の事実が判明した場合には遅滞なく理事長に報告するとともに関係事業部門に適切な措置をとるよう指示するものとする。

附　則
この規程は、平成１７年１０月１日から施行する。
　　附　則
この規程は、平成２９年１２月１日から施行し、平成２９年５月３０日から適用する。




















個人情報に関する基本方針


　社会福祉法人常陽社会福祉事業団（以下「事業団」という。）は、個人情報取扱事業者として、
個人情報の重要性を認識し、その適切な保護のために、自主的なルール及び体制を確立し、個人
情報保護に関する法令その他の関係法令及び厚生労働省のガイドラインを遵守し、利用者の個人
情報の保護を図ることを宣言いたします。


１　事業団は、個人情報の取得に際して、利用目的を特定して通知または公表し、利用目的に従って適切に個人情報の収集、利用、提供を行いますが、法人内では個人情報を共用します。

２　事業団は、個人情報の収集、利用、提供にあたっては、本人の同意を得るようにします。

３　事業団は、個人情報の紛失、漏えい、改ざん及び不正なアクセス等のリスクに対して、必要な安全対策、予防措置等を講じて適切な管理を行います。
　
４　事業団は、個人情報保護の取り組みを全役員等に周知徹底させるために、個人情報保護に関する規程類を明確にし、必要な教育を行います。

５　事業団は、個人情報の取り組みが適切に実施されるよう、必要に応じ評価・見直しを行い、継続的な改善に努めます。

６　事業団は、本人が自己の個人情報についてのご質問やお問合せ、あるいは、開示、訂正、削除、利用停止等の依頼について、速やかに対応いたします。


平成１７年１０月１日　制定


社会福祉法人常陽社会福祉事業団
理　事　長
社会福祉法人常陽社会福祉事業団職員の
私用車の使用制限等に関する要綱
（趣旨）
第１条　この要綱は、職員の私用車の安易な公務使用を制限するため、その許可基準その他必要な事項について定めるものとする。
（定義）
第2条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号の定める
ところによる。
（１）私用車　道路運送車両法（昭和26年法律第185号）第2条第2項に規定する自動車及び同条第3項に規定する原動機付自転車で職員が所有し、かつ、通常使用している車両をいう。
（２）公用車　社会福祉法人常陽社会福祉事業団（以下、「事業団」という。）が保有する自動車をいう。
（３）自賠責保険　自動車損害賠償保障法（昭和10年法律第91号）に規定する自動車損害賠償責任保険をいう。
（使用手続等）
第３条　私用車を公務使用するときは、事前に私用車公務使用許可申請書（様式第１号）を旅行命令権者に提出し、その許可を受けなければならない。ただし、緊急やむを得ない特別の事情があるときは、口頭で許可を受け事後速やかに事務処理をするものとする。
２　旅行命令権者は、前項による許可をするときは、私用車公務使用許可書（様式第２号）を交付するものとする。
（許可の条件）
第４条　旅行命令権者は、前条の規定により許可の申請があったときは、次に定める要件を備えていると認められたときに限り許可するものとする。
（１）自賠責保険のほか任意保険の対人賠償保険無制限及び対物賠償保険1,000万円以上の保険契約を締結していること。
（２）道路運送車両法の規定による車両の整備がなされているものであること。
（３）運転する者は、運転経験１年以上で、過去１年以内に交通事故（軽微な物損事故を除く。）の前歴のない者であること。
（４）公用車及び一般の輸送交通機関（タクシーを除く。）が利用できず、又は利用困難な特別の事情があること。
（５）原則として、宿泊を伴う出張でないこと。
（６）前２号に掲げるもののほか、旅行命令権者において、公務遂行上やむを得ないと認めるとき。
（旅費の計算）
第5条 旅費の計算は、通常の旅費計算方法による。
（交通事故等の報告）
第６条　私用車使用の許可を受けた職員は、交通事故発生の場合は法令に定める臨機の処置をとり、速やかに旅行命令権者に事故報告書を提出しなければならない。
（交通事故の責任と補償）
第７条　私用車の使用の許可を受けた職員が、交通事故によって第三者に与えた人的、物的損害については、自賠責保険及び任意保険により補償する。ただし、当該保険の補償を超える分があるときは、民法（明治29年法律第89号）第715号の規定による使用者責任に基づき、第一次的に使用者たる事業団が賠償責任に任じ、事故発生の状況等により職員に対して求償権を行使する。
２　職員の人的損害については、原則として、社会福祉施設従事者相互保険制度により補償が行われるものであり、事業団は補償しない。
３　職員の物的損害については、原則として事業団は補償しない。ただし、自己の故意又は過失なくして当該私用車に関して損害を受けその損害の原因について責めに任ずべき者からその損害の賠償を受けることができず、又はその損害の原因について責めに任ずべき者が存在しないときは、事業団はその損害を補償するものとする。
４　許可を受けずに私用車を使用したときは、公務中であると否とにかかわらず事業団は一切責任を負わない。

附　　則
　この要綱は、平成２０年８月１日から施行する。














様式第１号（第３条関係）


私用車公務使用許可申請書
	氏名
	印
	事業所
	

	使用車種
及び登録番号
	軽乗用車　・　普通自動車　・　その他（　　　　　）
（　　　　　―　　　　　）

	自賠責
保険
	会社名
	

	
	証書番号
	

	任意
保険
	会社名
	

	
	契約金額
	対人　：　無制限　　対物　：　　　　　　　万円

	
	契約期間
	　　年　　月　　日　から　　年　　月　　日　まで

	定期
点検
	実施日
	年　　　月　　　日

	
	次回実施日
	年　　　月　　　日　以内

	運転経験年数
及び事故の有無
	運転経験　　　　年
交通事故　　無・有（　　年　　月　　日）

	旅行先及び日程
	旅行先
	

	
	日程
	

	私用車両を使用する
理由及び同乗者
	理由

同乗者名



（許可基準）
（１）自賠責保険のほか、任意保険の対人賠償保険無制限及び対物賠償保険1,000万円以上の保険契約を締結していること。
（２）道路運送車両法の規定による車両の整備がなされているものであること。
（３）運転する者は、運転経験１年以上で、過去１年以内に交通事故（軽微な物損事故を除く。）の前歴のない者であること。
（４）公用車及び一般の輸送交通機関（タクシーを除く。）が利用できず、又は利用困難な特別な事情があること。
（５）原則として、宿泊を伴う出張でないこと。
（６）前２号に掲げるもののほか、旅行命令権者において、公務遂行上やむを得ないと認めるとき。

様式第２号（第３条関係）


私用車公務使用許可書
	氏名
	印
	事業所
	

	使用車種
及び登録番号
	軽乗用車　・　普通自動車　・　その他（　　　　　）
（　　　　　―　　　　　）

	自賠責保険
	会社名
	

	
	証書番号
	

	任意
保険
	会社名
	

	
	契約金額
	対人　：　無制限　　対物　：　　　　　　　万円

	
	契約期間
	　　年　　月　　日　から　　年　　月　　日　まで

	定期
点検
	実施日
	年　　　月　　　日

	
	次回実施日
	年　　　月　　　日　以内

	運転経験年数
及び事故の有無
	運転経験　　　　年
交通事故　　無・有（　　年　　月　　日）

	旅行先及び日程
	旅行先
	

	
	日程
	

	私用車両を使用する
理由及び同乗者
	理由

同乗者名



上記のとおり公務使用を許可する。
　　
　年　　　月　　　日

　　　　　　　　　　　旅行命令権者　　職名

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名　　　　　　　　　　　　　印





社会福祉法人常陽社会福祉事業団経営計画策定委員会設置要綱

（設置）
第１条　社会福祉法人常陽社会福祉事業団経営計画（以下「経営計画」という。）を策定するため策定委員会（以下「委員会」という。）を設置する。
（所掌事項）
第２条　委員会の所掌事項は、次に掲げるとおりとする。
（１）経営計画の調査研究に関すること。
（２）経営計画の立案に関すること。
（３）経営計画の策定に関すること。
（組織）
第３条　委員は、理事長が職種、経験年数等を勘案のうえ任命する職員15人以内をもって組織する。
（委員の任期）
第４条　委員の任期は、任命の日から作業終了時までとする。
（役員）
第５条　委員会に委員長及び副委員長を置く。
２　委員長及び副委員長は、委員の中から互選により選出する。
３　委員長は、委員会を代表し、会務を総括する。
４　副委員長は、委員長を補佐し委員長に事故があるとき、又は委員長が欠けたときは、その職務を代理する。
（会議）
第６条　委員会の会議は、委員長が必要に応じて召集し、委員長が議長となる。
２　委員長が必要と認めたときは、会議に委員以外の者の出席を求め、その意見を聴き、又は説明を求めることができる。
（顧問及び専門部会）
第７条　委員会は、第２条に掲げる所掌事項に関して指導・助言及び検討を行うため、顧問及び専門部会を置くことができる。
（成果の報告）
第８条　委員長は、委員会の所掌事項に係る成果等が取りまとめられたときは、遅滞なくこれを理事長へ報告するものとする。
（事務局）
第９条　策定委員会の事務局は、事業団本部に置く。
附　則
この要綱は、平成20年9月16日から施行する。
附　則
この要綱は、平成23年8月1日から施行する。

































社会福祉法人常陽社会福祉事業団職員勤務評定規程

（趣旨）
第１条　この規程は、社会福祉法人常陽社会福祉事業団職員の勤務評定の実施に関し必要な事項を定めるものとする。
（勤務評定の意義）
第２条　勤務評定は、職員の執務について勤務成績の評定を統一的に行って記録を作成し、これを職員の指導及び監督の有効な指針とし、併せて人事の公正な基礎とするために実施する。
２　勤務評定とは、職員が割り当てられた職務と責任を遂行した実績（以下「勤務実績」という。）並びに執務に関連してみられた職員の性格、能力及び適正を、この規程に定める手続きにより評定し、記録することをいう。
（勤務評定の原則）
第３条　勤務評定の方法は、職員の勤務実績を職員に割り当てられた職務の種類及び複雑と責任の度に応じて確実に判定し、これに関連してみられた職員の性格、能力及び適正を公平に示すものでなければならない。
（適用範囲）
第４条　勤務評定は、特に定める場合を除くほか、就業規則第２条に規定する職員に適用する。
（評定者）
第５条　評定者は、職員の直近の監督者とする。ただし、理事長は、直近の監督者に事故がある場合又は直近の監督者若しくは直近の監督者のみを評定者とすることが適当でないと認める場合には、他の適当と認める監督者を評定者として指定することができる。
２　評定者は、次に掲げる事項について努めなければならない。ただし、第２号の規定は、条件付採用期間評定には適用しない。
（１）職員の職務遂行の基準に照して、常に職員を観察評価し、及び指導すること。
（２）職員に対して勤務評定の手続きを周知させること。
（３）勤務成績が良好でないと思われる職員については、常に矯正を図ること。
（４）職員の勤務成績について、公正な評定を行って記録を作成すること。
（５）勤務評定の結果に応じ、職員の指導その他の適切な措置を採ること。
（勤務評定の種類）
第６条　勤務評定は、定期評定、条件付採用期間評定及び特別評定とする。
（定期評定）
第７条　定期評定は、条件付採用期間中の職員を除くその他の職員について、毎年11月に実施する。
２　病気その他やむを得ない理由により、前項に定める定期評定を受けなかった職員については、定期以外の時期にこれを行うことができる。この勤務評定は、定期評定とみなす。
３　定期評定は、評定者と被評定者との間に監督関係が発生した日から引続き3月を経過しない場合は、前評定者が評定を実施することができる。
（条件付採用期間評定）
第８条　条件付採用期間評定は、条件付採用期間中の職員について、条件付採用の日から、おおむね5月を経過したときその他理事長が必要と認めるときに実施する。
（特別評定）
第９条　特別評定は、理事長が必要と認める場合に、定期評定及び条件付採用期間評定以外に実施する。
２　評定者は、最も近い時期に行われた定期評定の記録がその後の職員の勤務成績を公正に示していないと認められる場合は、その職員について特別評定を実施することができる。
３　評定者は、特別評定の結果を速やかに理事長に報告しなければならない。
（評定期間）
第１０条　定期評定及び特別評定の対象となる勤務期間（以下「評定期間」という。）は、前回の評定期から当該評定期間までとする。
２　条件付採用期間評定における評定期間は、条件付採用の日から当該評定期までとする。
（評定の調整）
第１１条　評定者の上級監督者は、調整者として、勤務評定の当否及び他との不均衡を調整しなければならない。この場合において、調整者は評定者の行った評定に関し補充的な所見を記述することができる。
２　事務局長は、最終調整者として勤務評定を審査し、適当と認めたときはこれを確認し、必要があるときは評定者又は調整者にこれを是正させ、又は再評定をさせることができる。
（評定の記録）
第１２条　勤務評定には勤務成績評定表を用いて、これに記録するものとする。
２　勤務成績評定表には、職員の勤務実績及び執務に関連してみられた職員の性格、能力及び適性に関する評定の結果を記録し、併せて過去の指導記録及び評定の結果に基づいて行うべき措置についての所見等職員を指導し、監督し、かつ、人事異動を行う上に参考となるべき必要な事項を付記するものとする。
３　勤務成績評定表の様式、記入要領等については、理事長が別に定める。
（記録の効力）
第１３条　定期評定又は特別評定の記録は、特別の理由がある場合を除き、次の定期評定又は特別評定が行われるまでの間、当該職員の勤務成績を示すものとみなす。
（評定の秘密保持）
第１４条　職員の勤務評定の結果は、公開しない。

附　　則
この規程は、平成20年10月10日から施行する。
附　則
この規程は、平成24年4月1日から施行する。

































社会福祉法人常陽社会福祉事業団基金規程

（目的）
第１条　この規程は、社会福祉法人常陽社会福祉事業団（以下「事業団」という。）の運営の安定を図るために事業団に資金の積立を行い、その管理、運営等に関する事項を規定する。
（基金の種類）
第２条　基金の種類は、次のとおりとする。
（１）事業団運営基金　寄付金等を主財源として、事業団事業推進のための施設の建設、修繕及び地域福祉事業の実施に充てる資金とする。寄付者等の積立金経過が十分に反映されるように配慮する。
（積立）
第３条　基金に積立てる額は、会計予算に定める額、剰余資金、寄付金及びその他の収入をもって充てることができる。
（利子等の処理）
第４条　基金から生ずる利子等は、基金に編入する。
（管理）
第５条　基金の管理は、金融機関への預金又は預託にて、安全かつ有利な方法をもって保管する。
（運用）
第６条　理事長は、財政上必要があると認めるときは、確実な繰戻しの方法、期間及び利率を定めて、基金に属する現金を各会計に繰り替えて運用することができる。
第７条　基金は、第２条に定める目的により取り崩すものとするが、これらの目的以外の理由で取り崩す場合は、収支計算書にその旨、理由、金額を記載するものとする。
（報告）
第８条　理事長は、毎会計年度に際し、基金の運用状況を理事会並びに評議員会に報告しなければならない。
（委任）
第９条　この規程に定めるもののほか、基金に関し必要な事項は、理事長が別に定める。

附　　則
この要綱は、平成21年3月30日から施行する。



社会福祉法人常陽社会福祉事業団職員のセクシュアル
ハラスメントの防止に関する規程

（趣旨）
第１条　本規程は、良好な職場環境を維持し、職員が有する能力の発揮を確保するため、雇用の分野における男女の均等な機会及び待遇の確保等に関する法律（昭和47年法律第113号）第11条の規定により、セクシュアルハラスメント（以下「セクハラ」という。）の防止に関し必要な事項を定めるものとする。
（定義）
第２条　セクハラとは、職場における性的な言動に対する他の職員の対応等により当該職員の労働条件に関して不利益を与えること、または性的な言動により他の職員の就業環境を害することをいう。
２　前項の職場とは、職員が業務を遂行する全ての場所をいい、また、就業時間内に限らず、実質的に職場の延長と見なされる就業時間外の時間を含むものとする。
３　職員とは就業規則第２条に規定する職員をいい、また、第１項の他の職員とは、直接的に性的な言動の相手方となった被害者に限らず、性的な言動により就業環境を害された全ての職員を含むものとする。
(職員の責務)
第３条　職員は、セクハラがもたらす影響の重大さを深く認識し、自己の発言及び行動に十分注意するとともに、セクハラによる被害を防止し、職場の構成員として良好な職場環境の維持及び確立に努めなければならない。
[bookmark: j4_k1](施設長の責務)
第４条　施設長は、セクハラを防止するため、次に掲げる措置を講じなければならない。
[bookmark: j4_k1_g1]（１）職員がお互いを対等な協働者として意識し、協力して業務の遂行に取り組む良好な職場環境の維持に努めること。
[bookmark: j4_k1_g2]（２）職員の言動に注意し、セクハラ又はこれにつながる言動があった場合には、注意を喚起すること。
[bookmark: j4_k1_g3]（３）職員からセクハラに関する相談又は苦情(以下「相談等」という。)の申し出があった場合は、プライバシーの保護に留意してこれに対応するとともに、必要に応じて第６条に規定する相談窓口と連絡調整を行うこと。
[bookmark: j5][bookmark: j5_k1](研修等の実施)
第５条　理事長は、セクハラを防止するため、研修等を通じ、職員に対して積極的に啓発を行うものとする。
[bookmark: j6][bookmark: j6_k1](相談窓口の設置)
第６条　セクハラに関する相談等に対応するため、本部に相談等を処理するための窓口(以下「相談窓口」という。)を設けることとし、相談等を受ける職員(以下「相談担当者」という。)を配置する。その相談担当者は事務局長が委嘱する。
[bookmark: j6_k2]２　相談窓口においては、原則として複数の相談担当者で相談等に対応するものとし、事実関係の調査、確認及び事後の必要な処理を行うものとする。
[bookmark: j6_k3]３　相談等を受けるときは、相談等を申し出た者と同性の相談担当者が同席するよう努めるものとする。
[bookmark: j6_k4]４　相談等は、当事者以外の第三者であっても申し出ることができるものとする。
[bookmark: j6_k5]５　相談担当者は、相談等を受けた場合は、相談等の内容、処理経過及び結果について記録し、保管するものとする。
（セクハラ対策委員会の設置）
第７条　セクハラ対策に関する協議をするため、セクハラ対策委員会（以下「委員会」という。）を設置する。委員会の構成は次のとおりとする。
（１）事務局長
（２）施設長
（３）相談担当者
２　委員会では必要に応じて、行為者、被害者、上司並びに他の職員等に事実関係を聴取することができ、聴取を求められた職員は、正当な理由なくこれを拒むことはできない。
[bookmark: j7][bookmark: j7_k1](プライバシーの保護等)
第８条　相談担当者は、関係者のプライバシーを保護し、かつ、相談等を申し出た者が相談等を申し出たことにより不利益な取扱いを受けることがないよう特に留意しなければならない。
（事実認定）
第９条 セクハラの最終的な事実認定は理事長が行う。
[bookmark: j8][bookmark: j8_k1](対応措置)
第１０条　事務局長は、セクハラの事実が確認された場合は、必要に応じ、セクハラをした職員及び施設長に対し、懲戒処分等を含めた人事管理上の措置を講じるものとする。
　（再発防止の義務）
[bookmark: j9]第１１条　事務局長は、セクハラの事案が生じた時は、周知の再徹底及び研修の実施、事案発生の原因と再発防止等、適切な再発防止策を講じなければならない。

附　則
この規程は平成２１年７月１日より実施する。
































社会福祉法人常陽社会福祉事業団における
公益通報者保護規程

第 １ 章　総　　則
（目的）
第１条　本規程は、公益通報者保護法（以下「法」という。）が規定する労働者等からの組織的又は個人的な法令違反行為等に関する相談又は通報の適正な処理の仕組みを定めることにより、不正行為等の早期発見と是正を図り、もって法令遵守を旨とする社会福祉法人常陽社会福祉事業団（以下「事業団」という。）の健全な経営に資することを目的とする。
（通報対象）
第２条　本規定に定める通報とは、法が規定する国民の生命、身体、財産その他の利益の保護にかかわる法律に規定する犯罪行為の事実が生じ、又は正に生じようとしているものを対象とする。
２　前項のほか、法令違反一般及び倫理違反行為についても、法の趣旨をふまえて通報対象とする。

第 ２ 章　通報対応体制
　（通報対応責任者）
第3条 本規程による通報対応の責任主体を明確にするため、事業団に通報対応責任者を置く。
２　通報対応責任者は、事務局長があたるものとする。
　（通報及び相談窓口）
第４条　職員等からの公益通報に関する相談及び通報の窓口は、施設長並びに事業団の福祉サービスに関する苦情解決規程に基づく第三者委員とする。
　（通報の方法）
第５条　通報窓口及び相談窓口の通報方法は電話・FAX・書面・面会とする。なお、電子メールは通報者の特定及び保護を行う上で困難であることを理由として、当面、通報方法とはしないものとする。
２　匿名通報に対しては、原則としてこれを受け付けないものとする。ただし、身元を開示して通報を行なうよう通報者に継続して説得するものとする。
　（通報者及び相談者）
第６条　通報窓口及び通報者は、事業団の役員・評議員、就業規則第２条に定める職員、事業団退職者、事業団事業に係る利用者並びにその家族、ボランティア及び取引事業者の職員とする。
　
（調査）
第７条　通報された事項に関する事実関係の調査は事業団本部が行う。
２　前項の事業団本部は、事実関係の調査にあたり、関連事業所職員に協力を求めることができる。
３　通報対応責任者は、調査する内容によって、関連する事業所の構成員からなる調査チームを設置することができる。
４　書面等での通報があった後、事実関係の調査を行う場合は、その旨を通報者に対し20日以内に通知するものとする。
　（協力事務）
第８条　法人の役員・評議員及び各事業所職員は、通報された内容の事実関係の調査に際して協力を求められた場合には協力しなければならない。
　（是正措置）
第９条　調査の結果、不正行為が明らかになった場合には、事業団は速やかに是正措置を講ずるものとする。
２　事業団は必要に応じ関係行政機関にその概要を報告する等所要の措置を講ずるものとする。
　（法人内処分）
第１０条　調査の結果、不正行為が明らかになった場合には、当該行為に関与した者に対し、就業規則に従って処分を課すことができる。
　（記録及び事務体制）
第１１条　通報受理に基づく各種対応事務等を執り行うための通報対応担当者を置く。
２　通報対応担当者を施設長とする。
３　通報対応担当者は、通報受理者に協力し、通報内容を通報受付票により記録する。
４　通報受理者は管理者とする。

第 ３ 章　当事者の責務
　（通報者の保護）
第１２条　事業団は、通報者が相談又は通報したことを理由として通報者に対して解雇その他いかなる不利益な取り扱いも行わない。
２　事業団は、通報者が相談又は通報したことを理由として職場環境が悪化することのないように適切な措置を講ずる。また、通報者に対して不利益な扱いや嫌がらせ等を行った者がいた場合には、就業規則に従って処分を課すことができる。
　（秘密保持の徹底）
第１３条　事業団及び本規程に定める業務に携わる者は、通報された内容及び調査で得られた個人情報を漏洩してはならない。また退職後あるいは退任後においても同様とする。
２　事業団は正当な理由なく個人情報を漏洩した者に対し、就業規則に従って処分を課すことができる。
　（通知）
第１４条　通報対応責任者は、通報者に対して調査及び是正の結果について、被通報者（その者が不正を行なった、行なっている又は行なおうとして通報された者をいう）のプライバシーを配慮しつつ遅滞なく通知する。
　（不正目的の通報）
第１５条　通報者は、虚偽の通報や他人を誹謗中傷する通報その他の不正の目的の通報を行なってはならない。事業団は、そのような通報を行なった者に対し、就業規則に従って処分を課すことができる。

　（通報又は相談を受けた者の責務）
第１６条　通報又は相談を受けた者は、本規程に準じて誠実に対応するよう努めなければならない。
２　通報又は相談を受けた者は、通報内容が事業団と直接関わりのない事項である場合においては、処分権限等を有する行政機関を紹介する等適切に対応するものとする。
　（利益相反者の排除）
第１７条　通報対応担当者等通報処理に従事する者あるいは通報又は相談を受けた者は、通報内容が自ら関係する事案の場合、当該通報対応に従事してはならない。

第 ４ 章　その他
　（記録）
第１８条　通報対応責任者は、通報から調査、改善までの経緯と結果について通報案件管理表により記録する。
　（結果の公表）
第１９条　事業団事業の法令遵守の徹底を図るため、本規程に基づく通報対応状況について、個人情報に留意の上、理事会に報告する。
　（所管）
第２０条　本規程の所管は、事業団本部とする。

附　則
この規程は平成２１年７月１日より実施する。
附　則
この規程は、平成24年4月1日から施行する。


社会福祉法人常陽社会福祉事業団経営計画推進委員会設置要綱

（設置）
第１条　社会福祉法人常陽社会福祉事業団経営計画を完遂するため、経営計画推進委員会（以下「委員会」という。）を設置する。
（所掌事項）
第２条　委員会の所掌事項は、次に掲げるとおりとする。
（１）組織改善の調査研究及び計画立案に関すること。
（２）人事・給与の調査研究及び計画立案に関すること。
（３）財務に関する調査研究及び計画立案に関すること。
（４）サービス向上の調査研究及び計画立案に関すること。
（５）その他、経営計画の推進に関すること。
（組織）
第３条　委員は、理事長が職種、経験年数等を勘案のうえ任命する職員20人以内をもって組織する。
（委員の任期）
第４条　委員の任期は、任命の日から作業終了時までとする。
（役員）
第５条　委員会に会長及び副会長を置く。
２　会長及び副会長は、委員の中から互選により選出する。
３　会長は、委員会を代表し、会務を総括する。
４　副会長は、会長を補佐し会長に事故があるとき、又は会長が欠けたときは、その職務を代理する。
（会議）
第６条　委員会の会議は、会長が必要に応じて召集し、会長が議長となる。
２　会長が必要と認めたときは、会議に委員以外の者の出席を求め、その意見を聴き、又は説明を求めることができる。
（専門部会と小委員会）
第７条　委員会は、第２条に掲げる所掌事項に関して、専門部会を置くことができる。また、所掌事項に関して、現場の意見を反映させるために、小委員会を置くことができる。
２　小委員会は、その事業所の全職員で構成される。
（成果の報告）
第８条　会長は、委員会の所掌事項に係る成果等が取りまとめられたときは、遅滞なくこれを理事長へ報告するものとする。

（事務局）
第９条　策定委員会の事務局は、事業団本部に置く。
附　則
この要綱は、平成21年7月1日から施行する。
































社会福祉法人常陽社会福祉事業団法人設立40周年
記念事業実行委員会設置要綱

（設置）
第１条　社会福祉法人常陽社会福祉事業団法人設立40周年記念事業（以下「記念事業」という。）に伴う全ての行事を円滑に推進するため、記念事業実行委員会（以下「委員会」という。）を設置する。
（所掌事項）
第2条 委員会の所掌事項は、次に掲げるとおりとする。
（1） 記念式典、記念行事等に関すること。
（2） 前号に掲げるもののほか、記念事業の実施について必要と認められること。
（組織）
第３条　委員会は、希望する職員又は経営計画推進委員会の中から理事長が任命する職員（以下、「委員」という。）の１０人以内をもって組織する。
（委員の任期）
第４条　委員の任期は、任命の日から記念事業の完了の日までとする。
（役員）
第5条 委員会に会長及び副会長を置く。
２　会長及び副会長は、委員の中から互選により選出する。
会　長　１人
副会長　１人
３　会長は、委員会を代表し、会務を総括する。
４　副会長は、会長を補佐し会長に事故があるとき又は会長が欠けたときは、その職務を代理する。
（会議）
第６条　委員会の会議は、会長が必要に応じて招集し、会長が議長となる。
２　会長が必要と認めたときは、会議に委員以外の者の出席を求め、その意見を聴き、又は説明を求めることができる。
（経費の負担）
第７条　委員会の運営及び記念事業等に要する経費は本部負担とする。
（事務局）
第８条　委員会の事務を処理させるため、本部に事務局を置く。
（施行細目）
第9条 この要綱に定めるもののほか、委員会の運営に関し必要な事項は、会長が委員会に諮って定める。

　附　則
この要綱は、平成２２年１１月２６日から施行する。

















社会福祉法人常陽社会福祉事業団職員の
降格申出に関する要綱

（趣旨）
第１条　この要綱は、職員の降格に対する希望を尊重し、申出を承認することにより、職員の意欲向上を図り、もって組織の活性化を図ることを目的とする
（対象職員）
第２条　降格を申し出ることができる職員は、給料表の適用を受ける職員のうち３級以上の者とする。
（申出）
第３条　降格を希望する職員は、降格申出書（様式第１号）を、所属長を経由し、事業団理事長に提出するものとする。
（承認）
第４条　事業団理事長は、降格申出書の提出があったときは、降格の適否について判定し、その適否について決定したときは、降格承認（不承認）通知書（様式第２号）により速やかに降格を申し出た職員に通知するものとする。
（降格）
第５条　事業団理事長は、降格を承認したときは、原則として承認の日以後、最初の４月１日をもって当該職員を１級下位に降格する。
２　降格後の給料月額は、事業団給与規程の規定にかかわらず、降格の日前に受けていた給料月額の直近下位の１号給下位の給料月額とする。
（再度の昇格）
第６条　この要綱に基づき降格した職員について、降格後２年に達した日後でなければ、昇格できないものとする。ただし、事業団理事長が特に必要と認めたときは、この限りでない。
（委任）
第７条　この要綱に定めるもののほか、降格の申出に関し必要な事項は、事業団理事長が別に定める。

附　則
　この要綱は、公布の日から施行し、平成２３年２月１日から適用する。




様式第１号（第３条関係）


降　格　申　出　書


年　　　月　　　日


社会福祉法人常陽社会福祉事業団
理事長　　　　　　　　　　　　　　　　　様



職　　　　　　　　　　職務の級　　　　　　


氏　名　　　　　　　　　　　　　　　　　㊞


　職員の降格申出に関する要綱に基づき、次のとおり降格したいので申し出ます。


１　申出理由












様式第２号（第４条関係）

降格承認（不承認）通知書

年　　　月　　　日

所属

職氏名


社会福祉法人常陽社会福祉事業団
理事長　　　　　　　　　　　　　印





　平成　　年　　月　　日付で申出のあった降格については、次のとおり決定しましたので通知します。




· 承認する
　　　　降格後の給料　　　給料表　　　級　　　号給（　　月昇給）


· 承認しない
　　　　承認しない理由






社会福祉法人常陽社会福祉事業団職員提案要綱

（目的）
第１条　この要綱は、職員の創意工夫による業務上の有益な着想、意見の提案を奨励し、業務の能率化及び合理化に資するとともに、職員の事業運営意識の向上を図ることを目的とする。
（提案内容）
第２条　提案は、次に掲げる事項に該当する具体的かつ建設的なものを対象とする。
（１）業務及び事務処理方法の改善に関するもの
（２）利用者に対するサービスの向上が期待されるもの
（３）経費の節減又は収入の増加が期待できるもの
（４）職員の健康管理及び執務環境の改善に関するもの
（５）業務上の技術的改善並びに事故及び災害の防止並びに安全に関するもの
（６）その他事務の改善及び能率向上並びに事業運営行政効果の向上が期待されるもの
２　次に掲げるものは、提案として取り扱わない。
（１）私事に関するもの
（２）個人的な不平不満若しくは苦情、悪意の批判又は欠点の指摘にとどまるもの
（３）職員の採用、解雇、異動、賞罰等の人事又は給与に関するもの
（４）内容が漠然として明確性を欠くもの
（５）すでに公表された提案に類似しているもの又は同一であるもの
（提案者）
第３条　提案は、職員が単独、共同、班又は事業所等の組織単位ですることができるものとする。
（提案の区分及び時期）
第４条　提案は、常時提案及び課題提案とする。
２　常時提案は随時、課題提案は理事長が必要と認めた時に課題及び期間を定め、求めるものとする。
（提案の手続）
第５条　提案は、職員提案書（様式第１号）に次に掲げる事項を記入し、本部事務局あてのメールか本部事務局の提案箱に投稿するものとする。
（１）提案者の所属、職名及び氏名（共同提案の場合は、参画者全員について記入し、責任者を明記すること。）
（２）提案題名
（３）提案要件
（４）現状及び問題点
（５）改善の方法
（６）導入方法
（７）推定される効果
（８）所要経費
２　職員は、提案にあたって上司の決裁を得ることを要しない。
（提案の審査手続）
第６条　本部事務局は、職員提案書が投稿された際には、速やかに第２条に掲げる内容を調査し、及び検討し、並びに所属長及び事務局長に実効性と効果について意見を職員提案内容調査書（様式第２号。以下「調査書」という。）により聴取し、要件に適合していると認めるときは、これを受理し、提案者に対し、職員提案（受理・不受理）通知書（様式第３号）を交付する。
２　前項の調査結果に基づき、受理したものは提案者の所属、職名及び氏名を秘して提案審査会（以下「審査会」という。）に付議するものとする。ただし、第２条第２項各号に該当する事項については、審査会への付議を省略することができ、提案者に対し、職員提案（受理・不受理）通知書（様式第３号）に理由を付し、返却するものとする。
３　提案は、すべて職員提案処理簿（様式第4号）に登載し、処理経過を明確にする。
（審査会）
第７条　審査会の委員は、事務局長及び施設長をもって組織する。
２　審査会の委員長は、事務局長があたる。
（提案の審査）
第８条　提案の審査は、別表第1に基づく基準により採点及び討議するものとする。
２　前項の規定による討議は、調査書の意見を参考に行う。
３　委員長は、適否の判断を決し、その結果を理事長に報告しなければならない。
（審査結果の通知）
第９条　事務局長は、審査会の報告に基づき、提案者にその提案に係る審査の結果を職員提案採否通知書（様式第５号）により通知しなければならない。この場合において、保留又は不採択となった提案については、その理由を付記するものとする。
２　審査会は、保留となった提案について、その提案者に対し、助言を行い、再検討等を要請することができる。
（報告及び関係所属長等に対する通知及び公表）
第１０条　事務局長は、提案を採択したときは、提案された事案を所属長等に対して通知するとともに、その内容を職員に公表しなければならない。
（提案の実施及び報告）
第１１条　前条の通知を受けた所属長等は、採択された提案の実施に協力し、その実施計画及び実施経過、実施成果等について、職員提案に係る改善実施状況報告書(様式第6号)により、理事長及び本部事務局に報告しなければならない。

（報奨）
第１２条　提案に対する報奨は、理事長が行う。
２　採択された提案及び保留又は不採択の提案であっても研究努力のあと著しいと認められる提案については、その提案者に別表第2に定めるところにより報奨を行うほか、特に効果の大なる提案については、別に適切な措置を行うことができるものとする。
（委任）
第１３条　この要綱に定めるもののほか、提案制度の実施に関し必要な事項は理事長が別に定める。


附　則
この要綱は、平成２３年４月１日から施行する。









別表第1(第8条関係)
提案審査要領
１　社会福祉法人常陽社会福祉事業団職員提案要綱第8条の規定による審査の方法と審査基準については、この要領に定めるところによる。
２　提案審査にあたっては、創意と具体的実効性、経費の節減、能率の向上、利用者サービスの向上等に対する職員の熱意と努力を尊重しながら公正に審査するものとする。
３　委員長は、当該提案事項について所属長の意見を聞くことができる。
４　提案は、次の資料により審査するものとする。
（１）提案書及び添付された資料
（２）当該提案事項を所管する上司等の意見書
（３）その他必要と認められるもの
５　同種の提案を採択する場合には、提案受理の日時により最先順位のものを採択するものとする。
６　審査は次の報奨基準により行う。

報奨基準
（１）採点制
委員は、提案の内容により、次の採点表に定める評点により採点する。その提案の点数の計算方法は、委員が採点した評点の合計をその審査に従事した委員の数で除して得た点数によるものとする。
	審査指標＼評点
	５
	４
	３
	２
	１

	効果
	技術的な効果のほか、従来の不良の点をどの程度改善しうるか、能率がどの程度上がるか等の経済的効果も勘案する。
	全事業所の範囲に利用でき、能率、経費節減からみて、著しい効果がある。
	利用範囲は限られるが能率、経費節減からみて相当の効果がある。
	能率、経費節減からみた効果は、それほどでもないが、利用範囲はかなり広い。
	利用範囲は限られており、能率、経費節減からみてもあまり効果は期待できない。
	利用範囲は極めて小さく、能率、経費節減の面でも全く効果はない。

	実施の難易度
	財政面及び人事管理の面あるいは現行制度上から、そのまま直ちに実施できるかどうかなどを勘案する。
	内容は非常に具体性があり、そのまま直ちに実施できる。

	準備を要するが、実現性はある。

	実施について、検討に値する内容を有している。

	内容に具体性は認められるが、実現は難しい。

	内容に具体性が乏しく実現性はない。


	着想
	独創的なものか、応用範囲はどの程度か着想のまま実用化しうるか等を勘案する。

	着眼点もよく、極めて卓抜な創意工夫があり非常に独創性に富んでいる。

	だれでも気付いていることで特に着眼点がよいとはいえないがその考え自体に独創性に富んでいる。
	その考え自体は独創性に欠けるが着眼点はよい。

	着眼点、独創性ともに比較的平凡である。

	着眼点も悪く独創性も全く認められない。


	努力の度合
	どの程度研究努力のあとが認められるかを勘案する。

	並々ならぬ研究努力のあとが認められる。

	かなりの研究努力のあとが認められる。

	まだかなりの研究努力の余地があるが、相当の効力が認められる。
	若干の努力のあとが認められる。

	特に努力した点が認められない。











（２）討議制
採点制による評点結果に基づいて、委員の討議により採否及び賞を決定する。
	採点制による評点等
	討議による採否
	賞の取扱区分

	16点以上
	採択
	金賞とする。

	
	保留
	努力賞とする。

	13点以上16点未満
	採択
	銀賞とする。

	
	保留
	努力賞とする。

	10点以上13点未満
	採択
	銅賞とする。

	
	保留
	努力賞とする。

	
	不採択
	賞は無しとする。ただし、特に研究努力のあとが著しいと認められる提案は努力賞とすることができる。

	10点未満
	採択
	努力賞とする。

	
	保留又は不採択
	賞は無しとする。ただし、特に研究努力のあとが著しいと認められる提案は努力賞とすることができる。

	これまで、5回以上提案した者
	不採択
	賞を取っていない者について、これまでの努力を認め、努力賞を与えることができるものとする。



別表第2(第12条関係)
報奨の区分
	賞
	報奨内容

	金賞
	50,000円(相当な商品)及び賞状

	銀賞
	30,000円(相当な商品)及び賞状

	銅賞
	10,000円(相当な商品)及び賞状

	努力賞
	5,000円(相当な商品)及び賞状


※　提案が特に優秀であり、この表によりがたいときは、そのつど別に定める。
また、受賞した者の報奨については、提案した年度の年度末にまとめて表彰するものとする。












様式第1号(第5条関係)
職員提案書

年　　月　　日　　
	所　属
	
	職　名
	
	氏　名
	

	提　案
題　名
	

	提　案　条　件
(該当する項目に○印を記入すること)

	
	業務及び事務処理方法の改善に関するもの
	
	職員の健康管理及び執務環境の改善に関するもの

	
	
	利用者に対するサービスの向上が期待できるもの
	
	業務上の技術的改善並びに事故及び災害の防止、安全に関するもの

	
	
	経費の節減又は収入の増加ができるもの
	
	その他事務の改善及び能率向上並びに事業運営効果の向上が期待されるもの

	1　現状及び問題点
	

	2　改善の方法
	

	3　導入方法
	

	4　推定される効果
	

	5　所要経費
	





様式第2号(第6条関係)
職員提案内容調査書

	所 属 名
	

	提案整理番号
	

	提案題名
	




上記提案に係る参考意見は次のとおりです。
	
(該当する番号に○をつけ、コメントを記入してください。)

1　実効性が高い
　　理由






2　実効性が低い
　　理由






3　実施できない
　　理由









	備　考





様式第3号(第6条関係)
職員提案(受理・不受理)通知書

年　　月　　日

所　属

職氏名　　　　　　　　　　様

事務局長
	提案件名

	（受理・不受理年月日）
　　　　　　　　年　　　　月　　　　日
	（受理・不受理）番号

	
あなたの提案を(受理・不受理)としたので通知します。

提案は提案審査会の審査に付されますので、採否は後日お知らせします。※不受理の場合は、理由を付して返却するものとする。 










	問い合わせ先
取　扱　者
	本部事務局
ＴＥＬ　　23-1551　　　　　　○○　○○












様式第4号(第6条関係)
職員提案処理簿
	№
	受付　　　　
年月日
	受　理
	提　案　者
	提案件名
	処　　理
	備　考

	
	
	事務局長
	担当者
	年月日
	所属
	氏　名
	
	採否
	報奨等
	通知
年月日
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	






様式第5号(第9条関係)
職員提案採否通知書

年　　月　　日

所属

職氏名　　　　　　　　　　様

事務局長
	提案件名

	受理年月日　　　　　　　年　　月　　日
	受理番号





　あなたの提案については、　　　　年　　月　　日開催の提案審査会において審査した結果、次のとおり決定したので通知します。


	決定内容
	報奨種別

	採用　　　努力賞　　　不採用
	賞



　　今後とも、より一層創意工夫をこらし、業務の改善に努力してください。














様式第6号(第11条関係)

職員提案に係る改善実施状況報告書

	提案件名
	
	所属名
	

	
	
	提案
整理番号
	




１　すでに実施している。　　　 （　　）

（１）提案書のとおり　　　　　 （　　）
（２）提案書の趣旨に沿っている。（　　）





2　今後、実施する予定である。　（　　）

（１）提案書のとおり　　　　　 （　　）　　　　
その工程を具体的に記入してください。

（２）提案書の趣旨に沿っている。（　　）　
その内容及び工程を具体的に記入してください。




3　実施は困難と思われる。　　　（　　）　　　
その理由を具体的に記入してください。




※該当する項目に○印を記入すること。



社会福祉法人常陽社会福祉事業団職員内部登用試験実施要綱
（目　的）
第１条　本規程は、社会福祉法人常陽社会福祉事業団(以下｢事業団｣という。)に在職する職員のうち、第２号職員から第１号職員へ、第４号職員から第２号職員へ内部登用する際の取り扱いについて定めるものとする。
（登用者数）
第２条　第１号職員、第２号職員への登用者数は、それぞれ当該年度の定年退職者数と同数とする。ただし、新規事業立ち上げ、業務拡張・強化等特別な理由により理事長が特に認めた場合はこの限りでない。
２　前項の本文中の定年退職者に栄養士、保健師、看護師が含まれる場合、これらの職種は公募採用を原則とする。
３　定年退職者に前項の職種が含まれる場合は、登用者数を当該数から減ずるものとする。
４　当面の登用者の職種及び公募採用者数は別表1のとおりとする。
（申請要件）
第３条　第２号職員が次の各号に規定する内容を全て満たす場合は第１号職員登用の申請を行うことができるものとする。
（１）本人が第１号職員を希望しており、意欲があること
（２）職務遂行に必要な資格を有し、別表２で定める期間以上勤務し、且つ勤務期間の勤務成績が特に良好な者
（３）所属長の推薦があること
（４）第１号職員と同様の所定労働時間を勤務できること
（５）現在の勤務事業所と異なる事業所でも勤務できること
２　第４号職員が次の各号に規定する内容を全て満たす場合は第２号職員登用の申請を行うことができるものとする。
（１）本人が第２号職員を希望しており、意欲があること
（２）職務遂行に必要な資格を有し、別表２で定める期間以上勤務し、且つ、勤務期間の勤務評定が良好な者
（３）所属長の推薦があること
（４）第１号職員と同様の所定労働時間を勤務できること
（５）現在の勤務事業所と異なる事業所でも勤務できること
３　前２項の期間とは、登用試験が実施される年度末現在とする。

（職員登用に関する申請）　　　
第４条　第２号職員であって第１号職員へ、第４号職員職員であって第２号職員への登用を希望するもの（以下「登用希望者」という）は、毎年11月1日から11月10日の間に申請を行うものとする。
２　申請時には次の書類を提出しなければならない。
（１）登用試験申込書(職員選考試験申込書を準用)
（２）自筆の履歴書(事業団指定用紙)
（３）各種資格・免許証明書の写し
（４）その他必要な書類
３　事業団が認めた場合は、前項以外の期間でも申請を行うことができる。
（登用試験）
第５条　前条の申請に基づき、事業団が登用希望者について申請資格を満たしていると判断した場合は申請者本人へ通知するとともに次の各号の登用試験を実施する。
（１）面接試験
（２）筆記試験
２　登用試験が実施される年度末時点で５０歳以上の者は、前項の登用試験のいずれかを免除できるものとする。
３　前項は、第４号職員から第２号職員へ登用する際に適用する。
（登用決定）　
第６条　事業団は厳正に登用試験の結果を審査し、適格者（以下「登用決定者」という）に登用試験から１か月以内に個別に通知するものとする。
２　事業団は、登用決定者に対して辞令を交付するものとする。
（登用者の提出書類）
第7条　登用決定者は、採用後速やかに次の書類を提出しなければならない。但し、事業団が提出を必要としないと認めた書類については、省略することができる。
（１）誓約書
（２）身元保証書
（３）扶養親族届
（４）通勤方法の届出及び通勤経路図
（５）健康診断書（事業場で検診している者は除く。）
（６）その他事業団が必要とする書類
（就業規則等の適用）
第８条　登用決定者についての服務および労働条件、その他の就業に関する事項については、事業団職員就業規則（昭和45年10月制定）に定めるところによる。
２　年次有給休暇の勤続年数の算定においては、第４号職員及び第２号職員中の勤続年数を通算する。
　附　則
この規程は、平成23年10月17日から実施する。
附　則
この規程は、平成24年4月1日から実施する。
附　則
この規程は、平成25年4月1日から実施する。
附　則
　この規程は、平成28年4月1日から施行する。
附　則
　この規程は、平成28年11月28日から施行する。
附　則
　この規程は、平成29年7月1日から施行する。

別表１(第２条第３項関係)
	
	第１号
職　員
	第２号
職　員
	定年退職者数
	備　　　　　　考

	
	公 募
	登 用
	公 募
	登 用
	
	

	28年度
	0
	3
	2
	1
	3
	

	29年度
	0
	3
	2
	1
	2
	

	30年度
	0
	2
	1
	1
	2
	

	31年度
	1
	1
	0
	1
	3
	第１号職員の公募採用は栄養士

	32年度
	1
	2
	1
	1
	1
	第１号職員の公募採用は看護師

	33年度
	0
	1
	0
	1
	1
	

	34年度
	0
	1
	0
	1
	2
	

	35年度
	1
	1
	0
	1
	2
	第１号職員の公募採用は看護師

	36年度
	0
	2
	1
	1
	0
	

	37年度
	0
	0
	0
	0
	0
	

	38年度
	0
	0
	0
	0
	1
	

	39年度
	0
	1
	0
	1
	0
	

	40年度
	0
	0
	0
	0
	2
	

	41年度
	1
	1
	0
	1
	1
	第１号職員の公募採用は看護師

	42年度
	0
	1
	0
	1
	2
	


[bookmark: 社会福祉法人常陽社会福祉事業団職員のパワー・ハラスメント防止]
別表２(第３条関係)
	
	第２号職員登用
	第１号職員登用
	備考

	
	４号職勤務期間
	２号職勤務期間
	

	介護職員
（初任者研修受講以上）
	５年
	－
	・無資格期間含む
・育児休業期間は
1/2の期間は除く
・療養休暇期間は
　除く

	介護福祉士
	２年
	２年
	

	看護職員
	２年
	２年
	

	保健師
	２年
	２年
	

	社会福祉士
	２年
	２年
	

	介護支援専門員
	２年
	２年
	

	調理員
（有調理師免許）
	５年
	５年
	

	事務
職員
	簿記検定
３級以上
	５年
	５年
（会計担当者に限る）
	

	
	資格なし
	７年
	－
	











社会福祉法人常陽社会福祉事業団職員のパワー・ハラスメント防止
に関する規程

（目的） 
第１条 この規程は、社会福祉法人常陽社会福祉事業団(以下「事業団」という。)におけるパワー・ハラスメントを防止するための措置及びパワー・ハラスメントに起因する就業上の支障や生活上の不都合に対し、適切に対応するための措置について、必要な事項を定めることを目的とする。 
２ この規程に定めのない事項については、雇用機会均等法（※）、その他関係労働法規等に準じて対応することとする。 
（定義） 
第２条 本規程におけるパワー・ハラスメントとは職場における職務上の権限、経験、地位等を背景に、本来の業務の範疇を超えて、継続的に労働者の人格と尊厳を侵害することにより、労働者の就業関係を悪化させ、あるいは雇用不安を与えることをいう。 
（事業団の責務） 
第３条 事業団は、パワー・ハラスメントの防止等に関する施策についての企画立案を行なうとともに、各部署の責任者がパワー・ハラスメントの防止等のために実施する措置に関する調整、指導及び助言に当たらなければならない。 
２ 各部署の責任者は、職員がその能率を十分に発揮できるような職務環境を確保するため、パワー・ハラスメントの防止及び排除に努めるとともに、パワー・ハラスメントに起因する問題が生じた場合においては、必要な措置を迅速かつ適切に講じなければならない。 
３ この場合においては、パワー・ハラスメントに対する苦情の申出、当該苦情等に係る調査への協力その他パワー・ハラスメントに対する職員の対応に起因して当該職員が職場において不利益を受けることがないよう配慮しなければならない。 
（相談窓口及び対応機関） 
第４条 事業団は、前条に掲げる責務を果たすため、相談窓口及び対応機関として相談・
苦情解決委員会を設置する。 
２ 前項の相談窓口及び苦情解決委員会は社会福祉法人常陽社会福祉事業団職員のセクシュアルハラスメントの防止に関する規程第６条並び第７条を準用する。
３　相談・苦情解決委員会は、パワー・ハラスメントの防止に関する啓発活動、研修会等を実施するとともに、パワー・ハラスメントに関する相談・苦情を受けた場合に迅速に事実確認、事情聴取、情報収集等を行い、被害の救済、調停、告発、処分等適切に行うものとする。 
４ 再発防止に向けた取組みを周知し、啓発のための研修会等、事実確認ができなかった場合も同様に実施することとする。 
（指針及び周知） 
第５条 事業団は、パワー・ハラスメントをしないようにするために職員が周知すべき事項及びパワー・ハラスメントに起因する問題が生じた場合において職員に望まれる対応等について、指針を定める。 
２ 各部署の責任者は、指針に基づき職員に対し、周知徹底を図るものとする。 
（研修等） 
第６条 事業団は、パワー・ハラスメントの防止等を図るために、職員に対し、必要な研修等を実施するよう努めなければならない。 
２ 各部署の責任者は、新任職員に対し、パワー・ハラスメントに関する基本的事項について理解させ、及び新たに監督者になった職員に対し、パワー・ハラスメントの防止等に関して求められる役割について周知、理解させるための研修等を実施するものとする。 



附　則 
この規程は、平成２5年10月１日より施行する。 

※男女雇用機会均等法（略称）は、 「雇用の分野における男女の均等な機会及び待遇の確保等に関する法律」 















パワー・ハラスメントの防止に関する指針

社会福祉法人常陽社会福祉事業団

１　目的
パワー・ハラスメントは、職員の勤労意欲を減退させ、その能力の適切な発揮を妨げる要因となるとともに、職員間のコミュニケーションが滞るなど、仕事を進めるにあたっての重大な支障となり得るものである。
事業団に勤務する全ての職員の人格が尊重され、職員がその能力を十分に発揮できる働きやすい職場環境づくりを促進するため、パワー・ハラスメントの防止及び排除に関する必要な事項を定めるものとする。

２ パワー・ハラスメントの防止
（１）定義 
①本指針において、パワー･ハラスメントとは、「職務上の権限や地位等を背景にして、本来の業務や指導の範囲を超えて、継続的に職員の人格や尊厳を傷つける言動」と定義する。 
②パワー・ハラスメントは、対人関係の中で生じる問題であり、「ここまでは許せる」、「これを超えてはいけない」というような明確な線引きができるものではなく、法令上の定義もないものである。
（２）留意事項 
① 「職務上の権限や地位等を背景に」とは、管理職による職務上の権限や地位を背景にした言動が基本であるが、職務や技能の経験の差などに基づく言動もパワー・ハラスメントとなり得る。 
② 「本来の業務や指導の範囲を超えて」とは、達成が不可能な業務命令や仕事上必要性のない指示命令、人格を否定するような指導や注意、他の職員とは異なる過重な量の業務を強要することなどが該当するものである。 
③ 「継続的に」とは、必要以上に何度も繰り返すことをいう。 
④ 職務上の指導や注意は、人材育成、職務の円滑な遂行、職場の秩序維持などのために必要である。指導や注意が、パワー・ハラスメントに該当するかどうかは必ずしも受け手の主観だけでなく、社会通念上許容される限度を超えるものかなど、一般的にどう受け止められるかという視点が必要とされている。 
⑤ 勤務時間外であっても、職場の人間関係がそのまま持ち込まれるような場合（歓送迎会など）には、その場の言動がパワー･ハラスメントとなり得る。
（３）パワー・ハラスメントを起こさないために注意すべき言動例 
①言動例については、人事院が平成２２年１月に「「「パワー・ハラスメント」を起こさないために注意すべき言動例」を示し、パワー・ハラスメントに該当し得るケースと、パワー・ハラスメントを起こさないために上司として心得るべきポイントを記載しており、これを参考とする。

３ 管理職の責務
（１）自らの職務上の権限を認識し、パワー・ハラスメントについての正しい認識を持ったうえで、自らの言動がパワー・ハラスメントに該当しないか注意する。
（２）日常から職員とのコミュニケーションを大切にし、指導や助言にあたっても誤解や行き違いが生じないよう留意する。
（３）所属内の職員が、パワー・ハラスメントを行うことのないよう注意する。
（４）仕事に対する指導、注意を行う場合には、人格を否定するような言動は厳につつしみ、相手の能力や性格を考慮し、仕事そのものについての姿勢や進め方など具体的に改善すべき点について指導、注意をする。
（５）パワー・ハラスメントに関する相談を受けたときは、プライバシーに十分配慮してから、必要な調査を行うなど、事案の内容に応じ適切に対応する。

４ 職員が留意すべき事項
（１）職員一人ひとりが、お互いの人格を尊重し、働きやすい職場づくりのために、普段からコミュニケーションを大切にし、風通しのよい職場とする。
（２）パワー・ハラスメントを見聞きした場合、周囲の職員は、被害を受けた職員が一人で悩みを抱え込むことがないよう、積極的に声かけをするとともに、必要な場合は、被害を受けた職員の同意を得たうえで、その状況を管理職や相談窓口等に相談する。
（３）パワー・ハラスメントとなるような言動をしている職員がいる場合には、注意をする。

５ もし、パワー・ハラスメントが起きてしまったら
パワー・ハラスメントを受けたと思ったら 一人で抱え込まず、管理職又は職場の同僚や知人等身近な信頼できる人に相談しましょう。 

６　適用
この指針は、平成２5年10月１日から適用する。







【参考】
「パワー・ハラスメント」を起こさないために注意すべき言動例について
	パターン
	事　　　　　例
	「パワー・ハラスメント」を起こさないためのポイント

	１暴言

人格の否定にならないような叱り方をしていますか？

	
上司Ａは、部下に対して、間違いをすると、「こんな間違いをするやつは死んでしまえ」、「おまえは給料泥棒だ」などと暴言を吐く。部下が謝っても許してくれず、むしろ「存在が目障りだ。おまえがいるだけで皆が迷惑している」など、暴言を吐き続けることもある。

	
部下に暴言を吐くことは、職場の内外を問わず、懇親会の席などざっくばらんな雰囲気の場でも許されるものではありません。


厳しく叱ることも部下を指導する上で時には必要ですが、その場合も言葉を選んで、適切に対応することが必要です。


	
	
上司Ｂは、普段からおとなしいある部下の性格を何かにつけて面白おかしく取り上げ、「君はネクラだ」、もっと明るい顔をしろ」などと言っている。この間もその部下が会議でプレゼンをしたとき、何度か資料の読み間違いなどをしたことについて、発表の方法等を指導せずに、「君のプレゼンが下手なのは、暗い性格のせいだ。何とかしろ」などと言った。

	

	２　執拗な非難


部下にうまく助言・指
導していますか？

	
上司Ｃは、ある部下の作った資料に誤字があることを見つけたが、その部下は過去にも誤字等のミスをしたことがあったため、「なぜこのようなミスをしたのか。反省文を書くように」と言った。そこで、その部下がミスをした理由や今後十分に注意すること等を記載した反省文を作って提出したところ、Ｃは、「内容が物足りない。もっと丁寧な反省文を書いて署名・押印しろ」などと言って三日間にわたって何度も書き直しを命じ、指示どおりの反省文を提出させた。

	



部下は上司に対して、正面きって反論しづらい立場にあることを理解し、ミスには、必要な範囲で、具体的かつ的確に指導することに心がけることが必要です。


部下の立場も考えて、できる限り人前で叱らないようにするなどの配慮も必要です。

	
	
上司Ｄは些細なミスに対して執拗に非難する。この前も、班内会議で使う資料にページがついていなかったことについて、資料を作成した部下に対し、「お前は小学生か」、「仕事のやり方が本当に下手だ」などと皆の前で起立させたまま、大声で長時間叱責し続けた。

	

	３　威圧的な行為



セルフコントロールができていますか？

	
上司Ｅは部下の意見が気に入らなかったりすると、しょっちゅう、椅子を蹴飛ばしたり、書類を投げつけたりする。この間も、部下の目の前で、分厚いファイルを何度も激しく机に叩き付けていた。職員は皆萎縮して、仕事の相談ができる雰囲気ではなく、仕事が全然進まない。

	
業務に関する言動であっても、その内容や態様等が威圧的にならないよう注意してください。



仕事に対する姿勢や日常の振る舞いが「パワー・ハラスメント」の土壌となることがあります。


	
	
上司Ｆは、職員の業務上の意見に対し、自分の意向と違う時は意に沿った発言をするまで怒鳴り続け、また、自分自身にミスがあると有無を言わさず部下に責任を転嫁するそうした言動が原因で体調を崩した部下が入院することとなったため、その部下がそれを報告したところ、「おまえの日ごろの健康管理が悪いからだ。そんなことで休むな」と怒鳴られてしまった。

	

	４　実現不可能・無駄な業務の強要


明らかに無理・無駄な業務を指示していませんか？

	
上司Ｇは、職場に異動してきたばかりの係員の部下に対し、正当な理由もなく、これまで３名で行ってきた大量の申請等の処理業務を未経験のその部下に全部押しつけ、期限内にすべて処理するよう厳命した。このような状況が続き、申請書の処理が滞留したため、その部下が「私にはもう無理だ」と訴えると、「おまえに能力がないからだ。期限内に一人で処理しろ」と激しく責め、聞き入れなかった。

	明らかに実現不可能な業務や自分の趣味による無駄な仕事の強要は、言うまでもなく許されません。





部下に対し、非常に大きな負担をかける業務などを命じる場合には、必要に応じ、部下にその理由
を説明するなどフォローが必要です。


	
	
上司Ｈは部下に対して、毎週のように土曜日や日曜日に出勤することを命じ、自らも出勤し、部下の作った書類のチェックや打ち合わせなどをする。そのような勤務はＨの係だけであり、仕事の内容も翌週の平日にできるようなものなのだが、意見を言うと、「出勤の必要があるかどうかは自分が判断する」と言うだけである。

	

	





５　仕事を与えない


部下の好き嫌いなく仕事を与えていますか？
	





上司Ｉは、ある部下について仕事ができない人間だと決めつけ、何の説明もなく役職に見合った業務を全く与えず、班内の回覧物も回さない。この間も、その部下が何か仕事を与えてくれるよう相談したら、自分の机にたまたま置いてあった書類を手に取って「これでもコピーしておけ」と命じただけであった。

	





部下には差別なくその能力や役職等に見合った仕事を与える必要があり、合理的な理由なく仕事を与えないことは許されません。


業務上の意見を言ったことなどを理由に、仕事を与えないなどのペナルティを科すのは権限の濫用に該当します。

	
	
上司Ｊの職場は残業が多いことから、先月、ある部下が業務改善に関する提案を自主的に作成して提出したところ、「要らないことをするな」と突き返された。それ以降、Ｊは、「あいつとは相性が合わない」と言って、その部下に仕事を与えなくなり、本来の仕事すら他の同僚にさせるようになった。

	

	６　仕事以外の事柄の強要

私生活に権限を持ち込んでいませんか？
	
上司Ｋは部下に対して、毎日のように昼休みに弁当を買いに行かせたり、週末には家の掃除をさせたりする。皆嫌がっているのだが、断ると、怒鳴ったり、仕事上のペナルティをちらつかせるので言いなりになっている。

	
部下に私事を命じるのは明らかに不適当な命令です。

部下に対して合理的な理由がないのに、仕事以外のことに執拗に干渉しない態度が必要です。


	
	
上司Ｌは、ある部下が自分の住んでいるマンションよりも良い物件を賃借していることをねたみ、その部下に対し、「上司より立派なマンションに住むとは何事だ」とか「もっと安いところに住まないと地方に異動させるぞ」などと言い続けたので、その部下はやむを得ず、別の安い物件に転居した。

	









社会福祉法人常陽社会福祉事業団文書取扱規程

第１章　総　則

（目的）
第１条　この規程は、社会福祉法人常陽社会福祉事業団（以下「事業団」という。）における事務処理を適正かつ能率的に行うため、文書の収受、発送、管理、保存等その取扱いに関し、必要な事項について定めることを目的とする。
（文書取扱の原則）
第２条　文書の取扱は、次によるものとする。
（１）文書は責任を明らかにし、迅速、確実かつ丁寧に扱うこと。
（２）文書は、常に整理し、その所在を明確にしておくこと。
（３）文書の汚損がはなはだしいときは、適宜の方法により補修し、常に文書の内容が明らかであるようにしておくこと。
（文書作成の原則）
第３条　文書は原則として１件１文書、左横書きとし、当用漢字、ひらがな、現代かなづかいを用いなければならない。ただし、特に定めのある場合はこの限りでない。
（文書の綴じ方）
第４条　文書の綴じ方は、特別な場合を除き、左綴じし、容易に分離しないようにしなければならない。
（定義）
第５条　この規程でいう「文書」とは、その内容が事業団の運営に関するもので、次に掲げるものをいう。
（１）諸規程、諸通知
（２）起案文書
（３）理事長名、法人名、常務理事名、事務局長名又は役職名を宛名とする文書及びこれらに名をもって発送する文書
（４）前各号に掲げるもののほか、事業団の運営に係る一切の書類
（文書の区分）
第６条　文書は特殊文書と一般文書及び私文書に区分するものとする。
２　特殊文書とは、書留、電報及び郵便小包及び搬送品等をいう。
３　一般文書とは、特殊文書及び私文書以外のものをいう。
４　私文書とは、職員及び関係者あての文書をいう。
（文書取扱者）
第７条　文書取扱は各施設及び各事業所が担当し、担当者は施設長若しくは部長が指名する。
２　文書取扱責任者は各施設長若しくは部長が兼任し、次の事務を行うものとする。
（１）文書担当者に行う必要な指示指導に関すること。
（２）文書の収受、配付及び発送に関すること。
（３）文書の整理、保管、保存及び廃棄に関すること。
（４）文書事務の改善に関すること。
（５）その他文書の取扱に関すること。
３　文書担当者は、文書の収受、整理、保管及びその他の取扱にあたる。
（備付文書）
第８条　事業団の業務を適切、確実に行うため備える帳票等は、次のとおりとする。
（１）文書受付印
（２）文書件名簿
（３）令達番号簿
（４）特殊郵便物配付簿
（５）切手受払簿
（６）起案用紙
（７）電報受信簿
（８）保存文書台帳
（９）保存文書貸出簿

第２章　文書の受付及び配付

（文書の受付）
第９条　文書取扱担当は、次のとおり文書の受付を行う。
（１）一般文書は、受付文書に受付印を押し受付番号を記入するとともに、一般文書受付簿（様式第１号）に受付番号を転記し、所要事項を記載する。ただし、軽易な文書はこの限りでない。
（２）特殊文書（私文書を含む）は、特殊文書受付簿（様式第２号）に所要事項を記載した上で受取人に配付し、受領印を受けなければならない。
（３）私文書、並びに図書、雑誌、新聞、その他これらに準ずる文書は受付簿に記載することなく、当該部門の担当者又は個人に配付する。
２　ファックスにより受け付けた文書も同様に取り扱う。
（文書の開封）
第１０条　文書は担当職員が開封する。ただし、親展その他開封することが適当でないと認められるものについては、この限りでない。
２　文書に金銭、印税、物品等が添付されているときは、文書の余白にその種類、金額等を記入し、取扱者印を押印するとともに、文書受付簿に封筒を添付しその旨を記載する。
（文書処理の指示）
第１１条　配付を受けた文書は、施設長若しくは部長が閲覧した上で処理の要旨を指示し、担当者に交付するものとする。
２　本部、他施設若しくは事業所に勤務する職員が対応すべき内容の文書は、ファックス又はメール、グループウェアを使って速やかに伝達する。ただし、この方法による伝達が困難な場合は、当該文書の写しを当該施設等にて受け取る。
（勤務時間外の文書の受付）
第１２条　勤務時間外又は休日に到着した文書は、当該日の勤務者がある場合、次のように取り扱うものとする。
（１）一般文書は公文書と私文書に区別して一括保管しておき、文書取扱責任者に引き継ぐものとする。
（２）特殊文書は、特殊文書受付簿に所要事項を記載した上で、文書取扱責任者に引き継ぐものとする。
（３）公用文書で重要かつ緊急を要すると判断されるものは、事務局長に連絡し、その指示を受けるものとする。
（４）休日が続くときの当該日の勤務者は、次の者に確実に引き継ぐものとする。

第３章　起案及び決裁

（文書起案の原則）
第１３条　理事長名、法人名及び事務局長名をもって発送する文書は、起案用紙（様式第３号）を用い、それぞれ発信者の決裁を受けなければならない。
（理事長の決裁）
第１４条　次に掲げる事項については、理事長の決裁を受けなければならない。
（１）法人の運営に関する事項
（２）補助金、借入金等の申請に関する事項
（３）施設の整備に関する事項
（４）不動産の取得又は処分並びに賃借に関する事項
（５）理事長名をもって行う契約に関する事項
（６）その他、理事長の決裁を必要と認める事項
（事務局長の決裁）
第１５条　理事長の決裁を要する事項のほかは、全て事務局長の決裁を受けなければならない。
（決裁の順序）
第１６条　決裁は、施設長若しくは部長を経て、必要に応じ関係部署に回議のうえ、理事長又は事務局長の決裁を受けるものとする。
（決裁の代行）
第１７条　次の各号に該当する場合は、決裁権者があらかじめ指名する者に決裁を代行（以下「代決」という。）させることができる。
（１）決裁権者が出張、休暇その他の事故により不在であるとき。
（２）緊急に処理しなければならない、差し迫った理由があるとき。
（３）内容が重要であっても、前例により処理して差し支えないと認められるとき。
（４）その他、軽易と認められるとき。
２　代決者は、事後速やかにその旨を決裁権者に報告しなければならない。
３　代決権者は、理事長決裁に属する事項については常務理事とし、常務理事決裁に属する事項については事務局長とし、事務局長決裁に属する事項については事務局次長とする。

（合議）
第１８条　起案文書で合議する必要があると認められるものについては、関係部署と合議するものとする。
（起案文書の修正）
第１９条　起案文書に重要な修正をする場合は、修正しようとする者が起案者に連絡のうえ行うものとする。
（決裁日の記入）
第２０条　決裁又は供覧の完了した文書は、当該事項の部門においてその完了日を記入しておくものとする。
（起案書の返付）
第２１条　起案文書の決裁が完了したときは、起案者に返付するものとする。

第４章　文書の施行

（文書の発送）
第２２条　文書決裁終了後、速やかに所管課において浄書し、誤字及び脱字等のないよう起案文書と照合のうえ発送するものとする。
２　文書を発送する場合は、文書発送簿（様式第４号）に所要事項を記入しなければならない。
（発信番号）
第２３条　文書には、軽易なものを除き原則として次の区分により発信番号を記載するものとする。
事業団の運営にかかわるもので理事長名による発信文書
事業団本部事務局　　　　　　　常社事発第　号
養護老人ホーム清風園　　　　　常社清発第　号
養護老人ホーム望峰園　　　　　常社望発第　号
特別養護老人ホーム白寿園　　　常社白発第　号
在宅福祉部　　　　　　　　　　常社福発第　号
在宅支援課　　　　　　　　　　常社在援発第　号
志和池･庄内･西岳包括支援ｾﾝﾀｰ　常社包発第　号
居宅介護支援事業所ゆう　　　　常社ゆ発第　号
在宅福祉課　　　　　　　　　　常社在福発第　号
西岳デイサービスセンター　　　常社西発第　号
庄内デイサービスセンター　　　常社庄発第　号
横市デイサービスセンター　　　常社横発第　号
２　発信番号は年度により更新し、発信日の順に１件ごとに付するものとする。
（文書の日付）
第２４条　文書に記載する日付は、原則として文書の決裁日とする。

（印章の押印）
第２５条　浄書、照合の終わった文書には、印章を管守する者に決裁文書とともに発送文書を提示して、発信者名の印章を押印しなければならない。
（文書の控え）
第２６条　発送する文書は、軽易なものを除き「控」を保存しなければならない。

第５章文書の整理、保管及び保存

（文書の保管）
第２７条　決裁処理が終了した文書及び処理の終了していないものは、各部署において保管する。
２　文書を保管する場合は、日常業務が円滑に実施できるよう、分類整理し、所定の場所に保管しておかなければならない。
３　文書の保管期間は、原則として当該文書に係る事案の処理が終了した日の属する年度末とする。
（文書の編さん）
第２８条　文書は原則として、会計年度ごとに次により編さんするものとする。
（１）事案別に文書の番号順に綴り目次を付すること。
（２）編さんは適宜の厚さで綴ることとし、分冊した場合は各冊ごとにその旨を標示すること。
（３）編さんした文書には、表紙を付した表紙にその内容を明記すること。
（文書の保存）
第２９条　第２７条の保管期間が経過し、編さんした文書は、文書責任者の指示に従い一定の場所に保存するものとする。
２　文書を保存する場合は、保存文書台帳（様式第５号）を作成しておかなければならない。
３　文書の保存期間は、別表のとおりとする。
（文書の閲覧）
第３０条　保存文書を閲覧し、又は借り受けようとするときは、文書責任者に申し出て、承認を得なければならない。
２　前項により借り受けた文書は、取替え、改ざん、紛失、損傷、汚損あるいは転貸し、又は外部に持ち出してはならない。
（保存期間経過後の文書）
第３１条　保存中の文書で、保存期間の経過したものは、決裁を受けた後廃棄するものとする。
２　文書の廃棄は、情報の外部流出を避ける上で、細かく切断の上行うものとする。
３　保存期間が経過した文書で、なお保存の必要があると認められるものは、必要な期間引き続き保存できる。

（非常持出文書）
第３２条　文書のうち火災等非常の場合持ち出すことを要する文書（非常持出文書）は、別表の記載のものとする。
２　非常持出文書には、次の寸法の赤紙用紙にその旨を記載し、所定の場所に保存するものとする。（３㎝×５㎝）
非
常
持
出

（その他）
第３３条　印章の使用に関しては、別に定める規程を遵守しなければならない。

附　　則
この規程は、平成２７年１月１日から施行する。


（様式第1号）
一　般　文　書　受　付　簿
	受付月日
	収受番号
	発信月日
番　　号
	件　　　　名
	発 信 者
	処　　理

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	




（様式第２号）
特 殊 文 書 受 付 簿
	受付
月日
	種類
	記号
番号
	差出人
	住所
	縦先人
	取扱者
	取扱者
	備考

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	


 

（様式第４号）
文　書　発　送　簿
	月　日
	発送番号
	種類
	件　　　　名
	発 信 者
	宛　先
	備　考

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	



（様式第５号）
	年度
	種別
	文書ファイル名
	取 扱 者
	作成（取得） 時　　期
	保 存 期 間

	
	
	
	
	
	始　期
	終　期

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	


文　書　保　存　台　帳








別表（第２９条関係）
	文書の種類
	保存期間
	文書の内容

	第１種
	永久保存
	（１）社会福祉法人認可申請書及び登記簿謄本 
（２）定款 
（３）財産の管理及び各種積立金 
（４）諸規程の原本 
（５）理事会・評議員会の議事録及びこれに関する重要な書類 
（６）予算書、財産目録及び決算報告書 
（７）役員及び職員の身分等の人事に関する書類 
（８）公印台帳及び印影簿 
（９）理事長の事務引継書 
（10）職員の退職手当の関係書類 
（11）借入金等の関係書類 
（12）各種補助金に関する書類 
（13）その他永久保存の必要を認めるもの

	第２種
	１０年保存
	（１）事業計画書 
（２）会計帳簿、伝票及び証憑書類 
（３）契約書、覚書等のうち特に重要なもの 
（４）重要な統計、報告、通知文書等で永久保存の必要のない書類 
（５）その他１０年保存の必要を認められるもの 

	第３種
	５年保存
	（１）定款及び諸規程の改正に関する書類 
（２）事務局長の事務引継書 
（３）職員の服務及び時間外勤務命令に関する書類 
（４）照会、回答その他往復文書に関するもの 
（５）監事の検査・監査に関するもの 
（６）臨時的任用職員の任免に関する書類 
（７）各種委員の任免に関する書類 
（８）理事長及び職員の出張命令及びその復命書 
（９）一般的な各種統計に関する書類 
（10）相談事業に関するもの 
（11）各種日誌 
（12）その他５年保存の必要を認められるもの 

	第４種
	２年保存
	（１）介護保険事業所に関する諸記録 
（２）その他２年保存の必要を認められるもの 

	第５種
	１年保存
	（１）職員の勤務に関する願・届出書類 
（２）一時の処理に属する往復文書、報告書に関するもの 
（３）第１種から第４種に属さないも



社会福祉法人常陽社会福祉事業団公用文に関する規程

（目的）
第１条　この規程は、都城市公用文に関する規程（平成３年訓令第２１号）に準拠し、社会福祉法人常陽社会福祉事業団（以下「事業団」という。）における公用文の作成に関し、事業団の文書取扱規程に定めのない詳細な事項を定めることを目的とする。
（公用文の種類）
第２条　公用文の種類及び分類は、都城市公用文に関する規程別表第１を準用する。
２　前項の公用文の種類の意義は、都城市公用文に関する規程別表第２を準用する。
（公用文の書き方）
第３条　公用文は、左横書きとする。ただし、特に定めのある場合はこの限りでない。
（文体）
第４条　公用文の文体は、原則として「である体」を用いるものとする。ただし、公告、掲示の類及び対外文書（通知、供覧、伺い、願い、届け、申請書、照会、回答、報告等を含む。）の類は、「ます体」を用いるものとする。
２　文語脈の表現は、なるべくやめて、平明なものになるよう努めるものとする。
３　文章は、なるべく区切って短くし、接続詞や接続助詞などを用いて文章が長くならないよう努めるものとする。
４　文の飾り、あいまいなことば、まわりくどい表現は、できるだけやめて、簡潔、かつ、論理的な文章となるよう努めるものとする。
５　文章には、できるだけ、一見して内容の趣旨がわかるように、簡潔な表題をつけるものとする。また、表題の終わりには「通知」、「回答」のような文書の性質を表すことばをかっこ書きするものとする。
（用語）
第５条　特殊なことばを用いたり、かたくるしいことばを用いたりすることをやめて、日常一般に使われているやさしいことばを用いるものとする。
２　同じ内容のものを違ったことばでいい表すことのないように統一するものとする。
（用字）
第６条　文字は、漢字及びひらがなを用いる。
２　漢字は、一般の社会生活において現代の国語を書き表すための漢字使用目安（常用漢字表）（昭和５６年内閣告示第１号。以下「常用漢字表」という。）によるものとする。ただし、外国の地名及び人名、外来語その他かたかなが適当と認められるものは、かたかなを用いるものとする。
３　前項の常用漢字表によって書き表せないものは、次の各号に定める標準によって書きかえ又は言いかえるものとする。
（１）かな書きにすること。 
（２）常用漢字表中の、音が同じで、意味の似た漢字で書きかえること。
（３）同じ意味の漢語で言いかえること。
（４）漢語をやさしいことばで言いかえること。
４　漢字、かなづかい及び送りがなは、次の各号に掲げるものによる。ただし、地名その他固有名詞及び専門用語についてはこの限りでない。
（１）常用漢字表
（２）現代仮名遣い（昭和６１年内閣告示第１号）
（３）ローマ字のつづり方（昭和２９年内閣告示第１号）
（４）送り仮名の付け方（昭和４８年内閣告示第２号）
（５）公用文における漢字使用等について（昭和５６年１０月１日事務次官等会議申合せ）
（６）法令における漢字使用等について（昭和５６年１０月１日内閣法制局総発第１４１号）
（７）法令における拗音及び促音に用いる「や・ゆ・よ・つ」の表記について（昭和６３年７月２０日内閣法制局総発第１２５号）
（８）「公用文における漢字使用等について」の具体的な取扱指針について（昭和５６年１０月１日内閣閣第１５０号）
（９）「異字同訓」漢字の用法（昭和４７年６月２８日国語審議会幹事部会）
（10）常用漢字表の実施により新たに追加された９５字の音訓、語例一覧
（11）人名漢字一覧
（数詞）
第７条　左横書きの場合は、原則として、アラビア数字を用いるものとする。
２　1,000以上の数字には、３桁ごとに、区切り記号「，」をつけるもとする。ただし、年号、文書番号、電話番号、地番はこの限りでない。
３　少数、分数、帯分数については、次の例による。
（１）少数　0.123
（２）分数　又は２分の１
（３）帯分数　１
４　日付、時刻及び時間については、次の例による。
（１）日付　平成１７年４月１日（平成17.4.1、Ｈ17.4.1）
（２）時刻　８時３０分（８：３０）
（３）時間　７時間３０分
５　次の各号に掲げる場合は、漢数字を用いるものとし、次の例による。
（１）固有名詞
四国、九州、三股、二重橋、八重桜
（２）概数を示す語
数十日、二・三人、四・五日
（３）数量的な漢字のうすい語
一般、一部分、一層、四分五裂
（４）慣習的な語
一休み、二言目、三日目
（５）数の単位として用いる語
100万、1,500億、10兆
６　縦書きの場合は、漢数字を用いるものとする。
（１）漢数字を発音にしたがって用いるが、一十、一百、一千とはしない
（２）壱、弐、参、拾、阡などの文字は、財務規則、会計処理上の慣行等による場合のほかは使用しない
７　序数（順序を表す数）は、基数（１、２、・・・）との混同を防ぐため、「第」を付けてあらわすこと。
８　数字で年月又は期間を表す場合において、期間の月と暦の月と混同されるときは「箇」を用いること。　　　６箇月
（句読点）
第８条　句点には「。」を用い、その用法は次の各号に定めるところによる。
（１）一つの文を完全に言い切ったところには、必ず付ける。ただし、表彰状、感謝状等にはつけない。
（２）表題、標語その他簡単な語句を掲げる場合、事物の名称だけを列記する場合などその字句が名詞で終わるときは、付けない。ただし、「・・・すること」及び「・・・とき」で終わる場合又はその後に「ただし書」等が続く場合には、付けること。
２　読点には「、」を用い、その用法は概ね次の各号の定めるところによる。
（１）主語の次に付ける。ただし、主語、述語の関係にある語句が、条件句中にあるときなどはつけないこと。
（２）文章のはじめに置く接続詞の次につけること。
ただし、なお、そして、しかも、すなわち、そこで、したがって、
（３）長い条件句、挿入句などの前後に付けること。
（４）句と句を接続する「かつ」の前後に付け、語と語を接続する「かつ」の場合はつけない
関係者に通知し、かつ、これを公表する
民主的かつ能率的な運営
（５）動詞、形容詞又は副詞を、「又は」、「及び」などの接続詞で結ぶ場合はこれらの接続詞の前に付け、名詞を結ぶ場合はつけないこと。
所有し、占有し、又は管理する
電車又はバス
（６）名詞又は名詞を説明するため、「で」又は「であって」を用いて接続させる場合には、「で」又は「であって」の次に原則として付けること。
20歳以上の者で（あって）、…を受けた者
（７）形容詞、副詞及び動詞を並列して、最後の語句の後を「その他」でくくるときは、「その他」の前に用いること。ただし、名詞を並列して「その他」でくくる場合の「その他」の前には用いない
免職し、休職し、その他著しく不利益な処分…
福祉施設、銀行その他学校にも配付する
（見出し記号）
第９条　定款、規則、規程、要綱、要領及び細則の条名、項番号及び号番号の書き方は、次の各号に掲げる例による。
（１）条名　第１条
（２）項番号　２（１は、条名に続けて一字あけて書き出すため表記しない。）
（３）号番号　（１）
（４）号の中を細分する場合　ア
（５）号の中をさらに細分する場合　（ア）
２　一般の公用文の項目を細分する場合は、次の各号に掲げる例による。ただし、項目が少ないときは、最初の見出し記号「第１」又は「第一」は、省略することができる。また、見出し記号の書き方は、「第１」又は「第一」は一字目から、「１」又は「一」以下は、順次１字ずつ繰り下げて書き出すものとする。
（１）横書きの場合
第１　１　（１）　ア　（ア）
第２　２　（２）　イ　（イ）
第３　３　（３）　ウ　（ウ）
（２）縦書きの場合
第一　一　１　（一）　ア
第二　二　２　（二）　イ
第三　三　３　（三）　ウ
３　見出し記号には、句読点をうたず、１字分ずつあけて次の字を書き出す。
（その他の記号）
第１０条　次の各号に定める記号は、おおむねそれぞれに定める方法で用いる。
（１）「・」（なかてん）
ア　事物の名称を列記する場合に「、」のかわりに、又は「、」とあわせて用いること。
イ　外国の地名、人名その他の固有名詞又は外来語の区切りにもちいること。
グレート・ブリテン、キー・ポイント
（２）「．」（ピリオド）
単位を示す場合又は省略記号とする場合に用いること。
０．０３、Ｐ．Ｔ．Ａ
（３）「：」（コロン）
次に続く説明文又はその他の語句があることを示す場合に用いること。
とき：４月１日
（４）「～」（なみがた）
時、所、数量、順序などを継続的（…から…まで）に示すときに用いること。
都城～福岡、第１条～第５条
（５）「－」（ダッシュ）
語句の言いかえ、又は丁目、番地を省略して書く場合に用いること。
中町３－１２、青－進め
（６）「「　」」（かぎかっこ）
用語を定義する場合、語句を引用する場合、特に注意を喚起する語句をさしはさむ場合等に用いること。
以下「事業団」という。）
（７）「（　）」（かっこ）
語句又は文の後に注記を加える場合に、法令、条例などの見出し、その他簡単な独立した語句の左右を囲む場合等に用いること。
職員（嘱託職員等も含む。）
（８）「『　』」（二重かぎかっこ）
「　」の中で、さらに引用等が必要な場合に用いること。
（９）「〔　〕」（そでかっこ）
（　）の中にさらにかっこ書きが必要な場合に用いること。
（10）「々」・「〃」（くりかえし）
同じ漢字が続く場合に用いるが、続く漢字が異なった意味であるときは用いないこと。（「ゝ」・「ゞ」は原則として用いない。）
個々、国々
事務所所在地
（11）疑問符「？」及び感嘆符「！」は、原則として用いないこと。
（ふりがな等）
第１１条　漢字にふりがなを付ける場合は、その漢字の上部に付けるものとする。
２　傍点及び傍線を付ける場合は、傍点は語句の上部に、傍線は語句の下部に付けるものとする。
（使用する用紙）
第１２条用紙は、原則として、日本標準規格Ａ４版を縦長に用いるものとする。
（文書のつくり方）
第１３条対外文書の一般的な書式は、次のとおりとする。
（１）文書番号及び発信年月日は、用紙の中央やや右から書き出し、終わりは１字分空けること。
（２）あて名の書き出しは、１字分空けること。
（３）さしだし名は、用紙の中央やや右から書き出し、終わりは１字分空くようにすること。
（４）標題は、３字分空けて書き出し、２行以上にわたるときは、各行の初字をそろえ、最後の行を除き、各行の終わりは３字分空けること。
（５）文書を書き出す場合及び文中の行を改める場合には、１字分空けて書き出すこと。
（６）文章の一段落では行を改めること。ただし、次の文章が「ただし」で始まるもの、「この」、「その」で付け加えるもの等は、行を改めないこと。
（７）「下記のとおり」等の下に書く「記」は、文書の中央に書くこと。
２　公用文の文例及び書式は、都城市公用文に関する規程別表第３を準用する。
附　　則
この規程は、平成２７年１月１日から施行する。
[bookmark: 社会福祉法人常陽社会福祉事業団特定個人情報の適正な取り扱いに関する基本方針]
特定個人情報の適正な取り扱いに関する基本方針

　社会福祉法人常陽社会福祉事業団（以下「事業団」という。）は、特定個人情報の重要性を認識しその保護に関する社会的責任として、情報主体の権利の保護、個人情報に関する法規制等を遵守するために、特定個人情報等の適切な取り扱いの確保について組織として取り組むため、本基本方針を定めます。

１　関係法令・ガイドライン等の遵守
　　事業団は、「行政手続きにおける特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律」、「個人情報の保護に関する法律」及び「特定個人情報の適正な取扱いに関するガイドライン（事業者編）」を遵守して、特定個人情報の適正な取り扱いを行います。

２　安全管理措置に関する事項
　　事業団は、特定個人情報の安全管理措置に関して、別途「社会福祉法人常陽社会福祉事業団特定個人情報取扱規程」を定めます。

３　事業団規程等の継続的改善
　　事業団は、特定個人情報が適正に取り扱われ効果的に利用されるよう、継続的な改善に取り組みます。また改善した内容を本基本方針及び事業団規程等に随時反映してまいります。

４　質問及び苦情処理の窓口
　　事業団における特定個人情報の取り扱いに関するご質問及びご苦情に関しては下記の窓口にご連絡ください。
（１）担当部署　本部事務局
（２）電話番号　0986-23-1551
（３）メールアドレス　honbu@mjfj.net


平成２８年　１月　１日　制定

社会福祉法人常陽社会福祉事業団
理事長　　　　　　　　
社会福祉法人常陽社会福祉事業団特定個人情報取扱規程

第１章　総則
（目的）
第１条　この規程は、社会福祉法人常陽社会福祉事業団（以下「事業団」という。）が、「行政手続きにおける特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律」（平成２５年法律第２７号、以下「番号法」という。）、「個人情報の保護に関する法律」（平成１５年法律第５７号、以下「個人情報保護法」という。）及び「特定個人情報の適正な取扱いに関するガイドライン（事業者編）」に基づき、事業団の取り扱う特定個人情報等の適正な取扱いを確保するために定めるものである。
　　この規程は、特定個人情報の「取得」、「保管」、「利用」、「提供」、「開示、訂正、利用停止」及び「廃棄」の各段階における留意事項及び安全管理措置について定めるものである。
　　個人番号及び特定個人情報等に関しては、事業団における個人情報保護規程に優先して本規程が適用される。
　　この規程の規定が個人情報保護に関する他の規程等と矛盾抵触する場合には本規程の規定が優先的適用される。
（定義）
第２条　この規程で掲げる用語の定義は、次の各号に定めるところによる。
（１）「個人番号」とは、番号法第７条第１項又は第２項の規定により、住民票コードを変換して得られる番号であって、当該住民票コードが記載された住民票に係る者を識別するために指定されるものをいう（番号法第２条第６項及び第７項、第８条並びに第６７条並びに附則第３条第１項から第３項まで及び第５項における個人番号）。
（２）「特定個人情報」とは、個人番号（個人番号に対応し、当該個人番号に代わって用いられる番号、記号その他の符号であって、住民票コード以外のものを含む。番号法第７条第１項及び第２項、第８条並びに第６７条並びに附則第３条第１項から第３項まで及び第５項を除く。）をその内容に含む個人情報をいう。
（３）「特定個人情報等」とは、個人番号及び特定個人情報を併せたものをいう。
（４）「個人情報ファイル」とは、個人情報を含む情報の集合物であって、特定の個人情報について電子計算機を用いて検索することができるように体系的に構成したもののほか、特定の個人情報を容易に検索することができるように体系的に構成したものとして「個人情報の保護に関する法律施行令」（平成１５年政令第５０７号。以下「個人情報保護法施行令」という。）で定めるものをいう。
（５）「特定個人情報ファイル」とは、個人番号をその内容に含む個人情報ファイルをいう。
（６）「保有個人情報」とは、個人情報取扱事業者（同条第１１項）が開示、内容の訂正、追加又は削除、利用の停止、消去及び第三者への提供の停止を行うことのできる権限を有する特定個人情報であって、その存否が明らかになることにより公益その他の利益が害されるものとして個人情報保護法施行令で定めるもの又は６か月以内に消去することとなるもの以外のものをいう。
（７）「個人番号利用事務」とは、行政機関、地方公共団体、独立行政法人等その他の行政事務を処理する者が番号法第９条第１項又は第２項の規定によりその保有する特定個人情報ファイルにおいて個人情報を効率的に検索し、及び管理するために必要な限度で個人番号を利用して処理する事務をいう。
（８）「個人番号関係事務」とは、番号法第９条第３項の規定により個人番号利用事務に関して行われる他人の個人番号を必要な限度で利用して行う事務をいう。
（９）「個人番号利用事務実施者」とは、個人番号利用事務を処理する者及び個人番号利用事務の全部又は一部の委託を受けた者をいう。
（10）「個人番号関係事務実施者」とは、個人番号関係事務を処理する者及び個人番号関係事務の全部又は一部の委託を受けた者をいう。
（11）「個人情報取扱事業者」とは、特定個人情報ファイルを事業の用に供している者（国の機関、地方公共団体、独立行政法人等及び地方独立行政法人を除く。）であって、特定個人情報ファイルを構成する個人情報によって識別される特定の個人の数（個人情報保護法施行令で定める者を除く。）の合計が過去６か月以内のいずれの日においても5,000を超えない者以外の者をいう。
（12）「役職員」とは、事業団の組織内にあって直接又は間接に事業団の指揮監督を受けて当事業団の業務に従事している者をいい、雇用関係にある従業者（第１号職員、第２号職員、第３号職員、第４号職員、第５号職員及び第６号職員）のみならず、事業団との間の雇用関係にない者（理事、監事及び評議員）を含む。
（13）「事務取扱担当者」とは、事業団において個人番号を取り扱う事務に従事する者をいう。
（14）「事務取扱責任者」とは、特定個人情報等の管理に関する責任を担うものをいう。
（15）「管理区域」とは、特定個人情報ファイルを取り扱う情報システムを管理する区域をいう。
（16）「取扱区域」とは、特定個人情報等を取り扱う事務を実施する区域をいう。
（個人番号を取り扱う事務の範囲）
第３条　事業団が個人番号を取り扱う事務の範囲は次の各号に掲げるとおりとする。
（１）役職員に係る個人番号関係事務
　　イ　給与所得・退職所得の源泉徴収票作成事務
　　ロ　雇用保険届出事務
　　ハ　労働者災害補償保険法に基づく請求に関する事務
　　ニ　健康保険・厚生年金保険届出事務
（２）役職員の配偶者に係る個人番号関係事務
　　イ　国民年金の第３号被保険者の届出事務
（３）役職員以外の個人に係る個人番号関係事務
　　イ　報酬・料金等の支払調書作成事務
　　ロ　配当、剰余金の分配及び基金利息の支払調書作成事務
　　ハ　不動産の使用料等の支払調書作成事務
　　ニ　不動産等の譲受けの対価の支払調書作成事務
（４）施設利用者に係る個人番号関係事務
　　　イ　介護保険に関する関係事務
　　　ロ　年金等の現況届出事務
　　　ハ　国民健康保険届出事務
（取り扱う特定個人情報等の範囲）
第４条　前条において事業団が個人番号を取り扱う事務において使用される個人番号及び個人番号と関連付けて管理される特定個人情報は以下のとおりとする。
（１）役職員又は役職員以外の個人から、番号法１６条に基づく本人確認の措置を実施する際に提示を受けた本人確認書類（個人番号カード、通知カード、身元確認書類等）及びこれらの写し
（２）事業団が税務署等の行政機関等に提出するために作成した法定調書及びこれらの控え
（３）事業団が法定調書を作成するうえで役職員又は役職員以外の個人から受領する個人番号が記載された申告書等
（４）その他個人番号と関連づけて保存される情報
２　第１項各号に該当するか否かが定かでない場合は、事務取扱責任者が判断する。


第２章　安全管理措置

第１節　組織的安全管理措置・人的安全管理措置
（組織体制）
第５条　事業団は、本部事務局を特定個人情報等を管理する責任部署とする。
２　事業団は、事務局長を事務取扱統括責任者とし、本部事務局次長、施設長並びに管理者を事務取扱責任者とする。
３　事業団は、本部事務局の職員及び各部署において個人番号が記載された書類等を受領する職員を事務取扱担当者とする。
（事務取扱統括責任者及び事務取扱責任者の責務）
第６条　事務取扱統括責任者及び事務取扱責任者は、本規程に定められた事項を理解し、遵守するとともに、事務取扱担当者にこれを理解させ、遵守させるための教育訓練、安全対策の実施並びに周知徹底等の措置を実施する責任を負う。
２　事務取扱統括責任者は、次の業務を所管する。
（１）本規程及び委託先の選定基準の承認及び周知
（２）特定個人情報の安全管理に関する教育・研修の企画
（３）その他事業団全体における特定個人情報の安全管理に関すること
（４）特定個人情報の利用申請の承認及び記録等の管理
（５）管理区域及び取扱区域の設定
（６）特定個人情報の取扱区分及び権限についての設定及び変更の管理
（７）特定個人情報の取扱状況の把握
（８）委託先における特定個人情報の取扱状況等の監督
（９）特定個人情報の安全管理に関する教育・研修の実施
（１０）その他事業団における特定個人情報の安全管理に関すること
（事務取扱担当者の監督）
第７条　事務取扱責任者は、特定個人情報等が本規程に基づき適正に取り扱われるよう、事務取扱担当者に対して必要かつ適切な監督を行うものとする。
（事務取扱担当者の責務）
第８条　事務取扱担当者は、特定個人情報の「取得」、「保管」、「利用」、「提供」、「開示、訂正、利用停止」、「廃棄」又は委託処理等、特定個人情報を取扱う業務に従事する際、番号法及び個人情報保護法並びにその他の関連法令、特定個人情報ガイドライン、本規程及びその他の事業団規程並びに事務取扱責任者の指示した事項に従い、特定個人情報の保護に十分な注意を払ってその業務を行うものとする。
２　事務取扱担当者は、特定個人情報の漏えい等、番号法若しくは個人情報保護法又はその他の関連法令、特定個人情報ガイドライン、本規程又はその他の事業団規程に違反している事実又は兆候を把握した場合、速やかに事務取扱責任者に報告するものとする。
３　各事業所において個人番号が記載された書類等の受領をする事務取扱担当者は、個人番号の確認等の必要な事務を行った後はできるだけ速やかにその書類を受け渡すこととし、自分の手元に個人番号を残してはならないものとする。
（教育・研修）
第９条　事務取扱統括責任者は、本規程に定められた事項を理解し、遵守するとともに、事務取扱担当者に本規程を遵守させるための教育訓練を企画・運営する責任を負う。
２　事務取扱担当者は、事務取扱統括責任者が主催する本規程を遵守させるための教育を受けなければならない。
（特定個人情報の取扱いに係る事務フロー）
第１０条　特定個人情報を取り扱う場合の事務フローは、別紙のとおりとする。
（本規程に基づく運用状況の記録）
第１１条　事務取扱担当者は、本規程に基づく運用状況を確認するため、以下の項目につき、システムログ及び利用実績を記録するものとする。
（１）特定個人情報の取得及び特定個人情報ファイルへの入力状況
（２）特定個人情報ファイルの利用・出力状況の記録
（３）書類・媒体等の持出しの記録
（４）特定個人情報ファイルの削除・廃棄記録
（５）削除・廃棄を委託した場合、これを証明する記録等
（６）特定個人情報ファイルを情報システムで取り扱う場合、事務取扱担当者の情報システムの利用状況（ログイン実績、アクセスログ等）の記録
（取扱状況の確認手段）
第１２条　事務取扱担当者は、特定個人情報ファイルの取扱状況を確認するための手段として、特定個人情報管理台帳に以下の事項を記録するものとする。なお、特定個人情報管理台帳には、特定個人情報等は記載しないものとする。
（１）特定個人情報ファイルの種類、名称
（２）責任者、取扱部署
（３）利用目的
（４）削除・廃棄状況
（５）アクセス権を有する者
（６）特定個人情報ファイルを取り扱う情報システムを「管理区域」の場所
（７）特定個人情報等を取り扱う事務を実施する「取扱区域」の場所
（情報漏えい事案等への対応）
第１３条　事務取扱責任者は、特定個人情報の漏えい、滅失又は毀損による事故（以下「漏えい事案等」という）が発生したことを知った場合又はその可能性が高いと判断した場合は、本規程に基づき、適切に対処するものとする。
２　事務取扱統括責任者は、理事長と連携して漏えい事案等に対応する。
３　事務取扱責任者は、漏えい事案等が発生したと判断した場合は、その旨及び調査結果を理事長に報告し、当該漏えい事案等の対象となった情報主体に対して、事実関係の通知、謝意の表明、原因関係の説明等を速やかに行うものとする。
４　事務取扱責任者は、漏えい事案等が発生した場合、当局に対して必要な報告を速やかに行う。
５　事務取扱統括責任者は、漏えい事案等が発生したと判断した場合は、情報漏えい等が発生した原因を分析し、再発防止に向けた対策を講じるものとする。
６　事務取扱統括責任者は、漏えい事案等が発生したと判断した場合は、その事実を本人に通知するとともに、必要に応じて公表する。
７　事務取扱統括責任者は、他社における漏えい事故等を踏まえ、類似事例の再発防止のために必要な措置の検討を行うものとする。
８　事務取扱統括責任者は、漏えい事案等への対応状況の記録を【年に１回以上の頻度】にて分析するものとする。
（苦情への対応）
第１４条　事務取扱担当者は、番号法、個人情報保護法、特定個人情報保護ガイドライン又は本規程に関し、情報主体から苦情の申出を受けた場合には、その旨を事務取扱責任者に報告する。報告を受けた事務取扱責任者又は事務取扱統括責任者は、適切に対応するものとする。
（監査）
第１５条　事務局長は、事業団の特定個人情報の適正な取扱いその他法令及び本規程の遵守状況について検証し、その改善を事務取扱責任者に促す。
（取扱状況の確認並びに安全管理措置の見直し）
第１６条　事務取扱責任者は、年１回以上の頻度又は臨時に特定個人情報の運用状況の記録及び特定個人情報ファイルの取扱状況の確認を実施しなければならない。
２　事務取扱責任者は、前項の確認の結果及び前条の監査の結果に基づき、安全管理措置の評価、見直し及び改善に取り組むものとする。

第２節　物理的安全管理措置
（特定個人情報等を取り扱う区域の管理）
第１７条　事業団は管理区域及び取扱区域を明確にし、それぞれの区域に対し、次の各号に従い以下の措置を講じる。
（１）管理区域
　　入退室管理及び管理区域へ持ち込む機器及び電子媒体等の制限を行うものとする。
（２）取扱区域
可能な限り壁又は間仕切り等の設置をしたり、事務取扱担当者以外の者の往来が少ない場所への座席配置や、後ろから覗き見される可能性が低い場所への座席配置等をするなど座席配置を工夫するものとする。
（機器、電子媒体及び特定個人情報ファイル等の盗難等の防止）
第１８条　事業団は管理区域及び取扱区域における特定個人情報等を取扱う機器、電子媒体及び書類等の盗難又は紛失等を防止するために、次の各号に掲げる措置を講じる。
（１）特定個人情報等を取扱う機器、電子媒体又は書籍等を、施錠できるキャビネット・書庫等に保管する。
（２）特定個人情報ファイルを取扱う情報システムが機器のみで運用されている場合は、セキュリティワイヤー等により固定する。
（３）特定個人情報ファイルは、金庫等で保管する。
（電子媒体等を持ち出す場合の漏えい等の防止）
第１９条　事業団は特定個人情報等が記録された電子媒体又は書類等の持出し（特定個人情報等を、管理区域又は取扱区域の外へ移動させることをいい、事業所内での移動等も含まれる。）は、次に掲げる場合を除き禁止する。なお、「持出し」とは、特定個人情報等を、管理区域又は取扱区域の外へ移動させることをいい、事業所内での移動等も持出しに該当するものとする。
（１）個人番号関係事務に係る外部委託先に、委託事務を実施する上で必要と認められる範囲内でデータを提供する場合
（２）行政機関等への法定調書の提出等、事業団が実施する個人番号関係事務に関して個人番号利用事務実施者に対しデータ又は書類を提出する場合
２　前項により特定個人情報等が記録された電子媒体又は書類等の持出しを行う場合には、以下の安全策を講じるものとする。ただし、行政機関等に法定調書等をデータで提出するに当たっては、行政機関等が指定する提出方法に従うものとする。
（１）特定個人情報等が記録された電子媒体を安全に持ち出す方法
　　ア　持出しデータの暗号化
　イ　持出しデータのパスワードによる保護
　ウ　施錠できる搬送容器の使用
　エ　追跡可能な移送手段の利用（源泉徴収票等を役職員に交付するにあたっては、配達記録、書留郵便や本人確認郵便で送付する。）
（２）特定個人情報等が記載された書類等を安全に持ち出す方法
ア　封緘、目隠しシールの貼付（各事業所の事務取扱担当者から本部事務局の事務取扱担当者に特定個人情報等が記載された書類等を移送する場合を含む。）
（廃棄・削除段階における物理的安全管理措置）
第２０条　特定個人情報等の廃棄・削除段階における記録媒体等の管理は次のとおりとする。
（１）事務取扱担当者は、特定個人情報等が記録された書類等を廃棄する場合、シュレッダー等による記載内容が復元不能までの裁断又は焼却場での焼却・溶解等の復元不可能な手段を用いるものとする。
（２）事務取扱担当者は、特定個人情報等が記録された機器及び電子媒体等を廃棄する場合、物理的な破壊等により、復元不可能な手段を用いるものとする。
（３）事務取扱担当者は、特定個人情報ファイル中の個人番号又は一部の特定個人情報等を削除する場合、容易に復元できない手段を用いるものとする。
（４）個人番号が記載された書類等については、当該関連する法定調書の法定保存期間経過後に廃棄をするものとする。
２　事務取扱担当者は、個人番号若しくは特定個人情報ファイルを削除した場合、又は電子媒体等を廃棄した場合には、削除又は廃棄した記録を保存するものとする。削除・廃棄の記録としては、特定個人情報ファイルの種類・名称、責任者・取扱部署、削除・廃棄状況を記録するものとし、個人番号自体は含めないものとする。

第３節　技術的安全管理措置
（アクセス制御）
第２１条　特定個人情報へのアクセス制御は以下のとおりとする。
（１）個人番号と紐付けてアクセスできる情報の範囲をアクセス制御により限定する。
（２）特定個人情報ファイルを取り扱う情報システムを、アクセス制御により限定する。
（３）ユーザーＩＤに付与するアクセス権により、特定個人情報ファイルを取り扱う情報システムを使用できる者を事務取扱担当者に限定する。
（アクセス者の識別と認証）
第２２条　特定個人情報等を取り扱う情報システムは、ユーザーＩＤ、パスワード、磁気・ＩＣカード等の識別方法により、事務取扱担当者が正当なアクセス権を有する者であることを、識別した結果に基づく認証するものとする。
（外部からの不正アクセス等の防止）
第２３条　事業団は、以下の各方法により、情報システムを外部からの不正アクセス又は不正ソフトウェアから保護するものとする。
（１）情報システムと外部ネットワークとの接続箇所に、ファイアウォール等を設置し、不正アクセスを遮断する方法。
（２）情報システム及び機器にセキュリティ対策ソフトウェア等（ウイルス対策ソフトウェア等）を導入する方法。
（３）導入したセキュリティ対策ソフトウェア等により、入出力データにおける不正ソフトウェアの有無を確認する方法。
（４）機器やソフトウェア等に標準装備されている自動更新機能等の活用により、ソフトウェア等を最新状態とする方法。
（５）ログ等の分析を定期的に行い、不正アクセス等を検知する方法。
（情報漏えい等の防止）
第２４条　事業団は、特定個人情報等をインターネット等により外部に送信する場合、通信経路における情報漏えい等及び情報システムに保存されている特定個人情報等の情報漏えい等を防止するものとする。
（１）通信経路における情報漏えい等の防止策
　　通信経路の暗号化
（２）情報システムに保存されている特定個人情報等の情報漏えい等の防止策
　　データの暗号化又はパスワードによる保護


第３章　特定個人情報等の取得

（特定個人情報の適正な取得）
第２５条　事業団は、特定個人情報等の取得を適法かつ公正な手段によって行うものとする。
（特定個人情報の利用目的）
第２６条　事業団が、役職員又は第三者から取得する特定個人情報の利用目的は、第３条に掲げた個人番号を取り扱う事務の範囲内とする。
（特定個人情報の取得時の利用目的の通知等）
第２７条　事業団は、特定個人情報を取得した場合は、あらかじめその利用目的を公表している場合を除き、速やかに、その利用目的を情報主体に通知し、又は公表しなければならない。この場合において、「通知」の方法については、原則として書面（電子的方式、磁気的方式、その他人の知覚によっては認識することができない方式で作られた記録を含む。以下同じ。）によることとし、「公表」の方法については、事業所の窓口等への書面の掲示・備付け、インターネット上のホームページ等での公表等適切な方法によるものとする。事業団の役職員から特定個人情報を取得する場合には、社内ＬＡＮにおける通知、利用目的を記載した書類の提示、就業規則への明記等の方法による。
２　役職員は、利用目的の変更を要する場合、当初の利用目的と相当の関連性を有すると合理的に認められる範囲内で利用目的を変更して、本人への通知、公表又は明示を行うことにより、変更後の利用目的の範囲内で特定個人情報を利用することができる。
（個人番号の提供の要求）
第２８条　事業団は、第３条に掲げる事務を処理するために必要がある場合に限り、本人又は他の個人番号関係事務実施者若しくは個人番号利用事務実施者に対して個人番号の提供を求めることができるものとする。
（個人番号の提供を求める時期）
第２９条　事業団は、第３条に定める事務を処理するために必要があるときに個人番号の提供を求めることとする。
２　前項にかかわらず、本人との法律関係等に基づき、個人番号関係事務の発生が予想される場合には、契約を締結した時点等の当該事務の発生が予想できた時点で個人番号の提供を求めることが可能であるものとする。たとえば、従業員等の給与の源泉徴収事務、健康保険・厚生年金保険届出事務等及びこれらに伴う給与所得の源泉徴収票、健康保険・厚生年金保険被保険者資格取得届等の作成事務の場合は、雇用契約の締結時点で個人番号の提供を求めることも可能である。
（特定個人情報の提供の求めの制限）
第３０条　特定個人情報の「提供」とは、法的な人格を超える特定個人情報の移動を意味するものであり、同一法人の内部等の法的な人格を超えない特定個人情報の移動は「提供」ではなく「利用」に該当し、個人番号の利用制限（第３６条）に従うものとする。
２　事業団は、番号法第１９条各号のいずれかに該当し特定個人情報の提供を受けることができる場合を除き、特定個人情報の提供を求めてはならない。
（特定個人情報の収集制限）
第３１条　事業団は第３条に定める事務の範囲を超えて、特定個人情報を収集しないものとする。
（本人確認）
第３２条　事業団は番号法第１６条に定める各方法により、役職員又は第三者の個人番号の確認及び当該人の身元確認を行うものとする。また、代理人については、同条に定める各方法により、当該代理人の身元確認、代理権の確認及び本人の個人番号の確認を行うものとする。
（取得段階における組織的安全管理措置・人的安全管理措置）
第３３条　特定個人情報の取得段階における組織的安全管理措置及び人的安全管理措置は第２章（安全管理措置）第１節（組織的安全管理措置・人的安全管理措置）に従うものとする。
（取得段階における物理的安全管理措置）
第３４条　特定個人情報の利用段階における物理的安全管理措置は第２章（安全管理措置）第２節（物理的安全管理措置）に従うものとする。
（取得段階における技術的安全管理措置）
第３５条　特定個人情報の利用段階における技術的安全管理措置は第２章（安全管理措置）第３節（技術的安全管理措置）に従うものとする。


第４章　特定個人情報の利用

（個人番号の利用制限）
第３６条　事業団は、第２６条に掲げる利用目的の範囲内でのみ利用するものとする。
２　事業団は、人の生命、身体又は財産の保護のために必要がある場合を除き、本人の同意があったとしても、利用目的を超えて特定個人情報を利用してはならないものとする。
（特定個人情報ファイルの作成の制限）
第３７条　事業団が特定個人情報ファイルを作成するのは、第３条に定める事務を実施するために必要な範囲に限り、これらの場合を除き特定個人情報ファイルを作成しないものとする。
（利用段階における組織的安全管理措置・人的安全管理措置）
第３８条　特定個人情報の利用段階における組織的安全管理措置及び人的安全管理措置は第２章（安全管理措置）第１節（組織的安全管理措置・人的安全管理措置）に従うものとする。
（利用段階における物理的安全管理措置）
第３９条　特定個人情報の利用段階における物理的安全管理措置は第２章（安全管理措置）第２節（物理的安全管理措置）に従うものとする。
（利用段階における技術的安全管理措置）
第４０条　特定個人情報の利用段階における技術的安全管理措置は第２章（安全管理措置）第３節（技術的安全管理措置）に従うものとする。


第５章　特定個人情報の保管

（特定個人情報の正確性の確保）
第４１条　事務取扱担当者は、特定個人情報を、第２６条に掲げる利用目的の範囲において、正確かつ最新の状態で管理するよう努めるものとする。
（保有個人情報に関する事項の公表等）
第４２条　事業団は、個人情報保護法第２４条第１項に基づき、特定個人情報に係る保有個人情報に関する事項を本人の知り得る状態に置くものとする。
（特定個人情報の保管制限）
第４３条　事業団は、第３条に定める事務の範囲を超えて、特定個人情報を保管してはならない。
２　事業団は、所管法令で定められた個人番号を記載する書類等の保存期間を経過するまでの間は、支払調書の再作成等の個人番号関係事務を行うために必要があると認められるため、当該書類だけでなく、支払調書を作成するシステム内においても保管することができる。
３　事業団は、番号法上の本人確認の措置を実施する際に提示を受けた本人確認書類（個人番号カード、通知カード、身元確認書類等）の写しや当社が行政機関等に提出する法定調書の控えや当該法定調書を作成するうえで事業者が受領する個人番号が記載された申告書等を特定個人情報として保管するものとする。これらの書類については、法定調書の再作成を行うなど個人番号関係事務の一環として利用する必要があると認められるため、関連する所管法令で定められた個人番号を記載する書類等の保存期間を経過するまでの間保存することができる。
（保管段階における組織的安全管理措置・人的安全管理措置）
第４４条　特定個人情報の保管段階における組織的安全管理措置及び人的安全管理措置は第２章（安全管理措置）第１節（組織的安全管理措置・人的安全管理措置）に従うものとする。
（保管段階における物理的安全管理措置）
第４５条　特定個人情報の保管段階における物理的安全管理措置は第２章（安全管理措置）第２節（物理的安全管理措置）に従うものとする。
（保管段階における技術的安全管理措置）
第４６条　特定個人情報の保管段階における技術的安全管理措置は第２章（安全管理措置）第３節（技術的安全管理措置）に従うものとする。


第６章　特定個人情報の提供

（特定個人情報の提供制限）
第４７条　事業団は、番号法第１９条各号に掲げる場合を除き、本人の同意の有無に関わらず、特定個人情報を第三者（法的な人格を超える特定個人情報の移動を意味し、同一法人の内部等の法的な人格を超えない特定個人情報の移動は該当しないものとする。）に提供しないものとする。なお、本人の事前同意があっても特定個人情報の第三者提供ができないことに留意するものとする。
（提供段階における組織的安全管理措置・人的安全管理措置）
第４８条　特定個人情報の提供段階における組織的安全管理措置及び人的安全管理措置は第２章（安全管理措置）第１節（組織的安全管理措置・人的安全管理措置）に従うものとする。
（提供段階における物理的安全管理措置）
第４９条　特定個人情報の提供段階における物理的安全管理措置は第２章（安全管理措置）第２節（物理的安全管理措置）に従うものとする。
（提供段階における技術的安全管理措置）
第５０条　特定個人情報の提供段階における技術的安全管理措置は第２章（安全管理措置）第３節（技術的安全管理措置）に従うものとする。


第７章　特定個人情報の開示、訂正等、利用停止等

（特定個人情報の開示）
第５１条　事業団は、本人から当該本人が識別される特定個人情報に係る保有個人情報について開示を求められた場合は、次条に規定する手続き及び方法により、遅滞なく、当該情報の情報主体であることを厳格に確認した上で、当該本人が開示を求めてきた範囲内でこれに応ずるものとする。なお、当該本人に法定調書の写しを送付する際、法定調書の写しに本人以外の個人番号が含まれている場合には、その部分についてはマスキング等をするものとする。
２　事業団は、次の事由に該当する場合には、当該開示請求の全部又は一部を不開示とすることができ、その場合には請求者に対してその旨及び理由（根拠とした個人情報の保護に関する法律の条文及び判断の基準となる事実を示すこととする。）を説明することとする。
（１）本人又は第三者の生命、身体、財産その他の権利利益を害するおそれがある場合
（２）当社の業務の適正な実施に著しい支障を及ぼすおそれがある場合
（３）他の法令に違反することとなる場合
（保有個人情報の開示請求処理手順）
第５２条　前条に基づき本人又はその代理人（未成年者もしくは成年被後見人の法定代理人、又は本人が委任した任意代理人をいう。以下同じ。）から当該本人が識別される特定個人情報に係る保有個人情報について開示請求を受けた場合は、次の手順で応ずることとする。
（１）受付時の確認
　　ア　所定の様式の書面（請求者の氏名・住所・電話番号、請求年月日、請求に係る個人情報の内容が記載されているもの）による請求であること。
　　イ　代理人による請求の場合は、所定の委任状によるものであること。
　　ウ　なお、郵送による本人確認資料の受領などの場合は、事務取扱責任者が適宜判断する。
（２）開示の可否の決定
　　事務取扱担当者は、次の各号に定める点について、各々検討の上、開示の可否を決定する。
　　ア　請求された個人情報が物理的に存在するか否か。
　　イ　前号に相当するものが、「保有個人情報」に該当するか否か。
　　ウ　前条第２項各号に定める不開示事由に該当するか否か。
（３）不開示の場合の対応
　　ア　前項に基づき保有個人情報の全部又は一部を開示しない旨の決定をしたときはその旨を通知し、その理由についても説明をすることとする。
（４）請求者に対する通知時期
　　ア　開示請求に対する回答（不開示の場合の通知も含む）は書面にて、遅滞なく郵送又はこれに代わる方法により通知する。
（保有個人情報の訂正等）
第５３条　事業団は、当該本人が識別される保有個人情報の内容が事実でないことを理由に当該本人から訂正、追加又は削除を求められた場合は、必要な調査を行い、その結果に基づき、遅滞なくこれに応ずることとする。かかる訂正等を行ったとき、又は訂正等を行わない旨の決定をしたときは、当該本人に対し、遅滞なくその旨（訂正等を行ったときは、その内容を含む。）を通知するものとする。なお、訂正等を行わない場合又は当該本人の求めと異なる措置をとる場合は、その判断の根拠及びその根拠となる事実を示し、その理由を説明することとする。
（保有個人情報の訂正等処理手順）
第５４条　前条に基づき、開示の結果、特定個人情報に係る保有個人情報が事実ではないとして、訂正、追加又は削除（以下「訂正等」と総称する。）を求められた場合は、次の手順にて応ずることとする。
（１）当該請求者に対し、訂正等すべき内容が事実である旨を証明できる資料の提出を求める。
（２）事務取扱責任者は、提出された資料に基づき、利用目的の達成に必要な範囲内において遅滞なく必要な調査を行い、訂正等を行うかどうかを決定する。
（３）検討した結果については、遅滞なく当該請求者に対して書面にて、郵送又はこれに代わる方法により通知する。また訂正等の措置をとらない場合は、判断の根拠及び根拠となる事実を示し、その理由についても説明をすることとする。
２　特定個人情報に係る保有個人情報の訂正等は、次に掲げる各号に従って行わなければならない。
（１）事務取扱責任者は、当該保有個人情報を取扱う事務取扱担当者を特定し、その者以外の者に訂正等の作業を行わせてはならない。
（２）事務取扱担当者は、訂正等の作業を事務取扱責任者の指示に従って行い、事務取扱責任者が作業結果を確認する。
（３）事務取扱責任者は、更新理由、訂正等の申請者、訂正等の日付、管理責任者、事務取扱担当者及び訂正等の内容を記録し続けるものとする。
（保有個人情報の利用停止等）
第５５条　事業団は、本人から、当該本人が識別される保有個人情報が、個人情報保護法第１６条の規定に違反して取得されているという理由、同法第１７条の規定に違反して取り扱われたものであるという理由又は番号法第１９条の規定に違反して第三者に提供されているという理由によって、当該保有個人情報の利用の停止、消去又は第三者への提供の停止（以下、本条において「利用停止等」という。）を求められた場合であって、利用停止等に理由があることが判明したときは、違反を是正するために必要な限度で、遅滞なく、当該特定個人情報の利用停止等を行わなければならない。但し、利用停止等を行うことに多額の費用を要する場合その他の利用停止等を行うことが困難な場合であって、当該本人の権利利益を保護するため必要なこれに代わるべき措置をとるときは、この限りではない。
２　前項の規定に基づき求められた利用停止等の全部又は一部を行ったとき若しくは行わない旨の決定をしたときは、本人に対し、遅滞なく、その旨（当該本人から求められた措置と異なる措置を行う場合にはその措置内容を含む。）を通知しなければならない。なお、利用停止等を行わない場合又は本人の求めと異なる措置をとる場合は、その判断の根拠及びその根拠となる事実を示し、その理由を説明することとする。


第８章　特定個人情報の廃棄・削除

（特定個人情報の廃棄・削除）
第５６条　事業団は、第３条に規定する事務を処理する必要がある範囲内に限り特定個人情報等を収集又は保管し続けるものとする。なお、書類等について所管法令によって一定期間保存が義務付けられているものについては、これらの書類等に記載された個人番号については、その期間保管するものとし、それらの事務を処理する必要がなくなった場合で、所管法令において定められている保存期間を経過した場合には、個人番号をできるだけ速やかに廃棄又は削除するものとする。
（廃棄・削除段階における組織的安全管理措置・人的安全管理措置）
第５７条　特定個人情報の廃棄・削除段階における組織的安全管理措置及び人的安全管理措置は第２章（安全管理措置）第１節（組織的安全管理措置・人的安全管理措置）に従うものとする。
（廃棄・削除段階における物理的安全管理措置）
第５８条　特定個人情報の廃棄・削除段階における組織的安全管理措置及び人的安全管理措置は第２章（安全管理措置）第２節（物理的安全管理措置）の第２０条（廃棄・削除段階における物理的安全管理措置）に従うものとする。
（廃棄・削除段階における技術的安全管理措置）
第５９条　特定個人情報の廃棄・削除段階における技術的安全管理措置は第２章（安全管理措置）第３節（技術的安全管理措置）に従うものとする。


附　　則
この規程は、平成２８年１月１日から施行する。
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社会福祉法人常陽社会福祉事業団ストレスチェック制度実施規程

第１章 総則
（目的・変更手続き）
第１条　この規程は、労働安全衛生法第６６条の１０の規定に基づくストレスチェック制度を社会福祉法人常陽社会福祉事業団（以下「事業団」という。）において実施するに当たり、その実施方法等を定めるものである。
２　ストレスチェック制度の実施方法等については、この規程に定めるほか、労働安全衛生法その他の法令の定めによる。
３　この規程を変更する場合は、当該事業所で設置している衛生委員会において調査審議を行い、その結果に基づいて変更を行う。
（適用範囲）
第２条　この規程は、常時雇用する労働者が５０人以上の事業所の全ての職員に適用する。
（制度の趣旨等の周知）
第３条　事業団は、事業場掲示板に次の内容を掲示するほか、本規程を職員に配布又は社内掲示板に掲載することにより、ストレスチェック制度の趣旨等を職員に周知する。
（１）ストレスチェック制度は、職員自身のストレスへの気付き及びその対処の支援並びに職場環境の改善を通じて、メンタルヘルス不調となることを未然に防止する一次予防を目的としており、メンタルヘルス不調者の発見を一義的な目的とはしないものであること。
（２）職員がストレスチェックを受ける義務まではないが、専門医療機関に通院中などの特別な事情がない限り、全ての職員が受けることが望ましいこと。
（３）ストレスチェック制度では、ストレスチェックの結果は直接本人に通知され、本人の同意なく事業主が結果を入手するようなことはないこと。したがって、ストレスチェックを受けるときは、正直に回答することが重要であること。
（４）本人が面接指導を申し出た場合や、ストレスチェックの結果を事業団へ提供することに同意した場合には、事業主が入手した結果は、本人の健康管理の目的のために使用し、それ以外の目的に利用することはないこと。

第２章 ストレスチェック制度の実施体制
（ストレスチェック制度担当者）
第４条　ストレスチェック制度の実施計画の策定及び計画に基づく実施の管理等の実務を担当するストレスチェック制度担当者は、衛生管理者とする。
２　ストレスチェック制度担当者の氏名は、別途、事業場内掲示板に掲載する等の方法により、職員に周知する。また、人事異動等により担当者の変更があった場合には、その都度、同様の方法により職員に周知する。第５条のストレスチェックの実施者、第６条のストレスチェックの実施事務従事者、第７条の面接指導の実施者についても、同様の扱いとする。
（ストレスチェックの実施者）
第５条　ストレスチェックの実施者は、事業所の産業医とし、共同実施者を看護課長とする。
（ストレスチェックの実施事務従事者）
第６条　実施者又は共同実施者の指示のもと、ストレスチェックの実施事務従事者として、衛生管理者及び管理課職員に、ストレスチェックの実施日程の調整・連絡、調査票の配布、回収、等の各種事務処理を担当させる。委託先事務従事者として都城健康サービスセンター検診課職員にストレスチェック調査票のデータ入力、結果出力、集団分析等の各種事務処理を委託する。
２　衛生管理者又は管理課の職員であっても、職員の人事に関して権限を有する者は、これらのストレスチェックに関する個人情報を取り扱う業務に従事しない。
（面接指導の実施者）
第７条　ストレスチェックの結果に基づく面接指導は、事業所の産業医が実施する。
	
第３章 ストレスチェック制度の実施方法
第１節 ストレスチェック
（実施時期）
第８条　ストレスチェックは、毎年７月から１０月の間のいずれかの３週間の期間を部署ごとに設定し、実施する。
（対象者）
第９条　ストレスチェックは、第２条に定める全ての職員を対象に実施する
２　ストレスチェック実施期間中に、出張等の業務上の都合によりストレスチェックを受けることができなかった職員に対しては、別途期間を設定して、ストレスチェックを実施する。
３　ストレスチェック実施期間に休職していた職員のうち、休職期間が１月以上の職員については、ストレスチェックの対象外とする。
（受検の方法等）
第１０条　職員は、専門医療機関に通院中などの特別な事情がない限り、事業所が設定した期間中にストレスチェックを受けるよう努めなければならない。
２　ストレスチェックは、職員の健康管理を適切に行い、メンタルヘルス不調を予防する目的で行うものであることから、ストレスチェックにおいて職員は自身のストレスの状況をありのままに回答すること。
３　事業主は、なるべく全ての職員がストレスチェックを受けるよう、実施期間の開始日後に職員の受検の状況を把握し、受けていない職員に対して、実施事務従事者又は各課の課長を通じて受検の勧奨を行う。
（調査票及び方法）
第１１条 ストレスチェックは、委託先が提供する「職業性ストレス簡易調査票」を用いて紙媒体で行う。
（ストレスの程度の評価方法・高ストレス者の選定方法）
第１２条　ストレスチェックの個人結果の評価は、「労働安全衛生法に基づくストレスチェック制度実施マニュアル」（平成27 年５月 厚生労働省労働基準局安全衛生部労働衛生課産業保健支援室）（以下「マニュアル」という。）に示されている素点換算表を用いて換算し、その結果を一覧とレーダーチャートに示すことにより行う。
２ 高ストレス者の選定は、マニュアルに示されている「評価基準の例（その2）」に準拠し、以下のいずれかを満たす者を高ストレス者とする。
（１）「心身のストレス反応」（29 項目）の６尺度について素点換算表により5 段階評価に換算し、６尺度の合計点が12 点以下である者を高ストレスとする。
（２）「仕事のストレス要因」（17 項目）の９尺度及び「周囲のサポート」（9 項目）の３尺度の計12 尺度について、素点換算表により５段階評価に換算し、12 尺度の合計点が26点以下であって、かつ、「心身のストレス反応」の6尺度の合計点が17 点以下である者を高ストレスとする。
（ストレスチェック結果の通知方法）
第１３条　ストレスチェックの個人結果は、実施者の指示により、委託先実施事務従事者が、結果票を封筒に封入し、紙媒体で通知する。
（セルフケア）
第１４条　職員は、ストレスチェックの結果及び結果に記載された実施者による助言・指導に基づいて、適切にストレスを軽減するためのセルフケアを行うように努めなければならない。
（事業団への結果提供に関する同意の取得方法）
第１５条　事業主がストレスチェックの結果提供を求める場合は、電子メール又は文書により各職員に結果を事業主に提供することについて同意するかどうかの意思確認を行う。事業主への結果提供に同意する場合は、職員は結果通知の電子メールに添付又は封筒に同封された別紙１の同意書に入力又は記入し、発信者あてに送付しなければならない。
２　同意書により、事業主への結果通知に同意した職員については、実施者の指示により、委託先実施事務従事者が、事業団の本部事務局に、職員に通知された結果の写しを提供する。
（ストレスチェックを受けるのに要する時間の賃金の取扱い）
第１６条　ストレスチェックを受けるのに要する時間は、業務時間として取り扱う。
２　職員は、業務時間中にストレスチェックを受けるものとし、管理者は、職員が業務時間中にストレスチェックを受けることができるよう配慮しなければならない。

第２節 医師による面接指導
（面接指導の申出の方法）
第１７条　ストレスチェックの結果、医師の面接指導を受ける必要があると判定された職員が、医師の面接指導を希望する場合は、結果通知の封筒を受け取ってから30 日以内に、事業場内申し出窓口（衛生管理者又は管理課）に申し出て別紙２の面接指導申出書に記入し、提出しなければならない。
２　医師の面接指導を受ける必要があると判定された職員から、結果通知後30日以内に面接指導申出書の提出がなされない場合は、実施者の指示により、共同実施者が、実施者名で、該当する職員に電子メール又は電話により、申出の勧奨を行う。
また、結果通知から30 日を経過する前日（当該日が休業日である場合は、それ以前の最後の営業日）に、実施者の指示により、共同実施者が、実施者名で、該当する職員に電子メール又は電話により、申出に関する最終的な意思確認を行う。なお、共同実施者、電話で該当する職員に申出の勧奨又は最終的な意思確認を行う場合は、第三者にその職員が面接指導の対象者であることが知られることがないよう配慮しなければならない。
（面接指導の実施方法）
第１８条　面接指導の実施日時及び場所は、面接指導を実施する産業医の指示により、共同実施者が、該当する職員及び管理者に電子メール又は電話により通知する。
面接指導の実施日時は、面接指導申出書が提出されてから、30 日以内に設定する。なお、共同実施者は、電話で該当する職員に実施日時及び場所を通知する場合は、第三者にその職員が面接指導の対象者であることが知られることがないよう配慮しなければならない。
２　通知を受けた職員は、指定された日時に面接指導を受けるものとし、管理者は、職員が指定された日時に面接指導を受けることができるよう配慮しなければならない。
３　面接指導を行う場所は、産業医の病院又は当該事業所の面会室とする。
（面接指導結果に基づく医師の意見聴取方法）
第１９条　事業団は、産業医に対して、面接指導が終了してから遅くとも30 日以内に、「面接指導結果報告書兼意見書」により、結果の報告及び意見の提出を求める。
（面接指導結果を踏まえた措置の実施方法）
第２０条　面接指導の結果、就業上の措置が必要との意見書が産業医から提出され、人事異動を含めた就業上の措置を実施する場合は、本部事務局の担当者が、産業医同席の上で、該当する職員に対して、就業上の措置の内容及びその理由等について説明を行う。
２　職員は、正当な理由がない限り、事業団が指示する就業上の措置に従わなければならない。
（面接指導を受けるのに要する時間の賃金の取扱い）
第２１条　面接指導を受けるのに要する時間は、業務時間として取り扱う。

第３節 集団ごとの集計・分析
（集計・分析の対象集団）
第２２条　ストレスチェック結果の集団ごとの集計・分析は、原則として、課ごとの単位で行う。ただし、10 人未満の課については、同じ事業所に属する他の課と合算して集計・分析を行うこともできるものとする。
（集計・分析の方法）
第２３条　集団ごとの集計・分析は、仕事のストレス判定図・尺度の一覧表を用いて行う。
（集計・分析結果の利用方法）
第２４条　実施者の指示により、委託先実施事務従事者が、事業団の本部事務局に、課ごとに集計・分析したストレスチェック結果（個人のストレスチェック結果が特定されないもの）を提供する。
２ 事業主は、課ごとに集計・分析された結果に基づき、必要に応じて、職場環境の改善のための措置を実施するとともに、必要に応じて集計・分析された結果に基づいて管理者に対して研修を行う。職員は、事業団が行う職場環境の改善のための措置の実施に協力しなければならない。
第４章 記録の保存
（ストレスチェック結果の記録の保存担当者）
第２５条　ストレスチェック結果の記録の保存担当者は、第６条で委託先実施事務従事者として規定されている検診課職員とする。
（ストレスチェック結果の記録の保存期間・保存場所）
第２６条　ストレスチェック結果の記録は、委託先の都城健康サービスセンターのサーバー内に５年間保存する。
（ストレスチェック結果の記録の保存に関するセキュリティの確保）
第２７条　委託先のサーバー内に保管されているストレスチェック結果が第三者に閲覧されることがないよう、委託先の管理者が責任をもって管理をしなければならない。
（事業者に提供されたストレスチェック結果・面接指導結果の保存方法）
第２８条 事業団の本部事務局は、職員の同意を得て事業主に提供されたストレスチェック結果の写し、実施者から提供された集団ごとの集計・分析結果、面接指導を実施した医師から提供された面接指導結果報告書兼意見書（面接指導結果の記録）を、事務局で５年間保存する。
２　本部事務局は、第三者に事務局に保管されているこれらの資料が閲覧されることがないよう、責任をもって鍵の管理をしなければならない。

第５章 ストレスチェック制度に関する情報管理
（ストレスチェック結果の共有範囲）
第２９条　職員の同意を得て事業団に提供されたストレスチェックの結果の写しは、本部事務局内のみで保有し、他の部署の職員には提供しない。
（面接指導結果の共有範囲）
第３０条　面接指導を実施した医師から提供された面接指導結果報告書兼意見書（面接指導結果の記録）は、本部事務局内のみで保有し、そのうち就業上の措置の内容など、職務遂行上必要な情報に限定して、該当する職員の管理者及び上司に提供する。
（集団ごとの集計・分析結果の共有範囲）
第３１条　実施者から提供された集計・分析結果は、本部事務局で保有するとともに、課ごとの集計・分析結果については、当該課の管理者に提供する。
２　課ごとの集計・分析結果とその結果に基づいて実施した措置の内容は、衛生委員会に報告する。
（健康情報の取扱いの範囲）
第３２条　ストレスチェック制度に関して取り扱われる職員の健康情報のうち、診断名、検査値、具体的な愁訴の内容等の生データや詳細な医学的情報は、実施者又はが取り扱わなければならず、本部事務局に関連情報を提供する際には、適切に加工しなければならない。

第６章 情報開示、訂正、追加及び削除と苦情処理
（情報開示等の手続き）
第３３条　職員は、ストレスチェック制度に関して情報の開示等を求める際には、所定の様式を、電子メールにより本部事務局に提出しなければならない。
（苦情申し立ての手続き）
第３４条　職員は、ストレスチェック制度に関する情報の開示等について苦情の申し立てを行う際には所定の様式を、電子メールにより本部事務局に提出しなければならない。
（守秘義務）
第３５条　職員からの情報開示等や苦情申し立てに対応する本部事務局の職員は、それらの職務を通じて知り得た職員の秘密（ストレスチェックの結果その他の職員の健康情報）を、他人に漏らしてはならない。

第７章 不利益な取扱いの防止
（事業団が行わない行為）
第３６条　事業団は、事業場内掲示板に次の内容を掲示するほか、本規程を職員に配布することにより、ストレスチェック制度に関して、事業団が次の行為を行わないことを職員に周知する。
（１）ストレスチェック結果に基づき、医師による面接指導の申出を行った職員に対して、申出を行ったことを理由として、その職員に不利益となる取扱いを行うこと。
（２）職員の同意を得て事業団に提供されたストレスチェック結果に基づき、ストレスチェック結果を理由として、その職員に不利益となる取扱いを行うこと。
（３）ストレスチェックを受けない職員に対して、受けないことを理由として、その職員に不利益となる取扱いを行うこと。
（４）ストレスチェック結果を事業団に提供することに同意しない職員に対して、同意しないことを理由として、その職員に不利益となる取扱いを行うこと。
（５）医師による面接指導が必要とされたにもかかわらず、面接指導の申出を行わない職員に対して、申出を行わないことを理由として、その職員に不利益となる取扱いを行うこと。
（６）就業上の措置を行うに当たって、医師による面接指導を実施する、面接指導を実施した産業医から意見を聴取するなど、労働安全衛生法及び労働安全衛生規則に定められた手順を踏まずに、その職員に不利益となる取扱いを行うこと。
（７）面接指導の結果に基づいて、就業上の措置を行うに当たって、面接指導を実施した産業医の意見とはその内容・程度が著しく異なる等医師の意見を勘案し必要と認められる範囲内となっていないものや、労働者の実情が考慮されていないものなど、労働安全衛生法その他の法令に定められた要件を満たさない内容で、その職員に不利益となる取扱いを行うこと。
（８）面接指導の結果に基づいて、就業上の措置として、次に掲げる措置を行うこと。
ア　解雇すること。
イ　期間を定めて雇用される職員について契約の更新をしないこと。
ウ　退職勧奨を行うこと。
エ　不当な動機・目的をもってなされたと判断されるような配置転換又は職位（役職）の変更を命じること。
オ　その他の労働契約法等の労働関係法令に違反する措置を講じること。

附　則
この規程は、平成２８年６月１日から施行する。
別紙１

平成　　年　　月　　日


社会福祉法人常陽社会福祉事業団
理事長　　　　　　　　　      様



ストレスチェック結果の提供同意書


私は、事業主が実施する今年度のストレスチェックの結果については、健康管理への利用を目的として事業主へ提供することに同意します。
なお、提供された結果は、社会福祉法人常陽社会福祉事業団ストレスチェック制度実施規程に基づいて管理されるものとします。








住　所　：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　



氏　名　：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印







別紙２
　平成　　年　　月　　日

面接指導に係る申出書

労働安全衛生法第６６条の１０の面接指導に係る申出書

白寿園管理課長又は衛生管理者
　　様



所　属　：　　　　　　　　　　　　　　　

氏　名　：　　　　　　　　　　　　　　　


私は労働安全衛生規則第６６条の第１０第３項に定める者に該当する者として、下記のとおり面接指導を受けることを希望します。


記


１　面接指導を受ける医師

　□　産業医


２　面接指導を実施するにあたり配慮を求める事項






社会福祉法人常陽社会福祉事業団　
評議員選任・解任委員会運営要綱

（目的）
第１条　本要綱は、社会福祉法人常陽社会福祉事業団定款（以下「事業団定款」という。）第６条第１項に規定された、社会福祉法人常陽社会福祉事業団評議員選任・解任委員会（以下「委員会」という。）における評議員の選任・解任手続等を定めたものである。
（委員の構成）
第２条　委員会は、監事１名、事務局長、外部委員１名の合計３名で構成する。
２　理事長は、委員会に出席しなければならない。
（委員の任期）
第３条　委員の任期は、就任後４年以内に終了する事業年度のうち、最終のものに関する定時評議員会の終結の時までとする。ただし、再任を妨げない。
２　委員は、辞任又は任期満了後においても、事業団定款第６条第２項に定める定員に足りなくなる時は、新たに選任された者が就任するまでは、その職務を行わなければならない。
（委員の解任）
第４条　委員が、次の各号のいずれかに該当するときは、理事会において、理事現在数の３分の２以上の議決により、理事長がこれを解任することができる。
（１）心身故障のため、職務の執行に堪えないと認められるとき
（２）職務上の義務違反、その他委員たるにふさわしくない行為があると認められるとき
（委員の報酬等）
第５条　委員には、その地位のみに基づいては、報酬を支給しない。
２　委員の報酬額は、理事会の決議を経て理事長が別に定める。
３　委員には、その職務を行うために要する費用を弁償することができる。この場合の支給基準については、理事会の決議を経て理事長が定める。
（招集）
第６条　委員会は、理事長が招集する。
（招集通知）
第７条　理事長は、委員会の日の１週間前までに、各委員会委員（以下「委員」という。）に対して書面でその通知を発しなければならない。ただし、委員の全員の同意がある時は、招集の手続きを経ることなく開催することができる。
（委員長）
第８条　委員会の委員長は、当該委員会において委員の中から選出する。
２　委員長は、委員会の議長とする。
（評議員の選任）
第９条　評議員の選任は、以下の各号の手続きを経るものとする。
（１）評議員候補者は、理事会が委員会に推薦する。
（２）理事長は、委員会に、当該候補者の経歴、当該候補者を評議員候補者とした理由、当該候補者と当該法人及び役員等との関係、当該候補者の兼務状況を説明しなければならない。
（３）委員会は、評議員候補者について審議を行い、評議員選任の決議を行う。
（評議員の解任）
第１０条　評議員の解任は、以下の各号の手続きを経るものとする。
（１）理事会は、委員会に理事会で決議された評議員解任の提案を行い、評議員として不適任とした理由を委員に説明しなければならない。
（２）委員会は、解任の提案をされた被解任評議員に弁明の機会を保障する
（３）委員会は、理事会より提案された評議員の解任について審議を行い、解任の可否について決議を行う。
（決議）
第１１条　委員会の決議は、委員の過半数が出席し、その過半数をもって行う。ただし、外部委員が出席し、かつ、外部委員が賛成することを要する。
　（議事録）
第１２条　委員会の議事については、議事録を作成する。
２　議事録は書面をもって作成し、委員長及び出席した委員が記名押印しなければならない。
３　議事録は、次に掲げる事項を内容とするものでなければならない。
（１）委員会が開催された年月日及び場所
（２）委員会の議事の経過の要領及びその結果
（３）委員会に出席した理事の氏名
（４）委員会の委員長が存するときは、委員長の氏名
４　第１項の議事録は、委員会の日から１０年間、その主たる事務所に備え置かなければならない。
（補則）
第１３条　この要綱に定めるもののほか、委員会の運営に関する必要な事項は、理事長が別に定める。
（改廃）
第１４条　この要綱の改廃は、理事会の決議を経なければならない。

　　　附　則
　この要綱は、社会福祉法人常陽社会福祉事業団定款の認可された日から施行する。






社会福祉法人常陽社会福祉事業団生計困難者に対する相談支援事業実施規程

（目的）
第１条　この規程は、本会の実施する生計困難者に対する相談支援事業の適正な運営を図るために定めるものとする。
　　この事業は、社会福祉法人として明確な公益活動を実践するため、地域の援護を必要とする方に対する相談活動を活発化し、関係機関との連携を十分に行い、相談活動を行う中で、援護を必要とする方の心理的不安の軽減を図り、また必要な制度、サービスにつなぐこととする。そして、生活保護等の既存制度では対応できない方で、経済的困窮により医療や介護等の必要なサービスの利用が阻害されている方がいる場合、その費用等の全部または一部を支援する経済的援助を行う。
（経済的援助の対象）
第２条　経済的援助の対象は、社会福祉法人宮崎県社会福祉協議会が定める実施要綱によるものとする。
（経済的援助の決定）
第３条　援助を必要とする方からの相談を重ねる中で、前条に該当すると判断したコミュニティソーシャルワーカーは、相談内容に関する資料を作成し、施設長に報告するものとする。
２　施設長は、コミュニティソーシャルワーカーからの報告に基づき、経済的援助の可否を決定する。
（経済的援助の期間及び限度額）
第４条　経済的援助の期間及び限度額は、社会福祉法人宮崎県社会福祉協議会が定める実施要綱によるものとする。
（秘密の保持）
第５条　コミュニティソーシャルワーカーその他の職員は、職務上知り得た相談内容等を、部外者に漏らしてはならない。
（規程の変更）
第６条　この規程を変更しようとするときは、理事会及び評議員会の同意を得なければならない。

　　附　則
　この規程は、平成29年4月1日から施行する。
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別添１

事業区分、拠点区分又はサービス区分として把握できる個別費はそれに賦課し、それ以外の事業

区分又はサービス区分に共通して発生する経費は、次の配分基準により配分するものとする。

清風園

事業

特定施設事業 横市デイ事業

人件費

職員給料 兼務支援員 定員割合

60% 40% -

職員諸手当 兼務支援員 定員割合

60% 40% -

賞与引当金繰入兼務支援員 定員割合

60% 40% -

非常勤職員給与兼務支援員 定員割合

60% 40% -

法定福利費 兼務支援員 定員割合

60% 40% -

事業費

水道光熱費 電気代 前年度実績

90% - 10%

事務費

福利厚生費 兼務支援員 定員割合

60% 40% -

手数料 浄化槽等 前年度実績

90% - 10%

保険料 兼務支援員 定員割合

60% 40% -

賃借料 介護保険ソフト 定員割合

60% 40% -

望峰園

事業

訪問介護望峰

事業

人件費

職員給料 兼務支援員 勤務時間割合

90% 10%

職員諸手当 兼務支援員 勤務時間割合

90% 10%

賞与引当金繰入兼務支援員 勤務時間割合

90% 10%

非常勤職員給与兼務支援員 勤務時間割合

90% 10%

法定福利費 兼務支援員 勤務時間割合

90% 10%

事務費

福利厚生費 兼務支援員 勤務時間割合

90% 10%

保険料 兼務支援員 勤務時間割合

90% 10%

清風園拠点区分

西岳デイサービス拠点区分

白寿園拠点区分

横市デイ

事業

西岳デイ

事業

庄内デイ

事業

人件費

職員給料 事務職員 業務配分割合

25% 25% 50%

職員諸手当 事務職員 業務配分割合

25% 25% 50%

賞与引当金繰入事務職員 業務配分割合

25% 25% 50%

非常勤職員給与事務職員 業務配分割合

25% 25% 50%

法定福利費 事務職員 業務配分割合

25% 25% 50%

ケアプランサー

ビスゆう

地域包括支援

センター

人件費

職員給料 事務職員 業務配分割合

50% 50%

職員諸手当 事務職員 業務配分割合

50% 50%

賞与引当金繰入事務職員 業務配分割合

50% 50%

非常勤職員給与事務職員 業務配分割合

50% 50%

法定福利費 事務職員 業務配分割合

50% 50%

在宅支援拠点区分

共通経費の配分基準表

配賦基準

清風園拠点区分

種類 勘定科目 対象 配分基準

配賦基準

配賦基準

種類 勘定科目 対象 配分基準

種類 勘定科目 対象 配分基準

配賦基準

望峰園拠点区分

種類 勘定科目 対象 配分基準


image5.emf
様式１　(第４条関係)

相 談 日

相談員



記録欄



社会福祉法人常陽社会福祉事業団介護相談員記録簿

　平成　　 年　 　月　 　日(　　 　曜日)　　　午前・午後　　　時　　分～　 　時　　分　

相談場所又は

訪問ﾕﾆｯﾄ

利用者及び

相談者氏名

　・相談室 ・会議室 ・研修室 ・もみじの里 ・いちょうの里 ・さくらの里 ・あやめの里

　・あじさいの里 ・すずらんの里・庄内の里 ・その他(　　　　　　)　  

※該当する場所を○で囲む



　　　　　　　　　　　　　　　㊞


Microsoft_Excel_Worksheet1.xlsx
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		様式１　(第４条関係)ヨウシキダイジョウカンケイ



		社会福祉法人常陽社会福祉事業団介護相談員記録簿シカイゴソウダンインキロクボ

		相談日ソウダンビ		　平成　　 年　 　月　 　日(　　 　曜日)　　　午前・午後　　　時　　分～　 　時　　分　ヘイセイネンツキヒヨウビゴゼンゴゴジフンジフン

		相談場所又は訪問ﾕﾆｯﾄソウダンバショマタホウモン		　・相談室 ・会議室 ・研修室 ・もみじの里 ・いちょうの里 ・さくらの里 ・あやめの里
　・あじさいの里 ・すずらんの里・庄内の里 ・その他(　　　　　　)　  ※該当する場所を○で囲むソウダンシツカイギシツケンシュウシツタガイトウバトコロカコ



		利用者及び
相談者氏名リヨウシャオソウダンモノシメイ



		記録欄キロクラン























































										相談員ソウダンイン		　　　　　　　　　　　　　　　㊞
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様式　２

年　　月　　日 受付№

℡

①ケアの内容に関わる事項　　　②個人に関わる事項　　③財産管理・遺産・遺言等

⑤その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　　□　話を聞いて欲しい　　□　教えて欲しい　　□　回答が欲しい　　□　調査して欲しい

　　□　改めて欲しい  　　　　□　その他　（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　第三者委員への報告の要否 要　□　　　否　□　　確認欄　〔　　　　〕

　話し合いへの第三者委員の助言、立会いの要否 要　□　　　否　□　　確認欄　〔　　　　〕

備

考

申出人の

要望

申出人へ

の確認

（申出人が本人以外の場合は、利用者の氏名、年齢、性別、連絡先を記入）

苦

情

の

内

容

相談の分類

申

出

人

の

希

望

等

住

所



平成　　年　　月　　日　（　　）



苦情受付書

苦情の発生時期

苦情の発生場所



氏名

受付日

記入者

申

出

人

フリガナ

利用者との関係

本人　・　親　・　子

その他（　　　　　　　　）


Microsoft_Excel_97-2003_Worksheet1.xls
表

		様式　２

								苦情受付書

		受付日				平成　　年　　月　　日　（　　）						苦情の発生時期				年　　月　　日		受付№

		記入者										苦情の発生場所

		申　出　人		フリガナ								住　　　　　所

				氏名

				利用者との関係				本人　・　親　・　子

								その他（　　　　　　　　）						℡

		（申出人が本人以外の場合は、利用者の氏名、年齢、性別、連絡先を記入）

		苦　　情　　の　　内　　容		相談の分類				①ケアの内容に関わる事項　　　②個人に関わる事項　　③財産管理・遺産・遺言等

								⑤その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

		申　　出　　人　　の　　希　　望　　等

		備　　　　　考

		申出人の　　　要望				　　□　話を聞いて欲しい　　□　教えて欲しい　　□　回答が欲しい　　□　調査して欲しい

						　　□　改めて欲しい  　　　　□　その他　（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

		申出人への確認				　第三者委員への報告の要否										要　□　　　否　□　　確認欄　〔　　　　〕

						　話し合いへの第三者委員の助言、立会いの要否										要　□　　　否　□　　確認欄　〔　　　　〕





裏

		相談記録

		想定原因				　□　説明・情報不足　　□　職員の態度　 　□　サービス内容

						　□　サービス量　　　　　□　権利侵害　　　　□　その他（　　　　　　　　）

		処理経過

		結果
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　□　説明・情報不足　　□　職員の態度　 　□　サービス内容

　□　サービス量　　　　　□　権利侵害　　　　□　その他（　　　　　　　　）

相談記録

想定原因

処理経過

結果


Microsoft_Excel_97-2003_Worksheet2.xls
表

		様式　２

								苦情受付書

		受付日				平成　　年　　月　　日　（　　）						苦情の発生時期				年　　月　　日		受付№

		記入者										苦情の発生場所

		申　出　人		フリガナ								住　　　　　所

				氏名

				利用者との関係				本人　・　親　・　子

								その他（　　　　　　　　）						℡

		（申出人が本人以外の場合は、利用者の氏名、年齢、性別、連絡先を記入）

		苦　　情　　の　　内　　容		相談の分類				①ケアの内容に関わる事項　　　②個人に関わる事項　　③財産管理・遺産・遺言等

								⑤その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

		申　　出　　人　　の　　希　　望　　等

		備　　　　　考

		申出人の　　　要望				　　□　話を聞いて欲しい　　□　教えて欲しい　　□　回答が欲しい　　□　調査して欲しい

						　　□　改めて欲しい  　　　　□　その他　（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

		申出人への確認				　第三者委員への報告の要否										要　□　　　否　□　　確認欄　〔　　　　〕

						　話し合いへの第三者委員の助言、立会いの要否										要　□　　　否　□　　確認欄　〔　　　　〕





裏

		相談記録

		想定原因				　□　説明・情報不足　　□　職員の態度　 　□　サービス内容

						　□　サービス量　　　　　□　権利侵害　　　　□　その他（　　　　　　　　）

		処理経過

		結果
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様式　３

苦　　情　　申　　出　　人　　　　様

　　苦情受付担当者から下記のとおり苦情受付（受付№　　）についての報告がありましたことを

　通知いたします。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　記

平成　　　年　　　月　　　日　（　　曜日） 苦情申出人名

平成　　　年　　　月　　　日　（　　曜日）

利用者との

関係

本人　・　親　・　子　・

その他（　　　　　　　　）

               （事業所　→　苦情申出人）

               （事業所　→　本部）

苦情発生時期

苦

情

の

内

容

苦情受付報告書

平成　　　年　　　月　　　日

苦情解決責任者　　㊞

苦情の申出日
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		様式　３

								（事業所　→　苦情申出人）

								（事業所　→　本部）

						苦情受付報告書

								平成　　　年　　　月　　　日

		苦　　情　　申　　出　　人　　　　様

								苦情解決責任者　　㊞

		　　苦情受付担当者から下記のとおり苦情受付（受付№　　）についての報告がありましたことを

		　通知いたします。

						　　　　　　　　　　　　　　　　　　記

		苦情の申出日				平成　　　年　　　月　　　日　（　　曜日）		苦情申出人名

		苦情発生時期				平成　　　年　　　月　　　日　（　　曜日）		利用者との　　　　　　　　　関係		本人　・　親　・　子　・　　　　　　　　その他（　　　　　　　　）

		苦　　　　情　　　　の　　　内　　　　容
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image9.emf
様式　４

（苦情解決責任者→第三者委員、苦情申出人）

平成　　　年　　　月　　　日

第三者委員（苦情申出人）　　　様

　　　　　　苦情解決責任者名　　　　　　㊞

　　平成　　　年　　　月　　　日付けの苦情（受付№　　　　）については、下記のとおり解決いたしま

　したので、報告いたします。

記

苦情解決結果報告書

解決結果

苦情内容
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		様式　４

										（苦情解決責任者→第三者委員、苦情申出人）

				苦情解決結果報告書

														平成　　　年　　　月　　　日

		第三者委員（苦情申出人）　　　様

												　　　　　　苦情解決責任者名　　　　　　㊞

		　　平成　　　年　　　月　　　日付けの苦情（受付№　　　　）については、下記のとおり解決いたしま

		　したので、報告いたします。

										記

		苦情内容

		解決結果
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（様式第３号）

決裁区分 処理期限 保存区分 分類番号 文書番号

甲乙丙丁 年 月 日 号

印

部長 課長 係長 起案

年 月 日

部長 課長 係長 決裁

年 月 日

部長 課長 係長 施行

年 月 日

意見（記載者押印）

取扱区分

普通．至急．重要．秘．例規

発送区分

普通．親展．書留．速達．配達証明．

内容証明．便送

浄書 照合 公印 施行

　行先の文書

　あて先

　発行者名義 　完結

年　　月　　日付

第 号

　件名

　このことについて 次 のとおり

別紙

してよろしいか。

します。

社会福祉法人常陽社会福祉事業団

１種 ２種 ３種 ４種 ５種



常務 局長 課長

合議

社会福祉法人常陽社会福祉事業団起案用紙

常社事   第



係長 主任 係員



理事長



氏名



文書取扱主任

起案者

平成

平成



文書審査

部長

平成
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		（様式第３号） ヨウシキダイゴウ

		社会福祉法人常陽社会福祉事業団起案用紙 シャカイフクシホウジンキアンヨウシ

		決裁区分 ケッサイクブン										処理期限 ショリキゲン												保存区分 ホゾンクブン																				分類番号 ブンルイバンゴウ								文書番号 ブンショバンゴウ

		甲 コウ		乙 オツ		丙 ヘイ		丁 テイ						年 ネン				月 ツキ				日 ニチ		１種 ２種 ３種 ４種 ５種 シュシュシュシュシュ																												常社事   第 ジョウシャジダイ												号 ゴウ

		理事長 リジチョウ						常務 ジョウム						局長 キョクチョウ						部長 ブチョウ						課長 カチョウ						係長 カカリチョウ						主任 シュニン						係員 カカリイン						起案者 キアンシャ

																																																		氏名 シメイ														印 イン

		合議 ゴウギ				部長 ブチョウ												課長 カチョウ										係長 カカリチョウ										文書審査 ブンショシンサ								起案 キアン

																																																平成 ヘイセイ						年 ネン				月 ツキ				日 ニチ

						部長 ブチョウ												課長 カチョウ										係長 カカリチョウ																		決裁 ケッサイ

																																						文書取扱主任 ブンショトリアツカシュニン										平成 ヘイセイ						年 ネン				月 ツキ				日 ニチ

						部長 ブチョウ												課長 カチョウ										係長 カカリチョウ																		施行 シコウ

																																																平成 ヘイセイ						年 ネン				月 ツキ				日 ニチ

		意見（記載者押印） イケンキサイシャオウイン																																				取扱区分 トリアツカクブン

																																								普通．至急．重要．秘．例規 フツウシキュウジュウヨウヒレイキ

																																						発送区分 ハッソウクブン

																																								普通．親展．書留．速達．配達証明． フツウシンテンカキトメソクタツハイタツショウメイ

																																								内容証明．便送 ナイヨウショウメイベンソウ

																																						浄書 ジョウショ						照合 ショウゴウ						公印 コウイン						施行 シコウ

		　行先の文書 イキサキブンショ												　あて先 サキ																								　発行者名義 ハッコウシャメイギ												　完結 カンケツ

				年　　月　　日付 ネンツキニチツキ

				第 ダイ				号 ゴウ

		　件名 ケンメイ

		　このことについて														次 ツギ						のとおり

																別紙 ベッシ

																																																		してよろしいか。

																																																		します。

		社会福祉法人常陽社会福祉事業団 シャカイフクシホウジン

		社会福祉法人常陽社会福祉事業団 シャカイフクシホウジン
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別紙１　（第１０条関係）

事務フロー

イベント １　収集 ２　利用 ３　保管 ４　利用 ５　廃棄

事務取扱担当者 本部事務取扱担当者

１　入社（中途） 本部事務取扱担当者 本部事務取扱担当者 　税務署 本部事務取扱担当者

２　身上関係変更 個人番号収集 　市町村

３　退職、休職、復職 　ハローワーク

４　社保算定・月変 　健康保険組合

５　各種証明 本人確認 　年金事務所　等

６　納税代行

７　給与支払

８　労災給付申請

９　保険給付申請 通知カード

個人番号カード

＋

各事業所 本部 各事業所

１　情報収集日 　　　５　入力日

２　確認内容 　　　６　廃棄日

３　コピー作成枚数

４　封緘日

◆施設利用者に関する取り扱い

利用者本人が管理

施設で預かり保管

利用者のみ

利用者＋家族 施設で預かり保管し、

家族や後見人に取りに

利用者＋後見人 来てもらう

利用者に判断能力がない

個人番号カード等の写

人事管理ソフト

での管理

シュレッダーにより破棄

マスキングによる対応

管理台帳の保管

特定個人情報管理台帳

本人証明書

保管・管理依頼書により保管 利用者に判断能力がある

人事管理ソフトへの入力終了後
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